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様式２－２－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 

評価対象中長期

目標期間 

見込評価（中長期目標期間実

績評価） 

第３期中期目標期間（最終年度の実績見込を含む。） 

中長期目標期間 令和３年度～令和８年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 厚生労働大臣 

 法人所管部局 大臣官房厚生科学課 担当課、責任者 大臣官房厚生科学課 荒木 裕人 課長 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策立案・評価担当参事官室 山田 勝土 参事官 

 

３．評価の実施に関する事項 

令和８年７月 23 日に「厚生労働省国立研究開発法人等審議会高度専門医療研究評価部会」を開催し、評価部会委員から意見聴取を行うとともに、法人の理事長及び監事から法人の業務運営の状況や 

今後の課題、改善方法等について意見聴取を行った。 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし 
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 様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

B：国立研究開発法人の目的、業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について総合的に勘案した結

果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされて

いる。 

（参考：見込評価） 

B 

評定に至った理由 項目別評定は８項目中、Ａが３項目、B が５項目であり、うち重要度「高」であるものは A が２項目、Ｂが１項目であった。このことから、厚生労働省独立行政法人評価実

施要領に定める総合評定の評価基準に基づき、総合的に判断して B 評定とした。 

 

２．法人全体に対する評価 

第３期中長期目標期間中（令和３年度～令和８年度）においては、研究開発成果の最大化、適正、効果的かつ効率的な業務運営、国民に対するサービスの向上、財務内容の改善等を図るための積極的

な取組を行った。 

具体的な研究・開発における特に顕著な成果の創出や特別な成果の創出の期待などが認められるものとしては、 

・デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療剤：エクソン・スキップ剤の開発 

・自閉症モデルマーモセットの開発 

・『エタノールアミン』が拓く、うつ病の新規バイオマーカーや新しい治療法開発への道 

等があげられる。 

上記の他、中期目標・計画に掲げた事項について着実に成果を上げており、精神科領域におけるニューロモデュレーションや希少な神経筋疾患患者への診療をはじめとした高度・専門的な医療の提

供、精神保健研究所や CBT センターを中心とした研修の開催等を通じた人材育成、国が設置する委員会等へ参画し、専門的な見地から意見を述べ国策につながる各種の政策提言、未診断疾患イニシア

チブ（ＩＲＵＤ）によるネットワーク構築の推進、新規原因遺伝子同定・新規疾患概念確立等、高く評価できる成果や取組が散見される。 

引き続き国立研究開発法人の役割である「研究開発成果の最大化」に向けた取組に期待する。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

・次期中長期目標期間においては、これまでの実績及び環境の変化を踏まえた定量的指標の策定を検討すること。 

・一般管理費の削減等、引き続き収支改善に取り組むことを期待する。 

・繰越欠損金削減に向けて、引き続き経営改善に取り組むことを期待する。  

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

・デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療薬（エクソンスキップ剤）の開発、自閉症モデルマーモセットの開発、うつ病の新規バイオマーカー研究（エタノールアミン研究）な

ど、精神・神経・筋疾患領域において独創性・先導性の高い研究成果を創出しており、高く評価できる。 

・研究成果数や論文発表数は中長期目標を上回る実績を示しており、被引用数も多いなど研究の質・量の両面で優れた成果を挙げている。 

・基礎研究から治験・実用化までを一貫して推進し、新たな診断法・治療法の開発や社会実装を着実に進めていることから、中長期目標期間全体を通じて極めて高い成果を上

げている。 

・患者レジストリ、NCNP バイオバンク、筋肉バイオバンク、臨床試験ネットワークなどの研究基盤を整備・拡充し、精神・神経・筋疾患研究を支える世界水準の研究拠点と

して重要な役割を果たしている。 

・医師主導治験、FIH 試験、国際共同治験、産学官連携及び企業との共同研究を積極的に推進し、創薬や新規治療法開発に大きく貢献している。 

・一方で、先進医療承認件数、医師主導治験件数、診療ガイドライン採用件数などは目標未達又は年度ごとの変動がみられるため、更なる取組や指標の見直しを期待する。 

・総合的には、精神・神経・筋疾患領域における世界的研究拠点として顕著な成果を挙げている。 

監事の主な意見   監査の結果、当センターの業務運営は適切に行われており、適正・適法であると認められる。 

  研究・臨床の両面で顕著な成果を上げており、センターの活動は着実に推進されている。 
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  累積赤字という経営課題に対し、厳しい経営環境の中でも支出の工夫や効率化を進め、当初見込みより赤字幅を抑制した点を評価する。 

  研究不正事案を受けた再発防止策やコンプライアンス強化に適切に取り組むとともに、理事長主導で研究所・病院間の連携促進を進めており、今後も継続的な取組を期待す

る。 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評定総括表様式 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標

期間評価 

項目別

調書№ 

備考欄  中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標

期間評価 

項目別

調書№ 

備考欄 

 Ｒ３

年度 

Ｒ４

年度 

Ｒ５

年度 

Ｒ６

年度 

Ｒ７

年度 

Ｒ８

年度  

見込

評価 

期間

実績

評価 

  Ｒ３

年度 

Ｒ４

年度 

Ｒ５

年度 

Ｒ６

年度 

Ｒ７

年度 

Ｒ８

年度  

見込

評価 

期間

実績

評価 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 担当領域の特性を踏まえ

た戦略的かつ重点的な研

究・開発の推進 

Ａ○ 

重 

Ａ○ 

重 

Ａ〇 

重 

Ａ〇 

重 

Ａ〇 

重 

 

 
Ａ〇 

重 

 

１－１ 
研究開

発業務 

  
業務運営の効率化に関

する事項 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

  

Ｂ 

  

２－１ 

 

実用化を目指した研究・

開発の推進及び基盤整備 

Ｂ○ 

重 

Ａ○ 

重 

Ａ〇 

重 

Ａ〇 

重 

Ａ〇 

重 

 Ａ〇 

重 

 

１－２ 
研究開

発業務 

             

医療の提供に関する事項 

 

Ｂ○ 

重 

Ｂ○ 

重 

Ｂ〇 

重 

Ｂ〇 

重 

Ｂ〇 

重 

 
Ｂ〇 

重 

 

１－３  

             

人材育成に関する事項 

 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

 

Ｂ 

 

１－４  

             

医療政策の推進等に関す

る事項 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

 

Ａ 

 

１－５  

             

          
  

 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

              財務内容の改善に関す

る事項 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

 
Ｂ 

 
３－１ 

 

                         

             Ⅳ．その他の事項 

              その他業務運営に関す

る重要事項 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

 
Ｂ 

 
４－１ 

 

 
 

                       

 

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。  
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１ 
担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 

関連する政策・施策 基本目標：安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づく

りの 

推進施策目標：政策医療の向上・均てん化 

関連する政策・施策 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律第１５条

第１項及び第３項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進は、

国民が健康な生活及び長寿を享受することのできる社会を形成するため

に極めて重要であり、研究と臨床を一体的に推進できる NCの特長を活か

すことにより、研究成果の実用化に大きく貢献することが求められてい

るため。 

【難易度：高】 

筋ジストロフィーや多発性硬化症などの難治性・希少性の高い疾患に

ついては、症例集積性の困難さなどから民間企業等が参加しにくいとい

う面があり、他の領域に比べその研究開発は世界的にも遅れている。ま

た、難病等については発症原因・機序等に未解明な部分が多く、治療薬

開発等については技術的にも非常に困難であるため。 

当該項目の重要度、難易度 行政事業レビューシート 予算事業 ID：002093、002097 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度  Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

医療推進に大きく貢

献する研究成果 

中長期目標の期間

中に 26件以上 
５件 ４件 ６件 ６件 ５件  

予算額（千円） 
6,656,749 6,659,625 7,517,991 5,458,465 5,426,466  

英文・和文の原著論文

及び総説の発表総数 

中長期目標の期間

中に 3,800 件以上 
797 件 754件 628件 666件 740 件  

決算額（千円） 
5,550,884 5,658,075 5,704,188 5,828,141 9,063,864  

 

 

 
      

経常費用（千円） 
4,878,233 5,258,333 5,757,293 5,500,192 5,572,571  

 

 

 
      

経常利益（千円） 
173,496 73,722 335,690 719,830 381,192  

  
      

行政コスト（千円） 
5,264,612 5,568,788 6,055,884 5,812,445 5,885,552  

  

      

従事人員数 

令和８年３月 31 日時点

（非常勤職員含む） 

377 397 402 361 367  
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

 

評定 Ａ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

○目標の重要度、難易度 

【重要度：高】 

担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開

発の推進は、国民が健康な生活及び長寿を享受することの

できる社会を形成するために極めて重要であり、研究と臨

床を一体的に推進できる NCの特長を活かすことにより、

研究成果の実用化に大きく貢献することが求められている

ため。 

 

【難易度：高】 

筋ジストロフィーや多発性硬化症などの難治性・希少性

の高い疾患については、症例集積性の困難さなどから民間

企業等が参加しにくいという面があり、他の領域に比べそ

の研究開発は世界的にも遅れている。また、難病等について

は発症原因・機序等に未解明な部分が多く、治療薬開発等に

ついては技術的にも非常に困難であるため。 

 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備 

具体的には、 

・研究開発基盤の強化及び治験・臨床研究の推進 

産官学連携やゲノム医療の実現に向けた基盤整備を進めると

ともに、バイオバンク機能の充実やデータシェアリングの推進

に取り組んだ。また、First in Human 試験、医師主導治験、

先進医療、臨床研究及び共同研究を推進し、難治性・希少性疾

患の病態解明や治療法開発に取り組んだ。 

  ・ＮＣ間の疾患横断領域における連携推進 

 

（２）目標と実績の比較  

（定量的指標）  

・医療推進に大きく貢献する研究成果数 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

＜その他事項＞  
別 紙 に 記 載 
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中長期目標       26 件 

   実績          26 件（対中長期目標 120％） 

・英文原著論文数 

   中長期目標       817 件 

   実績          3585 件（対中長期目標 113.2％） 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

   筋ジストロフィーに対する治療法開発の推進 

デュシェンヌ型筋ジストロフィーに対するエソンスキップ治療

薬の開発を進めるとともに、核酸医薬等を用いた新たな治療法に

関する研究に取り組んだ。 

精神・神経疾患研究の推進 

自閉症モデルマーモセットを活用した病態解明や治療法開発に

向けた研究を推進した。 

うつ病の診断・治療法開発に向けた研究の推進 

エタノールアミンに着目した研究を進め、うつ病の病態解明やバ

イオマーカー、治療法開発に向けた知見の蓄積に取り組んだ。 

 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を上回る成果が得 

られていると認められることから「Ａ」評定とした。 

 

 

 ＜今後の課題＞ 

 次期中長期目標期間においては、これまでの実績及び環境の変化を

踏まえた定量的指標の策定を検討すること。 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 

  

 

４．その他参考情報 

 

 

 

 

 



様式２―１―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－１ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 
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第３ 研究開発の成果の最大
化その他の業務の質の向上
に関する事項 

 
１．研究・開発に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 研究開発の成果の最大
化その他の業務の質の向上
に関する事項 

 
１．研究・開発に関する事項 
 
精神・神経疾患等に関する

高度かつ専門的な医療及び精
神保健の向上を図り、もって
公衆衛生の向上及び増進に寄
与することを目的とするセン
ターにおいて早急又は積極的
に取り組む必要があると考え
られる以下の研究開発の成果
の最大化を図るため、センタ
ーの持つ資源を活用して重点 
的に研究開発を行う。 
また、「健康・医療戦略」 

（令和２年３月27日閣議決 
定）に即して策定された「医
療分野研究開発推進計画」（
令和２年３月27日健康・医療
戦略推進本部決定）を踏まえ
、精神・神経疾患等に係る質
の高い臨床研究及び治験を実
施する体制を整備するため、
医療法（昭和 23 年法律第 
205 号）上に位置付けられた
国際水準の臨床研究や医師主
導治験の中心的役割を担う臨
床研究中核病院を目指すとと
もに、症例及びバイオリソー
スの集積性の向上、臨床研究
及び治験の手続の効率化、専
門家の育成等に取り組み、研
究開発の環境整備を行う。 
さらに、精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭
和25年法律第123号）第41条第
１項の規定に基づき定められ
た「良質かつ適切な精神障害
者に対する医療の提供を確保
するための指針」（平成26年厚
生労働省告示第65号）を踏ま
え、精神医療に関する研究を
推進するとともに、「自殺総合
対策大綱」（令和４年10月14日
閣議決定）を踏まえ、自殺予 
防研究を推進する。 
 
・高度かつ専門的な新しい治
療法やその他の治療成績向
上に資するための研究開発 

 
 

 
＜定量的指標＞ 
 
 
■ 医療推進に大き

く貢献する研究成
果を中長期目標の
期間中に26件以上
あげる。 
 

■ 英文・和文の原
著論文及び総説の
発表総数を中長期
目標の期間中に
3,800件以上あげ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
医療推進に大きく貢献する研究成果については、以下のとおり。 
 

・デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療剤：エクソン・スキップ剤の
開発 

・自閉症モデルマーモセットの開発 
・『エタノールアミン』が拓く、うつ病の新規バイオマーカーや新し
い治療法開発への道 

 
一般的に原著論文及び総説の増減の状況は、当該研究機関の活性状

況を示すものとされる。中長期期間見込評価時点の原著論文及び総説
の発表件数は、下表のとおりである。 
原著論文の発表については、広く情報提供を行う見地から、HP上で公

表している。 
また、特に画期的な研究成果については、個別にプレスリリースを行

っている。 
 

【原著論文等件数推移】 
※下段件数は、英文内数 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
原著
論文 

506 488 388 469 543  
472 451 350 423 514  

総説 
291 266 240 197 197  
26 20 7 18 37  

合計 
797 754 628 666 740  
498 471 357 441 551  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定： Ｓ 
 
第３中長期目標期間における研究開発の成果の最大化その

他の業務の質の向上に係る成果は、以下のとおり目標を上回
っており「研究開発成果の最大化」に向けて原著論文及び総
説の発表総数、医療推進に大きく貢献する研究成果並びにそ
れらを含む研究成果の科学的意義が高く特別な成果の創出と
して医療推進に大きく貢献することが期待できる。よって、
自己評価をＳとしている。 
 
＜目標の内容①＞ 
当センターの目的に基づき精神・神経疾患等に関する高度

かつ専門的な医療の向上のため、当該医療分野の推進に大き
く貢献する研究成果を中長期目標期間中に 26件以上あげる。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
令和７年度までに 26件に達しており、次のとおり医療推進

に大きく貢献する研究成果をあげることができた。 
これらの研究成果は、いずれも革新的な研究であり海外の

著名誌に論文を投稿して Acceptされ、発表されたものばかり
であり、注目論文として取り上げられるなど、国際水準を十
分満たし、反響が大きく国内外で評価されている。 
 
ア デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療剤:エクソン・ス

キップ剤の開発 
 
核酸医薬によるエクソン・スキップあるいはメッセンジャ

ーRNA医薬により、脳ジストロフィンの発現を回復させるこ
とで、デュシェンヌ型筋ジストロフィーの患者の３割程度に
合併する自閉症スペクトラム様の症状を治療できる可能性を
示す研究成果を発表した。 
令和２年３月に薬事承認をされた国産初の核酸医薬品であ

るエクソン 53スキップ薬の「ビルトラルセン」は NCNPと日
本新薬が共同で開発した難病のデュシェンヌ型筋ジストロフ
ィーの治療薬である。当該医薬品は、令和４年度中に国内の
100名弱の患者に投与されている。 
 
論文名 
Brain Dp140 alters glutamatergic transmission and 
social behavior in the mdx52 mouse model of 
Duchenne muscular dystrophy  

掲載誌 
Progress in Neurobiology 2022 

 
論文名 
Systemic administration of the antisense 
oligonucleotide NS-089/NCNP-02 for  skipping of 
exon 44 in patients with Duchenne muscular 
dystrophy: Study protocol for a phase I/II clinical 
trial. 

掲載誌 
Neuropsychopharmacology Reports. 
 

イ 世界初の自閉症モデルマーモセットの開発 
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（１）担当領域の特性を踏ま
えた戦略的かつ重点的な
研究・開発の推進［研究事
業］ 

 
【重要度：高】 

担当領域の特性を踏まえた
戦略的かつ重点的な研究・開
発の推進は、国民が健康な生
活及び長寿を享受することの
できる社会を形成するために
極めて重要であり、研究と臨
床を一体的に推進できる NC 
の特長を活かすことにより、
研究成果の実用化に大きく貢
献することが求められている
ため。 
 

 
【難易度：高】 

筋ジストロフィーや多発性
硬化症などの難治性・希少性
の高い疾患については、症例
集積性の困難さなどから民間
企業等が参加しにくいという
面があり、他の領域に比べそ
の研究開発は世界的にも遅れ
ている。また、難病等について
は発症原因・機序等に未解明
な部分が多く、治療薬開発等
については技術的にも非常に
困難であるため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・難治性・希少性の疾患に関 
する研究開発 

 
・学会等が作成する診療ガイ
ドラインの作成・改訂及び
医療の質の向上に必要な指
標・根拠に基づく医療 
（EBM）・個別化医療の開発 
に資するような研究開発 

 
・中長期に渡って継続的に実
施する必要のあるコホート 
研究 
 

（１）担当領域の特性を踏ま
えた戦略的かつ重点的な
研究・開発の推進 

 
研究所と病院の緊密な連携

を基本としつつ、国内外の大
学・研究機関等との連携を深
め、精神・神経疾患等につい 
て、シームレスな研究体制を
強化し、「医療分野研究開発推
進計画」等を踏まえ、以下の研
究・開発を推進する。成果につ
いては、国内外の医療機関、研
究機関、関係学会等のほか、地
方公共団体、民間団体等との
連携を図りながら、関係者の
支援・人材育成、研究成果の普
及につなげる。また、センター
が担う疾患について症例集積
性の向上、臨床研究及び治験
手続の効率化、研究者・専門家
の育成・確保、臨床研究及び治
験の情報公開並びに治験に要
するコスト・スピード・質の適
正化に関して、より一層強化
するとともに、First in 
human（ヒトに初めて投与する
）試験をはじめとする治験・臨
床研究体制を強化し、診療部
門や企業等との連携を図り、
これまで以上に治験及び臨床

研 
究につなげる。 
また、精神・神経疾患、筋疾

患、発達障害、物質依存症や嗜
癖行動、認知症疾患等の研究
開発への応用を目指し、脳機
能に関わるゲノム、再生、免疫
、変性等の生命現象の機能解
明や、様々な疾患を対象にし
た発症メカニズムの解明等の

＜主な評価軸＞ 
 
① 科学的・技術的

観点 
 

成果・取組の科
学的意義（独創性、
革新性、先導性、発
展性等）が十分に
大きなものである
か。 

 
［定性的視点］ 
・ 独創性、革新
性、先導性、発展
性 

・ 具体的なイン
パクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（1）担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 
 
①  科学的・技術的観点 
 
［定性的視点］ 
・独創性、革新性、先導性、発展性 
 
・ デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療剤:エクソン・スキップ

剤の開発 
 

核酸医薬によるエクソン・スキップあるいはメッセンジャーRNA
医薬により、脳ジストロフィンの発現を回復させることで、デュ
シェンヌ型筋ジストロフィーの患者の３割程度に合併する自閉症
スペクトラム様の症状を治療できる可能性を示す研究成果を発表
した。 
令和２年３月に薬事承認をされた国産初の核酸医薬品であるエ

クソン53スキップ薬の「ビルトラルセン」はNCNPと日本新薬が共
同で開発した難病のデュシェンヌ型筋ジストロフィーの治療薬で
ある。当該医薬品は、令和４年度中に国内の100名弱の患者に投与
されている。 
 

・ 世界初の自閉症モデルマーモセットの開発 
 

世界で初めてヒトに近い霊長類・コモンマーモセットの自閉症
モデルの開発に成功した。開発された自閉症モデルマーモセット
は、ヒトの自閉症症状・病態を高度に再現していることから、こ
れを用いた研究により自閉症治療薬の開発等が期待される。 
 

・ 『エタノールアミン』が拓く、うつ病の新規バイオマーカー
や新しい治療法開発への道 

  
過去、我々が世界で初めて見出した、うつ病における脳脊髄液

中の「エタノールアミン」の濃度の低下についてさらに検討を進
めた。他の精神疾患と比較してうつ患者（特に中等症以上）のみ
で低下しており、NCNP外の複数施設のサンプルでも再現した。そ
の濃度はうつ病の症状と相関し、うつ病の治療 (ECT) 後には上
昇することが明らかとなった。うつ病様行動を示す動物（ラッ
ト）でもエタノールアミンが低下し、その投与によってラットの
うつ様行動が改善した。エタノールアミンと中枢神経系における
細胞接着分子や成長因子、神経軸索発達経路との関連も明らかと
なった。今後のバイオマーカー開発や病態研究の促進、新規治療
法への応用が期待される。 
 
 

・具体的なインパクト 
    

上記研究成果は、いずれも海外の著名科学誌で発表するなど、反響
の大きいものばかりであるが、その中でも特に独創性、革新性、先導
性、発展性の観点から医療推進に大きく貢献する特に顕著な研究成
果は、次のとおり。 

 
ア デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療剤:エソンスキップ剤の開

発 
 

論文名 

 
世界で初めてヒトに近い霊長類・コモンマーモセットの自

閉症モデルの開発に成功した。開発された自閉症モデルマー
モセットは、ヒトの自閉症症状・病態を高度に再現している
ことから、これを用いた研究により自閉症治療薬の開発等が
期待される。 
 
論文名 
 Functional and molecular characterization of a non-
human primate model of autism spectrum disorder 
show similarity  with the human disease 

 
掲載誌 
 Nature Communications 
 
ウ 『エタノールアミン』が拓く、うつ病の新規バイオマ

ーカーや新しい治療法開発への道 
 
過去、我々が世界で初めて見出した、うつ病における脳脊

髄液中の「エタノールアミン」の濃度の低下についてさらに
検討を進めた。他の精神疾患と比較してうつ患者（特に中等
症以上）のみで低下しており、NCNP 外の複数施設のサンプル
でも再現した。その濃度はうつ病の症状と相関し、うつ病の
治療 (ECT) 後には上昇することが明らかとなった。うつ病様
行動を示す動物（ラット）でもエタノールアミンが低下し、
その投与によってラットのうつ様行動が改善した。エタノー
ルアミンと中枢神経系における細胞接着分子や成長因子、神
経軸索発達経路との関連も明らかとなった。今後のバイオマ
ーカー開発や病態研究の促進、新規治療法への応用が期待さ
れる。 
 
論文名 
Ethanolamine as a Potential Biomarker and 
Therapeutic Target for Depressive Disorder 

掲載誌 
 Molecular Psychiatry 
 
＜目標の内容②＞ 
当センターが担う医療等の分野の推進に向けた研究活動の

状況と、その成果を定量的に量る指標として原著論文及び総
説の発表総数を掲げ、中長期計画期間中に 3,800件以上あげ
る。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
この指標に対して当センターの第３中長期目標期間におけ

る令和７年度時点の原著論文及び総説の発表総数は、3,585
件であり、年平均では 13％目標値を上回った。 
 
＜目標の内容③＞ 
当センターの担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的

な研究・開発の推進については、「研究成果の科学的意義
（独創性、革新性、先導性、発展性等）」を評価軸として評
価することとしている。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
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ための基礎的な研究と治療法
の開発を更に推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定量的視点］ 
・ 論文被引用数
(評) 

・（海外・国内）著
名誌への論文掲
載数(評) 

Brain Dp140 alters glutamatergic transmission and social 
behavior in the mdx52 mouse model of Duchenne muscular 
dystrophy  

掲載誌 
Progress in Neurobiology 2022 

 
論文名 
Systemic administration of the antisense oligonucleotide 
NS-089/NCNP-02 for  skipping of exon 44 in patients 
with Duchenne muscular dystrophy: Study protocol for a 
phase I/II clinical trial. 

掲載誌 
Neuropsychopharmacology Reports. 

  
プレスリリース：2020年3月27日 
 デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療薬（NS-065/NCNP-01、ビ
ルトラルセン）の製造販売承認について 
（AMEDと共同発表） 

 
プレスリリース：2022年6月16日 
 脳ジストロフィンの欠損で生じる自閉症スペクトラム様の症状
は遺伝子治療で改善―筋ジストロフィーと自閉症の新たな治療に
つながる世界初の成果― 
（東京医科歯科大学と共同） 

 
イ 世界初の自閉症モデルマーモセットの開発 
 

論文名 
 Functional and molecular characterization of a non-human 
primate model of autism spectrum disorder show similarity  
with the human disease 

 
掲載誌 

   Nature Communications 
 

プレスリリース：2021年9月16日 
世界初自閉スペクトラム症モデルマーモセットの開発に成功 

-治療薬開発のイノベーションに期待- 
   （AMEDと共同発表） 

 
ウ 『エタノールアミン』が拓く、うつ病の新規バイオマーカーや新

しい治療法開発への道 
 

論文名 
Ethanolamine as a Potential Biomarker and Therapeutic 
Target for Depressive Disorder 

掲載誌 
    Molecular Psychiatry 

 
［定量的視点］ 
・論文被引用数 
・（海外・国内）著名誌への論文掲載数 

インパクトファクターが付与された学術雑誌（Web of Science収
録）に収録された論文（article）  を対象とした被引用回数等の推移
は下表のとおり（令和８年６月１日時点の情報を収集）。 

当センターの研究成果における独創性、革新性、先導性、
発展性に則った科学的意義を象徴する事例として、世界で初
めてヒトに近い霊長類・コモンマーモセットの自閉症モデル
の開発に成功した。開発された自閉症モデルマーモセット
は、ヒトの自閉症症状・病態を高度に再現していることか
ら、これを用いた研究により自閉症治療薬の開発等が期待さ
れる。 
 
＜目標の内容④＞ 
当センターの担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的

な研究・開発の推進については、「成果・取り組みが国際的
な水準等に照らし十分大きな意義があるものか。」を評価軸
として評価することとしている。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
当センターの第３中長期目標期間における令和７年度時点

のインパクト英文による原著論文は、2,394 件であり、高い
水準を保っている。 
また、先に示した目標内容①における研究では、海外への

関連論文掲載や、海外誌に研究内容が掲載されるなど、当セ
ンターの研究は、国際的にも高く評価されている。 
 
＜目標の内容⑤＞ 
当センターは、世界的にも例のない精神領域と神経領域を

合わせて研究及び臨床研究を担う機能を持つことから、国や
社会から評価されるような研究成果等を挙げる。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
デュシェンヌ型筋ジストロフィー治療剤:エクソン・スキッ

プ剤の開発があげられる。核酸医薬によるエクソン・スキッ
プあるいはメッセンジャーRNA医薬により、脳ジストロフィ
ンの発現を回復させることで、デュシェンヌ型筋ジストロフ
ィーの患者の３割程度に合併する自閉症スペクトラム様の症
状を治療できる可能性を示す研究成果を発表した。 
令和２年３月に薬事承認をされた国産初の核酸医薬品であ

るエクソン 53スキップ薬の「ビルトラルセン」は NCNPと日
本新薬が共同で開発した難病のデュシェンヌ型筋ジストロフ
ィーの治療薬である。当該医薬品は、令和４年度中に国内の
100名弱の患者に投与されている。 
 
＜目標の内容⑥＞ 
当センターにおいて外部研究資金獲得は、研究機関として

の活動の源泉であり、適切かつ的確に獲得する必要がある。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
インターネットサイトの確認やメーリングリストへの登録

により、競争的研究資金の公募状況を確認し、センターとし
て取り組むべき研究事業等を積極的にイントラネットにより
周知した。 
また、競争的研究資金を申請するにあたり、その研究内容

を法人のミッションに合致したものであるか、研究を実施す
ることにより法人の業務遂行に支障がないかといった観点か
ら、競争的研究資金に基づく研究に関する取扱規程に基づき
審査を行った。 
以上の取り組みにより、第３中長期目標期間における令和
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②国際的観点 
 
 成果・取り組み
が国際的な水準等
に照らし十分大き
な意義があるもの
か。 
 
［定性的視点］ 
・ 国際水準の研
究の実施状況 

 
 
 
 
 
［定量的視点］ 
 
・ 国際学会での
発表件数(モ) 

・ 国際会議等の
開催件数(モ) 

・ 国際学会での
招待講演等の件
数(モ) 

・ 国際共同研究
の計画数、実施
数(モ) 

・ 海外の研究機
関との研究協力
協 定 の 締 結 数
(モ) 

 
③妥当性の観点 
 

成果・取組が国
の方針や社会のニ
ーズと適合してい
るか。 

 
［定性的視点］ 
・ 国・社会から
の評価等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
②国際的観点 
 
 
 
 
 
 
 
［定性的視点］ 
・国際水準の研究の実施状況 
 

当センターの大部分の研究成果は、いずれも海外の著名誌に論文を
投稿してAcceptされ、発表されたものばかりであり、上記に掲げたい
くつかの事例のように、中には注目論文として取り上げられるなど、
国際水準を十分満たした論文ばかりである。 
 
［定量的視点］ 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
国際学会での 
発表件数 

146 141 240 246 215  

国際会議等の 

開催件数 
0 5 4   2   5  

国際学会での 

招待講演等の件

数 

17 22 37  43  40  

国際共同研究の

計画数、実施数 
45 49 49  49  55  

海外の研究機関

との研究協力協

定の締結数 

10 8 8   9   9  

 
③妥当性の観点 
 
 
 
 
 
 
［定性的視点］ 
・ 国・社会からの評価等 
 

希少難病であるデュシェンヌ型筋ジストロフィーに関する、日本

７年度時点の競争的研究資金の獲得金額は 189億円超となっ
た。 
 
＜目標の内容⑦＞ 
当センターは、厚生労働省等とも連携して研究等に取り組

んでおり、「精神保健、公衆衛生の向上や増進への寄与」や
「希少性、難治性疾患の克服を目的とする体制整備」といっ
た医療や福祉政策の推進に寄与する研究成果やその成果を踏
まえた政策への提言を行う。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
精神保健、公衆衛生の向上や増進への寄与として、研究成

果を踏まえ、精神・神経分野における診療報酬改定に関する
提言を行った。また薬物使用の実態調査の結果等を踏また研
究成果を報告し、市販薬の販売制度の改正に貢献した。ま
た、令和５年４月に精神保健研究所 HP上に開設したこころの
情報サイトの運営を続け、こころの健康づくりやこころの病
気について、また、治療や生活のサポート、社会福祉制度に
ついて、わかりやすく紹介した。また、精神保健研究所に設
置されている摂食障害全国支援センターが摂食障害協会とと
もに世界摂食障害アクションデイ 2025を主催し、摂食障害に
関する普及啓発に寄与した。 
希少性、難治性疾患の克服を目的とする体制整備として、

研究所と病院等、センター内の連携強化、メディカル・ゲノ
ムセンター（MGC）の機能整備、バイオバンクの充実、クリニ
カル・イノベーション・ネットワーク（CIN)構築の推進のた
めの患者レジストリや外部機関との臨床試験ネットワークの
構築に取り組んだ。 
レジストリ検索システムの運用やレジストリ構築・運用支

援手順及び支援資材の公開等を実施した。筋ジストロフィー
臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患者レジストリ（Remudy）
の効率的な運用に向けて、統合された神経筋疾患先端医療推
進協議会（CareCure NMD）も順調に運用されている。また、
薬事制度下での条件付き早期承認解除のために、レジストリ
データの製薬企業への提供も行われた。 
 
＜その他の目標（指標）と実績の比較＞ 
社会に対する研究・開発成果の発信も積極的に行い、第３

中長期目標期間における令和７年度時点のセンターHPへのア
クセス件数は、6700 万件を超えている。 
 
＜その他の目標（指標）と実績の比較＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

被引用数 （注）

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

H30 306 223 1,040 2,031 3,564 3,596 2,892 2,266 1,484 451

R1 329 - 457 2,216 3,317 3,168 2,778 2,744 2,583 897

R2 390 - - 727 4,162 7,080 8,233 9,248 9,786 3,013

R3 415 - - - 926 3,181 4,112 4,746 5,143 2,059

R4 417 - - - - 1,004 3,754 5,333 6,513 2,622

R5 354 - - - - - 1,381 4,385 6,115 2,433

R6 323 - - - - - - 1,010 4,246 1,544

R7 345 - - - - - - - 390 397

論文数
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・ 外部研究資金
獲得方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
・ 精神保健、公衆
衛生の向上や増
進への寄与 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 希少性、難治性
疾患の克服の為
の体制整備と研
究推進 

 
 
 
 
 
 
 

・NCNP発の 画期的治療薬開発がさらに発展させるために、これま
でに唯一実用化されてきた「エクソン53スキップ型」治療薬ビルト
ラルセンに次いで、「エクソン44スキップ型」治療薬（ブロギジル
セン： NS-089/NCNP-02）を用いた医師主導治験（First In Human
試験）で有望な成果が得られ、第Ⅱ相国際共同治験を開始した。 

これらの成果はCell Reports Medicine誌（2025年1月号）に掲載
され、国際的にも高い評価を受けた。 

本薬剤の開発は、既存薬の限界を補完しつつ、より多くのDMD患者
に治療の選択肢を提供するための重要な取り組みである。 

 
・ 外部研究資金獲得方針 
 

インターネットで競争的研究資金の公募状況を逐次確認し、セン
ターとして取り組むべき研究事業等を積極的にイントラネットで
周知するとともに、センターのミッションとして特に重要な課題に
ついては、所属組織の長等の幹部から研究者に周知・指導を行った。 

民間企業等から幅広く寄附や受託・共同研究を受けられるように
、諸規程等を整備し、ホームページに公開している。新たな外部資
金獲得方法を常に検討している。 

 
・ 精神保健、公衆衛生の向上や増進への寄与 
 

Covid19感染に係るメンタルヘルス上の問題への支援ならびに社
会全体のメンタルヘルスのリテラシー向上のために、精神保健研
究所HP上にこころの情報サイトをオープンし、こころの健康づく
りやこころの病気について、治療や生活のサポート、また社会福
祉制度についてわかりやすく紹介した。 

 
令和５年４月に精神保健研究所HP上に開設したこころの情報サ

イトの運営を続け、こころの健康づくりやこころの病気について
、また、治療や生活のサポート、社会福祉制度について、わかり
やすく紹介した。令和６年度中のアクセス数は５２７万件（前年
比１５０％）であった。また、精神保健研究所に設置されている
摂食障害全国支援センターが摂食障害協会とともに世界摂食障害
アクションデイ２０２４を主催し、摂食障害に関する普及啓発に
寄与した。また、石川県こころのケアセンター主催の県民フォー
ラムに協力し、能登半島地震後の精神保健活動にも寄与した。 

こころの情報サイトの運営を続け、こころの健康づくりやここ
ろの病気について、また、治療や生活のサポート、社会福祉制度
について、わかりやすく紹介した。令和7年度中のアクセス数は
399万件であった。また、精神保健研究所に設置されている摂食障
害全国支援センターが摂食障害協会とともに世界摂食障害アクシ
ョンデイ2025を主催し、摂食障害に関する普及啓発に寄与した。 

 
・ 希少性、難治性疾患の克服の為の体制整備と研究推進 
 

研究所と病院等、センター内の連携強化、メディカル・ゲノムセ
ンター（MGC）の機能整備、バイオバンクの充実、「CIN構想の加速
・推進を目指した レジストリ情報統合拠点の構築」事業 （CIN國土
班）の後継事業である、「6NC連携によるレジストリデータの活用基
盤の構築事業」へ分担研究機関として参加し、運営委員会の副委員
長として武田名誉所長、実務支援委員会および情報支援委員会の副
委員長として中村病院臨床研究・教育研修部門臨床研究支援部長、
小居病院臨床研究・教育研修部門情報管理・解析部長が継続して参
画している。６NCを中心にレジストリ検索システムの継続、レジス
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［定量的視点］ 

・ 外部研究資金の
獲得件数・金額
(モ) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ アウトリーチ・

理解増進の観点 
 

社会に向けて、
研究・開発の成果
や取組の科学技術
的意義や社会経済
的価値をわかりや
すく説明し、社会
から理解を得てい
く取組を積極的に
推進しているか。 

 
［定性的視点］ 
・ アウトリーチ
戦略 

トリ手引きの更新、レジストリ構築・運用支援手順及び支援資材の
公開、レジストリシンポジウム開催を引き続き行なった。 筋ジスト
ロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患者レジストリ（Remudy
）の効率的な運用に向けて、統合された神経筋疾患先端医療推進協
議会（CareCure NMD）も順調に運用されている。また、薬事制度下
での条件付き早期承認解除のために、レジストリデータの製薬企業
への提供、その解析の共有、さらには学会等での発表も行われた。 
 

［定量的視点］ 

(単位：件（件数）、千円（金額）) 
  R3 R4 R5 R6 R7 R8 

寄付金 

 

件数 90 397 85 79 159  

金額 21,226 94,047 78,163 26,529 154,437  

受託研究

（企業

等）  

件数 3 5 10 21 18  

金額 2,662 18,756 110,376 346,352 272,289  

治験（企

業等） 

件数 55 62 59 60 98  

金額 206,241 211,962 224,367 187,042 214,586  

共同研究

（企業

等） 

件数 30 26 27 27 25  

金額 185,356 214,912 237,947 261,025 224,286  

製剤製造

受託 

件数 0 0 0 0 0  

金額 0 0 0 0 0  

被験者組

入支援業

務受託 

件数 0 0 0 0 0  

金額 0 0 0 0 0  

競争的研

究資金 

件数 559 543 497 407 404  

金額 
3,463 
,579 

3,587 
,406 

4,085 
,872 

4,131 
,174 

3,695 
,767 

 

 

 

④ アウトリーチ・理解増進の観点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定性的視点］ 
・アウトリーチ戦略 

 
広報室を中心に、特筆すべき研究成果についてはプレスリリー
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・ 社会に対する
研究・開発成果
の発信 

 
 
 
 
 
 
 
 
［定量的視点］ 
・ HP等による成
果等の広報数・
アクセス数(評) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 記者会見実施
数(モ) 

・ 新聞、雑誌、テ
レ ビ 等 で の 掲
載・報道数(モ) 

 
 
 
 
・ 国民・患者向け
セミナー等の実
施件数(評) 

・ 国民・患者向け
セミナー等参加
者数(評) 

 
 
 

 
・ 医療従事者向
けセミナー等の
実施件数(評) 

・ 医療従事者向
けセミナー等参
加者数(評) 

 
 
⑤ 政策への貢献の

観点 

スや記者発表を行うなど積極的に情報発信を行っている。 
 
・社会に対する研究・開発成果の発信 

 
研究成果等に関するプレスリリースに加え、国民にできるだ

け分かりやすく情報発信をできるよう、写真等を多く用いてセ
ンターの研究成果や活動を紹介する広報誌「NCNP ANNUAL REPOR
T」を毎年発行し、HPでも閲覧できるようにしている。 

研究成果以外にも、一般の方にも伝わりやすいよう各部門から
のコラムによる発信（睡眠障害センター、てんかんセンター、臨
床心理部）を定期的に行っており、当該コラムはセンターHPの中
でも閲覧数が多くなっている。 

 
［定量的視点］ 

 (単位：件又は人) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
センターHPへの
トピックス掲載
数 

54 43 39 41 47  

ホームページ 

アクセス実績 
8,004 
,595 

8,428 
,712 

13,405 
,702 

19,764 
,272 

18,076
,874 

 

Twitterﾌｫﾛﾜｰ数 3,597 4,990 6,175 7,114 8,209  

 
 (単位：件) 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

記者会見 4 2 4 2 0  

センター報道記

事(WEB含む)掲載

数 

1,517 2,529 3,528 3,044 3,134  

 
 (単位：件又は人) 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
国民・患者向け
セミナー等の実
施件数 

13 22 27 32 39  

国民・患者向け

セミナー等参加

者数（※） 

2,189 5,937 4,882 6,736 4,812  

 （※）動画配信により実施したものは含まない 
 

 (単位：件又は人) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
医療従事者向け
セミナー等の実
施件数 

32 97 96 123 106  

医療従事者向け

セミナー等参加

者数 

4,420 9,103 9,892 13,810 11,961  

 
⑤  政策への貢献の観点 
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調査・分析に基

づいた疾病対策の
企画立案、提言等
による政策への貢
献がなされている
か。 

 
［定性的視点］ 
・ 政策推進戦略 
・ 国の政策への
貢献 

・ 具体的な取組
事例 

 
［定量的視点］ 
・ 委員、オブザー
バーとして国の
審議会、検討会
等 へ の 参 画 数
(モ) 

・  政策提言数
(評) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
［定性的視点］ 

・政策推進戦略 
・国の政策への貢献 
・具体的な取組事例 
 

国の機関と積極的に連携して情報を出すことで、研究成果を国
の政策につなげる方針のもと、各種の政策につなげる成果や成果
への道筋に至った。 
具体的な取り組み事例としては以下のとおり。 

 
医療観察法について「地域移行支援病棟」と「一般病棟」病棟

機の能分化の提言とその人員配置基準を提言した。また、看護配
置の実質配置基準 

 への変更のための調査・資料提供を実施し貢献した。 
  「精神科救急急性期医療入院料」について、研究成果を示し「
精神科救急等病棟必要性チェックリスト」が導入され、非自発的
入院要件に替わり、 

 チェックリスト3点以上の者が新規入院の6割以上であることが施
設基準の新設に貢献した。 

  精神科病棟等に入院中の慢性維持透析患者について、研究成果
を示し、精神科病棟等に入院中の患者に対する透析の評価が出来
高化され、精神疾患 

 を有する患者の身体合併症対応を支える評価が充実した。 
  難治てんかんに対する低侵襲外科治療の「定位的ラジオ波温熱
凝固治療（RFTC）」について、当センターが多施設共同で行った
研究成果を示し 

  令和８年度診療報酬改定に新規技術として収載された。 
令和3年度から令和7年度にかけて危険ドラッグ（18物質）の有

害作用を調査し、指定薬物として規制するための科学的データの
提供と提言を行った。指定薬物(26物質)の依存性評価を実施し、
当該データに基づいて麻薬に指定された。 

  令和4年度第3回厚生労働省薬事・食品衛生審議会薬事分科会医
薬品等安全対策部会にて、一般用医薬品（市販薬）の乱用・依存
に関する研究成果を発表した。この審議を踏まえ「医薬品、医療
機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則
第十五条の二の規定に基づき濫用等のおそれのあるものとして厚
生労働大臣が指定する医薬品の一部を改正する件」により改正さ
れ、濫用等のおそれのある医薬品の範囲が見直された。（令和5年
2月8日、薬生発0208第1号） 

  厚生労働省の薬事審議会（医薬品等安全対策部会）にて、濫用
等のおそれのある医薬品の成分指定に係る研究、令和7年度厚生労
働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリ
ーサイエンス政策研究事業）の研究成果を報告し、改正薬機法で
新設された「指定濫用防止医薬品」にデキストロメトルファンお
よびジフェンヒドラミンを追加する根拠（計8成分）となり、薬機
法改正に貢献した。 

  国民の健康づくり施策である健康日本21（第三次）（令和６年
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① 重点的な研究・開発 
 

センターが担う疾患につい
て、症例集積性の向上、臨床研
究及び治験手続の効率化、研
究者・専門家の育成・確保、臨
床研究及び治験の情報公開、
治験に要するコスト・スピー
ド・質の適正化に関して、より
一層強化する。 

また、First in human（ヒ
トに初めて投与する）試験を
はじめとする治験・臨床研究
体制を強化し、診療部門や企
業等との連携を図り、これま
で以上に研究開発を推進す
る。 

さらに、精神・神経疾患、筋
疾患、発達障害、物質依存症や
嗜癖行動、認知症疾患等の研
究開発への応用を目指し、脳
機能に関わるゲノム、再生、免
疫、変性等の生命現象の機能
解明や、様々な疾患を対象に
した発症メカニズムの解明等
のための基礎的な研究と治療
法の開発を推進するととも
に、国内外の医療機関、研究機
関、関係学会等のほか、地方公
共団体、民間団体等とも連携
を図りながら、関係者の支援・
人材育成、研究成果の普及を
図る。具体的には、 
 
・筋ジストロフィーの人工核

酸医薬品等を用いた治療薬
の研究開発・応用 

 
・多発性硬化症、視神経脊髄

炎、プリオン病及び難治て
んかんなどの難治性・希少
性の高い疾患における治療
薬開発、標準治療法の確立
に向けての研究 

 
・神経難病における既存の治

療法に対する治療反応性の
検証による適正な治療選択
法の研究開発 

 
・バイオマーカー、臨床脳画

 
 
 
 
① 精神・神経疾患等の本態
解明を目指した研究 

 
精神・神経疾患等について、

生物学的手法又は心理社会的
手法を用いて、発症機序や病
態の解明につながる研究を引
き続き実施する。そのため、必
要な科学技術を取り入れ、遺
伝子、蛋白質などの分子レベ
ルから細胞、組織、個体、社会
に至るまでの研究をヒト又は
疾患モデル動物等において実
施し、精神・神経疾患等の発症
に関わる脳神経回路・機能や 
病態についての解明を目指す
。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

度開始）における「健康づくりのための睡眠ガイド2023」の普及
啓発のためのガイド作成に研究代表機関として携わるなど、我が
国のヘルスケア施策に対して大きく貢献した。 

 
① 精神・神経疾患等の本態解明を目指した研究. 発症機序や病態

の解明につながる研究 
 

1. 発症機序や病態の解明につながる研究 
 
（１）霊長類モデル動物を用いた脳神経機能及びその疾患に関する

基盤的研究 
自閉症モデルマーモセットを対象とした包括的行動解析によ

り、多動性が単なる活動量の増加ではなく、行動の時間構造の
不規則性として表れることを明らかにした。さらに、その不規
則性がコルチゾール高値と関連することを示し、ASDに伴うスト
レス脆弱性を反映する新たな客観的評価指標となる可能性を示
した。霊長類モデルを用いた病態評価系の精緻化と、臨床症状
の定量的理解に資する成果である。 
 
＜英語原著論文＞ 

Nakamura, M., Nakamura, T., Nakagami, A., Nakagaki, K.
, Kawai, N., & Ichinohe, N. (2026). Hyperactivity is lin
ked to elevated cortisol levels: comprehensive behaviora
l analysis in the prenatal valproic acid-induced marmose
t model of autism. Translational psychiatry, 16(1), 64. 
https://doi.org/10.1038/s41398-025-03798-2 
 

（２）AUTS2遺伝子の解析 
AUTS2が神経細胞発生に関与すること、その異常により小頭症

がもたらされる病理について明らかにした。さらに、その他遺
伝子発現調整のメカニズムおよびその他疾患への寄与があるか
どうかなどの研究を行った。 
 

 
（３）多発性硬化症病態における腸内細菌叢・マイクロバイオー

ム偏移解明と個別化治療に関連する研究 
国際神経免疫学会（ISNI)の腸内細菌叢と神経免疫に関する

シンポジウム、一般講演セッションにおいて、免疫研究部のメ
ンバーがシンポジスト、講演者として活躍し、この領域の研究
の起点がNCNPにあることを、国際的会議において主張できたこ
とは大きな意義がある。 

 
（４）社会距離ダイナミクスの多種多階層制御機構 

ラットとマーモセットモデルの両種において、社会距離ダイ
ナミクスを制御する共通の神経回路ネットーク機構を明らかに
することを目標とし、回路操作時に両種で共通の多階層の指標
（神経・生理・行動指標）を計測・解析することで、回路活動
に連動するバイオマーカーを同定し、回路障害に基づいた精神・
神経疾患の病態診断や治療法開発に資する研究開発を行った。 

 
<英語原著論文＞ 

Koki Mimura, Keiko Nakagaki  Hirofumi Morishita, Nor
itaka Ichinohe, Altered kinship vocal dynamics in marmo
sets with valproic acid-induced model of autism iScien
ce. 2026 Mar 20;29(4):115419 
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像等の活用による、パーキ
ンソン病、認知症、脊髄小脳
変性症、統合失調症、うつ
病、発達障害、物質依存症・
嗜癖行動等の客観的評価に
耐える診断・治療法の研究
開発 

 
・精神疾患等に対するバイオ

バンクを活用したエビデン
ス（証拠、根拠）に基づく医
療及びゲノム医療の実現の
ためのコホート研究並びに
精神保健に関する疫学研究 

 
・精神保健医療福祉政策に資

する、精神・神経疾患等に関
する正しい理解と社会参加
の促進方策、地域生活を支
えるサービス等を提供でき
る体制づくり等に関する研
究 

 
・摂食障害、物質依存症・嗜癖

行動、PTSD、児童期虐待等
の、社会的影響の大きい重
度ストレス疾患に関して、
NMDA 受容体等の脳機能の
分子生物学的研究に基づい
た病態解明と治療法の開発
に向けた研究に取り組むな
どして、重点的な研究・開発
を実施すること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（５）グリアを標的としたてんかん創薬のための基礎研究 

げっ歯類内側側頭葉てんかんモデルを用いて、海馬硬化部
位に存在するグリア細胞の遺伝子発現プロパティを調べた。
今後のグリア標的てんかん創薬研究の基盤となる。 
 

＜英文原著論文＞ 
Kinoshita S, Matsumoto N, Morikawa S, Ikegaya Y, Koya

ma R*. Astrocytic Igfbp2 promotes spontaneous seizures 
in a mouse model of mesial temporal lobe epilepsy. Glia
, 74(1), e70099., 2025. 

 
（６）心的外傷後ストレス障害の心理・生物学的特徴に関する研

究 
トラウマ・PTSDの症状と、認知・遺伝子・生理指標との関

連を検討し、PTSDの病因・病態を明らかにするとともに、そ
れに基づくバイオマーカー開発を行った。現在までに合計381
名（令和7年度：17名）のデータを収集し、継続中。本年度の
主要な成果として、PTSDにおけるワーキングメモリ障害の特
徴を明らかにした左記論文が出版された。 
 

＜英文原著論文＞ 
Ueda N, Lin M, Itoh M, Hori H, Narita Z, Niwa M, Ino 

K, Narita M, Nakano W, Imai R, Matsui M, Kamo T, Kim Y:
 Decreased non-emotional working memory capacity in wom
en with PTSD: association with symptomatology. Eur J Ps
ychotraumatol 16(1):2543079, 2025. 
 

（７）ストレス関連精神症状に対する包括的認知介入アプローチ
の効果評価研究 
ストレス関連精神症状に対する包括的認知介入プログラム

を開発する。うつ病に対し高いリスクを有する健常者を対象
として本プログラムを実施し、その有効性の評価を行う。さ
らに、プログラムの効果の個人差について遺伝的な検討を行
う。データ収集を完了し、成果を複数の論文として発表して
おり、引き続きサンプル・データ解析を行っている。R7年度
は左記論文を出版しプレスリリースを行った。 
 

＜英文原著論文＞ 
Hakamata Y, Mizukami S, Izawa S, Matsui M, Moriguchi Y, 

Hanakawa T, Hori H, Inoue Y, Tagaya H. The effectiveness 
and neurobiological actions of memory bias modification: 
a randomized controlled trial. Psychol Med. 2025; 55: 
e386. 

 
（８）精神疾患脳画像のデータ駆動型スクリーニングによる患者

層別化と臨床的特徴検討による側脳室拡大と認知機能障害患
者群（EVCI）に関する研究 
オールジャパンのCOCOROのデータを用いて、側脳室拡大（E

nlarged Ventricle: EV）と認知機能障害（Cognitive Impair
ment: CI）によって特徴づけられる精神疾患をEVCIとして層
別化することに昨年度成功した。EVCIの臨床的特徴を明らか
にするため，個々のEVCI患者の臨床情報を精査したところ，M
RI検査では虚血性変化を示すT2強調画像での大脳白質の高信
号所見が多く，治療経過では抗精神病薬に対する治療抵抗性
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統合失調症を認め，さらにクロザピンに対する良好な治療反
応性を示すといった特徴がわかり，論文として報告した（Yas
uda et al., Neuropsychopharmacol Rep, 2026）．さらに，E
VCIの再現性を確認するため，EVCI群が見出されたコホートと
は異なるコホートでもEVCI患者を探索しEVCI患者が見つかる
ことが明らかになり，再現性があることを論文化して報告し
た（Onitsuka et al., Neuropsychopharmacol Rep, 2026）．
EVCI群の認知機能の詳細なプロフィールを検証し，記銘力障
害のような特定の認知機能ドメインに偏ってはおらず全般的
な認知機能の障害であることが判明し，これについても論文
報告した（Matsumoto et al., Psychiatry Clin Neurosci, 2
026）． 
 

＜英文原著論文＞ 
 Significant Enlarged Ventricles and Cognitive Impair

ment: A Replication Study. Neuropsychopharmacol Rep, 46
(1):e70078, 2026. 
Matsumoto J, Ito S, Sumiyoshi C, Yasuda Y, Hasegawa N,

 Fujimoto M, Yamamori H, Sumiyoshi T, Hashimoto R. Cogni
tive profile of psychiatric patients with coexisting enl
arged ventricles and cognitive impairment: A rare cross-
diagnostic phenotype predominantly observed in schizophr
enia. Psychiatry Clin Neurosci, 80(3):233-234, 2026. 
 

（９）発達期小脳障害の自閉症リスク因子の検証 
発達期の小脳活動を抑制することで、成体期の個体行動、特

に、自閉症様行動を中心にへの影響を検証する。 
 

＜英語原著論文＞ 
Satoshi Kamijo, Kazutaka Ikeda, Hideki Miwa: AAV-base

d bright and sparse labeling of versatile neurons adapt
able in Cre-dependent genetic backgrounds. eNeuro. in p
ress. doi: 10.1523/ENEURO.0314-25.2026 
 

（10）精神疾患横断的共通神経回路異常の検証 
統合失調症・自閉症スペクトラム障害など精神疾患横断的共

通病態の解明。として、認知機能障害を対象に、ガンマ帯域オ
シレーションとノンレム睡眠スピンドル波の異常について、検
証する。 
 

＜英文原著論文＞ 
 Yuichiro Ohnishi#, Daiki Setoyama#, Hideki Miwa #, No
rimichi Koitabashi, Riki Ogasawara, Seri Kitada, Naoki 
Matoba, Takahito Ayano, Kaoru Hiramoto, Ryuto Yasui, Yu
ki Sugiura, Takahisa Anada, Kosuke Ino, Hinako Matsuda,
 Takahiro Noma, Shigenori Nonaka, Takashi Izumi, Masahi
ko Kurabayashi, Makoto Suematsu, Yuya Kunisaki, Motoko 
Yanagita, Hiromi Imamura, Masamichi Yamamoto: AVID mous
e: A versatile platform for real-time, multiscale ATP i
maging and spatial systems metabolism analysis in livin
g mice. Cell Rep. 2025 Sep 23;44(9):116246. doi: 10.101
6/j.celrep.2025.116246. (#: Equal contribution) 
 

（11）出生コホートを用いた神経発達症の病態解明研究 
出生コホートの参加者の臍帯血において、亜鉛が低下してお
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り、これが周産期のうつ病と関連していること、亜鉛の低下が
胎児の神経炎症を引き起こしてADHD特性を高めることを明らか
にした。 

 
＜英語原著論文＞ 

Takahashi, N., Nishimura, T., Okumura, A., Iwabuchi, 
T., Harada, T., Rahman, M.S., Nomura, Y., Newcorn, J.H.
, Tsuchiya, K.J.,Maternal stress, cord blood zinc and a
ttention deficit hyperactivity disorder. Npj Ment Healt
h Res 4, 36. 

 
２. 次世代解析技術の活用による次世代型統合的筋疾患診断拠点の

形成等 
次世代解析技術を活用し、次世代型統合的筋疾患診断拠点を形

成し、統合的診断サービスを提供するとともに、新たな筋疾患原
因遺伝子の同定及び分子病態の解明を目指す。 

原因遺伝子変異が同定できた例については順次主治医に報告し
ている。 

 
３. 体液中の細胞外小胞や微量核酸の解析、遺伝子改変モデル動物

の解析等を通じた精神疾患の病態解明を目指す研究 
マウスモデルよりもより複雑な認知・社会行動の制御機構の解

析にアドバンテージのあるマーモセットならびにラットモデルを
用いた認知・社会行動・回路解析系を構築し、本系を用いた解析
が順調に進んでいる。また精神疾患モデルラットの作成ならびに
導入も順調に進んでいる。マーモセットについては、霊長類の3次
元モーショントラッキング技術と、そのデータに基づく行動の解
釈にかかる新規の機械学習技術について実証試験を行い、その成
果を英語原著論文にまとめ出版した。`またマーモセットの自閉症
モデルを用い、音声データより家族のコミュニケーション―の障
害の発達変化を明らかにした。自閉症特性をもつ仔を育てるマー
モセット家族を対象に、日常環境における家族内の音声を長期間
にわたり記録・分析した結果、離乳という発達上の重要な節目に
おいて、家族内の音声コミュニケーションの様相が変化すること
が明らかになった。具体的には、親和的な音声の減少、緊張や不
安を示す音声の増加、さらに非定型的な発声パターンの増加が観
察された。さらに、仔育てを主体的に担う父親個体の体重の減少
が観察され、「家族全体の相互作用」を含めて捉える新たな視点
へと発展させ、その成果を英文原著論文にまとめ出版した。また
細胞外小胞に関連した研究については、Systematic Reviewは出版
され、日内変動を呈するmiRNAとisomiR群の論文は出版準備中であ
る。これらの知見を活かし、ヒト血液検体に対する採血法の最適
化研究を開始しているが、採血環境のセットアップに加え、倫理
申請は無事通過できたため、次年度に遂行する予定である。計測
にかかる機器に関しては、企業との共同研究を設計中であり、ス
ムースに進められる見通しである。また、バイオバンク中の保存
血漿における血小板と血小板由来の細胞外小胞に対しては、Compu
tationalに分子設計したアプタマーによる解決を目指している。
ここに、前述した企業との共同研究を加えてゆく設計としている
。日本のみならず世界のバイオバンクにおいて、この課題は問題
であるため、研究成果を社会実装を通して広く社会に貢献する意
味でも、この体制で研究を進めてゆく。 

 
４. mTORopathyやMOGHEなどの神経発生異常を起こす難治性てんかん

の発症メカニズムを分子レベルで解析する研究 
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第3中長期目標期間において、神経発生異常を背景とする難治性
疾患の病態解明および治療基盤の構築を推進し、以下の成果を得
た。 

まず、AUTS2遺伝子がポリコーム複合体2（PRC2）と協働してヒ
ストンメチル化を制御し、中間神経前駆細胞の分裂を調節する機
構を解明した。これにより、AUTS2機能不全が小頭症を引き起こす
新たな病態メカニズムを特定し、成果を「The EMBO Journal」誌
に発表するとともに記者会見を実施した。 

次いで、患者特異的なDSCAML1（A2105T）変異による難治性てん
かんの分子病態が、タンパク質の細胞内局在異常に起因すること
を突き止めた。さらに、4-フェニル酪酸（4-PBA）による薬理学的
補正がてんかん表現型を改善することを見出し、新たな治療標的
を提示した（「Genes to Cells」誌受理）。 

加えて、mTORopathyやMOGHE等の疾患特異的iPS細胞の樹立を完
了し、ヒト病態を反映したin vitro解析基盤を確立した。併せて
、約40症例の疾患組織を用いた空間オミクス解析を完遂し、神経
発生異常の背景にある分子動態を網羅的に抽出した。これらの成
果は現在2報の論文として投稿中であり、次世代の診断・治療法開
発に向けた強固な研究基盤を構築した。 

 
５. 自閉スペクトラム症、ADHDに併存する精神疾患の病態解明にお

ける、診断・経過判定に有効なバイオマーカーの同定に関する研
究 
自閉スペクトラム症、ADHDの児童、成人において、表情と視線の

認知、実行機能と報酬系、多様な時間知覚といった多面的な神経心
理学的機能を測定し、対人反応性、感覚過敏、不注意、多動性−衝動
性と関連する行動上の問題についてのデータ収集を継続しデータ
集積が進んだ。小児・成人の時間知覚障害について解析を行い、国
内外の学会にて発表、論文化を進めている。 

 
６．自閉スペクトラム症、注意欠如・多動症等の発達障害の病態解

明を目指した研究 
遺伝環境交互作用を考慮した注意欠如多動症モデル動物の作成

を進めており、これまでの動物モデルの課題と解決方法について
議論をまとめた総説を発表した。 

 
７. PTSDの病態解明における、ゲノム、機能的脳画像、認知機能等

についての患者と健常者の比較対照研究による発症と慢性化に関
する要因を解明に係る客観的な検査指標の探索 
被験者リクルートを継続し、現在までに合計381名のデータを収

集するなど、データベース・サンプルリソースをさらに拡充させ
ている。それに基づく研究によってこれまでに多数の論文が発表
されており（Kawanishi et al. 2023 Brain Behav Immune Health
; Kakehi et al. Front Psychiatry; Hori et al. 2024 Mol Psyc
hiatry; Ogawa et al. 2025 Prog Neuropsychopharmacol Biol Ps
ychiatry; Ueda et al. 2025 Eur J Psychotraumatolなど)、これ
らの一連の成果によってPTSDの多階層的病因・病態を明らかにし
てきた。中でも重要な成果として、東京大学・喜田聡教授らとの
臨床-基礎連携による分子病態研究によってPTSDの鍵分子としてPD
E4Bを同定しcyclic AMPシグナル伝達経路の関与を明らかにし、こ
れはプレスリリースされるとともに記者会見が開催された（Hori 
et al. 2024 Mol Psychiatry）。 

 
８．筋萎縮性側索硬化症(ALS)の家族性ALSの原因遺伝子・孤発性ALS

の疾患関連遺伝子の探索、遺伝子改変動物、神経由来初代培養細
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胞、iPSC由来運動ニューロン等を活用してバイオマーカー・ 創薬
シーズの探索 
これまでに、家族性筋萎縮性側索硬化症(家族性ALS)の原因遺伝

子産物ErbB4の発現が、孤発性ALSの脊髄運動ニューロンにおいて
低下していることを見出し、ErbB4の発現低下が運動ニューロン死
を惹起するかどうかをIn vivoで確認するために作製した、タモキ
シフェン依存性運動ニューロン特異的コンディショナルノックア
ウトマウスを用いた解析により、病理学的に運動ニューロン変性
を確認した。変性の程度を定量的に評価し、運動ニューロンにお
ける核内異常を見いだした。令和7年度にはXeniumⓇによる空間ト
ランスクリプトミクス解析を行い、変性早期の核内病態の解明を
進めた。 

 
９．ビックデータのAI解析に基づく「データ駆動型」及び脳情報処

理の計算理論に基づく「理論駆動型」の脳病態AI活用研究を統合
し、精神・神経疾患等の個別化医療技術の創出につながる先導的
研究 
脳病態に関するデータサイエンス・計算理論研究の国内拠点の

設立に向けて、基礎・臨床ビッグデータのAI解析に基づく「デー
タ駆動型」研究と、脳情報処理の計算理論に基づく「理論駆動
型」研究を統合し、精神・神経疾患および発達障害における新し
い疾病概念と個別化医療技術の創出につながる先導的研究を推進
した。具体的には、情報基盤管理の専門家である特任研究員およ
び科研費研究員を雇用し、NCNP内に散在する大規模情報資産に関
するヒアリングを実施したうえで、情報資産カタログを作成し、
ホームページ上で外部公開した。加えて、民間企業とのパートナ
ーシップ協定に基づく協業を支援し、関連する個別プロジェクト
の進捗にも貢献した。大規模解析環境の構築に向けては、高速計
算サーバーの拡充を進めるとともに、高速かつ安全なネットワー
ク環境を整備した。さらに、委託調査を活用して、国内の脳病態
データサイエンス・計算理論研究拠点の形成に向けたロードマッ
プを作成し、海外研究機関の事例を踏まえて、必要な組織体制お
よび研究情報基盤を明確化した。また、センター内外のデータサ
イエンス・AI研究者を対象とした教育活動として、隔月のオンラ
インセミナー（脳病態数理・データ科学セミナー）を各年度6回開
催し、各回50～100名程度の参加を得るとともに、年1回のハンズ
オンセミナー（CPSY TOKYO）を実施し、毎回おおむね延べ300名以
上の参加を得た。 

 
10．注意欠如・多動症に対するペアレント・トレーニングなど心理

社会的治療の有効性に関するエビデンスの構築及び医療における
実施の有用性に関する検討 
Parent Child Interaction Therapy(PCIT)を施行し、脱落の要因

について解析を行い、国内学会にて発表、優秀発表賞を受賞した。 
 
11．マーモセットの自閉症モデルを用いた自閉症の病態と診断法・

治療法の開発 
  中長期期間見込評価時点までに、微細構造研究部は、ヒトに近い

高次脳機能を有するマーモセットを用いた霊長類トランスレーシ
ョナル研究を一貫して推進し、自閉スペクトラム症（ASD）の病態理
解、客観的評価法の開発、層別化医療への展開に向けた実績を積み
上げた。期間前半には、自閉症モデルマーモセットにおける唾液コ
ルチゾール上昇や幼少期の社会的注視低下と成人期行動異常との
関連を示し、ストレス応答および発達早期行動指標の妥当性を明ら
かにした。続いて、デフォルトモードネットワークなど高次脳機能
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② 戦略的な研究・開発 
 

精神・神経疾患等の本態解
明を目指した研究、精神・神経
疾患等の実態把握を目指した

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 精神・神経疾患等の実態
把握を目指した研究 
 
精神・神経疾患等における

罹患、転帰その他の状況等の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ネットワークの比較神経解剖学的再評価を進め、ヒト精神・発達障
害研究に資するマーモセット脳地図の精緻化に貢献した。さらに、
投射特異的シナプス異常とそのオキシトシンによる修復可能性を
二光子イメージングで示し、霊長類モデルにおける回路病態の可視
化と介入可能性を実証した。令和７年度には、多動性の時間的不規
則性とコルチゾール上昇の関連、および血縁個体間の音声相互作用
ダイナミクスの異常を報告し、行動・生理・コミュニケーション指
標の定量化をさらに進展させた。加えて、ヒト死後脳、マーモセッ
ト、オルガノイドを統合した解析により、ASDに少なくとも３つの分
子サブタイプが存在し、そのうちグリア先行型G1サブタイプがVPA
マーモセットと高い一致を示すことを見いだした。これら一連の成
果は、マーモセットを用いてヒトASDの分子・回路・行動異常を接続
する研究基盤を確立し、バイオマーカー開発と個別化医療の実現に
向けたセンターの中核的貢献を示すものである。 

 
12. 神経の修復や適応のメカニズムの解明、ミエリン化を評価する

デバイス開発を通じた神経精神疾患の治療薬開発へ向けた標的分
子の探索及び評価系の構築を目指す研究 
神経回路修復のメカニズム解明について複数の論文を発表し

た。一部にはバイオバンクの情報等を用いた成果も含まれる。ま
た新規の評価系の作成や産学連携を推進し、当初目標以上に多面
的な研究活動を展開した。 

 
13. 全国の生物学的精神医学の共同研究体制であるCOCOROを運営

し、ゲノムや脳画像等マルチモーダルな生体試料と情報を収集
し、精疾患の病態を見出す研究 
COCOROを運営し、参加研究機関は52研究機関であり, 登録され

ている精神症状, 認知社会機能，脳神経画像，神経生理機能, ゲ
ノム情報などの多モダリティの試料・情報数は34434例となり, 個
人レベルのカタログ情報が集約されました. 利用実績は, 昨年度
の6件から, 11件となり, 順調に増えている. これらの収集したデ
ータを用いて、側脳室拡大（Enlarged Ventricle: EV）と認知機
能障害（Cognitive Impairment: CI）によって特徴づけられる精
神疾患をEVCIとして層別化することに昨年度成功した。EVCIの臨
床的特徴を明らかにするため，個々のEVCI患者の臨床情報を精査
したところ，MRI検査では虚血性変化を示すT2強調画像での大脳白
質の高信号所見が多く，治療経過では抗精神病薬に対する治療抵
抗性統合失調症を認め，さらにクロザピンに対する良好な治療反
応性を示すといった特徴がわかり，論文として報告した（Yasuda 
et al., Neuropsychopharmacol Rep, 2026）．さらに，EVCIの再
現性を確認するため，EVCI群が見出されたコホートとは異なるコ
ホートでもEVCI患者を探索しEVCI患者が見つかることが明らかに
なり，再現性があることを論文化して報告した（Onitsuka et 
al., Neuropsychopharmacol Rep, 2026）．EVCI群の認知機能の詳
細なプロフィールを検証し，記銘力障害のような特定の認知機能
ドメインに偏ってはおらず全般的な認知機能の障害であることが
判明し，これについても論文報告した（Matsumoto et al., 
Psychiatry Clin Neurosci, 2026）． 

 
 
② 精神・神経疾患等の実態把握を目指した研究 
 
１. 精神・神経疾患等の実態把握のための調査、精神保健に関する

疫学研究 
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研究、精神・神経疾患等の新た
な予防・診断・治療法の確立や
効果的な新規治療薬の開発及
び既存治療薬の適応拡大等を
目指した研究、均てん化を目
指した研究に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実態及びその推移に関する疫
学研究等を引き続き推進する
。特に精神・神経疾患等に対す
るバイオバンクを活用したエ
ビデンス（証拠、根拠）に基づ
く医療及びゲノム医療実現の
ためのコホート研究並びに精
神保健に関する疫学研究に 
重点的に取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）先天性大脳白質形成不全症の全国疫学調査 
先天性大脳白質形成不全症に関する全国疫学調査を行い、我

が国における本疾患の診断、遺伝学的原因、臨床症状、医療、
自然歴などについての包括的な情報を収集することで、難病医
療政策や医療の均等化、治療法開発研究への基盤となる知見を
得る。一次調査、二次調査を終了し、結果の解析を終えた。得
られた成果を国内外の学会や班会議等で発表し、現在論文を投
稿中である。 
 

（２）日本人成人における生きがいと不安傾向との関連 
生きがい（ikigai）は人生の目的意識と関連づけられる日本の

概念である。これまで身体的健康との関連は報告されているが、
メンタルヘルスとの関係は十分に明らかではない。本研究では、
日本の一般成人3,701名のオンライン調査データを用いて、生き
がいと不安（疑い例）との関連を検討した。ロジスティック回帰
分析の結果、生きがいを有さない者では不安のオッズが約2倍で
あった。また、この関連に性差はみられなかったが、年齢差が認
められ、中年層では関連がみられた一方で、若年層および高齢層
では認められなかった。本研究は、生きがいが日本人成人におけ
る不安の重要な関連要因であることを示した。 
＜英語原著論文＞ 
Narita Z*, Shinozaki T, Goto A, Hori H, Kim Y, Wilcox H

C, Inoue M, Tsugane S, Sawada N. Time-varying living arra
ngements and suicide death in the general population samp
le: 14-year causal survival analysis via pooled logistic 
regression. Epidemiol Psychiatr Sci. 2024. 23;33:e30. 
 

（３）飲酒・喫煙・薬物乱用についての全国中学生意識・実態調査 
わが国で唯一の全国の中学生を対象とする薬物使用に関する疫

学研究である．全国の中学生における飲酒・喫煙を含めた薬物使
用の状況、および生活に関する実態を把握することを目的に、全
国からランダムに選ばれた中学校における中学生を対象とした実
態調査を実施している。 
 

＜英語原著論文＞ 
Mizuno S, Inoura S, Matsumoto T, Kitagaki K, Koide A, 

Takehara K, Shimane T. Trends inlifetimecontrolleddrug use 
and associated risk factors among Japanese Junior High 
School Students: Findings from Nationwide Surveys, 2016-
2024. PCN reports 2025 Nov 12;4(4): e70241. doi: 
10.1002/pcn5.70241. eCollection 2025 Dec. 
 

（４）薬物使用と生活に関する全国高校生調査 
薬物使用開始の好発年齢とされる高校生（主として16～18歳

）を対象とした薬物使用に関する全国調査を実施し、高校生に
おける大麻や市販薬乱用を含む薬物乱用に関する基礎データを
収集・整理する。計画通り、研究報告書を作成、印刷製本し、
全国の教育委員会および対象校に送付した。また、薬物依存研
究部ホームページにて一般公開した。 
https://www.ncnp.go.jp/nimh/yakubutsu/report/pdf/highsc

hool2024.pdf 
 

＜英語原著論文＞ 
  K, Matsumoto T. Prevalence of Over-the-Counter Drug A
buse and Associated Psychosocial Factors Among High Sch
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ool Students: A Nationwide Cross-Sectional Survey in Ja
pan. Neuropsychopharmacology Reports. 45(2): e70030, 20
25. doi:10.1002/npr2.70030 
Satomi Mizuno, Satoshi Inoura, Maki Kitamura, Toshihi

ko Matsumoto, Kunihiko Kitagaki, Akihiro Koide, Kenji T
akehara, Takuya Shimane.2024 Grade-Specific Prevalence 
and Adjacent-Grade Differences in Illicit Drug Use Amon
g Japanese Junior and Senior High School Students. Psyc
hiatry and Clinical Neurosciences Reports（in press） 
 

（５）大手チェーンドラッグストアにおける市販薬販売の実態に関
する研究 
薬局薬剤師を対象としたオンライン型ゲートキーパートレー

ニングの効果をRCTで検証した。全モジュール受講群は、一部受
講群に比べ、知識と自己効力感が大きく向上し、薬物使用に対
するスティグマも有意に低下した。これらの効果は6か月後まで
維持され、一部受講群でも一定の改善がみられた。低コストで
標準化しやすいオンライン研修は、薬剤師を市販薬オーバード
ーズ予防に組み込む有望な方法と考えられた。 
市販薬の不適切使用に対する薬剤師のスティグマを測る尺度と

して、DSSは良好な妥当性・信頼性を示した。490人の薬剤師調査
では、女性や、市販薬乱用者との接触経験が多い人、家族内に乱
用経験者がいる人ほどスティグマが低かった。知識や自己効力感
との関連は弱く、偏見の軽減には知識提供だけでなく、当事者の
体験に触れる機会や地域との関わりを含む支援が重要と示唆され
た。 
 

＜英語原著論文＞ 
Katayama M, Shimane T, Shirakawa N, Sugiura K, Inada K, 

Konishi J, Sakurai Y, Kobara K, Fujishiro S, Matsumoto T. 
Psychometric Properties of the Drug Stigma Scale Among 
Community Pharmacists Concerning Individuals Who Use Over-
The-Counter Drugs. Neuropsychopharmacol Rep. 2026 
Mar;46(1): e70101. doi: 10.1002/npr2.70101. 

 
（６）アルコール使用症治療薬の有効性に関する研究：医療ビッグ

データ解析 
新規にアルコール使用症と診断されアルコール使用症の治療薬

を初めて処方されたた1137名を分析した。断酒目的の治療薬と減
酒補助薬を傾向スコア分析を用いて比較した。初処方から1年前以
内と1年後以内の健診での飲酒量と飲酒頻度は、減酒補助薬におい
て有意に減少していないことが明らかとなった。 

 
（７）全国の精神科医療施設における薬物関連精神疾患の実態調査 

2024年調査データベースを用いた一連の研究により、市販薬関
連精神疾患症例の増加、とりわけ若年層や女性の増加が明らかに
された。この集団は、1年以内の故意の自傷・自殺行動の挿話を持
つものが多く、他の精神疾患の併存率が高かった、加えて、過去
1年以内の薬物使用者が多く、依存症集団療法参加率や依存症関連
の社会資源利用率が低いことから、断薬が困難である者が多く、
既存の依存症治療に適合しない1群である可能性も示唆された。 
 

＜英語原著論文＞ 
「Clinical Characteristics of Patients With Cannabis-
Related Mental Disorders and an Examination of Factors 
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Influencing Their Access to Medical and Nonmedical 
Resources: Comparison of Methamphetamine-Related Mental 
Disorders」「Deliberate self‐harm in adolescents with 
OTC‐related psychiatric disorders: a study of 
prevalence and associated factors.」「Clinical 
characteristics and treatment resource utilization among 
patients with substance use disorders: a comparative 
study of individuals who misuse pharmaceuticals and use 
illegal drugs」「 Clinical Characteristics of Over-The-
Counter Drug Misusers in Psychiatric Practice in Japan: 
Comparison Between Codeine Misusers and Dextromethorphan 
Misusers」「Clinical Characteristics of Over-The-Counter 
Drug Misusers in Psychiatric Practice in Japan: 
Comparison by Type of Drug Misused for the First Time」 

 
（８）運動失調症の患者レジストリJ-CAT 

令和8年3月末時点で3771例の登録を達成し3048例において頻度
の高い原因遺伝子のスクリーニングを行い、1365例で病型を確定
した。病型画定例における分子疫学研究を行い、SCA6の発症に関
連するリピート数について新たな知見を得た。 
 

（９）もの忘れ外来受診患者と専門医療相談に関する観察研究 
当センターもの忘れ外来受診患者、DMT投与患者の認知機能の

推移と副作用、MCI・軽度認知症に対するリハビリプログラムの
有用性、若年性認知症患者に対する相談介入について、日本認知
症学会等で発表した。 

 
２. 精神・神経疾患等におけるゲノム医療実現のためのゲノム解析

基盤システム及び臨床情報を含めたゲノム関連情報を集約するシ
ステムの構築 

製薬協・AMED・NCの連携（GAPFREE4）による精神疾患・神経変
性疾患・健常対照の臨床情報・多層オミックスデータベースにつ
いて、独占アクセス期間の運用を開始し、複数の共同研究および
企業との個別研究を推進した。個別研究の具体的例として、本デ
ータベースの成果を元にした小野薬品との個別共同研究、ならび
に脳神経内科髙橋祐二部長代表のAMED発展研究が開始された。 

 
３. 危険ドラッグを含むわが国の薬物乱用状況の実態を明らかにす

る研究 
経年的に実施する一般住民および青少年（中高生）を対象とす

る全国調査を通じて、わが国の薬物使用の動向を調べている。本
研究で得られた成果は、第六次薬物乱用防止五カ年戦略（薬物乱
用対策推進会議、令和５年８月）を立案・評価する上での基礎資
料となっている。 

令和3年、5年、7年に「薬物使用に関する全国住民調査」を、令
和4年、6年に「飲酒・喫煙・薬物乱用についての全国中学生意識
・実態調査」を、令和6年に「薬物使用と生活に関する全国高校生
調査」を実施した。  

我が国の薬物政策の基礎となる疫学情報を得ることができ、複
数の学術論文にて研究成果を報告した。また、改正薬機法に関連
した国会、厚生労働省薬事審議会にてたびたび研究成果（特に市
販薬の乱用状況）が紹介され、政策立案に貢献した。 

 
４．心理社会的治療の普及を阻害している要因の明確化 
  ペアレントトレーニングのcost-effective解析を行い、論文化作
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業を進めている。 
 

５. 統合失調症早期診断・治療センターにおける調査・開発 
  経頭蓋直流刺激(tDCS)の統合失調症の治療効果について、陽極

（アノード）刺激を行う電極設置部位の違いにより改善される症
状の差異を検討した。その結果、アノード電極を左側前頭前野に
設置した場合は神経認知機能と日常生活技能が改善するのに対し
、左側上側頭溝に設置した場合は社会認知が改善する一方、日常
生活技能の改善効果は認めなかった。また、いずれの脳部位アノ
ード刺激も、統合失調症の陽性症状は有意に改善した。これらの
所見は、アノード刺激がターゲットとする脳部位の違いにより、
tDCSの統合失調症の治療効果が異なること国内外で初めて示す成
果であった。以上の成果を、令和５年度にFrontiers in Psychia
tryd誌(2023)に公表するとともに、ウィーンで開催された世界精
神医学会で発表した。 

統合失調症患者に対する２か所の別の部位への脳刺激部位低侵
襲性脳刺激法の経頭蓋直流刺激(tDCS)が、精神症状の改善効果が
どのように異なるかを検証した。日常生活技能（UPSA-B）は左背
外側前頭前野(DLPFC )への陽極刺激で有意に改善したが、左上側
頭溝(STS）では改善を認めなかった。神経認知機能（BACS）もDL
PFCへの陽極刺激で有意な改善を認めたものの、STSでは改善を認
めなかった。他方で、DLPFCとSTSのいずれの陽極刺激でも精神病
症状（PANSS）の総合精神病理では有意な改善効果を認め、これ
らの結果を発表した。（Yamada Y, Narita Z, Inagawa T, Yokoi
 Y, Hirabayashi N, Shirama A, Sueyoshi K, Sumiyoshi T. Ele
ctrode montage for transcranial direct current stimulation
 governs its effect on symptoms and functionality in schiz
ophrenia. Front Psychiatry. 2023 Oct 4;14:1243859.） 

経頭蓋直流刺激(tDCS)の統合失調症の治療効果について、左側
上側頭回にtDCS陽極刺激を反復して行った場合、統合失調症患者
の社会認知機能が有意に改善されることを、国内外で初めて見出
した。さらに、tDCSの陽極部位により精神症状の改善効果がどの
ように異なるかを調べるため、統合失調症患者に対する２つの脳
刺激部位へのtDCSの介入効果を比較検討した。その結果、日常生
活技能は左背外側前頭前野(DLPFC)への陽極刺激で有意に改善し
たが、左上側頭溝（STS）への刺激では改善を認めなかった。ま
た、神経認知機能についても同様の刺激部位による違いを同様に
認めた。一方、DLPFC、STSのいずれの陽極刺激も総合精神病理に
対する有意な改善効果を認めた。以上の研究成果をWorld Federa
tions of Biological Psychiatry (イスタンブール)、European 
Congress of Schizophrenia Research (ミュンヘン), World Con
gress of Asian Psychiatry（バリ島), International Brain St
imulation Conference (神戸)の各年会における招聘シンポジウ
ムで発信した。 
経頭蓋直流刺激(tDCS)の統合失調症の治療効果について、高次

認知機能である記憶の組織化は左背外側前頭前野(DLPFC)への陽
極刺激で有意に改善したが、左側上側頭回への刺激ではそのよう
な効果は限定的であることを国内外で初めて見出した。以上の研
究成果を英文専門誌に投稿し受理された。また、左側DLPFCへの
陽極刺激の統合失調症の日常生活技能への効果を見る無作為化盲
検試験(FEDICS)において、目標症例数50名からのデータを得てモ
ニタリングなどデータ固定を行った。以上の研究から得られた知
見は、World Federations of Biological Psychiatry (ベルリン
)、日本臨床生理学会（宜野湾市）の各年会における招聘シンポ
ジウムで発信した。 
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③ 精神・神経疾患等の新た
な予防・診断・治療法の確
立や効果的な新規治療薬の
開発及び既存治療薬の適応
拡大等を目指した研究 

 
精神・神経疾患等に対する

高度先駆的な予防・診断・治療
法の開発に資する研究を引き
続き推進し、その成果に基づ
く新たな予防・診断・治療法の
確立や効果的な新規治療薬の
開発及び既存治療薬の適応拡
大を目指した研究を行う。 
特に、国民への影響が大き

い疾患、難治性精神疾患や神
経難病・筋疾患等の市場が小
さく企業による積極的な開発
が期待しにくい希少疾患等に
ついて、より積極的に実施す
る。また、海外では有効性と安
全性が検証されているが、国
内では未承認の医薬品、医療
機器について、治験をはじめ
とする臨床研究を引き続き推
進する。精神・神経疾患等の患

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
６．精神科治療ガイドラインの普及・教育・検証プロジェクトの運

営 
精神科治療ガイドラインの普及・教育・検証活動であるEGUIDE

プロジェクトでは毎年10回以上の講習会を全国で行い、延べ5,50
0名以上が講習を受講しし、受講者は全国76大学940病院に広がっ
ている。EGUIDEプロジェクトにおける検証活動は、講習受講直後
のガイドラインの理解度の向上、その後のガイドラインを遵守し
た治療行動調査における実践度の向上、処方行動を診療の質（Qu
ality Indicator: QI）という形で測定し、例えば統合失調症患
者の退院時の抗精神病薬単剤治療率というようなQIを設定し、経
時的に測定することにより、講習の効果の有無についての検討を
行っている。本年度は、統合失調症のガイドラインとうつ病のガ
イドラインの講習の対面講習をそれぞれ9回行い，ウェブ講習を
計５回に加え、学会等におけるワークショップ等を行い、延べ98
4名が参加した。今年度も、講習後には講習前と比較して、ガイ
ドラインの内容の理解度が向上し、受講者の満足度は高かった。
精神科医の自記式調査票を用いたガイドラインの推奨治療の実践
度の経時的変化を検証したところ，ガイドライン講習受講前と比
較し，受講1年後は実践度が高く，それは受講8年後も持続してい
ることが明らかとなった（Ide et al., Neuropsychopharmacol R
ep, 2026）．また，参加施設における患者の治療データを用いて
，ガイドライン推奨治療の実施率（統合失調症11項目，うつ病7
項目）の8年間の長期的変化を検証したところ，施設がEGUIDEに
参加してからの経過年数が上がるにつれて，実施率が向上する治
療項目（治療抵抗性統合失調症の検討率，他の向精神薬の併用も
ない抗精神病薬単剤治療率，抗コリン薬の非処方率など）があっ
た（Hasegawa et al., Neuropsychopharmacol Rep, 2025）． 

 
③ 精神・神経疾患等の新たな予防・診断・治療法の 確立や効果的な

新規治療薬の開発及び既存治療薬の適応拡大等を目指した研究 
 

１. 新規の予防、診断、治療法の開発 
 
（１）視神経脊髄炎（NMOSD)の治療最適化に関する研究 

抗IL-6受容体抗体の治療効果が不十分な症例に対する、C5阻害
剤への切り替えを特定臨床研究として実施している。国内多施設
研究で目標症例数に到達し、バイオマーカー探索研究でも、新規
の知見が得られている。C5阻害剤の薬効に関する研究で、研究生
が国際学会で最優秀賞を受賞した。 
 

＜英語原著論文＞ 
Long-term efficacy and safety of satralizumab in patien

ts with neuromyelitis optica spectrum disorder from the S
AkuraMoon Open-label extension study. 

 
（２）霊長類モデル動物を用いた社会行動を担う神経基盤の探索的

研究 
自閉症特性をもつ仔を育てるマーモセット家族を対象に、日常

環境における家族内の音声を長期間にわたり記録・分析し、離乳
語家族内の音声コミュニケーションの様相が変化することが明ら
かになった。 
 

＜英語原著論文＞ 
Koki Mimura, Keiko Nakagaki  Hirofumi Morishita, Norit
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者の社会生活機能と QOL の
改善を目指した新規介入法あ
るいは既存の治療技術につい
て、必要に応じて多施設共同
研究等を活用して、その有効
性と安全性に関する研究や社
会に応用するための研究を引 
き続き推進する。 
重点的に取り組む研究開発

は以下のような研究開発が含 
まれる。 
 

 
・ 筋ジストロフィーの人工
核酸医薬品等を用いた治療
薬の研究開発・応用 

 
・多発性硬化症、視神経脊髄 
炎、プリオン病及び難治て 
んかんなどの難治性・希少
性の高い疾患における治療
薬の開発並びに標準治療法
の確立に向けての研究開発 

 
・神経難病における既存の治
療法に対する治療反応性の 
検証による適正な治療選択
法の研究開発 
 

・ バイオマーカー、臨床脳画
像等の活用による、パーキ
ンソン病、認知症、脊髄小脳
変性症、統合失調症、うつ 
病、発達障害、物質依存症・
嗜癖行動等の客観的評価に
耐える診断・治療法の研究 
開発 

 
・精神疾患等に対するバイオ
バンクを活用したエビデン
ス（証拠、根拠）に基づく医
療及びゲノム医療の実現の
ためのコホート研究並びに
精神保健や薬物問題に関す 
る疫学研究 

 
・ 精神保健医療福祉政策に
資する、精神・神経疾患等
に関する正しい理解と社会
参加の促進方策、地域生活
を支えるサービス等を提供
できる体制づくり等に関す
る研究開発 

 
・ 摂食障害、物質依存症・嗜

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

aka Ichinohe, Altered kinship vocal dynamics in marmosets
 with valproic acid-induced model of autism iScience 
. 2026 Mar 20;29(4):115419 

 
（３）ラットモデルを用いた認知行動の発達病態の解明 

発達期における高次機能の解析に優れるラットモデルを用い、
メタ認知等の精神疾患で障害の認められる認知機能の回路基盤を
明らかにし、病態の解明ならびに治療応用の開発に貢献する。本
研究遂行のために必要な実験系の構築と、データの収集を行った。 

 
（４）うつ病の新規バイオマーカーおよび新たな治療標的としての

エタノールアミンの検討 
脳脊髄液中のエタノールアミンはうつ病患者のみで特異的に

低下し、モノアミン系神経伝達物質の代謝物とは正に相関した
。また、ECTを受療した後の患者では、治療前に比べて濃度が有
意に上昇し、症状の変化率とは負に相関した。さらに、他機関
で採取された脳脊髄液でもうつ病患者での低下が再現された。
生物学的パスウェイとしては、細胞間接着分子や成長因子との
関連、中枢におけるニューロンの軸索誘導との関連が示された
。また、エタノールアミンはうつ病モデルラットの脳脊髄液で
も低下しており、0.1%濃度で飲水に混和して投与したところ、
有意な抗うつ様行動が認められた。このことから、バイオマー
カーとしての有用性や病態機序との関連が示され、新たな治療
方法となる可能性が示された。本成果は、2026.3月にMolecular
 Psychiatry誌にアクセプトされた。 
 

（５）複雑性PTSDに対するSTAIR Narrative Therapyの無作為化比較
試験 
複雑性PTSDの診断基準を満たす患者を対象として、STAIR Nar

rative Therapyを通常治療に加えた場合、通常治療のみ行う場
合と比較して、複雑性PTSD症状の改善において有効であるかど
うかを無作為化比較試験により検証する。倫理委員会での承認
を経て，被験者リクルートを開始した．また、本研究課題に先
行して実施したSTAIR Narrative Therapyのオープン試験の成果
が論文として発表され、プレスリリースを行った。 
 

＜英語原著論文＞ 
Niwa M, Kato T, Suga Y, Otomo R, Sugawara M, Matsui M, 

Kamo T, Hori H, Kim Y: Neurocognitive functioning over the 
course of STAIR Narrative Therapy for ICD-11 complex PTSD. 
Eur J Psychotraumatol 16(1): 2523079, 2025. 

 
（６）精神疾患への統合的プレシジョンニューロモデュレーション

療法：非盲検、パイロット、アンブレラ・バスケット試験 
慈恵医大との多施設共同研究であり、NCNPはその主管機関であ

る。NCNPで、令和7年度は2例、累積では31例が登録された(目標症
例数45名）。保険診療で行われるrTMSやECTの他、急性期rTMS治療
後にうつ症状が再燃したうつ病患者に対してシータバースト刺激
療法(TBS)を累積で3名に実施、重症うつ病患者に対して磁気刺激
療法(MST)を累積4名に実施、強迫性障害患者にrTMSを累積で4名に
実施した。いずれにおいても安全性と治療有効性が確認された。 

 
＜英語原著論文＞ 
1. Neuroinflammatory Alterations in Treatment-Resistant
 Depression Secondary to Long COVID by Repetitive Tra
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癖行動、PTSD、児童期虐待等 
の、社会的影響の大きい重
度ストレス疾患に関して、
NMDA 受容体等の脳機能の
分子生物学的研究に基づい
た病態解明と治療法の開発 
に向けた研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

nscranial Magnetic Stimulation (rTMS): A Case Report. 
2. Association between Stimulation-Site Pain and 
Clinical Improvement during Repetitive Transcranial 
Magnetic Stimulation for Patients with Major 
Depressive Disorders: A Prospective Observational 
Study at Two Sites 

 
２. 効果的な新規治療薬の開発及び既存治療薬の適応拡大を目指し

た研究 
 
（１）レット症候群の早期診断と治療をめざした統合的研究 

レット症候群の患者データベースの管理・運用を行っている
。これまでに、200例の登録を終えた。その臨床像と遺伝子型と
の相関を解析するとともに、5年毎の追跡調査を行い、自然暦の
解明を行っている。 
レット症候群の原因遺伝子MECP2のウイルスベクターによる治

療法の開発を進めている。 
 

（２）神経変性を抑制する化合物の開発に関する研究 
神経保護化合物開発に関して、これまで協業を行ってきたMei

ji Seikaファルマ社との共同研究契約をR7年度初めに終了した
。その後新たに、丸石製薬との間で抗がん剤誘発性神経原性疼
痛を対象とした創薬に関する共同研究契約を、デウェスタンセ
ラピテクス研究所との間で緑内障を対象とした創薬に関する共
同研究契約をそれぞれ締結して研究を開始した。化合物の構造
的特徴等により2回に分けた特許出願は両方ともPCT・台湾出願
を行い、公開された。1回目出願分は丸石製薬の負担で各国移行
を進めている。 

 
（３）心的外傷後ストレス障害 (PTSD) に対するメマンチンの有効

性および安全性を評価する探索的無作為化二重盲検プラセボ対
照比較試験 
PTSD患者に対するメマンチンの効果を検証するRCT。同時に、

メマンチン治療前後で遺伝子発現解析や内分泌・免疫系測定、
脳MRI撮像を行い、治療効果機序の解明および治療効果サロゲー
トマーカーの開発を目指している。現在までにPTSD患者を31名
組み入れ、被験者リクルートを継続している。 

 
（４）治療抵抗性うつ病への反復経頭蓋磁気刺激療法（rTMS）によ

る維持療法：多施設、前向き、非無作為化縦断研究 
12か月の維持rTMS療法の保険収載を目指して現在22施設が参加

する多施設共同、非無作為化縦断研究であり、NCNPはその主幹機
関である。NCNPで、研究に登録した維持rTMSあり群がR7年度は3例、
累積で21例、維持rTMS無し群（コントロール群）がR7年度は9例、
累積で21例である。登録期間が完了となり、研究全体では179名う
ちTMS群：89名 TMSなし群：90例が登録された。リクルートはR7
年11月末で終了し現在f/u中である。 
 

３. 海外では有効性と安全性が検証されている国内未承認の医薬
品・医療機器に係る臨床研究の推進 

 
（１）多発性硬化症治療薬OCHの開発 

NCNPで得られたシーズOCHを多発性硬化症の治療薬として確立
するプロジェクトである。開発に関心を示す企業との連携を検
討している。SPMSに対する顕著な薬効は学会で評価されている
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。Eomes陽性Th細胞の介在する炎症を抑制する効果について、知
財が国内承認。またOCHとCD20抗体の併用療法の効果について、
新たな用途特許を出願した。 
 

（２）薬物療法に反応しない双極性うつ病への反復経頭蓋磁気刺激 
（rTMS）の有効性と安全性：ランダム化二重盲検偽刺激対照比
較試験 
薬物療法に反応しない治療抵抗性を示す双極性うつ病を対象

に反復経頭蓋磁気刺激（repetitive transcranial magnetic st
imulation: rTMS）による介入を行い、偽刺激を対照比較とした
他施設共同二重盲検比較化試験。被験者のリクルートを継続中
。令和６年度末時点で全施設合計39名を登録。有害事象等の発
生なく進行している。症例登録期間は2027年2月末まで延長、全
体の目標症例登録96例を目指す。R7年度にはプロトコル論文が
公開された。 
 

＜英語原著論文＞ 
 Efficacy and safety of low-frequency repetitive transc

ranial magnetic stimulation for bipolar depression: a st
udy protocol for a multicenter, double-blind, randomized
, sham-controlled trial. 
 

４. 患者の社会生活機能とQOLの改善を目指した新規介入法あるいは
既存の治療技術の有効性と安全性に関する研究や社会に応用する
ための研究 

 
（１）鎮痛薬等感受性の個人差にかかわる遺伝子の解明 

DNAチップ等を用いた網羅的な遺伝子の解析により、疼痛の強
さあるいは鎮痛薬の必要量及び鎮静薬の鎮静作用や副作用発生
等と遺伝子多型との相関を検討し、オーダーメイドの疼痛治療
への道を拓くことを目的とする。また、PONV発生機序、発生の
個人差、麻酔薬に対する感受性の個人差に関する遺伝要因の探
索を行うことも目的とする。 
RUNX1転写因子がオピオイド鎮痛効果および離脱症状の個人差

に関与することをヒトおよび動物で示し、ミクログリアを介し
た新たな分子機構の存在が明らかとなった。国際学術雑誌Neuro
nに論文投稿し、査読の後、成果を報告することができた。 
 

＜英語原著論文＞ 
 Leduc-Pessah H, McAllister BB, Sinha S, Stokes-Heck S, 

Nishizawa D, Fan CY, St-Pi erre M-K, Bradaia A, Defaye M, 
Burma NE,  Damblon J, Mu?oz-Pino E, Visser F, Dorion M-F, 
Healy LM, Tang YM, Canet-Pons J, van den Hoogen NJ, Zhang 
Z, Antunes FTT, Pisc opo V, Medina M, Fukuda K, Ichinohe T
, Na gashima M, Hayashida M, Johnson E, Agrawa l A, Degenh
ardt L, Martin NG, Zamponi GW, Nelson EC, Altier C, Trembl
ay M-E, Bousma n C, Stifani S, De Koninck Y, Ikeda K, Bi e
rnaskie J, Trang T (2026) Runx1 transcri ption factor modu
lates opioid analgesia a nd withdrawal in humans and roden
ts. Neur on 114(5):903-921.e13. (doi: 10.1016/j.ne uron.20
25.11.018) 
 

（２）オンダンセトロンの感受性の個人差にかかわる遺伝子の解明 
オンダンセトロン投与後に出現する悪心嘔吐に寄与する遺伝

子多型を解明する。CHRM3およびTACR1遺伝子多型により、オン
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ダンセトロンの制吐効果や悪心の程度が異なることを示し、遺
伝子型に応じた制吐療法の最適化の可能性が示唆された。 
国際学術雑誌Mol Brainに論文投稿し、査読の後、成果を報告す

ることができた。 
 

＜英語原著論文＞ 
  Kang Y, Ohka S, Nishizawa D, Hasegawa J, Nakayama K, 
Yoshida K, Koshika K, Ichinohe T, Ikeda K (2025) 
Differential effects of antiemetic serotonin receptor 
antagonist ondansetron on nausea associated with CHRM3 
rs2165870 and TACR1 rs3755468 single-nucleotide 
polymorphisms. Mol Brain 18(1):64. (doi: 10.1186/s13041-
025-01237-3) 
 

（３）イフェンプロジルはマウスにおけるニコチン誘発依存様行動を
抑制する 
NMDA受容体拮抗薬であるイフェンプロジルが、ニコチンによ

って誘導される依存様行動に与える影響を明らかにすることを
目的とした。特に、動物モデルを用いてニコチン依存に関連す
る行動変化に対する抑制効果を検証した。 
イフェンプロジル投与により、ニコチンによって誘導される報

酬関連行動や依存様行動が有意に抑制されることが示された。こ
れらの効果は、NMDA受容体機能の調節を介した神経回路の変化に
関連すると考えられた。以上より、イフェンプロジルはニコチン
依存に対する新規治療薬候補となり得る可能性が示された。 
 

＜英語原著論文＞ 
  Ide S, Izuo N, Ikekubo Y, Uhl GR, Sora I, Nitta A, Ikeda 
K: Ifenprodil inhibits nicotine-induced addiction-like 
behaviors in mice. Life Sciences 384: 124116, 2026. 
 

５. 人工核酸医薬品等を用いた筋ジストロフィーの治療薬の研究開
発 

 
デュシェンヌ型筋ジストロフィー（DMD）治療薬であるエクソ

ン53スキップ薬のビルトラルセン（NS-065/NCNP-01）は、産学
官連携のもと開発が進められ、令和2年3月に条件付早期承認を
取得した。核酸医薬としては日本国内初の承認例であり、DMDに
対する分子標的治療の実用化を切り開いた画期的成果として、
国内外の注目を集めている。エクソン44スキップ薬のブロギジ
ルセン（NS-089/NCNP-02）は、DMD患者の約6%が適応対象となる
世界初のエクソン44スキップ薬であり、米国においてブレイク
スルーセラピー指定、希少小児疾患指定、オーファンドラッグ
指定を取得し、さらにEUでもオーファンドラッグ指定を達成し
た。これらの成果はCell Reports Medicine誌（2025年1月号）
に掲載され、国際的にも高い評価を受けた。エクソン50スキッ
プ薬のNS-050/NCNP-03は、米国において希少小児疾患指定を受
け、FDAとの協議を経て、第I/II相試験の実施計画に関する合意
（Pre-IND meeting）を令和6年度中に達成した。 エクソン51
スキップ薬のNS-051/NCNP-04について、日本新薬株式会社との
共同研究体制のもと、臨床試験開始に向けた準備が進行してい
る。本薬剤の開発は、既存薬の限界を補完しつつ、より多くのD
MD患者に治療の選択肢を提供するための重要な取り組みである
。 
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６. 多発性硬化症における新たな予防･診断･治療法の研究開発 
 

二次進行型MSに対するOCHの効果を踏まえて、動物実験の結果
から考えられる作用機序を含めて論文を執筆した（投稿中）。
またフェーズ３試験を実施するために、様々な企業や専門家と
討議を重ねて第３相治験の実施に向けた活動を継続した。 

 
７. 他疾患に対する既存薬の多発性硬化症及び視神経脊髄炎への適

応拡大を目的とした研究開発 
 

サトラリズマブを他剤（抗C5抗体ラブリズマブ）へ切り替える
効果を検証する特定臨床研究(JANMOS試験）は、目標症例数のエ
ントリーを達成し、中間解析の結果を国際学会で報告した。 

 
８．神経難病における既存の治療法に対する治療反 応性の検証によ

る適正な治療選択法の研究開発 
 
（１）リアルワールドにおける高齢者認知症リスク評価に血液BMが果

たす役割の検証 
国立長寿医療研究センターが代表を務める「血液バイオマー

カーの認知症診療や検診への応用」の分担研究課題として実施
している。認知症早期発見のため小平市と共催している「もの
忘れチェック会」参加者、並びにもの忘れ外来患者を対象に、
血液バイオマーカーを測定し縦断的に評価を行うことで、血液
バイオマーカーを高齢者検診に応用した場合の認知症リスク層
別化に対する有用性を検証する。また、ハイリスク者に対する
生活指導や多因子介入、治験、医療介入へのパスウェイを構築
する。 
もの忘れ外来受診患者を中心に51名（このうち20名がもの忘

れチェック会経由）が本研究に参加し、血液BMを測定した。中
間解析を行い、血液BMと認知機能検査、およびDMT投与可否判断
のため臨床で実施したアミロイドPET検査との整合性を評価し報
告した。 

 
９．バイオマーカー、臨床脳画像等の活用による、パーキンソン病、

統合失調症、うつ病、発達障害等の客観的評価に耐える診断・治療
法の研究開発 

 
（１）摂食障害に対する認知行動療法の有効性の神経科学的エビ

デンスの創出 
摂食障害患者に対する認知行動療法の前後で、脳画像、遺

伝子発現情報などを収集し、認知行動療法の有効性の神経科
学的エビデンスを創出する。データベース構築と解析研究を
中心に実施して、論文を出版した。 
 

＜英語原著論文＞ 
Taniguchi M, Noda T, Takamura T, Tose K, Sunada M, Mo

rimoto K, Yang Y, Kozuki H, Sudo Y, Kamashita R, Matsum
oto K, Shimizu E, Hirano Y, Kodama N, Ide S, Kakeda S, 
Takahashi M, Okada K, Sato Y, Hamamoto Y, Shoji T, Sugi
ura M, Fukudo S, Takakura S, Gondo M, Yoshihara K, Mori
guchi Y, Murai T, Sekiguchi A, Isobe M. Disrupted Salie
nce Network and Its Deteriorated Interaction With the C
entral Executive Network in Anorexia Nervosa: A Multice
nter Study. Biol Psychiatry Glob Open Sci. 2026; 6(3): 
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100699.  
Sudo Y, Kamashita R, Takamura T, Hamatani S, Numata N, 

Matsumoto K, Sato Y, Hamamoto Y, Shoji T, Muratsubaki T, 
Sugiura M, Fukudo S, Kawabata M, Sunada M, Noda T, Tose 
K, Isobe M, Kodama N, Kakeda S, Takahashi M, Adachi H, 
Takakura S, Gondo M, Yoshihara K, Moriguchi Y, Shimizu 
E, Sekiguchi A, Hirano Y. A multicenter cross-sectional 
study to elucidate altered resting-state functional 
connectivity of the insular cortex in anorexia nervosa, 
segmented by functional localization. Sci Rep. 2025; 
15(1): 19118. 

 
（２）パーキンソン病の運動症状発症前のバイオマーカー特定研

究(J-PPMI) 
レム睡眠行動異常症の前向きコホート研究を行い、パーキン

ソン病の運動症状発症前のバイオマーカーを特定する。 
レム睡眠行動異常症109名の前向きコホート研究を10年間に

わたり継続した。期間内にパーキンソン病25名、レヴィ小体型
認知症11名、多系統萎縮症1名の発症を確認した。収集した髄液
を活用したプロテオーム解析を行った。 

 
10. 依存性物質感受性関連遺伝子要因の同定による個別化医療の推

進のための治療法の研究開発 
 
     オピオイドなどの依存性物質感受性と関連する遺伝子多型を同定

するとともに、アルコール感受性関連遺伝子多型と飲酒関連問題と
の関連に関する都民調査を行った。具体的には、Runx1遺伝子多型と
オピオイド感受性の関連を発見した（Neuron 114(5): 903–921.e13）。
また、依存性物質感受性関連遺伝子多型について英文および和文で
総説を執筆した（Pain Research 40(1): 113-121, ペインクリニッ
ク 46(12): 1315-1327）。アルコール感受性関連遺伝子多型解析に
関しては、第三期東京都アルコール健康障害対策推進計画に調査結
果が組み込まれ、施策策定に貢献した。 

 
11. 精神疾患の認知・社会機能改善のための治療法の研究開発 

 
統合失調症患者を対象としたルラシドンと認知機能リハビテー

ション（NEAR）の併用による認知機能への影響を検討する研究（特
定臨床研究）のFPIは令和５年２月９日、延長したエントリー期間の
令和7年7月末までにベースライン通過症例が95名に達した。参加施
設数は18で進行中である。令和7年度末（令和8年3月31日）までに全
例の評価を完了した。令和8年度中にデータ固定、統計解析、論文化
を進める予定である。 

 
12. 髄液等を用いたプロテオーム解析による客観的評価に耐えるバ

イオマーカーや創薬標的分子を同定 
 

GAPFREE4の成果を基盤として、多層オミックスデータの統合解析
および検証を進め、疾患層別化や診断補助に資する候補バイオマー
カーの精緻化を行った。小野薬品との個別共同研究では、オミック
ス情報を付随した症例について検証および深掘り解析を実施した。
さらに、神経変性疾患領域では、脳神経内科髙橋祐二部長を代表と
するAMED発展研究が開始された。加えて、前処理条件（PAV）がプロ
テオーム解析に与える影響を体系的に評価し、採取・処理・保存条
件の違いが測定値に及ぼす影響を明らかにすることで、標準化に向
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けた知見を得た。（論文投稿中）。 
 

13. うつ病や不安症に関する認知行動療法の臨床試験 
 

うつ病や不安症に対する認知行動療法の統一プロトコルについ
てのランダム化比較試験は、令和５年度から、感情症に対する診
断横断的な認知行動療法の作用機序及び神経基盤という研究課題
名に変更し研究を継続中である。この附属研究である脳画像研究
も同時並行しており、累計149例を登録した。 

青年の感情障害（うつ病や不安症）に対する認知行動療法の統
一プロトコルの予備的有効性の検証を目的とした多層ベースライ
ンデザインに基づく予備試験では、目標症例数12例中、12例の登
録を完了し、介入も終了した。 

精神科医の支持を受けた公認心理師・看護師等の専門職が実施
する統一プロトコルによる集団認知行動療法（集団版UP）の有効
性と集団プロセスの予備的検討の試験では、リクルートを開始し
、7例登録完了した。 

感情障害に対する認知行動療法の統一プロトコルの普及加速に
向けた実装研究では、令和6年度に得られたステークホルダー（臨
床家と患者）のインタビュー調査のデータ解析を進めた。また、
実装戦略案の妥当性および実施可能性の検討を目的としたアンケ
ート調査で得られたデータの解析を進めた。また、その成果の一
部を国内外の複数の学会において発表した。 

 
14. 脳画像技術による、CBTのテイラーメイド治療方略の検討 

 
うつ病や不安症に関する認知行動療法の臨床試験の一環で、累

計149例の脳画像を撮像した。心的外傷後ストレス障害への認知処
理療法については既存のデータを用いて解析を行い、論文を投稿
した。 

 
15. 覚せい剤依存症に対するイフェンプロジルの治療効果に関する

臨床研究の実施による心理社会的治療法の補助となる薬物療法を
開発 

 
「薬物問題をもつ女性の治療と支援に携わる医療従事者（1）」

を7月に対面開催し、62名が参加した。女性の治療と支援、トラウ
マと薬物使用とのつながり、支援者に求められるジェンダーの視
点、女性のための回復支援ワークブックSeRA（Seeking to 
Recover from Addiction）のファシリーテーションについて学び
を深めた。「薬物問題をもつ女性の治療と支援に携わる医療従事
者 (2)」を10月に対面開催し、13名が参加した。この研修では、
SeRAの理念や価値と実施方法を学ぶとともに、グループワークで
はファシリテーターや患者など様々な役割を演じてもらうことで
実施者としてのスキルアップを計った。 

 
16. 陽電子断層撮像（PET)を用いた、アデノシン受容体遮断薬を用

いて覚醒剤依存症患者の脳内ドパミン受容体をアップレギュレー
ションさせることを目指す研究 
覚醒剤使用障害に対する薬物療法の開発を目指した脳機能画像

研究は、さらに症例の蓄積に努めるとともに、得られたデータの
論文化を進めているところである。 

 
17. 分子生物学的な記憶研究の成果に基づいたNMDA受容体拮抗剤（作

用を阻害させる薬剤）によるPTSD治療の開発のための臨床研究 



様式２―１―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－１ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 35 / 140 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PTSDに対するメマンチンRCTは、これまでに患者31例を組み入
れ、目標症例数の約8割に到達した。被験者リクルートを精力的に
行い、組み入れ症例数を着実に増加させている。現在までのとこ
ろ、問題になるような有害事象はみられておらず、円滑に進められ
ている。さらに、メマンチンの効果メカニズムを明らかにしバイオ
マーカーを開発するために、RCTの前後でDNA・RNA・血漿の収集、
脳MRIの撮像、心拍センサによる自律神経活動測定を行っている。
並行して、RCTへの参加を完了した患者を対象にしたメマンチン単
群の長期（１年間）オープン試験も実施している。 
 

18. 新生児低酸素性虚血性脳症の重症度と予後予測のバイオマーカ
ーとしてのｓ-LOX-1臨床研究推進 
生後6時間以内の血液sLOX-1値の新生児低酸素性虚血性脳症の重

症度診断のためのカットオフ値について、PMDA全般相談を終え
た。イムノクロマト検査薬はその感度が課題となり、改良を行な
っている。 

 
19．精神疾患等に対するバイオバンクを活用したエビデンスに基づ

く医療及びゲノム医療の実現のためのコホート研究並びに精神保
健及び薬物問題に関する疫学研究 
児童・予防精神医学研究部は気分障害センターとも連携し、双極

症の認知機能障害研究の促進のためのデータベース構築を目的と
した国際的コンソーシアムの活動として「気分障害外来患者を対
象とした縦断的研究」で得られた双極症患者30例の臨床データ
を、メルボルン大学と共有した。また、国際双極症学会・認知機
能(ISBD)タスクフォースの活動として、双極症の情動・社会認知
の評価に用いるべき認知機能領域および測定法に関する
recommendation paperを、13ヵ国の協働によりISBDの機関誌に公
表した(doi: 10.1111/bdi.70083)。 

 
20. 解剖数（出張剖検を含む） 

R3～R7の期間に、解剖数 159例（プリオン42例）と、内科学会
が報告している大学等を含む医療機関よりも多い病理解剖数を達
成した。 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
解剖数（出張剖
検を含む） 

31 50 21 32 25  

うちブリオン病 5 6 7 11 8  

 
21. プリオン病等の解剖数 

プリオン病に関しては、R3～R7の期間に37例の解剖を行い、解
剖数の少ないプリオン病の診断、公衆衛生学的観点からの寄与が
大きい。 
 

22. ヒト脳試料の提供 
 (単位：件) 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
ヒト脳試料の提
供数 

- - 21 17 12  

 
累積で301例を超える研究使用可能な脳試料を蓄積している。こ

れらの試料を研究者に提供し、論文としての成果も得られはじめ
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た。 
 
23. 国際標準に則った神経病理診断の施行 

新規症例及び以前の症例に関して、国際基準で診断を行い、デ
ータ化を継続した。 

 
24. 精神・神経疾患等に関する正しい理解と社会参加の促進方策、

地域生活を支えるサービス等を提供できる体制づくり等に関する
研究開発 
精神保健福祉相談員の講習に関する調査研究を実施し、講習会

のシラバスを作成した。研究成果に基づき、約50年ぶりに同講習
会に関する通知が改正された。通知に基づく講習プログラム（動
画約18時間分）及び演習プログラムを作成し、NCNPチャネル及び
地域精神保健・法制度研究部ホームページで公開した。 

 
25. 摂食障害等の社会的影響の大きい重度ストレス疾患に関する、

NMDA受容体等の脳機能の分子生物学的研究に基づいた病態解明と
治療法の開発に向けた研究 
PTSDに対するメマンチンRCTの被験者登録を継続し、現在までに

患者31例を組み入れた。PTSD本態解明研究についても被験者リク
ルートを継続し、現在までに合計381名のデータを収集し、データ
ベース・サンプルリソースを拡充させた。主要な成果として、PTS
Dのワーキングメモリ障害の特徴を明らかにした論文が出版された
（Ueda et al. 2025 Eur J Psychotraumatol）。 

 
26. 市販薬使用障害について、臨床研究における拡散MRI解析やPET

によるオピオイド受容体評価の実施 
  デキストロメトルファン（DXM）およびその代謝物はセロトニン

のみならず、ノルエピネフリンやより高濃度でドパミンの再取り込
みを阻害する可能性が見出され、使用動機に関連する機序が示唆さ
れた。代謝物も活性を持つため、CYP2D6遺伝子多型や併用薬の影響
により症状には個人差が生じ得る。また、我が国特有の乱用成分と
なっているアリルイソプロピルアセチル尿素はGABA系への明確な直
接作用は確認されず、ベンゾジアゼピンのような鎮静系物質とは異
なる作用機序であると示唆された。 

 
27. 計算理論に基づくシミュレーション、デジタルセラピューティ

クス（DTｘ）、仮想現実（VR）等の先端情報技術を用いた脳病態
に対する新たな診断・治療介入・リハビリテーション・予防法の
開発 
計算理論に基づくシミュレーションやAI等の先端情報技術を活

用し、脳病態に対する新たな診断・治療介入・リハビリテーショ
ン・予防法の開発に向けた研究を段階的に推進した。まず、軽度
認知障害において、脳画像を含むバイオマーカーから認知機能の
自然経過を予測するAIを開発し、治験における割付の是正を通じ
て治療薬の効果検出力を高めうることを示した。あわせて、統合
失調症における意思作用感障害について、予測情報処理における
予測シグナルの遅延という計算論的仮説を、シミュレーションと
実患者の行動データにより検証し、精神疾患の症状を定量的に理
解する枠組みを提示した。さらに、霊長類の投薬時神経生理デー
タを用いて、デジタル空間上で仮想的な投薬や神経回路調整治療
を検討可能なデジタル脳モデルの基盤技術を構築するとともに、
うつ病における食行動異常について、内受容感覚の変調が摂食亢
進と摂食低下の双方を生みうることを示し、症状のヘテロ性の理
解を進めた。また、画像生成AIを用いて仮想的な統合失調症患者
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の脳画像を生成するモデルを開発し、病態進行に伴う脳変化や臨
床的に観察困難な仮想合併症の検討を可能にするなど、病態理解
と診断支援への応用可能性を示した。これらの成果を基盤として
、最終的には、個人の脳コネクトームから複数課題にまたがる行
動動態と脳活動を予測し、機能変容に向けた個別化介入をシミュ
レーション可能なデジタルツイン脳モデルを構築した。以上によ
り、脳構造・機能と行動を直接結び付けながら、診断、治療介入
、予防法の開発へとつながる個別化精神医学の基盤技術を確立し
た。さらに、これら一連の研究成果は、計算論的精神医学および
データサイエンスの融合領域において、国際的に高い評価を受け
る学術成果として結実しており、Nature Portfolio誌を含むQ1ジ
ャーナルに多数の原著論文として発表された。これにより、基礎
・臨床データの統合解析と計算理論に基づくモデル構築を両輪と
する本研究戦略の有効性が実証された。 

また、これらの研究は大規模データ解析および計算論的シミュ
レーションを基盤としており、個々の研究室単位での対応には限
界があることから、高性能計算資源および多分野の専門人材を結
集した共通研究基盤の整備が不可欠であることが明確となった。
したがって、本領域における研究推進には、分野横断的な拠点と
しての体制整備が強く求められる。 

 
28. デジタル技術による円滑でのCBTや、人工知能技術を用いたCBT

の革新的研究 
認知行動療法の統一プロトコルのセッション内容を大規模言語

モデルによって自動的に評価するシステムの開発を進めた。将来
的な心理療法レジストリの構築に向けた予備研究を進め、心理療
法を小規模言語モデルを用いて簡易かつ即時に評価するシステム
を検討したり、心理療法レジストリに関連する懸念やニーズにか
んして様々なステークホルダーへの調査を進めた。 

 
29. 臨床的・神経生物学的指標の縦断的調査に基づくデータベース

を構築し、病態解明やバイオマーカー研究、および新規治療法開
発 
専門外来である気分障害外来の受診患者はバイオバンクに登録

し、バイオリソースの提供をしていただいた上で、１年間のフォ
ローアップを行っている。バイオバンクとの協働により、血液サ
ンプルなどのバイオリソース、脳画像データ等を収集し、臨床
的・神経生物学的指標の縦断的調査に基づくデータベースを構築
している。気分障害外来患者を対象とした縦断的研究、幼少期ト
ラウマとうつ症状の発現に関連する生物的マーカーの検討（行動
医学研究部との共同研究）、気分障害外来患者におけるフレイル
バイオマーカーの検証（国立長寿医療研究センターとの共同研
究）及び、本邦を含む５か国が協働する「双極症を対象にした抗
精神病薬ルラシドンの追加投与による認知機能増強効果に関する
無作為化試験」のデータを集積している。 

 
30. 新規治療法開発を目指した、治療抵抗性を示す精神疾患に対す

るニューロモデュレーション療法の実施 
薬物療法に反応しない治療抵抗性を呈する複数の精神疾患に対

してニューロモデュレーション療法を行い、その有用性を探索的
に検討した。 

 
31. メンタルヘルスサービスを円滑に提供するためのフレーム開発 

オンラインメンタルヘルスケアシステム(KOKOROBO)成人版を202
1年４月に運用開始後、自治体との連携による、東京都、石川県、
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上記①及び②の研究・開発
により、医療推進に大きく貢
献する研究成果を中長期目標
期間中に26件以上あげるこ
と。また、中長期目標期間中
の原著論文数については、
3,800件以上とすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 均てん化を目指した研究 
 
関係学会等との連携を図り

、臨床評価指標（アウトカムメ
ジャー）の開発並びに診断・治
療ガイドライン等の作成及び
普及と実装に寄与する研究を
引き続き推進する。 
また、精神保健医療福祉政

策に資する、精神・神経疾患等
に関する正しい理解と社会参
加の促進方策、地域生活を支
えるサービス等を提供できる
体制づくり等に関する研究に
取り組み、患者・家族に対する
支援の質の向上を図るととも
に、関係者の支援・人材育成、
研究成果の普及を図る。 
これらの研究・開発により、

医療推進に大きく貢献する研

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他14市が対象地域となり運用している。これまでにのべ45万
件以上のHPアクセス、1万人の利用登録と5000人のデータ利活用同
意を得ている。コミュニケーションや就労状況などの基本情報の
取得と、うつ、不安、睡眠の尺度をもとにした包括的な重度分類
を実施して、重度に応じて、正常：ヘルスケア情報の提供、軽度
：ＡＩチャットボットでの相談推奨。中等度：チャットボット、S
NS相談、オンライン相談の推奨、重度：ＳＮＳ相談、オンライン
相談の推奨を行い、オンライン相談にて、医療が必要と判断した
場合は、連携医療機関へとつなげる、包括的なシステムである。
横断面では、他者とのコミュニケーション頻度の低下が、リスク
となること、１か月後との前後比較においては、うつ、不安、睡
眠の尺度の有意差改善、QOLの有意な向上が認められた。今後は、
システムの精緻な効果検証を実施するとともに、離島での検証を
行い、全国への普及を目指す。 

 
32. 精神疾患の新たな診断分類における治療法の開発 
オールジャパンのCOCOROのデータを用いて、側脳室拡大

（Enlarged Ventricle: EV）と認知機能障害（Cognitive 
Impairment: CI）によって特徴づけられる精神疾患をEVCIとして層
別化することに昨年度成功した。EVCIの臨床的特徴を明らかにする
ため，個々のEVCI患者の臨床情報を精査したところ，MRI検査では虚
血性変化を示すT2強調画像での大脳白質の高信号所見が多く，治療
経過では抗精神病薬に対する治療抵抗性統合失調症を認め，さらに
クロザピンに対する良好な治療反応性を示すといった特徴がわか
り，論文として報告した（Yasuda et al., Neuropsychopharmacol 
Rep, 2026）．さらに，EVCIの再現性を確認するため，EVCI群が見出
されたコホートとは異なるコホートでもEVCI患者を探索しEVCI患者
が見つかることが明らかになり，再現性があることを論文化して報
告した（Onitsuka et al., Neuropsychopharmacol Rep, 2026）．
EVCI群の認知機能の詳細なプロフィールを検証し，記銘力障害のよ
うな特定の認知機能ドメインに偏ってはおらず全般的な認知機能の
障害であることが判明し，これについても論文報告した（Matsumoto 
et al, Psychiatry Clin Neurosci, 2026）。 

 
 
④ 均てん化を目指した研究 
 
１．関係学会等と連携した臨床評価指標（アウトカムメジャー）の

開発並びに診断・治療ガイドライン等の作成及び普及に寄与する
研究 

 
（１）地域精神科医療・精神保健福祉実践におけるアウトカムについ

てのコンセンサスの模索 
地域ケアにおける重要なアウトカム領域を模索するため、研究

者・支援者・行政職員・当事者・家族の立場の者を対象に合計30
0人規模のデルファイ調査を実施した。調査は90％を超える追跡
率で完了した。重要なアウトカム領域として24項目が選定された
。また、上記5つの立場から参加者を招集したエキスパートミー
ティングを開催し、特に重要なアウトカム領域として12項目を選
定した。 

 
（２）自己免疫性小脳失調症の病態解明 

自己免疫性小脳失調症患者由来血漿によりLTDが阻害されるこ
とが見出された。条件検討の過程で、刺激頻度によってはLTP（
Long-term potentiation)が起こりうることを発見した。 
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究成果を中長期目標の期間中
に 26 件以上あげる。かかる
成果には、精神・神経疾患等に
係る本体解明と治療法の開 
発、精神・神経疾患等の発症や
治療効果の予測に有効な物質
やバイオマーカー、遺伝子異
常などの発見、臨床評価指標（
アウトカムメジャー）の確立、
医薬品や医療機器等における
革新的基盤技術の創生数や革
新的な発明件数、医薬品、医療
機器、診断・予防法などのトラ
ンスレーショナルリサーチ実
施件数などが含まれる。 
また、英文・和文の原著論文

及び総説の発表総数を中長期 
目標期間中に3,800 件以上あ
げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）脊髄小脳変性症の網羅的ゲノム解析による分子病態の解明 

頻度の高い原因遺伝子をスクリーニングして陰性であった116
7例に対して全ゲノム解析を行い、107例で病原性バリアントを
同定した。 

 
２. 筋ジストロフィーに対するバイオマーカー及び臨床評価指標（ア

ウトカムメジャー）の確立に向けた研究 
 

臨床評価指標に関しては、製薬企業との連携のもと、ウェアラ
ブル機器や画像解析を含むデジタル技術を活用した新規評価手法
の構築を引き続き推進している。筋ジストロフィーに対するバイ
オマーカーおよび臨床評価指標（アウトカムメジャー）の確立を
目的とした研究を継続するとともに、治験対照群や市販後調査へ
の応用を見据えた自然歴研究を、疾患レジストリを活用して発展
させている。特に、日本での治験対象群に資する品質管理を徹底
した自然歴研究は終了したものの、複数の製薬企業からの依頼に
応じて自然歴データの提供を行い、臨床開発に貢献した。また、
デジタルアウトカムメジャーの一環として、ウェアラブル機器、
3DToF センサ、姿勢推定AIエンジンを応用した非侵襲的な運動機
能評価法の開発を引き続き進めた。 

 
３. 国際機関との連携 

 
JICAからの要請を受け、ウクライナ政府の精神保健活動に協力

し、ウクライナ閣僚会議メンタルヘルス調整センターやウクライ
ナの国立医科大学の精神科医等の来訪を受け入れ、PTSD治療に関
する治療法の最新の知見、地域精神保健活動に関する情報を提供
し、rTMSの治療も紹介した。 

PFAの国内研修・講演は、令和3-7年度にかけて207回開催・実施
協力し、合計8,248名が参加し、自治体保健師・IHEAT向けに作成
したe-learningは令和4-7年度に合計1,733回、日本看護系大学協
議会JV-Campusでの学士向けに作成したe-learningは令和7年度に
合計882回、歯科医師・歯科衛生士向けに作成したe-learningは令
和4-7年度に合計3,617回の視聴数があり、普及が進んでいる。 

【PFA研修・講演の年度別回数・人数】 
令和3年度は45回2,330名 
令和4年度は29回1,236名 
令和5年度は45回1,507名 
令和6年度は49回1,711名 
令和7年度は39回1,464名 

国際協力NGOセンター(JANIC)内の支援の質とアカウンタビリテ
ィ向上ネットワーク（JQAN）が制作する新規ウェブページ案への
助言を行ったほか、ANIC等とともに防災推進国民大会2025実行委
員会（内閣府・防災推進協議会・防災推進国民会議）主催のぼう
さいこくたい2025in新潟にて、スフィア基準や関連する国際基準
の展示を行った。 

 
４. 精神保健医療福祉政策に資する、精神・神経疾患等に関する正し

い理解と社会参加の促進方策、地域生活を支えるサービス等を提供
できる体制づくり等に関する研究 

 
（１）精神疾患領域の研究における共創プラットフォームの開発研

究 
   当事者と研究者が共同して研究を実施する患者市民参画を推進
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するためのオンラインプラットフォームの開発を目的とする。具
体的には、当事者とともにオンラインプラットフォームの運用・
ルール作成、学習コンテンツなどを開発する。当事者と東京大学
の研究者と共同し、オンラインプラットフォームの骨子作成に至
った。また、学習コンテンツの内容案も作成された。 

 
（２）精神科救急医療の対象者像に関する研究 

精神科高度急性期病棟の必要とする患者特性を明らかにし、
研究成果を踏まえて作成したチェックリストは、R8診療報酬改
定において、精神科救急・急性期医療病棟入院料の施設要件と
して採用された。 

 
（３）非自発的入院の実態と課題に関する研究 

医療従事者調査により、本人の同意取得に関連する困難状況
、家族同意に内在する課題、認知症・身体合併症における非自
発的入院を規定する法律が実態に即していないこと等を明らか
にした。 
 

５. 「依存症集団療法」（SMARPP）の対象となる精神科医療施設等の
各施設によるプログラムの質の担保 

 
法務省が主催する全国の保護観察所および刑事施設職員を対象

とした「薬物依存対策研修」において、SMARPPのファシリテーショ
ンスキル向上を目指す対面講義を実施した。薬物依存症者に対する
積極的な援助、包括的外来薬物依存症治療プログラムを実施するた
めの基礎知識を身につけるとともに、薬物再乱用防止プログラムを
実施するための、講義・デモセッション・グループワークを行った。
また、精神保健研究所が主催する全国精神科医療施設等職員を対象
とした「認知行動療法の手法を活用した依存症集団療法研修」を対
面で開催した。 

 
６．薬物依存症対策に関わる医療従事者、回復施設職員等の養成 
 

依存症治療指導者養成研修（薬物依存症）では、薬物依存症治
療拠点機関ならびに専門医療機関の医療職に、治療に必要な知識
と理解を提供する研修を完全オンラインで実施した。また、依存
症相談対応指導者養成研修（薬物依存）では、薬物依存症相談対
応拠点機関の専門職に、相談対応に必要な知識と理解を提供する
研修を地域生活支援指導者研修と併せて完全オンラインで実施し
た。 
東京都依存症医療従事者養成研修（薬物依存症）を、薬物依存症

に対する専門医療機関の拡充を図ることを目的として開催した。 
地球の民間回復施設に勤務する当事者職員に、薬物依存症者の

支援に欠かせない知識を提供し、病態への理解を深めてもらう目
的として回復施設職員研修（薬物依存症）をオンラインで実施し
た。 
薬物依存臨床医師・看護師研修を完全オンラインで実施し、研修

受講者は薬物依存症患者の治療、地域支援に欠かせない知識を、
基礎から臨床まで幅広く身につけた。 

 
７. 国際精神保健の協力推進 

 
   ACONAMI（日本、シンガポール、韓国の国立精神保健機関が協働
して設立）において、内閣官房の依頼により、WHOと協力し、オー
ストラリアのカーティス大学等と協力し、災害後メンタルヘルス
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の文献レビューの国際プロジェクトに参加やCOVID-19をめぐる社
会問題、デジタル技術分野での精神科医療技術、薬物関連メンタ
ルヘルスの政策と治療システム、自傷行為、「ひきこもり」等の
精神保健政策の課題について、情報、意見交換を行った。 

また、ACONAMIウェブサイトの開設に向けて準備している。 
 
８. 持続エクスポージャー療法の遠隔指導等によるネットワークの

構築 
 
  STAIR Narrative Therapyのオープン試験の結果、この治療によっ
てPTSDの症状（Niwa et al. 2022 Eur J Psychotraumatol）および
認知機能（Niwa et al. 2025 Eur J Psychotraumatol）が改善する
ことが見出され、いずれもプレスリリースを行った。この結果に基
づき、効果検証のためのRCTを計画し、倫理委員会での承認を経て，
被験者リクルートを開始している。 

 
９. 精神疾患患者の包括的支援マネジメントガイドラインの効果を

検証するため研修 
 

包括的支援マネジメントに関する研究成果を専用ホームページを
作成し、研究成果および研修動画を公開した。 

 
10. EGUIDEプロジェクト（精神科治療ガイドラインの普及・教育・

検証活動）の運営 
 

 
精神科治療ガイドラインの普及・教育・検証活動であるEGUIDE

プロジェクトでは毎年10回以上の講習会を全国で行い、延べ5,50
0名以上が講習を受講しし、受講者は全国76大学940病院に広がっ
ている。EGUIDEプロジェクトにおける検証活動は、講習受講直後
のガイドラインの理解度の向上、その後のガイドラインを遵守し
た治療行動調査における実践度の向上、処方行動を診療の質（Qu
ality Indicator: QI）という形で測定し、例えば統合失調症患
者の退院時の抗精神病薬単剤治療率というようなQIを設定し、経
時的に測定することにより、講習の効果の有無についての検討を
行っている。本年度は、統合失調症のガイドラインとうつ病のガ
イドラインの講習の対面講習をそれぞれ9回行い，ウェブ講習を
計５回に加え、学会等におけるワークショップ等を行い、延べ98
4名が参加した。今年度も、講習後には講習前と比較して、ガイ
ドラインの内容の理解度が向上し、受講者の満足度は高かった。
精神科医の自記式調査票を用いたガイドラインの推奨治療の実践
度の経時的変化を検証したところ，ガイドライン講習受講前と比
較し，受講1年後は実践度が高く，それは受講8年後も持続してい
ることが明らかとなった（Ide et al., Neuropsychopharmacol R
ep, 2026）．また，参加施設における患者の治療データを用いて
，ガイドライン推奨治療の実施率（統合失調症11項目，うつ病7
項目）の8年間の長期的変化を検証したところ，施設がEGUIDEに
参加してからの経過年数が上がるにつれて，実施率が向上する治
療項目（治療抵抗性統合失調症の検討率，他の向精神薬の併用も
ない抗精神病薬単剤治療率，抗コリン薬の非処方率など）があっ
た（Hasegawa et al., Neuropsychopharmacol Rep, 2025）． 

 
11. 睡眠健康を増進するための指針策定等、更なる発展を目的と

した研究 
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③ NC等間の疾患横断領域に

おける連携推進 
 

NC等間の連携による新たな
イノベーションの創出を目的
として設置された国立高度専
門医療研究センター医療研究
連携推進本部（JH）において
は、NC等間の疾患横断領域を
中心とした研究開発とそのた
めの基盤整備、人材育成等に
取り組むものとする。 

具体的には、ゲノム医療、大
規模医療情報の活用、コホー
ト研究基盤の連携・活用、健康
寿命延伸のための疾患横断的
予防指針提言、実装科学推進
のための基盤構築などについ
て、疾病の予防や共生にも留
意しつつ、NC等がそれぞれの
専門性を活かし、相乗効果を
発揮できる研究領域における
研究開発の推進等に取り組む
も の と す る 。 

人材育成については、特に

研究支援人材を育成するため

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤  国立高度専門医療研究セ
ンター等間の横断領域にお
ける連携推進  
国立高度専門医療研究セン

ター及び国立健康危機管理研
究機構（以下「NC等」という
。）の連携による新たなイノ
ベーションの創出を目的とし
て設置した国立高度専門医療
研究センター医療研究連携推
進本部（以下「JH」という。
）において、NC等間の疾患横
断領域を中心とした研究開発
の推進とそのための基盤整備
、人材育成等に取り組むこと
とする。 
具体的には、ゲノム医療、

大規模医療情報の活用、コホ
ート研究基盤の連携・活用、
健康寿命延伸のための疾患横
断的予防指針の提言、実装科
学推進のための基盤構築など
について、疾病の予防や共生
にも留意しつつ、NC 等がそ
れぞれの専門性を活かし、相
乗効果を発揮できる研究領域
における研究開発の推進等に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜主な評価軸＞ 
 
○ 研究開発に資す

るデータ集積のた
めの基盤強化等に
係る取組が十分で
あるか。 

○ ＮＣ間の連携に
より効果的な研究
開発が期待される
領域への取組みが
十分であるか。 

○ 社会に向けて、
研究・開発の成果
や取組の科学技術
的意義や社会経済
的価値をわかりや
すく説明し、社会
から理解を得てい
く取組を積極的に
推進しているか。 

○ 研究開発分野の
ニーズに応じた専
門知識を有する人
材の育成や研修の
実施が図られてい
るか。 

2024年より開始された健康日本21（第三次）に先駆け、2023年
度中に国民の睡眠指針である「健康づくりのための睡眠ガイド20
23」（案）を取りまとめた。現在これに引き続き、次期健康日本
21における睡眠指針改定に必要となる科学的知見の収集および、
睡眠健康調査プラットフォームの開発を進めている。このプラッ
トフォームは健康増進施策における疫学調査のみならず、国民個
人の睡眠健康管理や、自治体・企業等が所属員の睡眠健康管理に
も活用可能な仕様となるよう目指している。 

 
一般的に原著論文及び総説の増減の状況は、当該研究機関の活性

状況を示すものとされるが、センターでは、これらが年々増加傾向
にあり、特に英文での発表にその傾向が現れている。 

第３期中長期目標期間見込評価時における研究成果等の原著論
文や学会等による発表件数は、次のとおりである。また、原著論文
の発表については、広く情報提供を行う見地から、HP上で公表して
いる。 

 
【原著論文等件数推移】 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

原著論文 506 488 388 469 543  

総  説 291 266 240 197 197  

合  計 797 754 628 666 740  

 
 
○  研究開発の推進等の取り組みについて 
・ 6NCと看護大学校において10GbpsでSINETへの接続（JH Super H

ighway）が完了（令和3年度）し、すべてのNCと関連施設におい
て、研究利用可能なデジタル共通インフラの活用支援を実施（令
和3年度～令和6年度）。 

・ 6NC統合電子カルテデータベース（6NC-EHRs）に6NCからデータ
収集・蓄積を実施（令和3年度～令和8年度）。 

・ 6NC-EHRsに含まれるデータそのものではなく、登録データ数・
集計情報・特徴的な情報（疾患ごとの患者分布やある薬剤の処方
件数、ある検査の実施数などそのままでは直接研究利用や個人の
特定ができない概要データ）など、データベースの全体像を確認
できるサイト「6NC-EHRsショーケース」を構築し、6NC内部向け
に公開することで、6NC統合電子カルテデータベースの認知度向
上と、6NCの研究者による6NC-EHRsの利活用促進を図った（令和6
年度）。 

・ JH横断的研究推進課題を採択（28課題）するとともに、毎年度
、実施中の研究課題についての進捗管理及び外部評価を実施し、
研 究開発を推進した（令和3年度～令和8年度）。 

・  NC連携若手グラントを採択（75課題）するとともに、毎年度、
実施中の研究課題についての進捗管理及び評価を実施し、研究開
発を推進した（令和3年度～令和8年度）。 

・  6NC-EHRs利活用研究課題を採択（8課題）するとともに、毎年
度、実施中の研究課題についての進捗管理及び評価を実施し、研
究開発を推進した（令和3年～令和8年度）。 

 
○  人材育成、研究成果の発信、企業との連携強化等について 
・  若手生物統計家NC連携育成パイロット事業において、6NCが連



様式２―１―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－１ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 43 / 140 
 

の体制を構築し、我が国の有

為な人材の育成拠点となるよ

うモデル的な研修及び講習の

実施に努めること。 

この他、NC等の研究成果の

発信やメディアセミナーの開

催、知財の創出・管理の強化

や企業との連携強化に取り組

むものとする。また、JH 内

で適正なガバナンス体制を構

築し、定期的に活動状況の評

価を行うこと。 

取り組むこととする。 
また、人材育成については、

特に研究支援人材を育成する
ための体制を構築し、我が国
の有為な人材の育成拠点とな
るようモデル的な研修及び講
習の実施に努めるとともに、
NC等連携及びNC等を支援する
ことによる研究成果の発信や
メディアセミナーの開催、知
財の創出・管理の強化や企業
との連携強化に取り組むこと 
とする。 
さらに、横断的研究推進事

業等の円滑な実施を図るため
、JH 内で適正なガバナンス体
制を構築し、定期的に活動状
況の評価を行うこととする。 
これらの取組を通じ、中長

期目標期間中において、JH が
実施する横断的研究推進事業
費を伴う研究・事業等でNC等
連携及びNC等を支援すること
により、我が国の医療・研究に
大きく貢献する成果を挙げる 
こととする。 

 

 
[定性的視点] 
・情報基盤等の構築 
・情報基盤データの

利活用 
・他機関の疾患レジ

ストリとの連携 
・共同研究課題の提

案と実施 
・研究課題の進捗管

理と評価システム
の構築 

・企業との連携支援 
・アウトリーチ戦略 
・社会に対する研
究・開発成果の発信 
・人材育成戦略 
・具体的な取組事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

携し実務を通して5人の若手人材を育成する支援を推進（令和4年
度～令和6年度）した結果、2名の若手が実務試験統計家の資格を
取得した（令和5年度）。令和7年度から若手生物統計家NC連携育
成事業として継続し、2名の若手がOJTを進め支援を行っている（
令和7年度～令和8年度）。 

・  6NC共通教育用プラットフォームの構築事業において、6NCの有
用な教育・研修コンテンツのオンデマンド配信の支援を実施し、
全国の臨床研究教育等を育成するための e-learning サイトであ
る 国立がん研究センターのICRweb との連携により、171のコン
テンツを配信（令和3年度～令和6年度）。NC・JIHS共通教育プラ
ットフォーム事業として継続し、全事業から積算し、218のコン
テンツの配信を行う（令和7年度～令和8年度）。 

・  特許権、著作権、MTA（研究成果有体物の取扱い）、医療情報
の取扱いに関する留意点を中心に知的財産権や次世代医療基盤法
に関する理解を促進する映像資材を作成し、ICRwebを通して提供
（令和4年度～令和7年度）。 

・  国民を始め企業やアカデミアに幅広く情報提供を行うため、JH
が支援している研究課題やその概要について研究者やJH関係課と
ともに連携しJHホームページに掲載するとともに、各法人の広報
カウンターパートを通じ、SNSでの発信を実施（令和3年度～令和
8年度）。 

・  シンポジウム（令和3年度、令和4年度、令和7年度）、若手研
究者・臨床スタッフを主な対象者とした講演・ポスターセッショ
ンを行うイベント「リトリート」（令和5年度～令和7度）を開催
し、研究成果の報告等を実施するとともに、企業、医療機関等と
の意見交換、HPでの紹介などを実施。 

 
○  活動状況の評価等について 
・  JH横断的研究推進課題を採択（28課題）するとともに、毎年度

、実施中の研究課題についての進捗管理及び外部評価を実施し、
研究開発を推進した（令和3年度～令和8年度）。【再掲】 

・ NC連携若手グラントを採択（75課題）するとともに、毎年度、
実施中の研究課題についての進捗管理及び評価を実施し、研究開
発を推進した（令和3年度～令和8年度）。【再掲】 

・  6NC-EHRs利活用研究課題を採択（8課題）するとともに、毎年
度、実施中の研究課題についての進捗管理及び評価を実施し、研
究開発を推進した（令和3年度～令和6年度）。【再掲】 

 
○  その他の取り組み 
・  6NCに跨る検査に関して、検査会社との検査方法、検体取り扱

いや価格に関する交渉を支援した（令和3年度、令和4年度）。 
・  法務専門家の協力も得て、知財・法務に関する5NC･JIHSから寄

せられた相談に対応（令和3年度～令和8年度）。 
・  知財・法務に関連する教育コンテンツとして、「知的財産権概

論」、「研究者が知るべき著作権法の基礎」、「研究者が知って
おくべき研究成果有体物の取扱い」、「医療情報の取扱いに関す
る留意点」を作成し、ICR-Webに登録した（令和4年度～令和7年
度）。 

・  令和8年度も同様に、知財・法務に関する教育コンテンツを作
成予定（令和8年度）。 

・ 「全ゲノム解析等実行計画2022」を踏まえ、令和５年３月に全
ゲノム解析等事業実施準備室をJH内に設置。準備室において、臨
床・患者還元支援、解析・DC運営、利活用支援、IT・情報基盤・
セキュリティ、ELSI、総務の６チームにより、令和7年度での事
業実施組織発足に向けて組織の体制構築や必要な人材確保の実務
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＜定量的視点＞ 
・ 患者情報、診療

録情報の収集件数
（モ） 

・ 他機関の疾患レ
ジストリとの連携
数（評） 

・ 情報基盤データ
を活用した学会発
表数・論文数
（モ） 

・ ＮＣ間の共同研
究の計画・実施件
数（評） 

・ 企業等との受
託・共同研究の計
画・実施件数(評) 

・ ＮＣ間の連携に
よる政策提言数・
学会等の策定する
診療ガイドライン
等への提案件数
（モ） 

・ ＨＰ等による成
果等の広報数・ア
クセス数(評) 

・ 記者会見実施数
(モ) 

・ 新聞、雑誌、テ
レビ等での掲載・
報道数(モ) 

・ 研究支援人材等
の育成・研修コー
スの設置数（評） 

・ 受講者数（評） 

的な準備を進めた。また、産業・アカデミアコンソーシアムによ
る実データを用いた利活用の準備を進めた（令和4年度～令和7年
度）。  令和8年3月30日に、厚生労働省の委託事業として国立が
ん研究センター内に「日本ゲノム医療推進機構」が発足した。 

 
※定量的視点については、定量的視点のとおり。 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２ 
実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備［臨床研究事業］ 

関連する政策・施策 基本目標：安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりの 

推進施策目標：政策医療の向上・均てん化 

関連する政策・施策 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律第１５条

第１項及び第３項 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備は、国民が健康な生活

及び長寿を享受することのできる社会を形成するために極めて重要であ

り、研究と臨床を一体的に推進できる NCの特長を活かすことにより、研

究成果の実用化に大きく貢献することが求められているため。 

当該項目の重要度、難易度 行政事業レビューシート 予算事業 ID：002093、002097 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度  Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

First in human（ヒト

に初めて投与する）試

験実施件数 

中長期目標期間

中に３件以上 
新規０件 

(継続１件) 

新規１件 

(継続１件) 

新規３件 

(継続１件) 

新規１件 

(継続４件) 

新規０件 

(継続５件) 
 

予算額（千円） 

1,603,441 1,703,522 1,816,442 1,909,957 1,856,442  

医師主導治験実施件数 中長期目標期間

中に 10件以上

実施 

新規０件 

(継続５件) 

新規０件 

(継続３件) 

新規４件 

(継続１件) 

新規１件 

(継続４件) 

新規２件 

(継続５件) 
 

決算額（千円） 

1,698,686 1,801,783 1,870,037 1,973,004 1,841,970  

先進医療承認件数 

（センターの研究開発に

基づくものを含む） 

中長期目標期間

中に 13件以上 ０件 １件 ０件 ０件 ０件  

経常費用（千円） 

1,696,338 1,805,797 1,879,480 1,972,260 1,823,011  

学会等が作成する診

療ガイドラインへの

採用件数 

中長期目標期間

中に 20件以上 1件 ５件 ２件 ２件 ０件  

経常利益（千円） 

▲97,754 ▲159,697 ▲104,820 ▲235,571 ▲195,136  

臨床研究（倫理委員

会にて承認された研

究をいう。）実施件数 

中長期目標期間

中に 850件以上 167件 166件 205件 204件 212 件  

行政コスト（千円） 

1,760,174 1,869,633 1,943,316 2,036,562 1,881,022  

治験（製造販売後臨

床試験を含む。）実施

件数 

中長期目標期間

中に 440件以上 70件 77件 75件 73件 80件  

従事人員数 

令和８年３月 31 日時点 

（非常勤職員含む） 

161 162 153 145 138  

 共同研究実施件数 

中長期目標期間

中に 720件以上 113件 146件 155件 131件 125 件   
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

 

評定 Ａ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

○目標の重要度、難易度 

【重要度：高】 

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備は、国民が健

康な生活及び長寿を享受することのできる社会を形成するため

に極めて重要であり、研究と臨床を一体的に推進できる NC の特

長を活かすことにより、研究成果の実用化に大きく貢献すること

が求められているため。 

 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備 

具体的には、 

・センター内や産官学の連携の強化、治験・臨床研究の推進やゲ

ノム医療の実現化に向けた基盤を充実 させ、特に、ナショナル

センター 

・バイオバンクネットワークを最大限活用し、センターが担う疾

患に 関する難治性・希少性疾患の原因解明や創薬に資する治験・

臨床研究を推進するために、詳細な臨床情 報が付帯された良質

な生体試料を収集・保存するとともに、NC をはじめとする研究

機関との間でデータ シェアリングができる仕組みを強化するな

どバイオバンク体制のより一層の充実を図る。 

 

（２）目標と実績の比較  

（定量的指標）  

・FIH 試験実施件数 

中長期目標：3 件以上 

  実績 5 件（対中長期目標 200％） 

 

・臨床研究実施件数 

中長期目標 850 件以上 

  実績 954 件（対中長期目標 135％） 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

＜その他事項＞  
別 紙 に 記 載 
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その他、「２．主要な経年データ」内、「主な参考指標情報」のとおり 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

・メディカルゲノムセンターの機能の充実等によるバ イオバン

ク体制の充実 

令和３年度～令和７年度中に、バイオバンク・筋バンク・ブレ

インバンクの収集 検体数は着実に増加しており、提供実績は

217 件（18,911 検体）であった。 AMED・製薬協とのマッチン

グファンド GAPFREE4 をはじめ、AMED の大型研究 や企業と

の共同研究の基盤となっている。また、令和６年３月には NCNP

バイオ バンクが日本で初めて ISO20387 の認定を取得した。さ

らに、令和６年度から AMED の支援を受けて産学連携コンソー

シアムによる「患者尿由来細胞（UDC） による高品質セルバン

ク」の構築に取り組んでおり、希少疾患の創薬基盤となる バン

ク運用の基本ルールを整備する等、着実に成果を生み出している 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を上回る成果が得 

られていると認められることから「Ａ」評定とした。 

 

 

 ＜今後の課題＞ 

 次期中長期目標期間においては、これまでの実績及び環境の変化

を踏まえた定量的指標の策定を検討すること。 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 

  

 

４．その他参考情報 
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（２）実用化を目指した研
究・開発の推進及び基盤整
備 

 
精神・神経疾患を有する人々

の社会復帰のための支援と、地
域での生活に即した治療・ケア
の開発、研究所と病院等、セン
ター内の連携強化、メディカル
ゲノムセンター(MGC)の機能の
充実、人材育成、精神・神経疾
患、筋疾患、認知症性疾患、発
達障害等のレジストリ、コホー
ト及びバイオリソースの整備・
充実、バイオバンクの充実等に
よる研究基盤の整備・強化、産
学官等との連携強化、研究・開
発の企画及び評価体制の強化、
知的財産の管理強化及び活用
推進、臨床研究機能の強化、倫
理性・透明性の確保により、研
究・開発を推進する。 

また、臨床研究及び治験を進
めるため、症例の集約化を図る
とともに、今後も、これらの資
源を有効に活用しつつ、臨床研
究の質の向上、研究者・専門家
の育成・人材確保、臨床研究及
び治験のための共通的な基盤
の共用、研究不正・研究費不正
使用等防止への対応、患者との
連携及び国民への啓発活動等
への取組など更なる機能の向
上を図り、基礎研究成果を実用
化につなぐ体制等を強化する。
加 え て 、 ARO （ Academic 
Research Organization）を整
備するなど、我が国の臨床研究
の中核的な役割を担う体制を
整備する。 

具体的には、センター内や産
官学の連携の強化、治験・臨床
研究の推進やゲノム医療の実
現化に向けた基盤を充実させ、
特に、ナショナルセンター・バ
イオバンクネットワークを最
大限活用し、センターが担う疾
患に関する難治性・希少性疾患
の原因解明や創薬に資する治
験・臨床研究を推進するため
に、詳細な臨床情報が付帯され
た良質な生体試料を収集・保存
するとともに、NC をはじめと
する研究機関等との間のデー
タシェアリングができる仕組

（２）実用化を目指した研
究・開発の推進及び基盤
整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜定量的指標＞ 
 
 
■ 中長期目標の期

間中に、First in 
human（ヒトに初め
て投与する）試験
実施件数につい
て、３件以上達成
する。 

 
■ 中長期目標の期

間中に、医師主導
治験実施件数につ
いて、10件以上達
成する。 

 
■ 中長期目標の期

間中に、センター
の研究開発に基づ
くものを含む先進
医療承認件数につ
いて、13件以上達
成する。 

 
■ 中長期目標の期

間中に、学会等が
作成する診療ガイ
ドラインへの採用
について、20件以
上達成する。 

 
■ 中長期目標の期

間中に、臨床研究(
倫理審査委員会に
て承認された研究
をいう。) の実施
件数について、850
件以上達成する。 

 
■ 中長期目標の期

間中に、治験（製造
販売後臨床試験を
含む。）の実施件数
について、440件以
上達成する。 

 
■ 中長期目標の期

間中に、共同研究
の実施件数につい
て、720件以上達成
する。 

 
＜主な評価軸＞ 
 

（２）実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備 
 

薬物療法など既存の治療法が効かない双極性障害の患者のために
、新たな治療方法として、先進医療制度を活用した反復経頭蓋磁気
刺激装置（rTMS）を用いた治療を実施している。令和7年度末まで
に累計39名に実施してきた。 

令和４年度からは「うつ病（急性期において当該療法が実施された
患者に係るものであって、薬物療法に抵抗性を有するものに限る）の
患者への反復経頭蓋磁気刺激療法」が先進医療Ｂとして告示され、令
和7年度末までに累計179例に実施した。登録期間が満了となったた
め、研究終了までデータ収集を行い、解析・報告後は保険収載を目指
す。 
 
学会等が作成する診療ガイドラインへの採用等に向けた主な取組

みとしては、精神科領域、脳神経内科領域、などの領域の診療ガイド
ライン作成委員会に委員等として積極的に参加した。 
 

・ ADHDの診断・治療指針に関する研究会 
 
・ 日本脳卒中学会・脳卒中ガイドライン2021 
 
・ プリオン病診療ガイドライン2023 
 
・ PML診療ガイドライン2023 
 
・ SSPE診療ガイドライン2023 
 
・ 日本神経精神薬理学会統合失調症薬物治療ガイドラインタスク

フォース 
 
・ MS/NMOSD診療ガイドライン2023  
 
・ 精神科救急医療ガイドライン2022年版 
 
・ うつ病治療ガイドライン（睡眠班） 
 
・ 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き  
 
・ 統合失調症薬物治療ガイドライン2022 
 
・ PTSD診療ガイドライン 
 
・ 注意欠如・多動症－ADHD－の診断・治療ガイドライン  
 
・ 摂食障害診療ガイドライン 
 
・ ミトコンドリア病診療マニュアル2023 
 
・ 多発性硬化症・視神経脊髄炎スペクトラム障害診療ガイドライ
ン 2023 

 
・ 嚥下障害診療ガイドライン 
 
・ 定位・機能神経外科治療ガイドライン 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｓ 
 

第３中長期目標期間におけるにおける実用化を目指した
研究・開発の推進及び基盤整備に係る成果は、次のとおり
目標を上回り「研究開発成果の最大化」に向けて医師主導
治験等の臨床研究実施の取組みについて特に顕著な成果の
創出や、バイオバンク事業、レジストリ構築等の取り組み
は、実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備にお
いて将来的にも特別な成果の創出の期待が認められる。よ
って、自己評価をＳとしている。 

 
＜目標の内容①＞ 
当センターの目的に基づき実用化を目指した研究・開発の推
進及び基盤整備において、以下の項目を評価指標としてい
る。 

・First in human試験の実施件数 
・医師主導治験の実施件数 
・先進医療承認の承認件数 
・学会等が作成する診療ガイドラインへの採用 
・臨床研究（倫理審査委員会にて承認された研究）の実施件
数 

・治験（製造販売後臨床試験を含む）の実施件数 
・共同研究の実施件数 

First in human試験は、得られた非臨床試験のデータを
もとに世界で初めて新規被試験薬をヒトに投与するもので
ある。被験者の安全性を十分配慮した上で実施すべき非常
に困難な治験であるが、トランスレーショナルリサーチを
当センターの重要な目的の一つとして位置づけていること
から、中長期目標の期間中に３件以上実施することを定量
的指標としている。 
医師主導治験は、治験の企画・立案、準備から管理まで

を医師自ら行うことから医師への負担が大きく実施は限ら
れているが、国内未承認薬や適応外使用等について医師が
臨床上の必要性を踏まえて判断して主導的に取り組むもの
であることから中長期目標の期間中に10件以上実施するこ
とを定量的指標としている。 
先進医療の承認を受けることは、医療分野において研究

・開発した成果を実用化させたことを示すものであること
から、中長期目標の期間中に13件以上承認されることを定
量的指標としている。 
臨床技術の標準とされる学会等が作成する診療ガイドラ

インへの採用件数について中長期目標期間中に20件以上達
成することとしている。 
また、臨床研究、治験及び共同研究の実施件数について

、中長期目標期間中にそれぞれ、850件、440件、720件以
上実施することを定量的指標としている。 
センターで医師主導により行われるFirst in human試験

では、研究部門において研究・開発した革新的な成果の実
用化に向けた重要過程となることから、その治験の結果が
当該成果の発展的展開につながるものであり、そうした観
点からも重要な指標である。 

 
＜目標と実績の比較＞ 

第３中長期目標期間における令和７年度時点のに行われ
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みを強化するなどバイオバン
ク体制のより一層の充実を図
る。更に外部の医療機関からも
生体試料の収集を行う。加え
て、ゲノム情報等を活用した個
別化医療の確立に向けた研究
を推進する。 

また、運営費交付金を財源と
した研究開発と同様に競争的
研究資金を財源とする研究開
発においてもセンターの取り
組むべき研究課題として適切
なものを実施する仕組みを強
化する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①研究開発環境の
整備・充実の観
点 
 
研究開発の体制

の充実が図られ、
研究成果の実用化
に向けた橋渡しに
係る取組が十分で
あるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定性的視点］ 
・治験、臨床研究
の計画・実施状
況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究倫理体制の
整備等の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ がん医療における自殺対策の手引き 
 
・ 統合失調症薬物治療ガイドライン 
 
・ 不安症・強迫症診療ガイドライン 
 
・ 遅発性ジスキネジア診療ガイドライン 
 
・ 「ヒトを対象とした脳・神経科学研究を倫理的に計画・実施す
るための指針」  

 
・ 認知症疾患診療ガイドライン 
 
・ ヘルスケアサービス利用者・事業者も使用可能な認知症に対す
る非薬物療法指針 

 
・ 脊髄小脳変性症・多系統萎縮症診療ガイドライン 
 
・ ADHD診療ガイドライン 
 
 
① 研究開発環境の整備・充実の観点 
 
 
［定性的視点］ 
・ 企業治験においては、オーファンドラッグのように対象患者が
少ない治験が当院に依頼されることが多くなっている。 
当院は精神・神経領域に特化した施設であり、今後も他の施設

では実施困難な治験が依頼されることが考えられ、レジストリ等
の構築をしつつ、治験を実施する必要がある。 

 
【契約締結日から最初の症例登録（First Patient In）までの期間】 

令和３年度：173日 
令和４年度：180日 
令和５年度：163日 
令和６年度：167日 
令和７年度：177日 

※ 日数はセンターで実施している治験の中央値【企業治験】 
 
［定性的視点］ 
・研究倫理体制の整備等の状況 
 臨床研究法および倫理指針等を遵守した研究の適正実施に向け、
臨床研究監理室を設置。 

ア 新入職者の職員向けに、当センターへの倫理申請方法や外部機
関の倫理審査依頼に関する手続きについて短時間で理解いただけ
るよう、SharePointを活用した説明動画を作成し、2023年3月より
配信を開始し、定期的にイントラネットで周知している。 

イ センター病院で実施中の特定臨床研究の課題について内部調査
を実施し、病院臨床研究マネジメント委員会において、研究が適
正に実施されていることの報告を行った（６月、10月、1月実施）
。 

ウ 指針の改定とともに、NCNP試料・情報等の保管・提供に関する
手順書の改定を行い、センターの職員が他の研究機関へ試料・情
報を提供する場合の手順・様式の整備・周知を行った。 

 

たFirst in human試験は５件であり目標に達している。病
院の医師、臨床研究・治験に携わる職員の積極的な取組の
結果と考えられる。は前年度までに達成している。 
先進医療については、近年、遺伝子治療薬や核酸医薬な

どの革新的治療法では、先進医療制度を経由せず、早期実
用化を見据えて直接「医師主導治験」や「企業主導の国際
共同治験」を実施するスキームが主流となっている。先進
医療を行う場合も、それなりの資金的・人的コストが必要
なため、「特定臨床研究」や「治験」の枠組みへ移行する
ケースが増加している。さらには、疫学データや市販後調
査を活用したリアルワールドデータの構築、活用が議論さ
れており、新しい医療技術の評価基盤が、先進医療の枠組
みから多様なデータ活用へと移行している。以上のことか
ら新規承認件数が減少している理由と考えられる。 
学会等のガイドラインについては、ガイドライン作成に

センターの医師が策定改定委員等により携わること多くあ
ったが、当センターで実施した臨床試験又は研究について
は目標に達していない。 
臨床研究は第３中長期目標期間における令和７年度時点

で954件と目標を達成している。病院の医師、臨床研究・
治験に携わる職員の積極的な取組の結果と考えられる。 
令和３年度～令和７年度中に、バイオバンク・筋バンク

・ブレインバンクの収集検体数は着実に増加しており、提
供実績は217件（18,911検体）であった。AMED・製薬協と
のマッチングファンドGAPFREE4をはじめ、AMEDの大型研究
や企業との共同研究の基盤となっている。また、令和６年
３月にはNCNPバイオバンクが日本で初めてISO20387の認定
を取得した。さらに、令和６年度からAMEDの支援を受けて
産学連携コンソーシアムによる「患者尿由来細胞（UDC）
による高品質セルバンク」の構築に取り組んでおり、希少
疾患の創薬基盤となるバンク運用の基本ルールを整備する
等、着実に成果を生み出している。 

 
＜目標の内容②＞ 
研究開発環境の整備・充実の観点による評価のため治験、臨
床研究の計画・実施状況について定性的視点にて評価する
。 

 
＜目標と実績の比較＞ 

企業治験においては、オーファンのように対象患者が少
ない治験が当院にくることが多くなってきた。 
当センターは精神・神経領域に特化した施設であり、今

後も他の施設では実施困難な治験が依頼されることが考え
られ、レジストリ等の構築をしつつ、治験を実施する必要
がある。 

 
＜目標の内容③＞ 
 研究倫理体制の整備等の状況 
 
＜目標と実績の比較＞ 
臨床研究法および倫理指針等を遵守した研究の適正実施に向
け、臨床研究監理室を設置した。同室を中心に以下のよう
な取り組みを実施した。 

・ 新入職者の職員向けに、当センターへの倫理申請方法や
外部機関の倫理審査依頼に関する手続きについて短時間で
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［定量的視点］ 
・治験、臨床研究
の計画・実施件
数(評) 

 
 
 
 
 
 
 
 
・バイオバンク検
体登録件数(評) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・バイオバンク試
料を用いた研究
の実施件数(評) 

 
 
 
②科学技術イノベ
ーション創出・課
題解決のための
システムの推進
の観点 

 
有望なシーズを

実用化へつなぐ成
果の橋渡し、成果の
社会還元に至る取

［定量的視点］ 
・治験、臨床研究の計画・実施件数 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

臨床研究 681 753 205 204 212  

企業治験 65 74 70 68 73  

医師主導治験 5 3 5 5 7  

 
 (単位：件) 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

血 漿 1,183 1,015 922 934 960  

（在庫） 8,301 9,316 10,197 11,131 12,091  

血 清 1,154 970 824 931 923  

（在庫） 6,757 7,727 8,679 9,610 10,533  

ＤＮＡ 228 2,041 934 1,223 979  

（在庫） 8,827 10,868 12,570 13,793 14,722  

脳組織 47 106 38 28 35  

（在庫） 325 431 469 497 532  

髄 液 331 278 322 367 349  

（在庫） 6,187 6,465 6,568 6,935 7,284  

（その他在庫） 10,145 10,145 10,145 10,145 10,145  

計 2,943 4,410 3,151 3,483 3.246  

（在庫） 40,542 44,952 48,628 52,111 55,357  

 
 (単位：件) 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
バイオバンク試
料を用いた研究
の実施件数 

101 99 75 79 95  

 
 
② 科学技術イノベーション創出・課題解決のためのシステムの推

進の観点 
 
 
 
 
 
 
 
 

理解いただけるよう、SharePointを活用した説明動画を作
成し定期的にイントラネットで周知している。 

・センター病院で実施中の特定臨床研究の課題について内部
調査を実施し、病院臨床研究マネジメント委員会において
、研究が適正に実施されていることの報告を行った（６月
、11月、１月実施） 

・ NCNP試料・情報等の保管・提供に関する手順書の改定を
行い、センターの職員が他の研究機関へ試料・情報を提供
する場合の手順・様式の整備・周知を行い、令和７年度は
８件の届出があった。 

 
＜目標の内容④＞ 

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備におい
ては、政府の「医療分野研究開発推進計画」においてゲノ
ム医療の実現化等のため、ナショナルセンター・バイオバ
ンクネットワークの一層の充実・強化及びゲノム医療実用
化推進が提唱され、これに基づきメディカル・ゲノムセン
ター（MGC）を設置したことから、当センターでは、メデ
ィカル・ゲノムセンターの構築とゲノム研究及びゲノム医
療の推進を重要な取組みとしている。 

 
＜目標と実績の比較＞ 

第３中長期目標期間における令和７年度時点のバイオバ
ンク検体登録件数は、18,911件であり、豊富な臨床情報が
付随した、高品質のバイオリソースの収集を継続している
。特に、精神疾患・神経疾患研究に有用な脳脊髄液の収集
と利用は当センターの特長であり、欧米研究者からも高い
評価を得ている。 

  他のナショナルセンターとの連携として、NCBN（ナショ
ナルセンターバイオバンクネットワーク）カタログDBの情
報を毎月更新し、累計22,133例、65,460検体を登録。また
、オールジャパンでの連携として、主要バンクをつなぐ「
バイオバンク横断検索システム」にセンターの試料情報を
提供した。また、ISO国内委員会を議長として12回開催し
国内関係者の意見を取りまとめた。更には、7回の国際会
議に参加し、我が国の意見を国際規格へ反映させた。 

 NCNPバイオバンクはISO 20387の認定の継続が認められ、
国際水準の品質マネジメントシステムに基づき運営されて
いることを認められた。 

 
＜目標の内容⑤＞ 

有望なシーズの実用化を目指した研究・開発の推進及び
基盤整備において、クリニカル・イノベーション構想に合
致した疾患登録システム（疾患レジストリ）の構築は、リ
アルワールドデータを用いた研究開発推進のための具体的
な手段となり、これにより効率的かつ効果的な臨床研究実
施の環境整備となる。 
このため、センターの目的を踏まえ精神・神経疾患等に

ついて、新たな患者レジストリの構築等により症例集積性
の向上を図っている。 

 
＜目標と実績の比較＞ 

国立高度専門医療研究センター等が連携して疾患情報の
共有や研究開発支援等を行うクリニカル・イノベーション
・ネットワーク（CIN）推進を見据え、CINを推進するため
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組みが十分である
か。 
 
［定性的視点］ 
・政策的観点から
の評価 

・社会的観点から
の評価 

・具体的な取組み
事例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定量的視点］ 
・先進医療申請・
承認件数(評) 

 
・実施中の先進医
療技術数(評) 

 
・FIH試験実施数
(モ) 

 
・医師主導治験実
施数(評) 

 
 
 
③妥当性の観点 
 

研究開発の体
制・実施方策が妥
当であり、法人と
しての信頼性が確
保されているか。 

 
 
 
［定性的視点］ 
・政策的観点からの評価 
・社会的観点からの評価 
・具体的な取組み事例 
 
国が主導するクリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN)の

推進にあわせ、センターでも疾患情報の共有や成果を実用化へつなぐ
取組みとして企業の臨床研究・治験を促進する患者レジストリの構築
に引き続き取り組み、精神疾患、筋疾患、脊髄小脳変性症においてレ
ジストリ運用支援を継続、患者登録が進められている。 
Remudyについては、デュシェンヌ／ベッカー型筋ジストロフィー、

GNEミオパチー患者などの登録数は順調に増加した。また、CIN推進の
ため、既に治験の実施可能性評価、リクルート等における高い評価を
受けているRemudyは、製造販売後調査にも活用できる形での新たなレ
ジストリ構築（Remudy-DMD）を開始し、順調に症例登録を行ない、実
際に製造販売後調査においてのデータ提供、解析、さらには学会発表
も実施された。新たな製薬企業からの活用申し出なども進められてい
る。現在、引き続きRemudy-DMDにおいては、複数の製薬企業からの資
金提供、企業とのレジストリの情報共有、今後の活用についての検討
を継続する。 
精神疾患レジストリ（マイレジストリ）の構築に際し、第一層情報

（人口統計学的情報ならびに臨床経過、診断、検査、治療などを含ん
だ診療情報）の効率的な収集のため、電子カルテ情報を自動的にデー
タベースへ移行するための基盤整備を引き続き進めた。 
CIN推進のための横断的課題の解決を行う研究については、「６NC連

携によるレジストリデータの活用基盤の構築事業」に参画し、横断的
研究として、シンポジウムの開催、レジストリ情報収集の仕組みの確
立、レジストリ構築の手引き作成（追加として利活用について）、レ
ジストリ構築支援、企業の利活用促進等を行なった。 
 
［定量的視点］ 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
先進医療申請・

承認件数 
0 1 0 0 0  

先進医療技術数 1 2 2 2 73  

FIH試験実施数 1 2 4 5 5  

うち新規 0 1 3 1 0  

医師主導治験数 5 3 5 5 7  

うち新規 0 0 4 1 2  

 
③妥当性の観点 
 
 
 
 
 

の総論的な課題の検討が中心となり、また具体的な患者レ
ジストリ（神経・筋疾患、希少疾患、精神疾患、パーキン
ソン病、運動失調症、認知症、プリオン病など）の充実に
取り組んだ。 
具体的には、次の取り組みにより、精神、神経、筋、発

達障害領域における症例集積性の向上を図り、研究・開発
推進の基盤整備を図った。 
国が主導するクリニカル・イノベーション・ネットワー

ク（CIN)の推進にあわせ、センターでも疾患情報の共有や
成果を実用化へつなぐ取組みとして企業の臨床研究・治験
を促進する患者レジストリの構築に引き続き取り組み、筋
疾患、脊髄小脳変性症においてレジストリ運用支援を継続
、患者登録を進めている。 
Remudyについては、デュシェンヌ／ベッカー型筋ジスト

ロフィー、GNEミオパチー患者などの登録数は順調に増加
している。また、CIN推進のため、既に治験の実施可能性
評価、リクルート等における高い評価を受けているRemudy
は、製造販売後調査にも活用できる形での新たなレジスト
リ構築（Remudy-DMD）を開始し、順調に症例登録を行ない
、実際に製造販売後調査においてのデータ提供も実施され
た。また本年度は、遺伝子治療の製造販売後承認があり、
新たな製薬企業との製造販売後調査との連携を実施した。
現在、引き続きRemudy-DMDにおいては、複数の製薬企業か
らの資金提供、企業とのレジストリの情報共有、今後の活
用についての検討も行っている。 
精神疾患レジストリ（マイレジストリ）の構築に際し、

第一層情報（人口統計学的情報ならびに臨床経過、診断、
検査、治療などを含んだ診療情報）の効率的な収集のため
、電子カルテ情報を自動的にデータベースへ移行するため
の基盤整備を引き続け進めた。 
CIN推進のための横断的課題の解決を行う研究について

は、「６NC連携によるレジストリデータの活用基盤の構築
事業」に参画し、横断的研究として、シンポジウムの開催
、レジストリ情報収集の仕組みの確立、レジストリ構築の
手引き作成（追加として利活用について）、レジストリ構
築支援、企業の利活用促進等を引き続き進めた。 

 
＜その他の目標（指標）と実績の比較＞ 
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［定性的視点］ 
・知的財産の活用 
・連携・協力戦略 
・企業等との受託 
・共同研究の計 
画・実施状況 

・法人としての信
頼性が確保され
る仕組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定量的視点］ 
・特許・ライセンス
契約の件数・金額
（評） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・企業等との受託・
共同研究の計画・
実施件数(評) 

・外部委員による事
業等評価実施数
(評) 

 
 

 
［定性的視点］ 
・知的財産の活用 
 職務発明による出願済知財の維持・有効活用の合理化（戦略的な
国際出願、特許維持の可否判断の明確化）を進めるとともに、既
存のライセンス契約の収益確保に務めた。 

 
［定性的視点］ 
・連携・協力戦略 
・企業等との受託・共同研究の計画・実施状況 
・法人としての信頼性が確保される仕組み 
 
筋ジストロフィー患者登録について、Remudyにおける登録数は、

順調に増加している。 
TREAT-NMDを介した製薬企業、製薬企業及び医師主導治験の治験責

任医師から患者数調査依頼、患者リクルートも継続し行われた。Rem
udyの情報開示・提供に関するポリシーに則り、CCNMD委員会の審査
を経て、依頼元（企業等）との契約又は包括的な協定に基づき、情
報開示・提供の対価（手数料）を受け入れている。CCNMDにより、筋
疾患関連のレジストリと臨床研究ネットワークの連携運用を行なっ
ている。 
IBISS格納研究課題の概要ページ、検索機能のプロトタイプを整備

した。課題参加研究者が試験的にアクセスして改善点を詰めた。 
精神疾患レジストリへの患者登録及び利活用研究を進めており、

レジストリ登録者は3,300名に達した。また、レジストリ登録患者の
メンタル評価へのウェアラブルデバイスの応用可能性について、ス
マートウォッチとともに、簡易心電計、唾液中コルチゾール、ePRO
により自記式質問による評価を行い、多施設共同による臨床研究を
継続中である。 
 
［定量的視点］ 

 (単位：件又は千円) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

特許出願件数 185 241 235 233 256  

特許登録件数 413 455 483 491 463  

ライセンス 

契約数 
10 12  12 11 12  

うち新規 2 2 0 1 1  

ライセンス 

収入額 
102,938 179,497 189,747 330,066 270,397  

 
［定量的視点］ 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
企業等との受
託・共同研究の
計画・実施件数 

44 34 37 41 43  

外部委員による

事業等評価実施

数 

1 1 2 2 2  
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④社会・経済的観
点 
 
診療ガイドライ

ンの作成・情報提供
等の取組により、国
の医療の標準化に
貢献しているか。 
 
［定量的視点］ 
・学会等の策定する
診療ガイドライ
ンへの採用件数
(評) 

 
・学会等の組織す
る診療ガイドラ
イン作成・改訂
委員会等への参
画件数(モ) 

 
 
 
 
⑤研究者、研究開発
人材の育成・支援
の観点 

 
医療政策を牽引

するため国際的な
水準等に照らして
活躍できる研究
者、研究開発人材
の育成が図られて
いるか。 
 
［定性的視点］ 
・人材獲得・育成戦
略 

・具体的な取組事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 社会・経済的観点 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定量的視点］ 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
学会等の策定す
る診療ガイドラ
インへの採用件
数 

1 5 2 2 0  

学会等の組織す

る診療ガイドラ

イン作成・改訂

委員会等への参

画件数 

7 10 4 12 10  

 
 
⑤ 研究者、研究開発人材の育成・支援の観点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［定性的視点］ 
・人材獲得・育成戦略 
・クロスアポイント制度の導入 

 
独法化後、国、国立病院機構、他のナショナルセンター等との人

事交流を行っており、今後も引き続き国や民間等との人事交流を行
い、必要な人材の確保や組織の活性化を行う。 
 
ア ５ＮＣ＋JIHS の疾患横断的研究に関する業務を担う ため、６法
人計２６名体制（クロスアポイント）で令和２年４月に６ＮＣ
（現在は５ＮＣ＋JIHS）横断的組織（国立高度専門医療研究セン
ター医療研究連携推進本部）が設置された。データ基盤、人材育
成、共同研究、知財・法務の担当として当センターから５名を参
画させた。 

 
イ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構と出向者の取扱いに関
する基本協定書を締結することにより、医師２名を出向させた。出
向期間中は研究開発業務に従事することで研鑽を積み、派遣期間終
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［定量的視点］ 
・育成研究者数
(評) 

・教育・人材育成
に係る研修実施
数（評） 

・教育・人材育成
に係る研修への
参加研究者数
(評) 

・連携大学院への
参画件数(モ) 

・大学・研究機関
等との包括連携
件数（モ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

了後において、当センター職員として採用することとしている。 
 
ウ 医師、研究者に関し横浜市立大学、東北大学、東京都医学総合研
究所、米国マウントサイナイ医科大学とクロスアポイントメントを
実施した。 

 
エ 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部に臨床心理士を派遣す
るのに加え、令和５年度からは看護師も同部に派遣している。 
 

  オ 看護師確保を促進するため、令和８年３月よりマイナビ看護師の
YouTubeチャンネルにて NCNPの脳神経内科看護師の業務の 1日密着動
画を公開した。 

 
［定量的視点］ 
 

 (単位：人又は件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

育成研究者数 7 4 4 5 3  

教育・人材育成

に係る研修実施

数 

38 34 22 20 11  

教育・人材育成

に係る研修への

参加研究者数 

2,029 1,665 1,430 613 140  

 
国内外の大学と連携し、精神・神経疾患等における研究開発の連

携強化および当該分野の学生の 研究指導に貢献している。  
大学での講座開設、講義の実施、センターに研究生として受け入

れ研究指導にあたる等、連携大学制度を通じて学位取得の支援をし
ている。一部の大学では、成績評価や学位審査等も実施している。
また、共同研究、合同シンポジウムの開催やポスター発表等を通じ
て、研究員同志の交流も活発に行われている。教育研究協力に関す
る協定のもとで、公認心理士養成に関わる臨床実習として、精神医
療の実践を学べるよう実習生を受け入れている。 
 

 (単位：人又は件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

連携大学院への
参画件数 

13 15 15 15 15  

客員教授（教

員）・准教授（教

員）の参画件数 

53 64 64 57 59  

学生の研究指導

（連携大学院生

（NCNP受入） 

50 57 61 54 57  

学位取得数（博士） 9 6  8 4 8  

学位取得数（修士） 3 3 4 4 1  

学位取得数（学士） 2 2 2 2 2  
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① 社会復帰支援、地域生
活に即した治療・ケア開発 

 
精神・神経疾患を有する

人々の社会復帰のため、多
職種連携により生活支援、
就労支援、医療的／保健的
支援を包括的に提供する。
また、地域に暮らす精神障
害者とその家族が主体的な
生活を送るための支援技法
やシステムの開発、その効
果に関する実証的研究を行
う。 
 
 
 
② 研究所と病院等、セン
ター内の連携強化 
基礎研究の成果を臨床で

の実用化に継続的につなげ
られるよう、また、臨床で
得られた知見に基づいた基
礎研究を実施できるよう、
トランスレーショナルメデ
ィカルセンター等を活用し
て更なる連携を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 社会復帰支援、地域生活に即した治療・ケア開発 
 
所沢アウトリーチ支援チームの過去4年間のサービス利用者の臨床

データを用いて「支援開始時の治療の有無」を説明変数、支援場
所、支援先、チームの支援種別、医療支援の種別を従属変数とした
回帰分析を実施した結果、未治療群は治療群と比べ、家族支援の支
援、来所による支援時間が長いことが明らかとなった。また過去4年
間の支援記録から対象者の基本属性、ACEsの体験率・種類を後方視
的に調査を実施した結果、利用者の54%が1つ以上のACEsを体験、33%
が累積ACEsを体験していることが明らかとなり、支援者とのACEs体
験の共有には足掛け2年ほどの時間が必要であることが示唆された。
これらの研究は国際誌に掲載された。保健型アウトリーチの評価に
関する研究の一環としてTreatment Perceptions Survey、Treatment 
Perceptions Survey (Youth)、Headspace youth (mental health) 
service satisfaction scale (YSSS)の日本語版作成のためのデータ
収集を実施した。 
 
② 研究所と病院等、センター内の連携強化 
 
１. 研究所及び病院の共同研究実施状況 
 
センター施設間の人的交流を促進し、それぞれの専門性を生かした

センター内での共同研究の推進をしている 
 

 (単位：件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

センター内共同
研究実施数 

113 146 155 131 125  

 
※ 研究実施数は、複数年に亘る研究を含む。 
 
２. 研究所及び病院等の合同会議等の実施状況 
 
各専門疾病センターが主催する地域精神科モデル医療センターチ

ームリーダーミーティングやてんかんミーティング等の会議をはじ
め、各種合同会議等を企画、実施することで、各施設の専門性を生
かした積極的な連携及び協働を推進した。 
 

３．若手育成カンファレンス 
 
若手研究者を中心とした医療従事者、研究者等を対象に、若手研究

グループ代表者が講師となった「若手育成カンファレンス」を開催し
延べ630名が参加した。 
 
４. 病院・MGCと神経・筋疾患の遺伝子検査における連携 
 

病院とMGCが協力して多数の試料・情報をバイオバンクに累計総
数55,357件登録した。また利用についても累計380件のプロジェクト
に試料・情報を提供した。これまで脳神経内科診療部・MGCが連携して
行っていた神経難病の遺伝学的検査について、バイオバンクの品質マ
ネジメントシステム構築のノウハウを適用し「NCNP分子検査センター
」を設立した。実験室・設備を整備するとともに、手順書、基準書な
ど約200の文書を用意し、令和7年1月に管轄の東京都保健医療局に申
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請し、7月において登録が完了した。並行してゲノム診療部・遺伝カウ
ンセリング科と連携して院内の実施体制を整備し、令和7年8月より検
査を開始した。令和7年度末までに遺伝性神経疾患57例の遺伝学的検
査を実施し、診療の質の向上・治療方針の最適化に大きく貢献した。 
 

５. 脳病態統合イメージングセンター（以下「IBIC」という。）にお
ける精神・神経疾患の画像バイオマーカー探索、研究所と連携した
疾患モデル動物研究及び多施設と連携した臨床研究 

 
 臨床研究として病院脳神経内科・バイオバンクと共同で非アル

ツハイマー・タウオパチーである進行性核上性麻痺、皮質基底核変
性症疑いの患者のアミロイドPET、タウPETを用いた研究で奨励を蓄
積している。睡眠覚醒性が研究部・認知症センターと共同でのアル
ツハイマー型認知症スペクトラム患者や健常高齢者のアミロイド
PET、タウPET、睡眠検査を行う研究も継続している。認知症センタ
ーの協力を得てJ-TRCオンサイト研究およびPAD-TRACK研究で東大を
代表とする多施設共同研究でプレクリニカルAD患者を対象にアミロ
イドPET、タウPET、心理検査を行う縦断研究を継続している。 

 
６．脳病態統合イメージングサポートシステム（IBISS）を用いた多

施設にわたる画像研究やクラウドサーバを用いた複数の画像研究
の推進 

 
脳病態統合イメージングサポートシステム（IBISS）は、AMED革

新脳J-PPMI、AMED国際脳PADNI、AMED精神疾患レジストリ、精神疾
患データベース、筋疾患２つの多施設共同画像研究のデータを保
有し、J-PPMI、精神疾患レジストリ、精神疾患データベースでは
継続してクラウドサーバに画像データを集積している。 

 
７．AMPA受容体PETを用いた精神疾患の医師主導治験 
 

ドパミンD2受容体PETプローブC-11 raclopride, ミクログリア
プローブC-11 DAA、アミロイドプローブC-11 PiB、アプリノイア
社との共同研究に基づきタウプローブF-18 florzolotauを臨床PET
研究に提供している。横浜市大と治験準備の契約を締結し、治験
用合成機器でAMPA受容体プローブ C-11 K2を合成し、調整を行っ
た。東北大学が開発したMAO-B受容体・神経炎症プローブF-18 
SMBT-1の共同研究契約を締結し、試験合成を行った。 

 
８．認知行動療法(CBT)センターにおける病院臨床部門と連携した取

組 
 

定期的に病院臨床心理部のカンファレンスへ参加し、協同的なC
BT診療体制の運用を進めた。CBTセンターの若手及び病院CBTレジ
デントを対象とした、集団スーパービジョンを実施した。NCNP職
員を対象に、CBTの事例検討会を開催した。NCNP看護師を対象に、
CBTの要素を取り入れたコミュニケーション研修を開催した。 

病院精神リハビリテーション部と協同し、パーソナル・リカバ
リーの実現を目指した心理支援プログラムをショートケアプログ
ラムとして開発・実施した。看護部と協力し、病棟でも利用可能
なパーソナル・リカバリーに基づいた対話支援シートを開発し、
病院スタッフに共有した。 

 
９. 専門疾病センターの設置・運営を通した病院・研究所の組織横断

的な取組 
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（１）多発性硬化症（MS）センター 
 
ア. 多発性硬化症（MS)の８種類の治療薬、視神経脊髄炎（NMOSD)

の５種類の治療薬を適切に使い分けるために、個々の薬剤の有
効性を予測する精密医療（precision medicine)を推進するため
の研究を進めた。研究所における検査システムを構築し、二次
進行型MSの診断に有用なバイオマーカー（エオメス陽性T細胞頻
度）、インターフェロンノンレスポンダーの同定に有用なバイ
オマーカー（プラズマブラスト頻度）、血液浄化レスポンダー
の同定に有用なTh1細胞頻度の評価などを臨床に取り入れて、先
進的な医療を実践した。令和7年度は、サトラリズマブ無効NMO
症例に対して抗C5抗体ラブリズマブの効果を検証する特定臨床
研究（JANMOS試験）を進展させ、同薬剤の作用機序や有効性の
特徴などに関する情報を集積した。抗C5抗体の薬効に関する研
究では、筆頭著者が国際学会で若手最優秀賞を受賞した。 

イ. NCNPで開発したMS治療薬候補OCHのフェーズ３実施へ向けて、
OCHに関する様々な課題（作用機序、治験プロトコルなど）につ
いて検討を進め、重要なトランスレーション研究論文を執筆し
た（投稿中）。 

ウ. 筋痛性脳脊髄炎･慢性疲労症候群（ME･CFS)とCOVID-19感染罹
患後症状（long COVID)が同一のスペクトラムに入る疾患である
ことを確認した。またME/CFSにおける腸内細菌叢異常と腸内メ
タボローム異常、腸管バリア機能低下の存在を確認した。ME・C
FSにおけるＢ細胞標的医薬（リツキシマブ）の効果を証明する
ための医師主導治験を実施し目標症例数の半数以上のエントリ
ーを完了した。 

 
（２）筋疾患センター 
 

筋ジストロフィー協議会を隔月で開催し、研究所と病院合同で
の研究ミーティングも毎月実施するなど、病院と研究所の連携を
図ることにより、多部門・他施設が密に連携した診療体制の整備
、市民公開講座や小冊子の作成などのアウトリーチ活動、新医薬
品との相乗効果を狙った新規リハビリテーションの探索、新しい
臨床評価法の確立などを引き続き実施した。 

ウイルスベクターを用いた遺伝子治療の診察、治験実施体制を
整備した上で小児神経筋疾患患者に対して遺伝子治療を行った。 

 
（３）てんかんセンター 
 
ア 政策への貢献： 

NCNPてんかんセンターは 「全国てんかん拠点機関」として、て
んかんの診断・治療・研究・教育及び社会活動に 関わる包括的な
医療・研究事業を推進することを目的として、下記の事業を行っ
た。  

（ア）難治てんかんの診断と治療、リハビリテーション 
（イ）てんかんに関する基礎及び臨床研究の推進 
（ウ）多施設共同研究・臨床治験の推進 
（エ）新規治療技術の開発 
（オ）てんかん専門医及びメディカルスタッフの育成 
（カ）てんかんの社会啓発と地域診療ネットワークの構築 
（キ）国内外の学会及びてんかん診療施設との協力活動 
（ク）厚生労働省てんかん地域診療整備事業：全国てんかん診療拠

点業務 
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（ケ）全国てんかんセンター連絡協議会（JEPICA）代表施設業務 
（コ）東京都てんかん診療拠点施設認定に伴う業務継続 
 
イ 診療面  
（ア）てんかん外来及び入院、手術の充実  
（イ）発作時ビデオ脳波モニタリングの体制の整備 
（ウ）てんかんセミナー、症例検討会、手術症例 検討会、ビデオ脳

波カンファランスをそれぞれ週１回、術後臨床病理カンファラ
ンス月１回開催による診療内容の向上とレジデント教育 

（エ）各種検討会の他施設へのオープン化による施設外医師へのて
んかん診療教育と、多職種連携のための多職種へのオープン化 

（オ）全国てんかん支援センター業務 
・てんかん診療コーディネータ研修会・認定制度実施 
・てんかん支援ネットワークの管理運営 
 

ウ 研究面 
   ・「バイオレポジトリと臨床情報データベースを活用したてん

かんの病態解明および包括的治療法の開発」（精神・神経研究
開発費）による全センター内てんかん研究 
・公的研究費（AMED）による施設内外の研究者との共同研究 

  
（４）パーキンソン病・運動障害疾患（PMD）センター 
 

脳神経内科、脳神経外科、精神科、リハビリテーション科、
整形外科等の各科、看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士
、言語聴覚士、臨床心理士、MSWなどの各職種が連携してPMDの
運動症状・非運動症状を含めた包括的な医療を実践した。また
、DBSやLCIG、フォスレボドパ/フォスカルビドパ持続皮下注療
法などのDevice Aided Therapy も必要に応じ導入・調整を行っ
た。 
PMDセンターで開発したパーキンソン病患者の姿勢障害治療法

(MADI)に関しては、リハビリテーションやマッサージ器・リド
カイン注射などを組み合わせた独自の入院プログラムを継続的
に行った。 その他、PMDの分子遺伝学的研究、臨床指標・バイ
オマーカーの開発、パーキンソン病の薬物動態の分析、ジスト
ニアの画像生理学的研究、睡眠異常とPMDとの関連、個別化音楽
療法の開発、純粋小脳型SCD患者に対する年１回の集中リハビリ
テーションの効果の検証、ウェアラブルデバイスを用いた歩行
解析、リハビリテーションデータの臨床へのフィードバックシ
ステムの構築などの研究が進捗中である。 
PMDセンターが中核となって多施設共同研究「パーキンソン病

発症予防のための運動症状発症前biomarkerの特定(J-PPMI)」を
継続して実施した。 
 

（５）睡眠障害センター 
 

ア）多部門、多職種連携チームによる医療の提供 
第３中長期目標期間中において、睡眠学会認定医による専門外

来にて診療を提供した。神経内科に伴う様々な睡眠障害に対して
は神経内科医と、精神疾患に伴う様々な睡眠障害に対しては精神
科医と連携して診療を提供した。臨床検査部によるPSG検査や、
臨床心理士による認知行動療法の実施、作業療法士による睡眠改
善プログラムの実施など、多職種連携のもと診療にあたった。 
 

【患者数等推移】 
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年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

新規患
者数 

641 579 561 623 651 
 

再診患
者数 

5,877 6,451 6,714 6,814 6,874 
 

PSG件
数 

362 375 368 355 372 
 

 
イ）合同カンファレンスなどの実施 
精神保健研究所睡眠・覚醒障害研究部と、病院精神科、臨床

検査部と合同で、週１回の睡眠障害患者のケースカンファレン
ス、週１回の臨床研究に関する会議を継続的に実施した。 
 

ウ）新規治療法開発などの推進 
不眠に対する認知行動療法の手法を取り入れ、睡眠改善プロ

グラムの刷新を行った。精神診療部および精神保健研究所睡眠
・覚醒障害研究部と連携し、5北病棟にて、双極性障害・大うつ
病性障害患者の抑うつ症状に対する覚醒療法（修正型断眠療法
）の実施が可能な状況を整え、適応となる患者に対して治療を
提供した。 
 

エ）研修会などの実施 
不眠症に対する認知行動療法を実施するための知識や実践的な

手法を獲得するためのセミナー、睡眠に対する知識を深め、より
良い睡眠を獲得することを目的とした市民公開講座、その他依頼
のあった講演を積極的に行った。市民公開講座はオンライン形式
で毎年度開催し、高い参加者数と満足度を維持した。また睡眠障
害センターのホームページに開設した「眠りと目覚めのコラム」
の連載を継続し、情報発信に努めた。 

 
（６）統合失調症早期診断・治療センター 
 

統合失調症の記憶の組織化に基づく社会機能の障害に関する
研究の成果をSchizophrenia誌にて発表した。 

 
（７）気分障害センター 
 

バイオバンクとの協働により、血液サンプルなどのバイオリ
ソース、脳画像データ等を収集し、臨床的・神経生物学的指標
の縦断的調査に基づくデータベースを構築している。気分障害
外来患者を対象とした縦断的研究、幼少期トラウマとうつ症状
の発現に関連する生物的マーカーの検討（行動医学研究部との
共同研究）、気分障害外来患者におけるフレイルバイオマーカ
ーの検証（国立長寿医療研究センターとの共同研究）及び、本
邦を含む５か国が協働する「双極症を対象にした抗精神病薬ル
ラシドンの追加投与による認知機能増強効果に関する無作為化
試験」のデータを集積している。双極症の認知機能障害に関す
る研究の促進のためのデータベース構築を目的とした国際的コ
ンソーシアム（ICONIC-BD）に参加し、活動を開始した。双極性
障害障害における情動を伴う認知機能および社会認知機能の評
価尺度に関するrecommendation paperを国際双極性障害学会の
機関誌に発信した。 

 
（８）認知症センター 
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   認知症に関する臨床研究のハブ（中核）として、治験・臨床

試験への参加の促進を図っている。構成員である心理療法士が
もの忘れ外来を受診した患者の予診をとると同時に、臨床研究
・治験推進室とも連携して認知症関係の治験や臨床試験の参加
基準をクリアしているかどうかスクリーニングすることで、治
験や臨床研究への参加者のリクルートを促進しており、毎年の
べ200名近い患者が臨床研究に参加している。もの忘れ外来受診
患者、DMT投与患者の認知機能の推移と副作用、MCI・軽度認知
症に対するリハビリプログラムの有用性、若年性認知症患者に
対する相談介入について、学会等で発表した。小平市との共催
または当院独自に「もの忘れチェック会」を年10回程度開催し
ている。参加者全員に対して当院で実施している臨床研究に関
する情報提供を行い、MCIおよび認知症の範疇にある人には診療
情報提供書を発行しもの忘れ外来の受診を勧奨している認知症
の早期発見・早期介入、当院もの忘れ外来受診患者数の増加、
臨床研究リクルート促進につながっている。「リアルワールド
における高齢者認知症リスク評価に血液BMが果たす役割の検証
」研究においては、もの忘れ外来受診患者を中心に51名が参加
し血液バイオマーカーを測定した。中間解析を行い、血液BMと
認知機能検査、およびDMT投与可否判断のため臨床で実施したア
ミロイドPET検査との整合性を評価し報告した。アルツハイマー
病疾患修飾薬（DMT）全国臨床レジストリ研究においてレカネマ
ブ投与患者21名、ドナネマブ投与患者18名を登録し、DMTの臨床
使用および全国臨床レジストリ推進に関する課題抽出を行った
。The World Health Organization（WHO）が開発した認知症介
護者のためのオンライン自己学習および支援プログラムiSuppor
tの日本版とインターネット上で提供するためのシステムを開発
し、その有用性を検証するために実施したRCTで得られたデータ
を解析した。iSupport日本版を3ヶ月使用した群は、対照群と比
べてZarit介護負担尺度（介護負担）の統計学的に有意な改善を
認め、学会で発表した。NCNPバイオバンクに協力し、血清およ
び髄液の採取・保存・登録数の増加に努め、登録者の診断名や
心理検査結果等の確認にも協力した。 

  
（９）嚥下障害リサーチセンター 
 

脳神経内科、歯科、身体リハビリテーション科、耳鼻いんこ
う科、外科等が連携し、神経変性疾患、筋疾患、精神疾患等に
伴う嚥下障害に対して、診断、摂食嚥下リハビリテーション、
歯科治療、胃瘻造設術、嚥下改善術などを包括的に実施した。 
診療面では、令和5年度から令和7年度までに嚥下造影検査を

計745件、嚥下内視鏡検査を計495件、嚥下Webカンファレンスを
計81回実施した。また、嚥下造影検査データベースは7,658件に
達し、診療・研究基盤として整備された。 
研究面では、令和5年度から令和7年度までに論文7本、学会発

表7件を発表した。主な成果として、誤嚥防止術の有効性、多系
統萎縮症の誤嚥リスク指標、パーキンソン病患者の嚥下指導遵
守とQOLとの関連など、実臨床に資する知見を発信した。 
教育・社会貢献面では、医療者向けeラーニング事業を継続し

、登録者数は402人に達した。専門教育、市民公開講座、患者会
講演、患者向け資料作成を通じて、医療者、患者・家族への情
報提供を行った。また、複数の診療ガイドライン委員として活
動し、診療標準化にも貢献した。 
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③ メディカルゲノムセン
ター（MGC）の機能の充 
実、人材育成並びに精神
・神経疾患、筋疾患、認
知症性疾患、発達障害等
のレジストリ、コホート
及びバイオバンクの充実
等による研究基盤の整備
・充実 

 
精神・神経疾患等の患者か

ら採取した試料、臨床情報を 
有効活用し、ゲノム医療の
実現、疾患の病態解明、新
規治療法の開発、創薬に向
けた研究を推進する。特に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（10）薬物依存症治療センター 
 

薬物依存症センターでは、病院と研究所が協働し、令和7年度
は以下の研究を実施した。 
① トラウマ問題を抱える女性薬物依存症患者に対する集団療
法の開発と効果に関する研究 

② 市販薬・処方薬使用障害の臨床的特徴に関する研究 
③ 市販薬・処方薬使用障害の通院治療プログラムの開発と効
果に関する研究 

④ 市販薬・処方薬使用障害の入院治療プログラムの開発と効
果に関する研究 

⑤ 覚醒剤依存症の治療反応性に関する神経画像研究 
⑥ アルコール・薬物使用者の行動変容促進アプリと適切なフ
ィードバックAIモデルの開発 

⑦ 薬物依存症を抱える保護観察対象者のコホート研究『Voice
 Bridge Project』いずれも研究は順調に進捗し、英文原著論
文を刊行した。 
 

（11）ニューロモデュレーションセンター 
病院スタッフから成る「診療・研究開発部門」と研究スタッフ

から成る「基礎研究・新規治療開発部門」が互いに連携し、高度
な医療を提供してきた。rTMS、ECT、tDCS等の受け入れおよび臨床
研究を実施しているほか、脳神経外科、整形外科、身体リハビリ
テーション科、IBIC等、組織横断的な研究も実施している。引き
続き、組織横断的な取り組みによる新規治療法・医療機器の開発
、共同研究をより一層推進する。具体的には、神経疾患に伴う精
神症状、認知機能障害への治療的介入や、IBICの神経画像を活用
していく。また、CBTセンターとの共同で新規治療法の開発を進め
る。 
 

10.  睡眠障害・睡眠ポリグラフ（PSG）データバンク 
国内で大規模にPSG検査を実施している6つの医療・研究機関（

東京医科大学、久留米大学、秋田大学、日本大学、滋賀医科大学
、琉球大学）と提携し、日本初にして最大の睡眠障害・PSGデー
タバンクを構築した。各医療・研究機関が有する既存の睡眠障害
・PSGデータを格納するとともに、今後実施する医療・検査デー
タを前向きに収集することで、大規模データを用いた睡眠障害、
精神・神経疾患のバイオマーカー開発研究を順次進めている。 

 
③ メディカル・ゲノムセンター（MGC）の機能整備、人材育成、バ

イオバンクの充実等による研究基盤の整備・強化 
 
１. メディカル・ゲノムセンター（MGC）の設置に伴う機能整備 
 

メディカルゲノムセンター（MGC）の機能強化を進め、バイオ
バンク、レジストリ、臨床情報基盤の整備を通じて、ゲノム医
療・創薬研究の基盤構築を推進した。 
バイオバンクについては、2024年3月にISO 20387認定を取得

し、その後も認定を維持するとともに、外部精度管理の導入に
より品質および人材育成基盤を強化した。検体収集は年間3,000
検体以上を維持し、総在庫は約5.5万検体まで拡大した。 
また、電子カルテ連携や脳画像・病理情報の統合により、ゲ

ノム情報と臨床情報を統合した利活用基盤を整備した。さらに
、品質マネジメントシステムを活用した遺伝学的検査の衛生検
査所登録により、研究基盤の臨床応用への展開を進めた。 
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ゲノム医療推進の方針に沿
って、メディカル・ゲノム
センター（MGC）の機能の充
実、人材育成等により、ゲ
ノム情報をはじめとする詳
細な臨床情報が付帯された
良質なバイオリソースを収
集・保存するバイオバンク
体制のより一層の充実を図
る。また、他の研究機関や
企業の研究者に対し、倫理
的、科学的審査等の手続を
経て、これらのバイオリソ
ースを積極的に提供するた
めの体制を強化するととも
に、精神・神経疾患等につ
いて、薬剤等の臨床実装に
資する新たな患者レジスト
リの構築等により症例集積 
性の向上を図る。 
また、上記のバイオリソ

ースを活用し、核酸医薬な
どの先進的な手法等を用い
た個別化医療の確立に向け
た研究を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

NCBNとの連携によりカタログ登録および横断検索への対応を
進め、利活用環境を強化するとともに、ISO国際標準化活動を通
じて国内外のバイオバンクの水準向上にも貢献した。 

 
２. 希少疾患等の患者登録事業の推進 
 
（１）筋ジストロフィー患者登録 
 

筋ジストロフィー患者登録について、Remudyにおける登録数
は、順調に増加している。 
TREAT-NMDを介した製薬企業、製薬企業及び医師主導治験の治

験責任医師から患者数調査依頼、患者リクルートは継続して実
施した。 
Remudyの情報開示・提供に関するポリシーに則り、CCNMD委員

会の審査を経て、依頼元（企業等）との契約又は包括的な協定
に基づき、情報開示・提供の対価（手数料）を受け入れている
。 
CCNMDにより、筋疾患関連のレジストリと臨床研究ネットワー

クの連携運用を行なっている。 
 

（２）脳病態統合イメージングサポートシステム（IBISS） 
 

脳病態統合イメージングサポートシステム（IBISS）は、６つ
（AMED革新脳J-PPMI、AMED国際脳PADNI、AMED精神疾患レジストリ、
精神疾患データベース、筋疾患２つ）の多施設共同画像研究のデ
ータを保有し、J-PPMI、精神疾患レジストリ、精神疾患データベ
ースでは継続してクラウドサーバに画像データを集積している。 

 
（３）精神科レジストリ 
 

平成30年度に構築した精神疾患レジストリ（マイレジストリ）
について、関係学会の協力を得て、全国展開に向けた取り組みを
行い、共同研究機関37施設で累積4,426名（令和7年度は1,136名）
の登録を得て、精神疾患レジストリ推進協議会への累積登録数は、
機関会員29、個人会員26、法人会員2であった。 

 
（４）運動失調症の患者登録システム（J-CAT） 
 

運動失調症の患者登録・自然歴研究J-CATを推進した。3771例
の登録が得られ、DNA 3225検体・Cell line 334検体・血漿1790
検体の収集を達成し、3048例で遺伝子検査（一次スクリーニン
グ）が完了し、1365例(44.8%)で病型を確定した。病原性変異未
同定症例のうち1,117例において全ゲノム解析を実施し、さらに
103例において病型を確定した。最終的には全体で1472例の病型
を確定し、診断率は48.3%であった。 
診断確定例302例に対して、FARS-ADLを活用した電話インタビ

ューによる前向き自然歴調査を開始し、160例で1年間、140例で
1年間、90例で3年間の追跡を完了した。厚生労働省難治性疾患
等政策研究事業「運動失調症の医療基盤における調査研究」班
において、従来の「皮質性失調症」に対するより厳密な疾患概
念として提唱された「特発性失調症：IDCA」に関して、J-CAT登
録症例の臨床情報・遺伝子解析結果を活用した前向き自然歴研
究を行った。また、多系統萎縮症早期例のコホートを抽出し、
臨床的特徴を明らかにした。血漿の収集体制を確立し、自己免
疫性小脳失調症の診断支援の体制を構築した。J-CATは本邦の運
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動失調症の診断精度向上・分子疫学解明に貢献し、重要な病型
における前向き自然歴の研究基盤として活用されている。全国
の患者・医師からの診療相談にも対応している。 

 
（５）ゲノム情報データベース 
 

コントロールゲノムデータは、NCGMで管理され、すでに25以上
の研究に利用され、5つ以上の論文で成果が発表された。厚生労
働省が進める「全ゲノム解析宣言」に基づくゲノム医療の推進に
あたっては、難病ゲノム解析研究事業（國土班）等に関わり、臨
床実装に向けた準備を継続した。 

 
（６）プリオン病の自然歴を調査するための患者登録システム 
 

現在は発症すれば、急速に進行し、100％致死性であるプリオ
ン病では、治療薬の治験が開始された場合に、自然歴の知識が
絶対的に必要であり、また、本症の解明は、アルツハイマー病
などの解明にも繋がる。 
このような状況を踏まえ、超希少疾患であるプリオン病の自

然歴を調査するための患者登録システムのためのコンソーシア
ム（Japanese Consortium Of Prion disease:JACOP）を平成25
年度より稼働した。患者登録のために、平成27年度からは、患
者が研究主幹施設である当センターに同意を与え、実際の診療
にあたる各地の医師が評価や調査票の記入を補助するという形
態での登録方法も備えることで、登録数が増加し、2,000例を超
える症例が登録されている。さらに、診断確定に必須の病理解
剖も外部症例の引き受け、医師の出張解剖、関連施設の拡充に
より解剖を行い診断に貢献した。日本における年間の平均解剖
数は、医師への感染性の危惧から15～25例程度であることから
、NCNPを中心としたネットワーク体制も構築されつつある。遺
伝子診断も継続し今後はWB解析も開始する。 

 
３. クリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN)構築の推進 
 

「6NC連携によるレジストリデータの活用基盤の構築事業」へ分
担研究機関として参加し、運営委員会の副委員長として武田名
誉所長、実務支援委員会および情報支援委員会の副委員長とし
て中村病院臨床研究・教育研修部門臨床研究支援部長、小居病
院臨床研究・教育研修部門情報管理・解析部長が参画している
。６NCを中心にレジストリ検索システムの継続、レジストリ手
引きの更新、レジストリ構築・運用支援手順及び支援資材の公
開、レジストリシンポジウム開催を行なった。 
筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患者レジ

ストリ（Remudy）の効率的な運用に向けて、２つを統合し神経
筋疾患先端医療推進協議会（CareCure NMD）として運用し、順
調に進められている。 
企業等とも構築段階から相談を行い、精神科レジストリ及び

筋疾患レジストリにおいては、製薬企業等にも情報提供できる
形での構築を行なっている。 
また新たに製薬企業が実施する製造販売後調査と連携して、

抗アミロイド抗体薬による有効性、安全性の検討、ApoE遺伝子
の測定を可能とするアルツハイマー病レジストリが開始された
。 
Remudy-DMD研究は、エレビジスの製造販売後調査と協業する

レジストリとして運用することになった。ビルトラルセンの製
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④ 産学官等との連携強化 
 
ナショナルセンター・バ

イオバンクネットワークと
連携しながらセンターが有
するバイオリソースを活用
した産学官との連携事業を
更に推進する。ナショナル
センター・バイオバンクネ
ットワークにおいては、ナ
ショナルセンターの特徴を
生かして企業や他の研究機
関による治療薬開発等の一
層の推進を図る観点から、
共同研究以外でも外部機関
へ試料・情報を提供できる
分譲使用をより推進する。
また、ナショナルセンター
として精神医療、難病医療
の一躍を担い、精神・神経
・筋疾患の診断・治療の専
門施設として関連医療機関
とのネットワークを充実さ
せる。特に物質依存症・嗜
癖行動の実態把握・病態解
明・治療薬開発では、東京
都医学総合研究所や久里浜
医療センターなどの国内の
依存症治療拠点病院や関係
する研究機関と緊密なネッ
トワークを構築し、効率的
に研究を推進できる体制を
整備する。 
さらに、独立行政法人医

薬品医療機器総合機構（以
下「PMDA」という。）との
人事交流により薬事戦略相
談が可能な人材の確保に努
める。また、PMDAにセンタ
ーから職員を派遣して治験
や医薬品の安全性の管理等
に係る研鑽を積ませ、これ
らの業務に従事できる人材
育成を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

造販売後調査において指定されたレジストリとして運用してお
り、製造販売後調査の解析のためのデータ提供、また企業での
解析結果の共有を行った。 

 
４. 骨格筋病理学的検査及び精神・神経・筋疾患に関わる遺伝子検査

を適切に実施するための衛生検査所登録 
 

東京都保健医療局の書面審査・実地調査を受け「NCNP衛生検査セ
ンター」の衛生検査所登録を受けた。NCNP病院の患者を対象にした
脊髄小脳変性症等の遺伝学的検査を開始した。 

 
④ 産学官等との連携強化 
 
１. バイオリソースの収集及びセンター内外の研究者への提供体制

整備 
   
   ナショナルセンター・バイオバンクネットワーク（NCBN）と連

携し、当センターの特徴である精神・神経疾患バイオリソースを
活用した産学官連携を着実に推進した。特に、共同研究に加え、
外部機関への試料・情報提供（分譲使用）を拡大し、創薬研究へ
の貢献を強化した。 
目標期間中、年間提供件数はR2の41件からR7には53件（4,825検

体）へと増加し、利活用が着実に拡大した。また、有償分譲もR7
には21件（7,105万円）に達し、企業による分譲使用の拡大が顕著
に進展した。累計分譲費用は約2億円に達し、持続可能な運営基盤
の確立にも寄与している。 

さらに、AMED事業（GAPFREE4、PADNI等）や製薬企業との共同研
究の基盤として活用されるとともに、条件検討試料の迅速提供に
より、研究開発の初期段階から企業・研究機関を支援する体制を
整備した。あわせて、課題であった提供までのリードタイムも2～
3か月へと短縮した。 

 
２．効率的な研究推進のため国内の依存症治療拠点病院等との緊密

なネットワークの構築等の体制整備 
 
   精神・神経疾患開発研究費「アディクションの病態・症候・治
療に関する包括的研究」の研究班で構築した、京都大学、東京科
学大学、昭和大学烏山病院、さいがた医療センターの研究者のネ
ットワークを活用し、学会でのシンポジウムを企画し、研究成果
を発表した。 

 
３. クリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN）構築のための

企業等とのワーキンググループ開催 
 

個別領域において企業との話し合いは継続されている。臨床研
究・教育研修部門においては、薬事制度下での利活用（治験対照群、
製造販売後安全性監視）を可能とする患者レジストリの構築支援を
引き続き行なっている。 

 
４．精神疾患レジストリの利活用 

精神疾患レジストリへの登録を進めるとともに、利活用研究の推
進にも努め、大学とレジストリのウェルビーイング指標に関連する
要因に関する利活用研究申請があり、承認された後、データ提供を
行った。 
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国内外の大学又は研究機
関等と、連携協定の締結に
よる共同研究の実施、合同
シンポジウムの開催、研修
生の派遣等を行うことによ
り、各領域で行われる研究
開発の連携の場に引き続き
積極的に参加する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５. 筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）を活用した多
施設共同臨床研究の実施 

 
  筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患者レジ

ストリ（Remudy)の統合を終了し、神経筋疾患先端医療推進協議
会（CareCure NMD）として運用を継続している。企業などからの
依頼に基づき、フィージビリティ調査、臨床試験への被験者リク
ルートを行うなど産学連携活動も継続して進めている。また、
MDCTN基盤を活用した多施設共同臨床研究も複数実施している。 

 
６. 独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）との人事交流によ

る薬事戦略相談が可能な人材の確保及び育成 
 

継続的に独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）との人
事交流を行っている。人材交流によって、NCNPにおけるレギュラ
トリーサイエンスに関する人材育成は進められており、治験・臨
床研究の支援体制が強化されている。 

 
７. 国内外の大学又は研究機関等との連携協定の締結等による産学

官連携 
 
 
 
 

 (単位：人又は件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

連携大学院への
参画件数 

13 15 15 15 15  

客員教授（教

員）・准教授（教

員）の参画件数 

53 64 64 57 59  

学生の研究指導

（連携大学院生

（NCNP受入） 

50 57 61 54 57  

 
 

８．その他の特筆すべき共同研究等による産官学連携 
 
（１）CBTの幅広い普及を推進するための、地域の医療機関等との連

携による共同研究 
 
感情症に対する認知行動療法の統一プロトコル（UP）におい

ては、普及・実装に向けた最適な実装戦略を立案するため、東
京武蔵野病院、こころのホームクリニック世田谷、日本うつ病
センター等のステークホルダー（医師、看護師、公認心理師な
ど）へのヒアリングを継続している。加えて、UP開発者である
ボストン大学のデイビッド H. バーロウ教授、トッド J. ファ
ーキオーニ教授らとのミーティングを定期的に開催して共同研
究を継続している。さらに、国内外のUP研究者（メルボルン大
学のミーガン オドネル教授など）や普及・実装科学の研究者（
テキサス大学のステファニー T. ロサビオ教授など）との意見
交換を進めた。 
全国のPTSDやトラウマで苦しんでいる方々および専門家へ認

知処理療法（CPT）に係る情報を発信するため、ウェブサイトを
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⑤ 研究・開発の企画及び
評価体制の整備 

 
センターの使命を果たす

ための研究を企画・評価す

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成し、公開に向けての準備を進めた。CPT開発者のパトリシア
 A.リーシック名誉教授（デューク大学）とは定期的なミーティ
ングを通して日本でのCPT実装や治療機序解明に向けた共同研究
を進めた。行動研究医学部との合同ミーティングを継続して実
施した。 
精神症へのリカバリーを目指す集団認知療法の実施可能性の

研究においては、リカバリーを目指す認知療法の開発者の一人
であるポール・グラント氏からコンサルテーションを受け、プ
ログラム開発を進めている。また、臨床研究の実施に際して、
ハートランドしぎさん、岡山県精神医療センター、こころのク
リニックOASIS、慶應義塾大学の医師、公認心理師、作業療法士
らとも連携をし、共同研究を進めている。さらに、東京都立松
沢病院と共催で研修を開催するなどし、その普及に務めている
。ベック研究所エグゼクティブ・ディレクターのアレン・ミラ
ー氏の来日に際し、大野研究所と共催でアレン・ミラー氏に学
ぶ慢性痛の認知行動療法（東京・対面）の講演を提供した。 
就労移行支援事業所であるウェルビー株式会社と共同で就労

移行支援事業所において実施可能な認知行動療法の考え方に基
づいた支援プログラムの開発と実施可能性の検討の研究を進め
た。 
スマートフォンアプリケーション開発の実績のあるemol株式

会社と共同研究契約を締結し、成人の注意欠如・多動症の患者
を対象としてスマートフォンアプリケーションを開発した。本
アプリケーションの性能評価試験を進めた。 
企業におけるメンタルヘルス不調の予防およびウェルビーイ

ングの増進を目的に、AIを活用したデジタルメンタルヘルス支
援システム（KOKOROBO）の有効性を検証するため、慶応義塾大
学、九州大学、北里大学、合同会社ユニバーサル・ブレインと
の研究を開始した。 

 
（２）国立国際医療研究センター国府台病院児童精神科との連携と

の連携体制 
連携体制の維持及びデータの集積を継続している。 
 

（３）物質依存症・嗜癖行動に係る研究推進体制整備 
 

物質依存症・嗜癖行動の実態把握・病態解明・治療薬開発に
おいて、東京都医学総合研究所や久里浜医療センターなどの国
内の依存症治療拠点病院や関係する研究機関と緊密なネットワ
ークを構築し、効率的に研究を推進できる体制の整備を進めた
。その結果、日本学術会議アディクション分科会メンバー全員
で日本のアディクションの特徴を調査して報告し（Addiction 1
20(2): 298–310）、イフェンプロジルがニコチン嗜好性を抑制
することを動物実験で示し（Life Sciences 384: 124116）、Ru
nx1遺伝子多型とオピオイド感受性の関連を発見した（Neuron 1
14(5): 903–921.e13）。また、東京都福祉局からの飲酒問題関
連要因の調査に関する事業を受託して第三期東京都アルコール
健康障害対策推進計画の策定に寄与した。 

 
 
⑤ 研究・開発の企画及び評価体制の整備 
 
１. 研究・開発にかかる事前指導体制の強化 
 

精神・神経疾患研究開発費について、事前・中間事後評価委員
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るとともに、研究を支援し
ていく体制を更に充実させ
る。また、競争的研究資金
を財源とする研究開発につ
いて、センターのミッショ
ンや中長期目標を十分踏ま
え、応募に際し、センター
として取り組むべき研究課
題であるかどうかを審査し
たうえで、研究課題を選定
する仕組みを充実させる。 
 
 
 
 
 
 
⑥ 知的財産の管理強化及
び活用推進 
 
研究者が研究開発早期か

ら利用できる知財コンサル
テーションの機能の更なる
強化を行うとともに、知的
財産管理、共同研究・受託
研究等の審査体制、契約行
為等を行う管理機能を引き
続き強化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会に於いて専門家から意見を聴取するとともに、個別の質疑応答
等の機会を設け、より有意義な研究活動となっている。 

また、理事（研究担当）を含めた幹部により適時、研究活動に
ついてチェックを行い疑念がある場合には、施設長より研究部長
に対して指導を実施し、指導体制の強化に努めている。 

 
２. 競争的研究資金を財源とする研究開発における公募の周知 
 

府省共通研究管理システムのデータベースを活用し、イントラネ
ットで随時周知を行った。 

 
３. 機関リポジトリ構築の検討 
 

機関リポジトリ構築を決定した。構築に向けて手続きを進めて
いく。 

 
 

⑥ 知的財産の管理強化及び活用推進 
 
１. 知的財産の取得に係るコンサルテーションの強化及び受託・共同

研究に係る事務処理の効率化・迅速化 
 

研究者が研究開発早期から利用できる知財コンサルテーション
の機能の更なる強化を行うとともに、知的財産管理、共同研究・
受託研究等の審査や契約行為等を円滑かつ的確に行うための運用
の見直しを行った。 

 
２. 事業化の可能性の検討状況 
 
・ IPSN、AMED、MedUnet、DSANJなどの提供するマッチング機会

を活用し、企業との共同研究やライセンス契約を積極的に実施
するよう取組んでいる。MedUnetの活用の成果としては、Sarm1
案件に関し、丸石製薬との大規模な共同研究契約を締結するこ
とができた。 

・ 製薬企業等が実施するオープンイノベーションの機会に積極
的な応募を促し、共同研究やライセンス契約に結び付くよう取
り組んでいる 

・ OCHについては、複数の製薬会社との交渉を行ったが、契約に
は至らず、その後VCの巻き込みも視野にいれた活動をおこなっ
ている。 

・ うつアプリ（こころアプリ）についてはライセンス先が製薬
企業からSaMDベンチャーに変更になったが、当該ベンチャーに
よる治験が順調に進み、R7年9月に医療機器として承認され、承
認に伴うライセンス収入も発生した。 

・ LOX-1についてはプリメディカ（旧ＮＫメディコ）との共同研
究にて測定器の開発が進んでおり、ライセンス中の特許出願に
ついても取捨選択しながら権利化が進んでいる。 

・ 日本新薬とNCNPで共同開発しているNS065/NCNP01については
ランニングロイヤリティが継続的に発生している。 

・ MCS（Mesenthymal Stem Cels）出願については豪州企業への
ライセンスが維持されており、マイルストーン収入が継続中。 

・ CX3XR1抗体については、共同出願先のベンチャー企業経由で
国内中堅製薬企業へのライセンスが成立しており、今後もマイ
ルストン収入が期待される。 

・LICトレーナーについては、ランニングロイヤリティが継続的に
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⑦ 臨床研究機能の強化 
 
難病・希少疾病領域及び

精神・神経疾患に係る臨床
研究の実施の中核的な役割
を担うため臨床研究を支援
する ARO機能を強化し、国
際水準の臨床研究及び治験
を実施するための体制を整
備する。また、多施設共同
臨床研究における連携施設
や、他施設が実施する臨床
研究を様々な側面から支援
するなど臨床研究及び治験
手続の効率化やスピードの
適正化を図る。 
さらに、First in human 

（ヒトに初めて投与する）
試験をはじめとする治験・
臨床研究実施体制を強化し
、研究部門と診療部門、企
業等との連携を図り、これ
まで以上に、より多くの治
験・臨床研究を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発生中。 
 

 
⑦ 臨床研究機能の強化 
 
１. 臨床研究を支援するARO（Academic Research Organization）機

能の強化 
 

病院臨床研究・教育研修部門が中心となりTMCなどが連携する形
でAROを形成し、医師主導治験、特定臨床研究、レジストリ研究など
の臨床研究支援を担っている。 

 
２. 臨床研究及び治験手続の効率化やスピードの適正化 
 
  ARO部門（臨床研究・教育推進部門及びTMC）が研究者支援を行
い、臨床研究及び治験手続についての、適切な研究実施を支援し
た。 

 
３. 臨床研究（倫理委員会にて承認された研究をいう。）及び治験

（製造販売後臨床試験も含む。）の実施件数 
 
 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
臨床
研究 

 
681 

 
753 

 
791 

 
859 

 
918 

 

企業
治験 

 
65 

 
74 

 
70 

 
68 

 
73 

 

医師
主導
治験 

 
5 

 
3 

 
5 

 
5 

 
7 

 

計 751 830 866 932 998  
 
 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
国際
共同
治験 

 
49 

 
49 

 
52 

 
48 

 
56 

 

 
 

【治験実施症例総数（国際共同治験を含む）推移】 
 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 
企業
治験 

 
131 

 
161 

 
145 

 
120 

 
121 

 

医師
主導
治験 

 
 

25 

 
 

4 

 
 

11 

 
 

14 

 
 

15 

 

 
 

 
【倫理委員会事務局における新規承認件数等】 
・新規承認件数：210課題 
・実施件数  ：681課題 
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⑧ 倫理性・透明性の確保 
 
倫理性・透明性が確保さ

れた治験・臨床研究の実施
を図るため、倫理委員会や
治験審査委員会、利益相反
管理、モニタリング・監査
等の体制の更なる充実を図
るとともに、主要な倫理指
針等について引き続き定期
的な教育の機会を設ける。
また、センターで実施して
いる治験等の臨床研究につ
いて適切に情報開示すると
ともに、受診する患者への
臨床研究に関する説明及び
相談を、組織的かつ効率的
に行う体制を強化する。 
 
以上の実用化を目指した

研究・開発の推進及び基盤整

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜倫理委員会＞  
新規承認件数： 210課題 
（うち、外部機関からの審査受入れ件数：新規 3課題） 
外部機関で承認された新規課題 51課題 
NCNP での新規研究実施件数：162 課題 
NCNP での継続研究件数：681課題 
 

＜臨床研究審査委員会＞：  
 
新規研究実施件数：２課題 
継続研究実施件数：25課題（うち先進医療２課題） 
 
※NCNP臨床研究審査委員会審査実績：新規審査件数：３課題（う
ち、外部機関からの審査受入れ１） 

 
ア 医師主導治験を含むアカデミア主導臨床研究 に関する標準業

務手順書（SOP）に基づき、医師主導治験３件・特定臨床研究11
件・臨床研究15件に対し、それぞれの研究に求められる品質水
準やリスクに応じた適切なモニタリングやデータマネジメント
を実施し、また、研究デザインの相談及び研究計画書の作成支
援、統計解析計画書の作成、データ解析及び解析報告書の作成
を実施した。 

 
イ 教育研修に関するSOPに基づき、研究支援担当者個別に年間の

教育研修計画を策定し教育研修 を実施した。 
 
ウ 「症例登録・患者割付」に関する手順に関しても、モニタリ
ングやデータマネジメントと独立した機能として整備し、３つ
のプラセボ対照RCT（医師主導治験１、特定臨床研究２）で実装
した。試験の品質管理活動として、医師主導治験２件、特定臨
床研究２件、患者レジストリ構築研究１件に、RBA（Risk-based 
approach）に基づくQMSを実装した。 

 
 

⑧ 倫理性・透明性の確保 
 
１. 臨床研究推進のための倫理問題等に対する体制強化 

 
（１）倫理性・透明性が確保された治験・臨床研究の実施を図るた

めの利益相反管理方法と教育 
 研究の透明性・信頼性の確保に資するよう、治験・臨床研究
の実施における利益相反管理を行っている。IRB事務局、倫理委
員会事務局、利活用委員会事務局等と密に連携し、利益関係を
漏れなく開示できるよう体制を整えている。事務局同士の連携
だけでなく、臨床研究については、倫理審査申請システムと、
利益相反Web申告システムを連結し、一連の倫理申請手続きの流
れの中で利益相反自己申告を実施できるようにしている。治験
については、システムの連携はないものの、治験事務局がCOI申
告が必要な新規申告、変更申告について、治験責任医師、治験
分担医師に周知し、COI申告を促している。 
COI事務局は、利益相反に関する意識の向上を図るため、利益相
反マネジメントの理念、方法等を職員等に周知することを目的
として、毎年利益相反マネジメント講演会を開催して、啓発活
動を行っている。 
倫理性・透明性が確保された治験・臨床研究の実施 
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以上の実用化を目指した研
究・開発の推進及び基盤整備に
より、中長期目標期間中に、
First in human（ヒトに初めて
投与する）試験実施件数３件以
上、医師主導治験実施件数 10 
件以上、センターの研究開発に
基づくものを含む先進医療承
認件数13件以上及び学会等が
作成する診療ガイドライン等
への採用件数 20 件以上、臨床
研究（倫理委員会にて承認され
た研究をいう。）実施件数 850 
件以上、治験（製造販売後臨床
試験も含む。）440 件以上実施
すること。また、共同研究の実
施件数について中長期計画に
具体的な目標を定めること。 

 
また、研究開発の成果の実用

化及びこれによるイノベーシ
ョンの創出を図るため、必要に
応じ、科学技術・イノベーショ
ン創出の活性化に関する法律
（平成 20 年法律第 63 号）に
基づく出資並びに人的及び技
術的援助の手段を活用するこ
と。 

 

【重要度：高】 

実用化を目指した研究・開発

の推進及び基盤整備は、国民が

健康な生活及び長寿を享受する

ことのできる社会を形成するた

めに極めて重要であり、研究と

臨床を一体的に推進できる NC

の特長を活かすことにより、研

究成果の実用化に大きく貢献す

ることが求められているため。 

備により、中長期目標期間中
に、First in human（ヒトに
初めて投与する）試験実施件
数３件以上、医師主導治験実
施件数10件以上、センターの
研究開発に基づくものを含
む先進医療承認件数13件以
上及び学会等が作成する診
療ガイドライン等への採用
件数20件以上、臨床研究（倫
理委員会にて承認された研
究をいう。）実施件数850件
以上、治験（製造販売後臨床
試験を含む。）実施件数440
件以上、共同研究実施件数
720件以上実施すること。 

 
また、研究開発の成果の

実用化及びこれによるイノ
ベーションの創出を図るた
め、必要に応じ、科学技術
・イノベーション創出の活
性化に関する法律（平成20
年法律第63号）に基づく出
資並びに人的及び技術的援
助の手段を活用する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．臨床研究等の適切な情報開示に関する体制整備 
センターホームページの「研究情報の公開」については、
トップパージから1クリックで公告文書（オプトアウト文書
等）を閲覧可能となるように整備を行い、臨床研究監理室
では、毎月、倫理委員会で承認された公告文書の掲載管理
を行っている。 

２．審査の質の向上と効率化 
１）倫理委員会および臨床研究審査委員会において、構成
要件に必要とされる「一般の立場の委員」として当事者
および患者会家族の方に参画いただき、研究対象者の観
点を踏まえた倫理審査を運営している。 

２）倫理審査申請システムと、利益相反Web申告システムと
の連結により、一連の倫理申請手続きの流れの中でCOI申
告を実施でき、かつCOI結果通知をふまえた倫理審査を円
滑に実施している。 

３）センター職員に対して倫理委員会への方法や手続きに
ついて短時間でご理解いただけるよう、SharePointを用
いた申請ガイドの作成を行い、入職・異動の時期等にデ
スクネッツにて周知を図った。 

 
（２）利益相反（COI)マネジメント委員会の取り組み 

【申告件数】  
・臨床研究        973名  376課題  
・特定臨床研究      188名  35課題  
・治験         348名   70課題  
・厚労科研費／AMED研究  243名  132課題  
・随時自己申告      263件      [内：兼業等に係わ
る案件192件] 

・定期自己申告（役員・常勤職員対象）766名 [内： 審議対象
は64名] 

 ※回答率 91.8% （対象者数 834名） 
 
（３）利益相反自己申告手続き等のIT化、他COI事務局の取り組み 

 
  COI管理のweb移行については、令和６年度において、完全
移行した。完全移行後は、一部機能の見直しや、マニュアル
の整備等も進めている。Web申告への移行により、申告者が入
力した申告内容の一部のデータを他の申告時に呼び出して更
新ができる上、申告が簡潔化された。事務局より、審査結果
通知をWebで発行し、申告者がダウンロードして利用できる為
、書面での通知書発行に比較し、経費削減や事務作業の効率
化に繋がり、申告者本人もシステム上で自身のCOI管理が可能
となった。 

 
（４）組織としてのCOIマネジメント体制の整備 

組織としてのCOIマネジメントについては、産学連携活動への
理解や協力をより一層深め、戦略的な推進ができるよう、他のN
Cの体制整備状況等について情報交換を行い、体制をNCNPが組織
として懸念すべき「リスク」や、組織COIを審議する委員会委員
の構成等について、関係部署と連携し、NCNPにおける最適な方
法を模索している。 

また、研究者等が、早い段階で懸念点に気づき、回避できる
よう、NCNP組織規程に、当課での相談窓口体制を定め、COI相談
窓口対応も明確する等、リスク懸念を相談しやすい体制を整備
した。 



様式２―２―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－２ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 
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（５）利益相反（COI）についての情報発信・教育 

    職員等を対象に、COIマネジメントの理解を目的に「医学系研
究におけるCOIマネジメント」についての講演会を例年行ってき
たが、令和元年度（2019年度）を最後に、コロナ禍の為中断し
ていた。令和５年度（2023年度）よりウェビナー開催で復活し
実施している。センター職員以外でも、NCNP身分で産学官活動
に関わる者も積極的に聴講いただけるよう働きかけ、講演会後
も、期間限定で動画配信を行う､未受講者のフォローをすること
で、啓発活動にも努めた。 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３ 
医療の提供に関する事項 

関連する政策・施策 基本目標：安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づく

りの 

推進施策目標：政策医療の向上・均てん化 

関連する政策・施策 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律第１５条

第２項、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関

する法律（平成 15 年法律第 110 号）、障害者自立支援法（平成 17 年法律第

123 号） 

当該項目の重要度、難易

度 

【重要度：高】 

精神・神経疾患等に対する中核的な医療機関であり、研究開発成

果の活用を前提として、医療の高度化・複雑化に対応した医療を

実施することは、我が国の医療レベルの向上に繋がるため。 

当該項目の重要度、難易度 行政事業レビューシート 予算事業 ID：002093、002097 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ

８

年

度 

 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

先進医療制度を活用

した反復経頭蓋磁気

刺激装置（TMS）を用

いた治療 

中長期目標の

期間中に 24人

以上 

５人 ５人 ７人 ４人 １人  予算額（千円） 9,754,879 11,169,714 11,068,728 11,247,601 11,720,057  

全職員を対象とした

医療安全や感染対策

の た め の 研 修 会 

・医療安全研修会 

年２回以上開催 

・感染対策研修

会 年 2回以上開催 

２回 

２回 

２回 

２回 

２回 

２回 

２回 

２回 

２回 

２回 
 決算額（千円） 10,443,248 10,772,904 11,128,883 11,693,308 12,357,186  

医療安全管理委員会

の開催 
月 1回以上開催 28 回 33回 12回 12回 12回  

経常費用（千円） 10,981,795 11,246,532 11,585,628 11,885,408 12,689,640  
専門領域の診断・治

療に関する手術件数 

年度計画にお

いて数値目標

を定める 

173件 160件 163件 181件 245件  

病床利用率 

年度計画にお

いて数値目標

を定める 

90.3％ 88.0％ 88.4％ 86.9％ 86.0%  経常利益（千円） 1,616,708 1,156,963 188,848 148,316 136,395  



 

74 / 140 

平均在院日数 

年度計画にお

いて数値目標

を定める 

15.6日 15.8日 15.9日 15.5日 14.3日  
行政コスト（千

円） 
11,027,792 11,292,385 11,650,235 11,951,819 12,747,490  

 入院実患者数 

年度計画にお

いて数値目標

を定める 

150,858

人 

147,978

人 

150,278

人 

147,645

人 

146,218

人 
 

従事人員数 

令和８年３月 31 日時

点（非常勤職員含

む） 

759人 774 770 715 702  

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

○目標の重要度、難易度 

【重要度：高】 

精神・神経疾患等に対する中核的な医療機関であり、研究開発成

果の活用を前提として、医療の高度化・複雑化に対応した医療を実施

することは、我が国の医療レベルの向上に繋がるため。 

 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

医療の提供に関する事項 

具体的には、 

①医療政策の一環として、センターで実施すべき高度かつ専門

的な医療、標準化に資する医療の提供 

・高度・専門的な医療の提供 

研究部門と連携し、精神・神経疾患等に対する高度かつ専門的

な医療を提供するとともに、rTMS を用いた治療の標準化や医

療観察法対象者に対する医療・地域移行支援に取り組んだ。 

 

②患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供  

・患者の視点に立った質の高い医療の提供 

多職種連携・診療科横断によるチーム医療を推進するととも

に、医療安全、感染対策及び医療機器安全管理の充実を図った。

また、患者・家族への支援や地域移行支援、重症心身障害者（児）

に対する専門医療の提供等を通じて、医療の質及び効率性の向

上に取り組んだ。 

 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

＜その他事項＞  

別 紙 に 記 載 
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（２） 目標と実績の比較  

（定量的指標）  

 

・全職員を対象とした医療安全及び感染対策のための研修会 

中長期目標 20 件 

 実績 20 件（対中長期目標 100％） 

 

・医療安全管理委員会 

中長期目標 60 件 

実績 60 件（対中長期目標 100％） 

 

・専門領域の診断・治療に関する手術件数 

 中長期目標 850 件 

 実績    922 件（対中長期目標 109％） 

 

その他、「２．主要な経年データ」内、「主な参考指標情報」のとおり 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

 ・専門的医療及び研究の推進 

医療観察法対象者に対する専門医療を提供するとともに、希少・

難治性神経・筋疾患に係る治療法開発や治験を推進した。また、

てんかん診療拠点として包括的な診療体制の整備を進めるとと

もに、病態解明や新たな治療法開発に向けた研究に取り組んだ。 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を達成していると認め 

られることから「Ｂ」評定とした。 

 

 ＜今後の課題＞ 

 次期中長期目標期間においては、これまでの実績及び環境の変化を

踏まえた定量的指標の策定を検討すること。 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 

  

 

４．その他参考情報 
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２．医療の提供に関する事項

［診療事業］ 
 

病院の役割については、引き
続き医療観察法指定入院医療
機関としての機能を果たした
上で、都道府県が策定する地域
医療構想等を踏まえつつ、精
神・神経疾患等の専門性を生か
しながら、高度専門医療等の提
供を行うものとする。 

 
【重要度：高】 

精神・神経疾患等に対する中
核的な医療機関であり、研究開
発成果の活用を前提として、医
療の高度化・複雑化に対応した
医療を実施することは、我が国
の医療レベルの向上に繋がる
ため。 

 
 
 
 
 
 
 

（１）医療政策の一環として、
センターで実施すべき高度
かつ専門的な医療、標準化に
資する医療の提供 

 
我が国における精神・神経疾

患等に対する中核的な医療機
関として、国内外の研究施設及
び医療機関等の知見を集約し
つつ研究部門と密接な連携を
図り、その研究成果を活用し、
先進医療を含む高度かつ専門
的な医療の提供を引き続き推
進する。 

特に薬物療法など既存の治
療法が効かない双極性障害の
患者のために、新たな治療方法
として、先進医療制度を活用し
た反復経頭蓋磁気刺激装置(TM
S)を用いた治療の標準化を目
指す。 

心神喪失等の状態で重大な
他害行為を行った者の医療及
び観察等に関する法律（平成15
 年法律第 110 号）の対象者に
対しては、研究部門と連携し、

２．医療の提供に関する事
項 
 
病院の役割については、

引き続き医療観察法指定入
院医療機関としての機能を
果たした上で、都道府県が
策定する地域医療構想等を
踏まえつつ、精神・疾患等
の専門性を生かしながら高
度専門医療等の医療機能を
担うとともに国立研究開発
法人として、質の高い臨床
研究や治験を実施すること
で、精神・神経疾患等の新
たな予防・診断・治療法等
についてエビデンスを構築
し、科学的根拠に基づいた
高度かつ専門的な医療を提
供す 
る。 
精神・神経疾患等の研究

成果を活かし、患者の生活
の質の向上を目指した全人
的な医療を引き続き提供す
る。 
 
（１）医療政策の一環とし

て、センターで実施すべ
き高度かつ専門的な医
療、標準化に資する医療
の提供 

 
① 高度・専門的な医療の
提供 

 
精神・神経疾患等につい 

て、研究部門と密接な連携
の元に、国内外の研究成果
を集約し、引き続き先進医
療を含む高度・専門的な医
療の提供を行う。 
特に薬物療法など既存の

治療法が効かない双極性障
害の患者のために、新たな
治療方法として、先進医療
制度を活用した反復経頭蓋
磁気刺激装置（rTMS）を用
いた治療を中長期目標の期
間中に 24 人以上に対して
行い、中長期目標期間中に
保険収載を目指す。 
 

＜定量的指標＞ 

 
■ 効果的かつ効率

的に病院運営を行
うため、年間の病
院の手術件数・病
床利用率・平均在
院日数・入院実患
者数について、年
度計画において数
値目標を定めて取
り組んでいるか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 

 
○ 精神・神経疾患

等について、研究
部門と密接な連携
の元、国内外の研
究成果を集約し、
薬物療法など既存
の治療法が効かな
い双極性障害の患
者に対する反復経
頭蓋磁気刺激装置
（TMS）を用いた
治療等、先進医療
を含む高度かつ専
門的な医療を提供
しているか。 

 
＜定量的指標＞ 
■ 中長期目標の期
間中に、先進医療
制度を活用した反
復経頭蓋磁気刺激
療法装置（rTMS）
を用いた治療の実
施人数24人以上を

２．医療の提供に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）医療政策の一環として、センターで実施すべき高度かつ専門的

な医療、標準化に資する医療の提供 
 
 
① 高度・専門的な医療の提供 
 
１. 他の医療機関では困難な希少神経難病患者に対する高度・専門

的な医療の提供 
 
 

 

 

当院年間患

者数 

我が国の 

推定患者数 

当院患者が

占める割合 

多発性硬化
症 

729名 17,600名 4.1％ 

デュシェン
ヌ型筋ジス
トロフィー 

378名 5,000名 7.6％ 

肢帯型筋ジ
ストロフィ
ー 

111名 
1,800名 

～2,500名 
4.4％ 

～6.2％ 

先天性筋ジ
ストロフィ
ー 

67名 
500名 

～1,000名 
6.7％ 

～13.4％ 

顔面肩甲上
腕型筋ジス

122名 2,500名 4.9％ 

＜評定と根拠＞ 
評定： Ａ 
 
第３中長期目標期間における医療の提供に関する事項に係

る成果は、次のとおりであり、精神・神経疾患等に対する先進
医療を含む高度・専門医療、患者の視点に立った良質かつ安全
な医療の提供を行い、目標を上回る成果が得られると認められ
たことから自己評価をＡとしている。 
 
 

＜目標の内容①＞ 
医療の提供については、センターの目的に基づき精神・神経

疾患等について、研究部門と密接な連携の下に国内外の研究成
果を集約し、先進医療を含む高度・専門医療の提供を行うこと
としている。その中で特に中長期目標において、「薬物療法な
ど既存の治療法が効かない双極性障害の患者のために新たな
治療方法として、先進医療制度を活用した反復経頭蓋磁気刺激
装置（rTMS）を用いた療法標準化を目指す」こととし、中長期
計画においては、定量的指標として「中長期期間中に 24 人以
上に対して行い、保険収載を目指す」としている。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
先進医療制度を活用した、薬物療法に反応しない双極性障害

のうつ状態患者を対象とした反復経頭蓋磁気刺激（TMS）を用
いた治療は、第３中長期目標期間における令和７年度時点で、
は 22 人実施をしており、令和８年度では目標に達する見込で
ある。   
当センターでは、医療観察法の施行に伴い、平成 17年７月

に日本初の医療観察法病棟（8病棟）を開棟（33床）し、平
成 22年４月に 2つ目の医療観察法病棟（9病棟）を開棟し医
療観察法病棟は日本最大の合計 66床を有している。 
令和 7年度は 27名の新規入院処遇対象者を受け入れ、累計

で 609名の入院処遇対象者を受け入れてきた。近年は通院処
遇も積極的に受け入れており、入院処遇と同様に手厚い多職
種チーム医療を実践している。また、病棟研修・見学も積極
的に受け入れている。 
神経・筋疾患分野の希少難病では、疾患に応じた治療薬と

して、核酸医薬品の開発が急速に進んでいる。当センターで
は、筋疾患の核酸医薬品の開発を製薬企業と共同で行い。ま
た、複数の神経難病の治療薬の国際共同治験に参加してお
り、開発段階から医薬品開発に関与することで、ドラッグラ
グ・ドラッグロスの解消に取り組んでいる。 
全国てんかん拠点機関として多職種連携による包括的診療

体制を整備し、精神併存症や移行期医療にも対応、外来・入
院ともに多数の診療実績を達成した。定位的ラジオ波温熱凝
固術（RFTC）など先進的な外科治療を推進し、低侵襲外科の
割合は約 20%に増えた。バイオバンクの脳試料登録数が 500
件を超え、データベースとともに分子研究による病態解明や
新規治療法開発を進展させた。 
 

＜目標の内容②＞ 
センターの診療部門では、トランスレーショナルリサーチメ

ディシンの実施等の役割を担うため「医療政策の一環として、



様式２―２―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－３ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 
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退院後の地域生活への安全で
円滑な移行を支援する質の高
い医療の提供を行うこと。 

また、病院の医療の質や機能
の向上を図る観点から、センタ
ーとして提供することを求め
られている医療のレベルに見
合った臨床評価指標を策定し、
医療の質の評価を実施し、その
結果を情報発信すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

達成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

トロフィー 

筋強直性ジ
ストロフィ
ー 

167名 11,000名 1.5％ 

GNEﾐｵﾊﾟﾁｰ 80名 315名 25.4％ 

小児交互性
片麻痺 

10名 100名 10% 

 
２. 診断未確定例の診断 

 
（１） 診断未確定例の診断実施 

センターの取組む神経・筋疾患分野では、希少疾病が多くあり
、希少疾患であるため地方の難病拠点病院であっても対応困難な
患者が多く、そうした他の医療機関では対応困難な希少神経難病
患者に対する高度・専門的な医療の提供を行っている。 
 

（２） 未診断疾患イニシアチブ（IRUD）によるネットワーク構築の
推進 
統合プロトコルに基づき、NCNPがIRUDコーディネーティングセン

ターとして最高意思決定機関であるIRUD推進会議の運営、全体のガ
バナンス・研究の推進・進捗管理を行った。全国40拠点病院、13高
度協力病院、482協力病院が参加している。各拠点病院・高度協力病
院において、複数の診療科の組織内連携・小児から成人までシーム
レスに対応可能な体制・医師会を中心とした地域連携を実現した
IRUD診断委員会が組織され、IRUDエントリーから診断確定・報告ま
で、各地域におけるIRUDの中核的な活動を担った。21の専門分野に
おいて、各拠点病院・高度協力病院の分野別専門家から組織され専
門的見地から診断委員会をサポートする臨床専門分科会が構築さ
れたことにより、全国縦断的・専門分野横断的なIRUD診断連携体制
が確立している。各拠点病院・高度協力病院と5拠点のIRUD解析セン
ターが有機的に連携した分散型ネットワークと、検体・臨床情報の
IRUDリソースセンターへの中央集約化の両者を達成し、リソースの
レポジトリを推進した。2025年9月時点で、10304家系・29325名が
IRUDに参加し、8335家系で解析が完了し、4132家系で診断が確定し
、診断率は49.6%であった。NCNPはIRUDリソースセンターも兼任し、
令和7年度終了時までにDNA 11450検体、Cell line 6262検体、6479
解析報告書を保管した。 

 
３．治験の担い手となる医療の提供 

センターの診療部門は、トランスレーショナルメディシンの実施
のため、治験病床を配置し、治験推進部門のCRCと協力しつつ病棟ス
タッフがFirst in Human試験や医師主導治験を含めた入院を要す
る治験に当たっている。 

 
４．専門疾病センター等による高度・専門的な医療の提供 

患者を全人的にとらえ、診療科横断的、かつ多職種協働による
包括的診療を専門疾病センターとして実践した。各専門疾病セン
ターでは、以下のとおり両研究所及びIBIC、CBTセンター等と共同
して、臨床研究及び病態解明、治療研究を進めた。 
 

（１）多発性硬化症センター 
日本開催の国際神経免疫学会の運営を担い、センターの構成員

の多くが講師や座長として参加した。診療に貢献する情報を提供
するために、NCNPオンライン講演会や日本多発性硬化症協会の市
民公開国座で講演や司会を務めた。医師、研究者向けの講演も数

センターで実施すべき高度かつ専門的な医療、標準化に資する
医療の提供」を行うこととしている。 
また、センターが高度又は先進的な医療を提供するために

は、その基礎となる医療機関として患者の視点に立った良質か
つ安心な医療の提供に取り組むことが求められる。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
医療政策の一環として、センターで実施すべき高度かつ専

門的な医療、標準化に資する医療の提供として具体的に次に
取り組んだ。 
 

・センターの取組む神経・筋疾患分野では、希少疾病が多く
あり、希少疾患であるため地方の難病拠点病院であっても
診断がつかない患者が多く、そうした他の医療機関では対
応困難な希少疾患患者に対する高度・専門的な医療を提供
することにより、我が国全体に占める患者数が極めて高い
数値となっておりナショナルセンターとしての役割を担っ
ている。 

・さらにその実績により未診断疾患イニシアチブにおいて、
主幹病院（成人疾：IRUD-A）として連携しネットワークを
構築している。 

・センターの診療部門では、first in human 試験や医師主
導治験にも対応できるよう治験病床を確保し、トランスレ
ーショナルリサーチメディシンの担い手としての役割を担
っている。 

・精神科領域におけるニューロモデュレーション、進行性パ
ーキンソン病患者に対するレボドパ持続経腸療法などの高
度・専門的な医療を提供した。 

 
＜目標の内容③＞ 

患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供はセンター
が高度・専門的な医療や医療の標準化を推進するための最新
の科学的根拠に基づいた医療を提供するための基礎になるも
のであり、以下のとおり定性的な目標、定量的な指標を掲げ
ている。 
 
ア それぞれの特性を生かした、多職種連携かつ診療科横断
によるチーム医療を推進し、特定の職種への過度な負担を
軽減するとともに、継続して質の高い医療の提供を行う。 

イ 医療安全については 
・同規模・同機能の医療機関との間における医療安全相互

チェックを行う 
 ・全職員を対象とした医療安全や感染対策のため の研修

会を年間２回以上開催し受講状況を確認する 
 ・医療安全管理委員会は、毎月１回以上定例開催する 
・インシデント及びアクシデントの情報共有等を行う 
ことを通して、医療事故防止、感染管理及び医療機器等
の安全管理に努め、医療安全管理体制を強化する。 

ウ 患者と信頼関係を構築した上で、患者・家族が治療の選
択・決定を主体的に行うことができるよう支援する。 

エ 入院時から地域ケアを見通し、地域生活への移行を目指
した良質かつ適切な医療の提供を行う。 

オ 重症心身障害児（者）に対して、心身の発達を促す医療
及び様々な合併症を予防する総合的な医療等、質の高い医
療の提供を行う。 

 



様式２―２―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－３ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

78 / 140 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

多く担当した。 
 
（２）筋疾患センター 

専門外来（第４火曜日）及び臨床研究等の活動を展開し、電気
生理学的検査、画像診断、筋病理、遺伝子診断等の最新の知見に
基づく診断を行っており、特に筋病理診断及び遺伝子診断は世界
最高水準の実績である。また、若手医師の教育を目的とした病院
合同臨床カンファレンスを毎週金曜日に実施した。 

 
（３）てんかんセンター 
ア NCNPてんかん全国支援センターの活動 
１）てんかん診療に関する調整役 

てんかん診療拠点機関、厚生労働省、地方自治体、てんか
ん学会、JEPICA、てんかん協会、てんかん患者団体、てんか
んに関わる様々な組織間の調整役として業務を遂行した。 

２）てんかん地域診療支援拠点拡充支援 
てんかん地域連携支援施設の構築（てんかん診療ネットワ

ーク）、てんかんの専門的な治療や相談支援、啓発活動を行
った。 

３）てんかんに関わる様々な職種の育成、教育・支援 
てんかん診療支援コーディネータ認定制度と研修会を行っ

た。 
イ てんかん診療支援拠点機関 
 てんかん地域診療支援拠点が31施設となった。 
ウ てんかん診療支援コーディネータ認定制度 
   本事業において、てんかん支援両支援コーディネータが最も

重要な役割を担う。てんかん診療支援コーディネータの要件は
、てんかん診療に従事する者であって、精神障害福祉に理解と
熱意を有すること、てんかん患者及びその家族に対し、相談援
助を適切に実施する能力を有すること、医療・福祉に関する国
家資格を有することである。業務としては、医療機関や精神保
健福祉センター、管内の医療機関、保健所、市町村、福祉事務
所、公共職業安定所等との連携・調整を図ることである。てん
かん診療支援コーディネータの目的・業務を明確にし、てんか
ん整備事業を推進するために令和２年度よりてんかん診療支援
コーディネータ認証を開始している。 

エ てんかん支援ネットワークの構築 
   てんかん支援ネットワーク（ECN-Japan）は、よりよいてんか

ん医療の推進を目的として、厚生労働科研の大槻班と日本医師
会及び日本てんかん学会の共同調査を基に作成された全国の主
なてんかん診療施設のリストを掲載したサイトであったが、厚
生労働省の研究班が終了したため、全国てんかんセンター協議
会（JEPICA：NCNPが代表機関）が活動を引き継ぎ、令和３年年
度から、「てんかん支援ネットワーク」として一般に公開して
いる。 

 てんかん支援ネットワークは、これまで分かりにくかったてん
かん医療へのアクセスを明らかにすることで、てんかん医療及
びてんかんに関わる様々な問題の解決が図られ、我が国の実情
に即したてんかんの地域診療連携システムが実現することを目
指している。現在、1,534施設が登録されている。 

オ 東京都てんかん支援拠点としての活動 
   令和４年度７月より東京都てんかん支援拠点が当センターに

認定されており、東京都てんかん支援拠点ホームページの運営
や、てんかん相談支援窓口や市民公開講座などを開催した。 

 
（４）パーキンソン病・運動障害疾患センター 

＜目標と実績の比較＞ 
第３中長期目標期間の実績値は次のとおりであり目標を上回

る成果が認められる。 
 
ア 褥瘡対策チームは皮膚・排泄ケア認定看護師、外科・内
科医師、栄養士、薬剤師、検査技師、理学療法士、作業療
法士により構成され、入院中の褥瘡を有する患者全てに対
し毎週木曜日1回のカンファレンス及び合同ラウンドを行
った。褥瘡対策チームは、入院患者の褥瘡発生予防ケアや、
NSTと協働し栄養状態の改善、褥瘡等皮膚障害の治癒促進
に対し継続的な活動を行ってきた。また、体圧分散マット
レスとポジショニング用クッションの経年劣化があり、必
要時に準備することが困難なことがあったが、令和3年に
体圧分散マットレスのリース運用開始、令和6年にポジシ
ョニング用クッションのリース運用開始したことで、褥瘡
対策が必要な患者に対し、不足なく提供することができ、
褥瘡発生率 

イ 医療安全管理体制の充実のため、以下の取組を実施し
た。 
・ 公立昭和病院との医療安全管理体制の相互チェックや

南台病院・緑成会病院の医療安全対策に関する評価は、
WEB及び対面（対面は公立昭和・南台病院のみ）にて継
続し、評価のみならず意見交換や会議前後の資料やマニ
ュアルの提供を行い、地域の医療の質向上に取り組ん
だ。 

・ 全職員対象の医療安全研修及び感染対策セミナーをそ
れぞれ２回開催し、受講率はそれぞれ 100％であった。 

・ 医療安全管理委員会は毎月１回の定例開催に加え、臨
時の委員会を 12回開催した。 

・ 病院内で起きたインシデントについて「医療安全ニュ
ース」などを発行し、職員全体に注意喚起とマニュアル
遵守などについて周知を行った。インシデント報告で事
故を未然に防いだ事例を増加させるため、報告部署には
表彰する取組を継続した。 

・ 転倒転落防止策に関する研修やリスクマネジメント部
会 WGでの検討などを継続し、より多くの職員が転倒転
落に注意を払い、防止策がとれるよう働きかけた。アク
シデントについては、全例３か月後評価を行い対策の継
続性を確認した。 

ウ 患者及びその家族との情報共有の取組として以下を実施
した。 
・ 医療観察法病棟に入院する対象者の家族との相談会を

定期的に実施した。 
 ・ 精神科デイケアにおいては、統合失調症、気分障害、

発達障害、不安障害、人格障害等で生活環境調整が必要
な患者を対象に、医師、看護師、精神保健福祉士、作業
療法士、臨床心理士等並びに患者及び家族、地域の支援
スタッフが、患者同意のもとで年間 29回ケア会議を開
催した。患者及び家族の主体的な選択と決定を促すため
に、個別ケアマネジメントを行い、会議においては、患
者の希望の実現に向けて、疾患に関する情報の共有、地
域生活における目標や計画の策定、利用可能な社会資源
や環境の調整を行っている。 

・ 認知症の患者やその家族、認知症予防に関心のある者
を対象に専門医や認定看護師による無料相談、治験など
の情報提供等を行う場として、月に１回認知症（オレン
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脳神経内科、総合内科に入院したパーキンソン病及び関連疾
患の患者に対し、入院リハビリテーションプログラムを実施し
た。パーキンソン病/関連疾患に伴う姿勢異常の患者に対して、
振動刺激や感覚フィードバックを用いたリハビリテーション手
法を開発し継続的に実施している。 
パーキンソン病関連疾患患者の詳細な臨床データを含むレジ

ストレーションを行うために、評価入院（ブラッシュアップ入
院）を引き続き行っている。また、これらの情報を臨床研究に
用いることができるデータベースを構築し、データを蓄積して
いる。2011年の開始以降、のべ649名のパーキンソン病/関連疾
患の患者がブラッシュアップ入院に参加した。 
これらの入院診療データを研究に活用するための統合的疾患

レジストリiTReNDを構築し、登録を開始した。2026年2月末まで
にのべ997名の登録を達成した。 
レボドパ持続経腸療法（LCIG）は胃瘻を作成して小腸内へ持

続的にゲル状のレボドパ合剤をポンプで流し込む治療法である
。本邦では2016年10月に発売された。また、2023年７月に発売
開始されたレボドパ持続皮下注療法を当院でも発売と同時に採
用している。 
 

（５）睡眠障害センター 
第３中長期目標期間を通じて、新患件数は令和3年度641件、

令和4年度579件、令和5年度561件、令和6年度623件、令和7年度
651件と推移し、令和7年度は第３中長期目標期間中の最多を記
録した。PSG件数も令和3年度362件、令和4年度375件、令和5年
度368件、令和6年度355件、令和7年度372件と安定的に実施した
。土日の検査入院を実施したことにより、当該病棟（３南病棟
）の病床稼働率の向上にも寄与した。 

 
【患者数等】 

   R3 R4 R5 R6 R7 R8 

新患者数 641 579 561 623 651  

PSG検査 362 375 368 355 372  

 
（６）統合失調症早期診断・治療センター 

統合失調症を発症して間もない患者に十分な診断・治療を行う
こと、また、研究所と病院が協力して統合失調症の適切な検査方
法や治療法の開発に取り組むことを目的として発症早期の治療に
も焦点を当てた統合失調症専門外来を開設している。受診した患
者のうち、統合失調症早期診断・治療センターの患者レジストリ
への患者の登録を行い、初期の症状評価とそのフィードバックを
行い、１年ごとのフォローアップ診察及び心理検査を得た。結果
ベースラインのデータが蓄積された。 

 
５．先進医療制度を活用したFDG-PET検査によるアルツハイマー病診

断 
本多施設共同臨床研究の成果が「18F-FDG PET for the 

differential diagnosis of Alzheimer's disease and 
Frontotemporal lobar degeneration: a multicenter 
prospective study in Japan」としてJournal of Alzheimer's 
Disease誌(2025 Jul;106(1):293-303)に掲載された。 

 
６. 「薬物療法に反応しない双極性うつ病への反復経頭蓋磁気刺激

(rTMS)」試験 
 

薬物療法など既存の治療法が効かない双極性障害の患者の新た

ジ）カフェを開催した。世界アルツハイマーデーのイベ
ントでは認知症介護に役立つ情報を発信する等、疾患の
普及啓発にも寄与した。 

エ 退院後の支援として、訪問看護ステーションからの訪問
件数は毎年 7,000 件越えであった。 

オ 重症心身障害児（者）への医療の提供として、医師、看
護師に加え、指導員、保育士、リハビリスタッフ、栄養
士、介護員、教員により総合的な機能評価を実施し、それ
に基づいた専門的治療を実施した。 
在宅重症心身障害児（者）のレスパイト入院について

は、毎年 300名越を受け入れた。また、人工呼吸器使用の
超重症児など他施設で対応困難な患者も積極的に受け入れ
た。 

カ 患者満足度調査を実施し、必要時改善を行っている。職
員の対応等接遇に関する部分は、接遇研修を実施し、意識
を高めるている。年１回の患者満足度調査に加え、令和５
年度からは退院時アンケートを開始し、常に PDCA サイク
ルを回し、改善に取り組む仕組みをつくった。 

 
＜目標の内容④＞ 

医療の提供に当たって効果的かつ効率的に病院運営を行う
ため年間の病院の手術件数・病床利用率・平均在院日数・入
院実患者数について、年度計画において次のとおり数値目標
を定めている。 
・専門領域の診断・治療に関する手術件数  

R3:139件以上 R4:182件以上 R5:168 件以上 
R6:163件以上 R7:170以上 

・病床利用率 
R3:90.1%以上 R4:89.5%以上 R5: 89.5%以上 
R6:90.2%以上 R7:88.5%以上 

・平均在院日数（契約入院・医療観察法病棟を除外） 
R3:22日以下 R4:15日以下 R5:15.4 日以下 
R6:15.8日以下 R7:15.7日以下 

・入院実患者数  
R3:163,000 人以上 R4:152,257 人以上 R5:152,000 人以上 
R6:152,700人以上 R7:150,000 人以上 

 
＜目標と実績の比較＞ 

第３中長期目標期間における実績は次のとおりであり、お
おむね目標通りの実績となった。 
 
            R3  R4    R5   R6   R7 
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な治療方法として、先進医療制度を活用した反復経頭蓋磁気刺激
装置（rTMS）を用いた二重盲検比較化試験を行っている。令和４
年度に症例登録機関を2027年２月末まで延長し、全体の目標症例
登録96例を目指している。令和７年度末時点で全施設合計39名を
登録した。有害事象の報告はないが、分担施設による不適合発生
の疑義が上がったため、全施設で対応を行っている。 

 
７．治療抵抗性うつ病への反復経頭蓋磁気刺激療法（rTMS）による

維持療法研究 
 

抗うつ薬による薬物療法に反応しない中等症以上の成人うつ病
を対象とし、急性期rTMS療法（３～６週間）に反応あるいは寛解
した患者に対して、rTMSによる維持療法（12カ月間）を行い、維
持rTMSの有効性及び安全性を検証する。現在、当院、東京慈恵会
医大を含む国22施設が参加し、目標症例300例中179例が登録され
た。 
 

８．標準化のモデルとなる精神疾患へのニューロモデュレーション
療法の提供 
 
当院でうつ病へのrTMS療法の実施モデルと確立するため、rTMS

専属の臨床検査技師を雇用・教育し、また病棟看護師や外来スタ
ッフ含め効率的かつ安全に治療を実施できる体制や運用を構築し
た。令和7年度のTMS件数は608件であった。日本精神神経学会精神
科医療機器委員会が主催する第13回反復経頭蓋磁気刺激（rTMS）
講習会（2025年6月1日オンライン開催）では当院の医師が講師を
務めた。 

令和7年度難治性精神疾患研修（東京都福祉委託事業）を実施し
た。申込人数延べ1608名・オンデマンド配信179日、ライブ配信に
よる総合討論会を2回行った。また、公益社団法人日本精神科病院
協会との共催でメディカルスタッフ向け電気けいれん療法（ECT）
を実施し、ECTの均てん化、普及の活動を行った。申込人数109
名・オンデマンド配信64日、ライブ配信による総合討論会を1回行
った。その他、野田隆政が第40回精神病態セミナー、第36回東京
精神科病院協会学会の講師を務めた。 
 

９. 筋病理診断及び筋疾患遺伝子診断 
 

全国各地の医療施設より、筋病理診断1,046例、遺伝子解析590
例の解析依頼を受けた。 

順次解析を進め、結果が出来次第、主治医に報告している。 
診断後の検体を蓄積した筋レポジトリを活用し、多数の論文が

出版された。 
 

10. 薬剤血中動態モニターに基づく高度先駆的治療の提供 
 

パーキンソン病治療の中心であるL-dopa製剤は、吸収に個人差
が大きいとともに薬物血中濃度と臨床効果との相関にも個人差が
ある。また、治療期間が長くなると効果出現閾値と副作用出現閾
値の差が小さくなるため、薬物血中濃度モニターが適切なL-dopa
治療を行う上で極めて有用である。また、レボドパ/カルビドパ経
腸療法やフォスレボドパ/フォスカルビドパ持続皮下注療法など新
たな持続的ドパミン刺激を実現する治療においても、薬物血中濃
度モニターは、効果と副作用の閾値を症例ごとに判断する有用な
手段となっている。また、血中濃度の推移パターンと関連因子の
解析を継続している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜その他の目標（指標）と実績の比較＞ 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(参考)  令和６年（令和７年９月公表）

病院報告(厚生労働省公表) より  
 
・病床利用率 
 精神病床 81.4％ 一般病床73.3％ 
 
・平均在院日数 
 精神病床 255.0日 一般病床15.5日 
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② 医療の標準化を推進す
るための、最新の科学的
根拠に基づいた医療の提
供 
 
精神・神経疾患等に対す

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
 
〇 精神・神経疾患

等に対する医療の
標準化を推進する
ため、最新の科学

 
11. パーキンソン病の姿勢異常に対する新たな治療法 
 

パーキンソン病・運動障害疾患（PMD）センターで開発したパー
キンソン病患者の姿勢障害治療法について、独自開発の評価指標
を用いて有用性を検証した。 

MADI（Multidisciplinary Approach for Postural and Gait Di
sorder）プログラムは手順を統一したリハビリテーションとリド
カイン投与から成り、退院後には1ヶ月後、3ヶ月後、6ヶ月後の外
来フォローを実施して長期予後を確認している。このプログラム
を2025年度は46例に実施した。 
 

12. 女性の薬物依存症者に対する治療プログラムの開発 
 

「薬物問題をもつ女性の治療と支援に携わる医療従事者研修」
（対面）を令和7年7月に開催し62名が参加した。また、令和7年11に、
女性のためのリカバリープログラムSeRA（Seeking to Recover from 
Addiction）のファシリテーター実施者向けのオンライン研修を開
催し延べ13名が参加した。 
 

13. IRUD外来の開設による、未診断者への高度な診断サービスの提
供 
 

NCNPでのゲノム医療の実装のため、令和５年４月に開設された病
院の「ゲノム診療部」において、難病としての多くの遺伝性疾患が
保険収載される中で、多種類の疾患に対する検査前及び検査後の遺
伝カウンセリングが増加した。当センターの専門性を生かし、診療
に必要な検査を機動的に分子検査センターで行う体制が整い、運用
を開始した。令和7年度は、遺伝学的検査の検査前遺伝カウンセリン
グ 266件、検査後遺伝カウンセリング253件、分子検査センターにお
ける遺伝学的検査 57件を実施し、質の高い遺伝診療を実践した。 
 
 

14. 向精神薬の多剤大量処方を受けている気分障害の症例に対する
減薬に向けた取組及び認知行動療法の導入に向けた検討 
 
これまでの気分障害外来患者を対象とした縦断的研究により、

うつ病と双極性障害ともに１年後に抑うつ症状やQOL（日常役割
機能、健康感、社会生活、心の健康）が改善していることを示し
た。患者の機能的予後に大きく影響する認知機能評価尺度とし
て、国際基準として海外で瀕用されている検査バッテリーの日本
語版の信頼性・妥当性の検証を行い整備する。気分障害の認知機
能障害を測定する国際的に用いられている評価尺度であるBAC-A, 
SCIPの日本語版の妥当性を検討する研究(SB研究)のデータ解析を
行い、両評価尺度の妥当性を示した。以上の結果を国際双極症学
会2025Annual Conferenceで発表し、演者の末吉リサーチフェロ
ーが次世代リーダーフェローシップを授与された。 
 
 

② 医療の標準化を推進するための、最新の科学的根拠に基づいた医
療の提供 
 
１. 国際的にエビデンスの提出されている認知行動療法（CBT）の提

供 
以下に示すとおり、さまざまな疾患に対してCBTを提供してい

る。 
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る医療の標準化を推進する
ため、引き続き最新の科学
的根拠に基づいた医療の提
供を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

的根拠に基づいた
医療を提供してい
るか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）CBTセンターと病院の連携によるCBT提供の取組 

病院臨床心理部と連携したCBT臨床提供および臨床試験にお
いて、うつ病、不安症（パニック症、社交不安症、全般不安症
）、強迫症、心的外傷後ストレス症、注意欠陥・多動性障害等
に関するCBTを提供した。 
 

（２）不眠症に対する認知行動療法（CBT）の提供 
  第３中長期目標期間を通じて、CBTセンター、公共精神健康医
療研究部と協力し、CBT-Iがより多くの患者に受けられるよう体
制の整備を進めた。現時点では保険診療上医療行為として施行
することが困難なため、一部の希望者にのみ研究の一環として
の提供に留まるが、令和7年度は認知行動療法センター主催の厚
生労働省認知行動療法研修事業「不眠症に対する認知行動療法
研修」にて講義を担当するなど、CBT-Iの教育・普及に貢献した
。 

 
（３）薬物依存に対する認知行動療法（CBT）の提供 

国内でも数少ない薬物依存症専門外来として、集団認知行動療
法(CBT)や個人精神療法等の専門的治療を提供している。我々が開
発した外来集団認知行動療法による治療を提供した。治療におい
ては、薬物依存症からの回復の具体的なイメージを提供すること
で、回復への希望を持ってもらうために薬物依存回復者にも認知
行動療法の治療の際に参加してもらうようにしている。また、依
存症に特化した外来集団作業療法も実施し、患者に専門治療を提
供した。 
 

２. 概日リズム睡眠障害に対する時間生物学的治療法 
 

入院適応となるのはしばしば外来での治療にて十分な治療効果
の得られない難治性の概日リズム睡眠・覚醒障害患者である。第
３中長期目標期間においては、高照度光療法を中心とした時間生
物学的治療を継続して実施し、一定数の入院患者を受け入れた。
その多くは睡眠・覚醒相後退障害の患者が占めた。 

入院患者の推移は、以下のとおりである。 
   令和3年度  31名 
   令和4年度  28名 
   令和5年度  18名 
   令和6年度  22名 
   令和7年度  34名 

 
３．睡眠衛生の啓発、レジリエンスの獲得を目指した集団療法の開

発・提供 
 

第３中長期目標期間を通じて、令和元年度より開始した「睡眠
力アッププログラム」を継続して実施した。本プログラムは、不
眠に対する認知行動療法で用いられる睡眠スケジュール法や、睡
眠表や活動量計を用いたモニタリング及びフィードバックを取り
入れた集団プログラムであり、令和6年度は77名、令和7年度は45
名がエントリーし、成果を上げている。日本睡眠学会・日本作業
療法学会での学会発表を行い、今後英語論文としての成果報告を
予定している。 

さらに、睡眠中の持続陽圧換気（CPAP）の使用を要する中等症
～重症の閉塞性無呼吸患者においては、慢性呼吸器疾患看護の認
定を有する看護師が外来にてほぼ全例に指導を行い、CPAPアドヒ
アランスの改善、患者満足度の向上が得られている。CPAP契約数
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③ 心神喪失等の状態で重
大な他害行為を行った者
の医療及び観察等に関す
る法律対象者への医療の
提供 
心神喪失等の状態で重大

な他害行為を行った者の医
療及び観察等に関する法律
（平成15年法律第110号）に
おける医療について、研究
所と協働し、指定入院・通
院医療機関としての医療モ
デルを改善し、対象者に提
供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 客観的指標等を用いた
医療の質の評価 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
 
〇 心神喪失等の状

態で重大な他害行
為を行った者の医
療及び観察等に関
する法律(平成15
年法律第110号)の
対象者に対して、
研究部門と連携
し、退院後の地域
生活への安全で円
滑な移行を支援す
る質の高い医療を
提供しているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
 
○ センターとして

は令和8年3月31日現在419件に達し、期間を通じて着実な増加を示
した。 
 

４．双極性障害・大うつ病性障害患者の抑うつ症状に対する修正型
断眠療法の提供 

 
双極性障害・大うつ病性障害患者の抑うつ症状に対する覚醒療

法（修正型断眠療法）は、5北病棟での実施が可能な状況を整えて
おり、いずれも気分症状の速やかな改善が観察された。 
 

５. パーキンソン病患者のもつ問題点を多職種で解決するための方
法論を開発・実践 

 
パーキンソン病患者に対するリハビリテーションについては、

ブラッシュアップ入院リハビリテーション、LSVT-BIG/LOUDなどの
プログラム入院を積極的に推進した。また、同症に起因する姿勢
異常に対しては評価・介入・リハビリテーションを統合した当院
独自に構築したプログラムを継続して実践した。同症は、身体疾
患としての側面だけでなく非運動症状（幻覚や認知機能障害など
）も伴ってくるため、適宜精神科との連携も行った。医師・看護
師・薬剤師・MSWが連携し、パーキンソン病患者の生活環境・活動
状況を把握し、個々の薬物動態に基づく最適な処方設計を行い、
それに則った生活指導・服薬習慣や自宅での生活設計の支援など
を行った。 

 
③ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等

に関する法律対象者への医療の提供 
 

通院処遇対象者に対する多職種協働チーム医療を提供している
。令和6年度、令和7年度の通院処遇対象者数は十数名で推移して
おり、国内最大規模と推測される。精神保健研究所地域精神保健
・法制度研究部と連携し医療観察法に関わる共同研究の実施や助
言を受けている。 

  法務省保護局の推進している社会復帰促進サポート活動として、
東京保護観察所と東京保護観察所立川支部との協議を繰り返し、
医療観察法処遇修了者を講師として呼び、入院処遇対象者や地域
支援者向けの講演会を継続し得開催している。 

  通院医療について、生活機能障害、衝動性・攻撃性などが顕著
、身体合併症、帰住地指定入院医療機関満床などの理由から、帰
住地近くの受け入れ指定通院医療機関が見つからなかった対象者
を受け入れている。受け入れ数は近年は５名前後で推移している
。 

  小平市立図書館と協働し、図書の月1回の貸し出しを継続してい
る。 

 図書館流通センター及び大日本印刷、全国9の指定入院医療機関と
共同で実施した医療観察法病棟における電子図書館利用研究に関
する論文を英文誌で報告した。対象者に一定のニーズを認めたこ
と、対象者に電子図書館利用による精神症状の明らかな悪化が認
めなかったことなどの研究結果も踏まえ、令和8年2月より、当院
含む全国6の指定入院医療機関の共同で医療観察法病棟電子図書館
サービスを事業として開始した。 

 
④ 客観的指標等を用いた医療の質の評価 
 
ア 診療データ（臨床評価指標）を活用したネットワーク構築の推進 
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（２）患者の視点に立った良質
かつ安心な医療の提供 

 
医療の高度化・複雑化が進

む中で、質が高く安全な医療
を提供するため、各医療従事
者が高い専門性を発揮しつ
つ、業務を分担しながら互い
に連携することにより、患者
の状態に応じた適切な医療を
提供するなど、医師及びその
他医療従事者等、それぞれの
特性を生かした、多職種連携
かつ診療科横断によるチーム
医療を推進し、特定の職種へ
の過度な負担を軽減するとと
もに、継続して質の高い医療
の提供を行うこと。 

また、これに加え、AI や I
CT を活用した医療の提供、NC
 をはじめとする研究機関及び
医療機関間のデータシェアリ
ングなどを通じて、個別化医
療の確立等診療の質の向上に
取り組むこと。 

医療安全については、同規
模・同機能の医療機関との間
における医療安全相互チェッ
クを行うこと、全職員を対象
とした医療安全や感染対策の
ための研修会を開催し受講状
況を確認すること、医療安全

病院の医療の質や機能の
向上を図る観点から、独立
行政法人国立病院機構が活
用している臨床評価指標等
を参考に、国立高度専門医
療研究センターとして提供
することを求められている
医療のレベルに見合った臨
床評価指標を独自に策定し
た上で、医療の質の評価を
実施し、その結果を公表す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）患者の視点に立った
良質かつ安心な医療の
提供 

 
① チーム医療の推進 
 
日常的に交流を図り、各

医療従事者が専門性を発揮
しつつ連携することにより
、患者の治療向上につなが
る多職種連携かつ診療科横
断的なチーム医療を引き続
き推進する。 
特に専門疾病センターや

医療観察法病棟等において
、多職種連携かつ診療科横
断的な活動を推進し、他の
医療機関のモデルとなるよ
うなチーム医療の提供を行
う。 
さらに当センターが専門

とする神経難病、筋疾患、
精神疾患患者の身体合併症
医療は社会からのニーズが
高く、総合内科部門等の強
化を図って、診療科を超え
たチーム医療で対応する。 
また、これに加え、AIやI

CT技術を活用した医療の提
供及びNC等をはじめとする
研究機関間のデータシェア
リングなどを通じて、診療

提供することを求
められている医療
のレベルに見合っ
た臨床評価指標を
策定したうえで、
医療の質の評価を
実施し、その結果
を公表している
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
 
○ 多職種連携かつ

診療科横断的なチ
ーム医療の推進、
AIや ICT技術を活
用した医療の提供
および国立高度専
門医療研究センタ
ーをはじめとする
研究機関間のデー
タシェアリングな
どを通じて、患者
の状態に応じた適
切な医療を提供し
ているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重度精神疾患標準的治療法確立事業を継続している。全国の指
定入院医療機関に関する診療情報を収集・分析し、臨床評価指標
に基づいて年２回、厚生労働省及び全国の指定入院医療機関に報
告している。 

 
イ 重度精神疾患標準的治療法確立事業 

 
重度精神疾患標準的治療法確立事業として、各指定入院医療機関

の医療の質や機能を臨床評価指標に基づき評価を継続している。ま
た、同事業により全国の指定入院医療機関の電子カルテから毎月、
匿名化の上、直接収集した医療情報を蓄積し、いわゆる”入院医療
データベース”を更新している。令和3年度から7年度に研究利活用
委員会に対して、指定入院医療機関の研究者から3件のデータ提供
申請があり、研究利活用委員会で承認した。2件については、データ
提供を終えた。 

令和7年度までに、国立精神・神経医療研究センター病院臨床研究
・教育研修部門情報管理・解析部と連携して、通院処遇モニタリン
グシステムを開発し、トライアル研究を実施し全国の指定通院医療
機関から66件のデータを収集した。現在、解析中であり論文投稿の
準備を進めている。令和8年度はトライアル研究の結果等を踏まえ
て大規模化、研究事業化を目指す。 
 
 

（２）患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供 
 

① チーム医療の推進 
 
１. 多職種連携かつ診療科横断的なチーム医療の推進 

 
（１）栄養サポートチーム（NST) 

各医療従事者が専門性を発揮しつつ連携ができ、質の高
い安全な医療の提供ができている。新型コロナウイルス感
染症の拡大している時期では、感染防止の対策の一環とし
て栄養指導も電話等による栄養指導を実施。従来の患者が
来院するスタイルとは異なり、社会情勢に柔軟に対応しな
がら医療の提供を行ってきている。 
また近年では重度心身障害者（児）に関する個別支援会

議への参画など患者の治療向上、多職種連携によるチーム
医療の質の向上にも寄与できている 
NST算定に向けて報告書類の整備、医事など連携を行い、

他職種の研修受講や勉強会の開催、病棟への周知など算定
要件に満たされる様に尽力し、令和７年度３月より算定に
至っている。 
患者サービスの点では令和５年１月より、特別メニューを

開始し、『選ぶ喜び』を含めた患者満足度も高くなり、患者
サービスに貢献している。 

 
（２）褥瘡対策チーム 

皮膚・排泄ケア認定看護師、外科・内科医師、栄養士、薬
剤師、検査技師、理学療法士、作業療法士により構成され、
入院中の褥瘡を有する患者全てに対し毎週木曜日1回のカン
ファレンス及び合同ラウンドを行った。褥瘡対策チームは、
入院患者の褥瘡発生予防ケアや、NSTと協働し栄養状態の改善
、褥瘡等皮膚障害の治癒促進に対し継続的な活動を行ってき
た。また、体圧分散マットレスとポジショニング用クッショ
ンの経年劣化があり、必要時に準備することが困難なことが
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管理委員会を開催すること、
インシデント及びアクシデン
トの情報共有等を行うことな
ど、医療事故防止、感染管理
及び医療機器等の安全管理に
努め、医療安全管理体制の充
実を図ること。 

また、患者・家族に必要な説
明を行い、情報の共有化に努め
ることにより、患者との信頼関
係を構築し、また、患者・家族
が治療の選択、決定を医療者と
ともに主体的に行うことがで
きるよう支援することに加え、
入院時から地域ケアを見通し、
地域生活への移行を目指した
良質かつ適切な医療の提供を
行うこと。 

重症心身障害児（者）に対し
て、心身の発達を促す医療及び
様々な合併症を予防する総合
的医療等、質の高い医療の提供
を行うこと。 

「研究開発成果の最大化」と
「適正、効果的かつ効率的な業
務運営」との両立の実現に資す
るよう、手術件数・病床利用率・
平均在院日数・入院実患者数等
について、中長期計画等に適切
な数値目標を設定すること。 

上記数値目標の実績につい
て、病院の担当疾患に係る割合
を分析すること等により、国立
研究開発法人の病院として適
切かつ健全に運営を行うため
の病床規模等を検討すること。 
 

 

 

の質の向上に取り組むもの
とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あったが、令和3年に体圧分散マットレスのリース運用開始、
令和6年にポジショニング用クッションのリース運用開始し
たことで、褥瘡対策が必要な患者に対し、不足なく提供する
ことができ、褥瘡発生率は0.03％程度で、チーム介入後に悪
化するケースはない。 

 
（３）精神科病棟多職種チーム 

医師、看護師、MSW、PSW、リハビリ、心理療法士等がチー
ムを組み、早期退院、在宅における患者フォローを実施。在
院日数短縮、再入院の予防等を実施している。 

 
（４）呼吸ケアサポートチーム 

呼吸ケアサポートチーム（RST）は、患者の呼吸ケアに携わ
る医療スタッフが横断的に取り組み、呼吸管理の質の向上を
目的としている。医師、看護師、臨床工学士、理学療法士に
より構成され、チームで協力して呼吸ケアの相談、教育、実
践を行った。 
 

（５）精神科リエゾンチーム 
コロナ禍での入院患者数減少に伴って介入依頼件数が減

少していたが、ここ数年は120件前後の介入件数と増加傾向
である。精神科リエゾン介入から当院精神科や近医精神科
でのフォローとなったケースや当院精神科かかりつけ患者
の神経内科病棟入院中の介入依頼も多く、患者の継続的な
治療と心理的サポートにつながっていると評価する。 

 
２. 専門疾病センターにおける他の医療機関のモデルとなるチーム

医療の推進 
 

（１）睡眠障害センター 
作業療法士による集団睡眠改善プログラム（睡眠力アップ

プログラム）は、CBT-Iで用いられる睡眠スケジュール法や、
睡眠表や活動量計を用いたモニタリング及びフィードバック
を取り入れた新しいプログラムとして継続して実施し、第３
中長期目標期間を通じて累計多数の参加者を得た。令和7年度
は新たに45名が参加した。医師、作業療法士、心理士とで定
期的なミーティングを行い、さらなる改善に向けて取り組ん
でいる。 
さらに、睡眠中の持続陽圧換気（CPAP）の使用を要する中

等症～重症の閉塞性無呼吸患者に対しては、慢性呼吸器疾患
看護の認定を有する看護師が外来にてほぼ全例に指導を行っ
ており、これによるCPAPアドヒアランスの改善、患者満足度
の向上が得られている。令和8年4月1日現在のCPAP契約数は41
9件であり、第３中長期目標期間を通じて着実に増加した。 

 
（２）統合失調症・早期診断治療センター 

主に精神科救急病棟において、早期介入、早期退院、シーム
レスな地域生活の支援等を目指し、入院当初から、看護師、薬
剤師、精神保健福祉士、作業療法士、医師が関わり適宜多職種
チーム会議を開催し、患者個々の事情に即した対応を行ってい
る。当センターの精神看護専門看護師は、特に心理教育を行っ
ているケースにおいて、アドバイザーとしてその会議に参画し
ている。 

 
（３）多発性硬化症センター 

多発性硬化症と視神経脊髄炎で承認されている医薬品を利用
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できる環境を整え、最初に処方した分子標的医薬の不応例に対
する対処法の確立を目指した研究、特にNMOSDの薬剤切り替え研
究（JANMOS研究）を推進した。難治例では血液浄化療法、免疫
グロブリン療法（IVIg治療）も積極的に行い、血液浄化によっ
て免疫系全体に病態制御的な変化が起こることも確認した。二
次進行型MS (SPMS)の薬剤反応性を予測するバイオマーカーの
研究も進めた。precision medicineの糸口も得るように、神経
内科と免疫研究部の連携による研究を進め、トランスレーショ
ン研究の論文として画期的な成果を発表する作業が進んだ。オ
ンライン形式でのMSおよびNMOそれぞれについて、個別の講演会
を開催したほか、多発性硬化症協会主催の第15回市民公開講座
の運営に協力した。 

 
（４）筋疾患センター 

脳神経内科、脳神経小児科、身体リハビリテーション科、歯
科、整形外科などによる専門外来を行っており、集学的診療体
制を構築している。市販後の有効性安全性評価遺伝子治療用い
た新規治療、ならびに臨床試験を安全円滑に実施するための多
面的検討を、ワーキンググループを形成したうえで行った。ア
ウトリーチ活動として、ハイブリッド形式での筋ジストロフィ
ー市民公開講座を開催した 

 
（５）総合てんかんセンター 
  てんかん診療全国拠点機関として、てんかん診療の遠隔診
療を推進し、てんかん整備事業で確立した「てんかん診療ネ
ットワーク（約1,898医療機関登録）」を活用して、てんかん
医療に関するビッグデータベースをNCNP内に確立させ、てん
かん診療の均てん化、てんかん発症の病態解明、疫学調査、
診断と治療方法の開発・提言を行うことを目標とする。具体
的には、てんかんリソースレポジトリ―システムを継続的に
構築し診断と治療のシステムを確立する。 

 
Ⅰ．てんかん臨床情報データベースの構築、てんかん臨床情報
データベースおよび脳神経外科データベースの構築 
医療情報室からの抽出ファイルと医療連携室からの紹介患者

リストをもとに、月単位でてんかんの入院患者と外来新患を抽
出するフローに則り、データベースの構築を継続した。国際分
類に準拠したデータベースへ2020年4月以降に延べ3,547名（外
来）および7,550名（入院）が登録されている。脳神経外科手
術データベースを構築し、手術情報と診断情報、合併症情報、
患者転帰を収集し、1999 年以降2025年10月末時点で2,717件の
データベースとなっている。外科治療を受ける難治てんかん患
者を対象に、てんかんバイオバンクを構築し、2025年9月末時
点で脳検体520件が登録され、てんかん原性腫瘍や皮質形成障
害の遺伝子解析を行う研究が実施され、競争的資金の獲得を行
っている。 
 

Ⅱ．てんかんの遠隔医療 
てんかん専門医の偏在している課題を、personal health re

cord(PHR)デバイスであるnanacaraを用いた遠隔診療で少しで
も解決し医療の均てん化を目指す。てんかんの記録アプリnana
cara及び医師向けのデバイスであるnanacara for doctorのシ
ステムを監修し、全国で約26,000件のダウンロードがなされ利
用者が拡大した。診療のモデルとして大阪市立総合医療センタ
ーの医事課と協働で、事務負担が最小となるような実施フロー
の検討を行った。また、地域の病院や薬局等における認知度向
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上のためポスターを作成し啓発に努めた。 
 

Ⅲ．てんかんの病態解明と診断と治療方法の開発 
てんかんの病態解明、診断及び治療方法の開発を目指し、

以下の研究に取り組んだ。 
・  医療保険データを用いたてんかん診療実態の調査研究 
・  てんかんのオンライン診療の有効性と安全性に関する
研究 

・  てんかんのスティグマ低減に向けた効果的介入方法の
開発 

・  手術検体の分子遺伝学的解析による難治てんかんの病
態解明 

・ 小児難治てんかんの臨床病態解明と治療開発 
・ 成人・高齢者てんかんの臨床病態と治療の解析 
・  てんかんの成立機序の解明と診断開発のための画像研
究 

・  てんかん組織バンクの構築と活用 
・  てんかん教育プログラムの開発 
・  てんかん患者に対するリハビリテーション医療のエビ
デンス構築 

・  ヒト手術脳検体とてんかんモデル動物を用いた病態解
明 

・  手術検体と培養細胞系を用いたてんかんの病態解明 
 

Ⅳ．レセプトデータを使用したてんかんの診療実態の調査 
レセプトデータを使用したてんかんの治療実態調査；小児

てんかんの患者に対して向精神薬を処方された患者の割合は
年齢の上昇により増加がみられた（15～17歳で19.2～26.5％
）。 

 
Ⅴ．てんかん基礎研究 

当院のてんかんデータバンクの外科切除試料を用いて、大脳
皮質形成異常や片側巨脳症の原因遺伝子の解析や機能解析を継
続して実施した。てんかんモデル動物を用いた病態解明では、
イハラてんかんラット(IER)の原因遺伝子としてDSCAML1を同定
し、IERではDSCAML1蛋白が著しく低下していることを明らかに
した。当センターのヒトのリサーチ・リソースを用いた遺伝学
的検討でも、自閉症、てんかんの家系において機能低下型
DSCAML1のミスセンス変異を同定することができた。 

 
（６）パーキンソン病・運動障害疾患センター 

脳とこころの総合ケア病棟では、脳神経内科医、精神科医、
リハビリテーション医と精神科ケアに精通した看護師、理学療
法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士、医療ソーシャル
ワーカー、薬剤師とともに、神経難病患者の治療、ケアにあた
っている。精神科と脳神経内科が同一病棟で連携をとって診療
している施設は他に類がなく、PMDセンターの特筆すべき点であ
る。抑うつ・不安・幻覚妄想などの精神症状が強い患者に対し
て、精神科病棟ではなく一般病棟において、脳神経内科医と精
神科医がともに治療にあたることで、ADL低下を最低限に抑え運
動症状と精神症状とのバランスのとれた治療成果をあげてい
る。また、この体制による治療を認知症、脳炎など神経内科領
域に疾患で精神症状が伴う他疾患へも活用し、当該病棟で同様
のチーム体制で診療を行い、成果を上げている。上記多職種間
で密に情報の共有を心がけ、精神症状の改善により身体症状へ
も良い効果が現れるなどの相乗効果が得られ、単なる運動症状
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の治療に留まらない総合ケア病棟として他の医療機関のモデル
となるようなチーム医療を提供している。 

 
（７）CBTセンターと病院の連携によるCBT提供の取組 

毎週火曜と金曜に病院臨床心理部のカンファレンスへ参加
し、協同的なCBT診療体制の運用を進めた。病院精神リハビリ
テーション部と協同し、パーソナル・リカバリーの実現を目
指した心理支援プログラムをショートケアプログラムとして
開発・実施した。看護部と協力し、病棟でも利用可能なパー
ソナル・リカバリーに基づいた対話支援シートを開発し、病
院スタッフに共有した。 
NCNP職員を対象に、CBTの事例検討会を開催した。NCNP看護

師1を対象に、CBTの要素を取り入れた研修（レベルⅡコミュ
ニケーション研修）を実施した。  
精神症へのリカバリーを目指す集団認知療法の実施可能性

の研究において、病院リハビリテーション部と協働でプログ
ラム開発、臨床研究実施を進めている。 

 
（８）気分障害センター 

これまでの気分障害外来患者を対象とした縦断的研究によ
り、うつ病と双極性障害ともに１年後に抑うつ症状やQOL（日
常役割機能、健康感、社会生活、心の健康）が改善しているこ
とを示した。患者の機能的予後に大きく影響する認知機能評価
尺度として、国際基準として海外で瀕用されている検査バッテ
リーの日本語版の信頼性・妥当性の検証を行い、整備する。令
和7年度は、気分障害の認知機能障害を測定する国際的に用い
られている評価尺度であるBAC-A, SCIPの日本語版の妥当性を
検討する研究(SB研究)のデータ解析を行い、両評価尺度の妥当
性を示した。以上の結果を国際双極症学会2025Annual Confer
enceで発表し、演者の末吉リサーチフェローが次世代リーダー
フェローシップを授与された。 

 
（９）認知症センター 

認知症基本法と認知症施策推進基本計画に則り、厚生労働
省や東京都、小平市との連携のもとで、認知症の普及・啓発
活動、もの忘れを心配している人や認知症の人を対象とした
診療、認知症に関する臨床研究等に取り組んだ。脳神経内科
医、精神科医、看護師、公認心理師、社会福祉士といった多
職種の職員・研究者が参加し、それぞれの専門分野を活かし
ながら認知症の治療・介護の実践、研究開発に大きく貢献し
た。 
 もの忘れ外来では、脳神経内科、精神科、総合内科に所

属する専門医が、鑑別診断と治療、BPSDへの対応について方
針を決定、共通のプロトコールを用いたワン・ストップの診
療を行なった。もの忘れ外来の新規受診患者総数は、年間約6
00件で、アルツハイマー型認知症が約40％、MCIが20〜30％と
多い。専門医療相談はのべ900件で、若年性認知症患者を東京
都の若年性認知症支援コーディネーターに橋渡しする等の支
援を行なっている。認知症を呈する一般科の入院患者に対し
ては、専門医、看護師、社会福祉士、薬剤師などからなる認
知症ケア回診を定期的（週に1回）に行っている。 
認知症センターを中心に、薬剤部、放射線診療部、臨床検

査部、看護部、医療連携福祉部等が連携し、アルツハイマー
病に対するDMTを安全に投与するための診療・検査体制の整備
を継続的に行った。抗アミロイド抗体薬委員会を運営し、DMT
の導入、再開、継続の可否を合議形式で決定した。令和７年
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＜定量的指標＞ 

度までのレカネマブ投与患者数は36名、ドナネマブ投与患者
数は24名であった。 
令和5年から、認知症センター、精神および身体リハビリテ

ーション部が共同で、軽度認知障害患者およびその家族を対
象とする認知機能低下進行予防を目的とした「MCIリハビリプ
ログラム」を行っている。ニーズに合わせて枠数を年々増や
しており、令和7年度は60名とその家族が参加し、DMTの適応
とならない患者、介護サービス利用に抵抗のある患者を含め
、MCI患者に対する継続的な支援の場となっている。 

 
（10）嚥下障害リサーチセンター 

嚥下造影検査、嚥下内視鏡を実施した。また、診療ガイドラ
イン委員、患者向け冊子「嚥下対策マニュアル」制作、多施設
共同研究を実施した。 
 

（11）薬物依存症治療センター 
薬物依存症専門外来の初診患者数はやや増加し（令和4年17

9名⇒令和5年度176名⇒令和6年度203名⇒令和7年度205名）、
それにともって、1ヶ月あたりの薬物依存症外来再来患者の延
べ数は常時800名を超えている。 
各プログラムの参加者数には微妙な変化が生じている。近

年、患者に占める覚醒剤・大麻使用障害患者の割合が低下し
ているために、依存症集団療法（通称「SMARPP」）参加患者
延べ人数は令和4年以降漸減傾向にある（令和3年度1647名⇒
令和4年度1381名⇒令和5年度1255名⇒令和6年度1226名7⇒令
和7年度1221名）。しかしその一方で、女性に多い市販薬・処
方薬障害障害患者の増加に伴って、女性集団療法参加患者延
べ数は顕著に増加している（令和5年度135名⇒令和6年度234
名⇒令和7年度346名）。 
なお、重複障害を抱える薬物依存症患者を主たる対象とす

る依存症専門作業療法プログラム（リアル生活プログラム）
参加は減少傾向（令和4年度300名⇒令和5年度312名⇒令和6年
度263名⇒令和7年度212名］）、一方、臨床心理部による依存
症個人CBT延べ実施患者数は増加傾向である（令和6年度103名
⇒令和7年度158名）。また、昨年度より東京都依存症対策事
業としてはじまった患者同行支援事業については、地域の自
助グループや民間リハビリ施設への同行を行った患者の延べ
人数は、30名であった。 
入院治療についてみると、入院治療に導入した薬物依存症

患者の延べ数は増加しているが（令和4年度71名⇒令和5年度5
8名⇒令和6年度49名⇒令和7年度113名）、入院短期依存症介
入プログラム（FARPP）に参加した延べ患者数も横ばいである
（令和5年度137名⇒令和6年度152名⇒令和7年度146名）。 

 
（12）総合内科診療部 

外来初診患者数は対象期間で1000人を超えた。英語原著論
文も例年コンスタントにアクセプトされ、令和7年度も2本の
アクセプトを達成した。コンスタントに学会等でシンポジウ
ム、招待講演などを行った。 
別枠とも関連して、厚労研究班のサーベイランス事業の責

任施設として継続。 
がん関連、あるいは治療関連神経疾患の治療、あるいは診

療支援をNC間で継続。 
 

② 医療安全管理体制の充実 
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実 
 
全職員を対象とした医療

安全や感染対策のための研
修会を年２回以上開催し、
受講状況を確認するととも
に、医療安全管理委員会を
月１回以上開催するなど、
医療事故防 
止、感染管理及び医療機器
等の安全管理に引き続き努
める。 
また、同規模・同機能の

医療機関及び NC等間におい
て、医療安全管理体制につ
いての相互チェック、イン
シデント及びアクシデント
の情報共有等を行うことに
より、医療安全管理体制の
充実を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 全職員を対象と
して医療安全や感
染対策のための研
修会を年に２回以
上開催する。 

 
■ 医療安全管理委

員会を月に１回以
上開催する。 

 
＜評価の視点＞ 
○ 医療事故防止や

感染管理等に努め
るとともに、同規
模・同機能の医療
機関及び NC間にお
ける相互チェッ
ク、インシデント
及びアクシデント
の情報共有等を行
うことにより、医
療安全管理体制の
充実を図っている
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１. 医療安全研修会、感染対策セミナー及び医療安全管理委員会の
実施 
 
（１）医療安全 

全職員を対象とした医療安全のための研修会を2回/年継続
して行い、e-learningにて実施し、参加率はいずれも95％以
上である。医療安全管理委員会は毎月１回定例開催の関して
継続した。職種別や医療機器に関する研修を毎年実施し、医
療事故の防止に努めた。感染対策の一環で従来の対面だけの
研修からWEB、e-learningを利用した研修も増え、参加しやす
い状況となった。以上より、医療事故防止や医療機器等の安
全管理に努めることができたと考えている。 

 
（２）感染対策 

全職員対象に感染対策セミナーと抗菌薬適正使用支援セミ
ナーを、各2回ずつe-learningで実施しを継続し、すべて受講
率100%を達成している。全職員対象セミナー以外の院内にお
ける感染対策についての研修は全14回実施し参加者累計は363
名だった。院内感染防止対策委員会は毎月一回定例開催した
。院内感染防止マニュアルは44項目の改訂、新型コロナウイ
ルス感染症対応マニュアルは6回の改訂を行った。またICTニ
ュースを12回発行し、感染対策に係る注意喚起や対応の周知
を行った。感染対策向上加算1要件に係る活動として加算2・3
及び外来加算の医療施設、小平市医師会、多摩小平保健所が
参加する地域連携カンファレンスを3回主催した。また新興感
染症発生訓練を多摩小平保健所と地域医療機関と合同で行っ
た訓練の動画により1回行い、加算２または３の医療機関9施
設と地域の20のクリニックが参加した。さらに、加算1施設間
の連携として公立昭和病院及び多摩北部医療センターと相互
ラウンドを行った。 
さらに、アデノウイルスベクターを用いた遺伝子治療や治

験が開始され、症例の増加が予想されるためカルタヘナ対応
について引き続き検討をすすめ、他施設等へ情報発信ができ
ればと考えている。 

 
（３）アクシデント対策 

患者影響レベル3b以上（アクシデント）は、減少傾向にあ
る。当院の特徴である転倒転落におけるアクシデントの対策
を継続して実施し、新しい対策の導入等の結果、減少に至っ
たと考えている。アクシデントについては、全例3カ月後評価
を行い、対策の継続性を確認した。また、週1回の医療安全管
理室カンファレンスでは、インシデントの対策について検討
した。 
病院内で起きたインシデントについて「医療安全ニュース

」などを発行ており、職員全体に注意喚起とマニュアル遵守
などについて周知を行った。インシデント報告で事故を未然
に防いだ事例も増加傾向にあり、医療安全文化の醸成に努め
た。 

 
２. 同規模・同機能の医療機関及び国立高度専門医療研究センター

間における医療安全管理体制の相互チェック及び独立行政法人国
立病院機構病院との患者誤認防止の取組み 
 

公立昭和病院との医療安全管理体制の相互チェックや南台病院
・緑成会病院の医療安全対策に関する評価は、WEB及び対面（対面
は公立昭和・南台病院のみ）にて継続し、評価のみならず意見交
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③ 患者の自己決定への支
援など患者等参加型医療
の推進 

 
患者との信頼関係を構築 

し、患者・家族が治療の選 
択、決定を医療者とともに
主体的に行うために必要な
説明と情報開示等を適宜行
い、引き続き患者・家族と
の情報の共有化に努めると
ともに、患者等参加型医療
及びセルフマネジメントの
推進の観点から、引き続き
患者等の医療に対する理解
を支援する機会の提供に努
める。 
また、患者の視点に立っ

た医療を提供するため、定
期的な患者満足度調査や日
常的な患者・家族の意見収
集を行うことで患者ニーズ
の把握に努め、引き続き診
療内容や業務の改善に活用
する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
○ 患者・家族が治

療の選択、決定を
医療者とともに主
体的に行うために
必要な説明や情報
開示等を実施する
ため、患者等参加
型医療及びセルフ
マネジメントの推
進に努めている
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

換や会議前後の資料やマニュアルの提供を行い、地域の医療の質
向上に取り組んだ。 

NHO・NC・国立療養所の東京グループ9施設の医療安全管理者会
議に関して継続して行っており、当院だけでなくグループ施設の
協力を得ながら、当院の医療安全対策に努めた。 
 

③ 患者の自己決定への支援など患者等参加型医療の推進 
 
１. 患者及びその家族との情報の共有化 

 
（１）医療観察法対象者に係る家族会等の開催 

医療観察法病棟に入院する対象者の家族は、被害者の家族で
あるとともに加害者の家族であることが多く、複雑なニーズを
持っており、家族との信頼関係の構築やケアの提供を目的とし
て家族相談会を毎年度約8回開催している。 

 
（２）ケア会議（精神科デイケア） 

精神科デイケアにおいては、統合失調症、気分障害、発達障
害、不安障害、人格障害等で生活環境調整が必要な患者を対象
に、医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、臨床心理士
等並びに患者及び家族、地域の支援スタッフが、患者同意のも
とでケア会議を開催した。患者及び家族の主体的な選択と決定
を促すために、個別ケアマネジメントを行い、会議においては
、患者の希望の実現に向けて、疾患に関する情報の共有、地域
生活における目標や計画の策定、利用可能な社会資源や環境の
調整を行っている。また、訪問看護ステーションにおいては、
地域生活を営む利用者個々のリカバリーを目指し、利用者が障
がいを抱えながらも地域で安心して暮らせるよう、利用者、そ
の家族を中心とし医療・福祉・行政等の関係者間でケア会議等
を開催し、地域生活状況の情報共有や課題解決に向けた協議を
行った。利用者が入院した場合やエントリー時には病院内にお
いて、主治医や担当看護師、担当精神保健福祉士、地域支援者
らと協同で退院後の地域支援計画を策定し、また、地域生活の
中では、地域生活支援センターや作業所、障害者居住施設、保
健所、市役所、権利擁護センター等の関係者らと支援計画を協
議し、合わせてケア会議を実施した。 
 

（３）認知症(オレンジカフェ)の開催 
平成 27年度より、認知症センターが認知症カフェ「オレンジ

カフェ」を毎月第４水曜日に１時間半、会場とオンラインのハ
イブリッド形式で開催している。認知症の患者やその家族、認
知症予防に関心のある人を対象に、専門医、認定看護師等によ
る無料相談、治験などの情報提供・医療相談、並びに参加者交
流の場を提供している。毎年のべ 200〜300 名が参加している。
参加者が LOVOT と一緒に遊ぶ様子が毎回みられ、会場とオンラ
インとの意思疎通もスムーズになってきている。ホームページ
や SNS 等に開催情報を掲載し、カフェに出られなかった方のた
めに守秘義務を守りながらその日に話題に出たことを振り返り
シートにまとめることも続けている。 

 
（４）セカンドオピニオン 

専門医が、持参された診療情報提供書、検査結果等をもとに
患者の意思決定の補佐を行っている。実績については、以下の
とおり。 
 

           セカンド 
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           オピニオン  情報提供書 
令和３年度    91件     18件 
令和４年度    122件     22件 
令和５年度    131件      8件 
令和６年度    131件     22件 
令和７年度    152件     14件 

 
（５）遺伝カウンセリング 

遺伝カウンセリング室の年間診療実績は77例であり、加えて
遺伝子検査前遺伝カウンセリング266件、検査後遺伝カウンセリ
ング253件（合計519件）を行った。疾患別内訳では、DMD、BMD、
脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、筋強直性ジストロフィー、
ハンチントン病、家族性アミロイドーシス、筋萎縮性側索硬化
症、ジストニア、周期性四肢麻痺神経線維腫症などの遺伝学的
検査を実施した。 

 
２. 患者や家族等と情報を共有するツールの活用による患者等参加

型医療の推進 
 

統合失調症・早期診断治療センターにおける患者手帳を使った
患者参加型の医療の推進の取組として、精神看護専門看護師によ
る１セッション１時間、計４回の双方向性を重視した心理教育を
看護相談外来で患者に施行した。 
 

３.  患者満足度調査の実施・分析と患者・家族の視点に立った医療
サービスの改善 
 
（１）患者満足度を向上させるための取組 

病院の医療サービス検討委員会等において、患者の意見に
耳を傾けることで、より良いサービスを提供する検討を継続
している。清掃の見直し、食事の改善、接遇研修の実施など
進めてきた。 
会計待ち時間の改善のため、窓口の運用を見直すだけでは

なく、外来にも協力してもらうことで待ち時間を削減するこ
とができている。 
令和５年度 平均待ち時間 ３０分 ※現在と同じ集計を開

始した年度 
令和７年度 平均待ち時間 １４分 （１６分の改善） 
毎年、患者満足度調査を実施した上で結果の分析を行い、

その結果を医療サービス検討委員会で検討している。各年度
における主な改善案は下記のとおり 
令和３年度は、各部署にて医療サービス改善計画を作成。

患者サービス等の改善に努めた。 
令和４年度は患者満足度調査の調査項目を見直し、病院独

自調査とすることで、結果を受けてから改善につなげる期間
を短縮できた。 
令和５年度からは 退院時アンケートを実施し、タイムリー

に患者の要望や苦情を把握し対処する仕組みを構築した。 
令和６年度も退院時アンケートによる患者の声を受け、清

掃方法や回数の改善、食材のリニューアル、電話交換手の増
員、接遇に関する自己チェック表の活用等を行った。 
令和７年度は付き添いベッドや床頭台の更新、入浴予約方法

の変更、Wifiのつながりやすさの改善に取り組んだ。苦情や要
望が減り、感謝の言葉が増えてきている。   

 
（２）患者満足度調査の実施 
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④ 入院時から地域ケアを見
通した医療の提供 

  
「良質かつ適切な精神障

害者に対する医療の提供を
確保するための指針（平成 
26 年厚生労働省告示第 65 
号）」において、厚生労働
大臣が定めた精神病床の機
能分化や精神障害者の居宅
等における保健医療サービ
スの提供等についての目指
すべき基本的な方向性を踏

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 入院時から地域

ケアを見通した医
療の提供を行い、
退院後の在宅支援
やデイケアにおけ
るケアマネジメン
トを通じて精神障
害者の地域生活支
援体制を強化する
とともに、精神疾
患患者の社会参加
を推進するための
アウトリーチ型の

患者満足度調査を実施し、必要時改善を行っている。職員の
対応等接遇に関する部分は、接遇研修を実施し、意識を高める
ている。年１回の患者満足度調査に加え、令和５年度からは退
院時アンケートを開始し、常にPDCAサイクルを回し、改善に取
り組む仕組みをつくった。 

 
（３）看護師長検討会における医療サービス改善に向けた活動 

    看護師長会の検討議題や、看護師長のグループ活動として
、令和３年度から令和７年度まで主に以下のような活動を計
画的に実施した。 
・接遇改善のための身だしなみチェック 
・患者の意思決定を支援するための学習や体制整備 
・身体拘束最小化に向けた手順書作成や部署ラウンド実施 
・虐待防止を目的としたロールプレイの実施 
・看護部を中心として、部署の災害訓練や電子カルテダウ
ンを想定した机上訓練 

 
（４）看護師長・副看護師長の管理能力向上のための取組 

看護師長会議や副看護師長会議のワーキンググループ活動
として、令和３年度から令和７年度まで主に以下の活動を計
画的に実施した。 
・５Ｓ活動により、各病棟内の掲示物の統一や患者にわか
りやすい表示とした 

・看護記録の充実を目指し、患者の経過や気持ち、チーム
医療の取り組みを記録に残す 

・インスタグラムにてNCNP看護部の取り組みを紹介し、職
員募集ツールとして活用 

・電子カルテやナースコールの更新に向け、使いやすく患
者安全につながる運用を検討した 

・転倒転落による受傷を減らすための看護用品（衝撃緩衝
マットなど）を購入した 

 
４. ゲノム・遺伝子情報に基づく医療の推進 

NCNPでのゲノム医療の実装のため、令和５年４月に開設された病
院の「ゲノム診療部」において、難病としての多くの遺伝性疾患が
保険収載される中で、多種類の疾患に対する検査前及び検査後の遺
伝カウンセリングが増加した。当センターの専門性を生かし、診療
に必要な検査を機動的に分子検査センターで行う体制が整い、運用
を開始した。令和7年度は、遺伝学的検査の検査前遺伝カウンセリン
グ 266件、検査後遺伝カウンセリング253件、分子検査センターにお
ける遺伝学的検査 57件を実施し、質の高い遺伝診療を実践した。 
 

④ 入院時から地域ケアを見通した医療の提供 
 
１. 退院後の在宅支援やデイケアにおける地域生活支援等のケアマネ

ジメントを通じた精神障害者の地域生活支援体制強化 
 

訪問看護ステーションから訪問件数は以下のとおり。 
 
【訪問看護件数】 
     令和３年度 ：7,513件 
   令和４年度 ：8,090件 
   令和５年度 ：8,369件 
   令和６年度 ：7,765件 
   令和７年度 ：7,813件 
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まえ、入院時から地域ケア
を見通した医療の提供を行
い、退院後の在宅支援やデ
イケアにおける地域生活支
援等のケアマネジメントを
通じた精神障害者の地域生
活支援体制を更に強化する
。 
また、精神疾患患者の社

会参加を推進するためのア
ウトリーチ型のモデル医療
を開発、実践するとともに
、全国への普及、均てん化
を図る。 
危機介入・病状悪化防止

等のため、疾患領域毎の地
域連携リストを更に充実さ
せてネットワーク化を進め
、入院から地域ケアまで一
貫した重点的な支援を実施
するとともに、他の医療ネ
ットワークと引き続き連携
し、他の精神科病院等から
の患者受入れを更に進める
。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 重症心身障害児（者）へ
の医療の提供 

 
重症心身障害児（者）への

医療においては、重症心身障
害児（者）のために原因の究
明、総合的な機能評価を実施
し、その結果に基づいた各機
能障害に対する専門的治療
を実施する。在宅支援のため 
に、在宅の重症心身障害児 
（者）に対しても、家族のレ
スパイトも兼ねて短期入院
による総合的な機能評価を 
行う。 
 
 
 
 

モデル医療の開発
及び実践、危機介
入・病状悪化防止
等のための疾患領
域ごとの地域連携
リストの充実等に
より、入院から地
域ケアまで一貫し
た重点的な支援に
取り組んでいる
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 重症心身障害児
（者）に対して、各
機能障害に対する
専門的治療や、在宅
支援のための、短期
入院による総合的
な機能評価等を行
っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２. 精神疾患患者の社会参加を推進するためのアウトリーチ型のモデ
ル医療の開発、実践、全国への普及、均てん化の取組み 

 
所沢アウトリーチ支援チームの過去4年間のサービス利用者の臨

床データを用いて「支援開始時の治療の有無」を説明変数、支援場
所、支援先、チームの支援種別、医療支援の種別を従属変数とした
回帰分析を実施した結果、未治療群は治療群と比べ、家族支援の支
援、来所による支援時間が長いことが明らかとなった。また過去4
年間の支援記録から対象者の基本属性、ACEsの体験率・種類を後方
視的に調査を実施した結果、利用者の54%が1つ以上のACEsを体験、
33%が累積ACEsを体験していることが明らかとなり、支援者とのACE
s体験の共有には足掛け2年ほどの時間が必要であることが示唆され
た。これらの研究は国際誌に掲載された。保健型アウトリーチの評
価に関する研究の一環としてTreatment Perceptions Survey、Trea
tment Perceptions Survey (Youth)、Headspace youth (mental he
alth) service satisfaction scale (YSSS)の日本語版作成のため
のデータ収集を実施した。 

 
３. 危機介入及び病状悪化防止等の取組 
 

地域医療連携推進のため、疾患領域毎の地域連携リストの作成を
行い、平成23年２月から開始した登録医療機関制度は令和３年４月
より「連携登録医制度」に変更し、令和８年３月末現在、登録医は
271名、連携医療機関は245機関となっている。（連携登録医制度に
ついては登録方法を見直しているため新規登録を中断している）。 

東京都精神科患者身体合併症医療事業については、令和７年度に
3件の依頼を受け、そのうち１件の入院を受入れた。残る2件につい
ては全身管理が必要なケースや当院で対応不可能な事例が多く、受
入不能、取り下げ又は中止となっている。 

感染症法第5類に引き下げられたことから、地域医療ネットワー
クへの参画を対面で行うようになった。特にセンター病院の所在地
である東京都北多摩北部保健医療圏を中心とした近隣保健医療圏及
び東京都の地域ネットワーク会議に参画した。 

また、当院主催の医療連携懇談会を2025年10月30日に開催し、51施
設、107名が参加した。 

 
⑤ 重症心身障害児（者）への医療の提供 
 
１．多職種との連携による総合的な機能評価に基づいた専門的治療

の実施 
医師、看護師、指導員、保育士、リハビリスタッフ、栄養士、

介助員、教員により総合的な機能評価を実施し、全職種で療育目
標会議を行い、多職種による専門的治療を行った。療養介護・医
療型障害児入所施設等MSW連絡会も年2回開催され、出席した。 

レスパイト入院については空床利用型で受け入れている。COVID
-19が令和5年5月より感染症法第5類に引き下げられたことから、
在宅重症心身障害児（者）の在宅支援を推進し、6病棟で350名（
昨年より20名減）、3南病棟8名（昨年より4名増）、2南病棟で21
名（昨年より15名増）受け入れた。 

特に他施設で対応困難な人工呼吸器装着者96名（約25％）、気
管切開154名（約41％）のある超重症児、準超重症児重症者を受け
入れた。家族の休養を兼ねた重症心身障害児（者）に特化した検
査入院、全身麻酔下歯科治療、骨折、肺炎等の合併症治療を推進
した。 

 
２．在宅重症心身障害児（者）のレスパイト入院の受け入れ 
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⑥ 効果的かつ効率的な病
院運営 

 
効果的かつ効率的に病院

運営を行うため、年間の病院
の手術件数・病床利用率・平
均在院日数・入院実患者数に
ついて、年度計画において数
値目標を定めて取り組む。 
また、数値目標の実績につ

いて、担当疾患に係る割合を
分析すること等により、国立
研究開発法人の病院として
適切かつ健全に運営を行う
ための病床規模等を検討す
る 。 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜定量的指標＞ 
■ 手術件数 
■ 病床利用率 
■ 平均在院日数 
■ 入院実患者数 
いずれも年度計画

において数値目標を
定める 

第5類に引き下げられたとはいえ、新型コロナウイルスの感染下
ではあった。在宅人工呼吸療法（気管切開陽圧呼吸、非侵襲的陽
圧呼吸）を含め、令和7年度はのべ379名（令和6年度のべ380名)の
在宅重症心身障害児（者）のレスパイト入院を受け入れた。また
、前年度と同様に介護者である家族の突発的な入院や死亡時には
、当院未受診であっても受け入れ、長期レスパイトなどで対応し
た。 

人工呼吸器使用の超重症の重症心身障害児 （者）など他施設で
対応困難な患者についても積極的に受け入れた。令和7年度は人工
呼吸器装着患者をのべ96名（昨年度より2名減）受け入れ、また、
気管切開患者ものべ154名（昨年度より3名増）受け入れた。 
 

⑥ 効果的かつ効率的な病院運営 
 
 定期的に実績の報告と検証をすることにより、患者の増減、時期
的な患者の変動を分析してきた。また、ベッドコントロール会議
を毎日実施することで、空き病床の共有をしている。また、より
高度で専門的な医療を提供をすることを目標にすることで、入院
患者の単価を上げている。 

 
（専門領域の手術件数）※mECT含む 
令和３年度 1,259件 
令和７年度 1,317件（58件増） 
 
（平均在院日数）※契約入院・医療観察法病棟を除外 
令和３年度 16.1日 
令和７年度 14.3日（1.8日短縮） 
 
（入院診療単価） ※医療観察法入院を除外 
令和３年度  一人１日あたり5,800.2点 
令和７年度  一人１日あたり6,049.8点（249.6点増） 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評価調書様式

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４ 
人材育成に関する事項 

関連する政策・施策 基本目標：安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり

の 

推進施策目標：政策医療の向上・均てん化 

関連する政策・施策 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律第１５条第

４項 

当該項目の重要度、難易

度 

 当該項目の重要度、難易度 行政事業レビューシート 予算事業 ID：002093、002097 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度  Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

生物統計学講座 
毎年度 10回以

上開催 
10回 10回 10回 10回 10 回 

 
予算額（千円） 806,805 827,753 851,325 830,274 940,647  

        決算額（千円） 845,899 825,741 773,883 849,682 864,155  

        経常費用（千円） 860,269 824,636 779,778 855,184 865,254  

        経常利益（千円） ▲590,825 ▲526,679 ▲435,818 ▲556,887 ▲587,202  

        
行政コスト（千円） 

 
893,336 857,091 812,112 829,935 894,009  

        

従事人員数 

令和８年３月 31 日時点 

（非常勤職員含む） 

53 50 45 30 29  

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

人材育成に関する事項 

具体的には、 

・リーダーとして活躍できる人材の育成  

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

＜その他事項＞  
別 紙 に 記 載 
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・ センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、精

神・神経疾患等に関する医療、研究 （特に橋渡し研究）及び

関係政策を推進するにあたりリーダーとして活躍できる人材

の育成を行う。 

・モデル的研修・講習の実施 

 ・ 高度かつ専門的な医療技術に関する研修を実施するな

どモデル的な研修及び講習を実施し、普及に努める 

 

（２） 目標と実績の比較  

（定量的指標）  

・臨床研究に携わる人のための生物統計学講座の開催回数 50 回 

   中長期目標 50 回 

実績 50 回（対中長期計画 100％） 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

・専門人材の育成及び医療の均てん化の推進 

生物統計学をはじめとする研究人材の育成に取り組むとともに、

精神保健医療や認知行動療法等に関する専門研修を実施し、医療

従事者の育成及び医療の均てん化を推進した。また、アジア地域を

中心とした海外の医療従事者への研修を通じて、国際的な人材育

成にも取り組んだ。 

 

（４）評定 

上記含むその他の成果は、所期の目標を達成していると認められ

ることから「Ｂ」評定とした。 

 

 ＜今後の課題＞ 

 次期中長期目標期間においては、これまでの実績及び環境の変化を踏

まえた定量的指標の策定を検討すること。 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 

  

 

４．その他参考情報 

  

 



様式２―２―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－４ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 
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 ３．人材育成に関する事項  

[教育研修事業] 

 

人材育成は、センターが医

療政策を牽引する上で特に重

要なものであることから、セ

ンターが国内外の有為な人材

の育成拠点となるよう、精

神・神経疾患等に関する医

療、研究（特に橋渡し研究）

及び関係政策を推進するにあ

たりリーダーとして活躍でき

る人材の育成を行うととも

に、教育・研修方法の開発な

どにより、モデル的な研修及

び講習の実施及び普及に努め

ること。 

具体的には、高度な医療技

術を有する外国の医師が、そ

の技術を日本の医師に対して

教授するために来日するケー

スや、海外のトップクラスの

研究者が、日本の研究者と共

同して国際水準の臨床研究を

実施するために来日するケー

スも想定されることから、国

内外の有為な人材の育成拠点

となるよう、センターが担う

疾患に対する医療及び研究を

推進するにあたり、リーダー

として活躍できる人材の育成

を継続して実施する。 

また、企業との連携調整や

研究成果の活用促進等に取り

組むリサーチ・アドミニスト

レーターなど、臨床と直結し

た研究の実施に必要となる支

援人材の育成及び確保につい

ては、JH のほか大学などアカ

デミア機関や企業等とも連携

し取り組む。 

高度かつ専門的な医療技術

に関する研修を実施するな

ど、モデル的な研修及び講習

を実施し、普及に努める。 

なお、研修等について、中

長期計画等に適切な数値目標

３．人材育成に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）リーダーとして活躍

できる人材の育成 
 
国内外の有為な人材の育

成拠点となるよう、精神・
神経疾患等に対する医療及
び研究（特にトランスレー
ショナルリサーチ）及び関
係政策を推進するに当たり
、リーダーとして活躍でき
る人材の育成を引き続き実
施する。このため、臨床研
究研修制度等を活用してレ
ジデント及び流動研究員等
への教育を行う。厚生労働
省依存症治療・相談拠点設
置事業の薬物依存症に関す
る全国センターとして、地
域で治療・相談支援にかか
わる実務者に対する研究会
を実施する。実務者・指導
者に対して、臨床研究に携
わる人のための生物統計学
講座を毎年度10回以上開催
する。 
また、企業との連携調整

や研究成果の活用促進等に
取り組むリサーチ・アドミ
ニストレーターなど、臨床
と直結した研究の実施に必
要となる支援人材の育成及
び確保については、JHのほ
か大学などアカデミア機関
とも連携し取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜定量的指標＞ 
 
■ 実務者・指導者

に対して、臨床研
究に携わる人のた
めの生物統計学講
座を毎年度 10回
以上開催する。 

 
＜評価の視点＞ 
 
○ 精神・神経疾患

等に関する医療、
研究（特に橋渡し
研究）及び関係政
策を推進するにあ
たりリーダーとし
て活躍できる人材
の育成を行ってい
るか。また、国立高
度専門医療研究セ
ンター医療研究連
携推進本部のほか
大学などアカデミ
ア機関や企業等と
も連携し、リサー
チ・アドミニスト
レーターなど臨床
と直結した研究の
実施に必要となる
支援人材の育成及
び確保に取り組ん
でいるか。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人材育成に関する事項 
 

統計初学者の受講も念頭にしたコースとして、平成29年度に開設
した「臨床研究に必要な統計的基礎知識講座」を継続し、中長期目
標期間中、年間10回開催することができた。 

 
 
 
 
（１）リーダーとして活躍できる人材の育成 
 
１. レジデント及び流動研究員等への教育内容等の充実 
 

ア 臨床研究研修制度(Clinical Research Track)の開催 
NCNPが実施した研究者、研究開発人材の教育・人材育成に

係る教育訓練として、以下のセミナー等を実施した。また、
若手研究グループ等を通じて、レジデント、コメディカルス
タッフ及びリサーチフェロー等への教育・指導内容の充実に
取り組んだ。 
・生物統計セミナー 
・若手育成カンファレンス 
・研究者対象セミナー～臨床疑問を解決できる観察研究を実践
してみよう～ 
 

イ 若手研究グループ 
 精神・神経疾患等の研究・医療における専門家を養成するた
め、若手研究グループ事業を継続し、研究を行った。また、研
究所と病院スタッフの協働による萌芽的研究プロジェクト研究
を行うことを目的とした研究指導を実施した。 

 
２. 臨床研究への志向性の高い若手臨床医・研究員に対するアドバ
ンスドコースの設置 

 
臨床研究への志向性の高い若手臨床医・研究員に対しては、毎

年、これまでと同様に個別的な研究相談などの支援を実施した。
また、臨床の指針となるガイドラインの構築には、臨床試験のデ
ザインを吟味し、その結果を統合する、系統的レビュー／メタ・
アナリシスは不可欠であるが、実際にガイドライン作成に携わっ
た研究者を招聘した、系統的レビュー／メタアナリシス入門講座
を令和4年から令和6年に実施した。 

 
３.地域における発達障害診療拠点となる医師の育成のための研修及

び医療行政の立場から地域連携の構築を担う看護師、臨床心理士
等を対象とした研修の実施 

 
  発達障害者支援法に示されている、専門家養成のため、全国で

開催された、かかりつけ医等発達障害対応力向上研修の基礎研修
として、発達障害支援者研修パート1、パート2、パート3、および
行政実務研修を開催し、延べ2,000人以上が参加し、受講者の研修
に対する満足度も非常に高かった。 

 
４.看護師の人材育成の充実 
 
  看護部教育委員会を組織し、経年別の研修を企画・運営してい

る。当院独自のクリニカルラダーから日本看護協会が示すキャリ
アラダーへ移行できるよう、評価方法や申請手順などを整備した

＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 
第３期中長期目標期間における人材育成に関する成果は、中

長期目標等における目標を達成し、精神・神経疾患等の研究・
医療における専門家を養成するため、数多くの研修を受け入れ
ており、期待される成果が得られている。よって、自己評価を
Ａとしている。 

 
＜目標の内容①＞ 

国立高度専門医療研究センターの目的の一つである技術者
の研修等を行うことについて、定量的な指標として中長期計画
において、研究分野において重要で全国的な需要の多い生物統
計講座の開催を毎年度 10 回以上開催することを目標としてい
る。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
 ナショナルセンターの目的の一つである技術者の研修等を行
うことについて、定量的な指標として、年度計画において、全
国的な需要の多い生物統計学講座の開催を 10回以上開催する
ことを目標としており、令和３年度から令和７年度においては
目標どおり全ての年度で 10 回以上開催し、延べ 1,000人越が
参加した。 
 精神保健研究所において、全国の自治体職員や医療従事者等
に対して｢認知行動療法の手法を活用した薬物依存症に対する
集団療法研修(SMARPP)｣や「発達障害研修（指導者養成研修・
行政実務者研修）」等の研修を開催し、令和３年度から令和７
年度において延べ 13,000 人以上が参加し、受講者の研修に対
する満足度も非常に高かった。 
 また、CBT センターでは、CBTの実践に関して、厚生労働省
から研修事業にかかる補助を受け、基礎から実践的な内容まで
幅広い研修を実施し、令和３年度から令和７年度において延べ
4,000人以上が参加した。基礎的な研修により CBT の裾野を広
げるとともに、実践的な研修により専門人材の育成に寄与し
た。 
  その他、診療報酬の施設基準に対応した専門的な研修を実施
した。 
 センターが中核機関として実施している精神・神経・筋疾患
領域の高度な診断法・治療法等について、特にアジアを中心と
した海外の医療従事者を対象に技術研修を行い、当該国におけ
る医療の実践につながった。 

 
＜目標の内容②＞ 

センターにおいて実施する人材育成については、リーダー
として活躍できる人材の育成を目的とし、精神・神経疾患等
に対する医療及び研究等を推進するに当たり、リーダーとし
て活躍できる人材の育成並びにレジデント及び流動研究員等
への教育を行うことについて評価する。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
実務者・指導者に対して臨床研究に携わる人のための生物

統計学講座を毎年 10回開催した。 
看護師の人材育成について、センターに所属する専門看護

師・認定看護師による、専門的技術及び知識が学べる研修を
開催した。センターに特徴的な看護ケアに関する院内認定看
護師（スキルナース）制度として呼吸ケア・口腔ケア・行動
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中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の
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主な業務実績等 自己評価 
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を設定すること。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

。専門・認定看護師が主催する専門講座を開催した。院内職員向
けのコースの他、地域の医療従事者や介護従事者向けのセミナー
を毎年開催している。対面開催からオンライン形式とすることで
、毎年100名程の参加があり、精神・神経・筋疾患領域の支援者の
ケア能力向上に寄与している。院内教育もTeamsを活用したオンラ
イン講義やオンデマンド化により、多数の看護師に研修機会を提
供できた。また、エキスパートコースを、2年での履修を可能にし
たり、受講生の関心分野の講義を選択できるようにし、受講生の
学習意欲を高め、ジェネラリスト育成に貢献できた。院内認定制
度も複数あり、看護の質向上、ひいては寄与している。 

 
５. 患者・家族の人権を尊重し、倫理的配慮ができる人材、リーダ

ーとして活躍できる人材の育成 
 

病院職員を対象とした研修とした「患者の権利と医療の倫理につ
いて」、「人を対象とする臨床研究に関する倫理について」の内容
を、毎年更新し、最新の情報を病院職員に提供した。また、毎年病
院研究発表会を開催した。 

 
６．生命倫理及び臨床倫理並びに被験者保護や研究公正等の研究倫

理教育の実施 
 

精神・神経疾患等に関する医療における患者・家族の尊厳およ
び人権の尊重、ならびに個人情報・プライバシーの保護について
、期間中には毎年、以下の教育・研修を実施した。（期間内に担
当者の交代もあり、一部の講習会では名称が変更されている） 

・倫理講習会 1回 
・個人情報保護に関する研修 1回 
・医の倫理・患者の権利 1回 

 
 責任ある研究者育成のために、期間中には毎年、被験者保護、
研究公正に関する以下の研究倫理教育を実施した。 

・研究倫理講習会 1回 
・研究公正・研究インテグリティに関する研修 1回 

 
７. 全国の若手研究者及び臨床家を対象とした講座等の開催 

 
NCNPが実施した全国の若手研究者及び臨床家を対象とした臨床

研究デザインや品質マネジメントに関するワークショップ等につ
いては以下のとおりである。 
・生物統計セミナー（毎年10回） 
日本臨床試験学会共催の研究者育成のためのグループワーク
を伴うセミナーを開催した 

・研究者対象セミナー～臨床疑問を解決できる観察研究を実践し
てみよう～ 

 
８. 専門家の養成を目的に、連携先の学生の研究指導や実習生受入

れ、合同シンポジウムやポスター発表等を通じて研究成果発表の
場を提供 

 (単位：人又は件) 
 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

連携大学院への
参画件数 

13 15 15 15 15  

客員教授（教

員）・准教授（教
53 64 64 57 59  

制限、摂食・嚥の４領域のスキルナースの育成を行った。 
また、患者・家族の人権を尊重し倫理的配慮ができる人材

を育成するため、病院の職員を対象に「人を対象とする臨床
研究に関する倫理について」を開催した。加えて、個人情報
やプライバシー保護等に関する知識を深めるため、生命倫理
セミナーや研究倫理講習会を開催した。 
 

＜目標の内容③＞ 
モデル的研修・講習の実施について「最先端の医療技術を

普及することによる医療の均てん化を促進するため、地域で
中核的に診療に携わっている医師等に対して、うつ病、統合
失調症やパーキンソン病に対する治療法の研修を実施してい
るか。」という点について評価することとしている。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
 
病院精神診療部を中心に、メディカル向け電気けいれん療

法（ECT）研修を実施し、109 人が受講した。また、東京都か
らの受託を受け難治性精神疾患研修（難治性精神疾患に対す
る専門的治療研修）を開催し、医療関係者だけでなく、地域
支援事業者や行政関係者に対し、クロザピンや ECT といった
専門的治療に関する理解の促進を図り医療の均てん化に貢献
した。 
精神保健研究所では、発達障害者支援研修や、PTSD 対策専

門研修等、年間を通じて 20 回以上の研修を開催し、第 3期中
長期目標期間延べ 13,000 人以上が参加した。 
認知行動療法（CBT）センターでは主に基礎的な内容である

オンデマンド配信の研修から実践的な研修、個別スーパービ
ジョンによる高度な専門家訓練（厚生労働省の認知行動療法
研修事業を受託）まで幅広い研修を実施した。年間を通し
て、うつ病や強迫症など様々な疾患に対する認知行動療法研
修を実施し、第 3期中長期目標期間 4,000人以上が参加し
た。 
 

＜その他の目標（指標）と実績の比較＞ 
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（２）モデル的研修・講習
の実施 

 
最先端の医療技術を普及

することによる医療の均て
ん化を促進するため、地域
で中核的に診療に携わって
いる医師等に対して、うつ
病、統合失調症やパーキン
ソン病等に対する治療法の
研修を実施す 
る。 
また、医療従事者等に対

する精神・神経疾患等の各

種モデル的研修・講習（精

神保健医療に関連する研

修、発達障害の早期発見や

未診断発達障害成人の医療

的対応、光トポグラフィー

等）を引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〇 高度かつ専門的

な医療技術に関す
る研修を実施する
など、モデル的な
研修及び講習を実
施し、普及に努め
ているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

員）の参画件数 

学生の研究指導

（連携大学院生

（NCNP受入） 

50 57 61 54 57  

学位取得数（博士） 9 6  8 4 8  

学位取得数（修士） 3 3 4 4 1  

学位取得数（学士） 2 2 2 2 2  

 
・ 東京慈恵会医科大学は、令和２年１０月の協定締結以来、

合同シンポジウム、及び研究発表会を開催している。研究成
果発表の場としてだけでなく、両機関にて連携大学院関係者
以外にも広く周知し、連携大学院制度のアピール、及び参加
の機会を提供している。 

 
・ 東京農工大学は、平成２６年１月の協定締結以来、コロナ

禍の中断はあったが、ほぼ毎年、合同シンポジウムを開催し
ている。ポスター発表、及び討論・意見交換会を通して、研
究成果の発表と、学生の相互交流をはかっている。 

 
 

（２）モデル的研修・講習の実施 
 

１．精神疾患に対する認知リハビリテーションに関する研修 
 

神経認知リハビリテーション技法であるNEARの研修は毎年２回
開催し、参画者はCRS（認知矯正療法士）の資格を取得した。 

 
２. パーキンソン病や脊髄小脳変性症などに対して、センターで実

践しているリハビリテーション法に関する研修 
 

パーキンソン病、脊髄小脳変性症、脊髄性筋萎縮症、筋萎縮性
側索硬化症などを中心にリハビリテーション治療に関する論文を2
5編、国内外の雑誌に報告した。またパーキンソン病、脊髄小脳変
性症、脊髄性筋萎縮症、筋萎縮性側索硬化症、デュシェンヌ型筋
ジストロフィーの身体機能評価に関するデータベース化を図り、
データの蓄積と、それから得られる知見について、論文報告、国
内外の学会にて発信した。神経難病に対するリハビリテーション
治療の均てん化を目的として、令和４年度より、公益財団法人日
本理学療法士協会の生涯学習制度における認定理学療法士で、神
経筋障害認定理学療法士の教育機関として認証を受け、臨床認定
カリキュラムを開始した。 

患者本人や医療・介護スタッフが利用できるわかりやすいリハ
ビリテーション動画を作成し、認定理学療法士取得のための受講
生に公開した。 
 

３. 精神科医療に従事するメディカルスタッフに対する電気けいれ
ん療法（ECT）研修 

 
 精神科医療に従事するメディカルスタッフが電気けいれん療法
（ECT）の治療効果、副作用、治療室での支援、多職種連携等につ
いて理解し、ECTの普及及び治療・ケアの標準化を推進することを
目的とする。オンデマンド配信とライブ配信による総合討論会を実
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施した。 
 
４．専門医療機関としての地域における難治性精神疾患に関する研

修等の実施 
 

東京都難治性精神疾患地域支援体制構築事業として以下の活動
を実施した。 
ア 研修（難治性精神疾患に対する専門的治療研修）の実施 

都内の医療機関に従事する医療関係者のほか、地域支援事業
者・行政関係者を対象に実際の臨床、治療効果、経過、退院後の
支援イメージを共有し、医療・福祉の質を向上させ、「難治性精
神疾患に対する専門的医療（クロザピン、ECT）」に関する理解
促進を目的に研修会を開催。オンデマンド配信とライブ配信によ
る総合討論会を実施した。 

イ 難治性精神疾患相談窓口 
都内の精神科病院等に従事する職員や地域で難治性精神疾患

を有する方への支援に携わる事業者並びに行政関係者を対象に、
「難治性精神疾患及び専門的治療（クロザピン、ECT）」に関す
る相談を受け、助言する窓口を開設した。 

ウ 難治性精神疾患サポートブックの更新 
クロザピン及びECTに関する知識の向上や医療連携の参考とな

る内容を掲載したサポートブック（PDF形式）を改定した。 
 
５. ワークブックを用いた薬物依存症に対するグループ療法の研修

会 
 

法務省が主催する全国の保護観察所および刑事施設職員を対象
とした「薬物依存対策研修」において、SMARPPのファシリテーシ
ョンスキル向上を目指す対面講習を実施した。また、精神保健研
究所が主催する全国精神科医療施設等職員を対象とした「認知行
動療法の手法を活用した依存症集団療法研修」を対面形式で開催
した。 
 

６. 全国の医療機関、福祉相談機関の保健医療従事者を対象としたP
TSD及び摂食障害に関する研修 

 
池田小学校児童殺傷事件（2001年）を機に発足した厚生労働省

のPTSD研修事業を受託している。毎年、基礎研修２回、専門研修
２回、犯罪被害者対策研修１回を開催している。多くの方に参加
いただくため、専門研修1回以外はWebで開催している。令和3年度
1,332人、令和4年度1,352人、令和5年度1,633人、令和6年度1,658
人、令和7年度1,256人と毎年1,000人を超える受講者に参加いただ
き、事業発足以来の受講者の累計は20,179人となった。 
 

７．PFA（Psychological First Aid）を実地で応用できる人材の育
成 
 
 令和3年度にPFA研修を実施できるファシリテーターを養成する
ための研修会を開催し、9名のファシリテーターを育成した。また
、PFAファシリテーター有資格者のためのスーパーバイズ研修会を
2回開催した。 

令和5-7年に度東京都災害時精神科医療体制整備事業（災害時精
神科医療研修）を実施し、災害拠点精神科病院3病院、災害拠点精
神科連携病院24病院の医師、看護師、事務職員等、合計164名が参
加した。 
【東京都災害時精神科医療体制整備事業（災害時精神科医療研修）
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の年度別回数・人数】 
令和5年度は1回64名、令和6年度は1回48名、令和7年度は1回52名 

 
８. その他のモデル的研修の実施状況 

 
（１）精神保健に関する技術研修 

令和3～7年度に精神保健研究所において、「摂食障害治療研
修」「災害時PFA研修」「統合失調症の標準治療研修」「うつ病
の標準治療研修」「薬物依存臨床医師研修」「薬物依存臨床看
護等研修」「認知行動療法の手法を活用した薬物依存症に対す
る集団療法研修」「精神科救急医療体制整備研修」「精神保健
医療福祉データ行政活用研修」「PTSD対策専門研修」「発達障
害者支援研修」「入院者訪問支援事業研修」「強迫症対策医療
研修」「「ADHD児の親へのペアレント・トレーニング実施者養
成研修」「stair narrative therapyワークショップ」「PTSD持
続エクスポージャー療法研修」等を実施し、全国から自治体職
員、医療従事者等が令和3年度1,968名、令和4年度2,597名、令
和5年度3,007名、令和6年度3,416名、令和7年度2,569名参加し
た。 
対面開催の他、オンライン開催も取り入れ、遠方の方や時間

に限りがある方でも参加しやすくした。次年度の開催案内とし
て、１月には研修要項を自治体等へ発送、HPでも公開した。 
 

（２）認知行動療法研修 
リカバリーを目指す認知療法研修を開始した。厚生労働省認知

行動療法研修事業の委託を受け、各種研修及び認知行動療法の実
施の指導（スーパービジョン）を提供した。認知行動療法の基礎
研修及び各疾患に対する認知行動療法研修、対面またはオンライ
ンで実施した。 

 
（３）医療観察法病棟における研修 

コロナ禍後、感染対策にも留意しながら、積極的な受け入れを
再開し、厚生労働省、法務省、裁判所、大学などから毎年度、数
十施設より100名を超える見学・研修を受け入れている。 

 
（４）光トポグラフィー研修 

光トポグラフィー検査を精神疾患の鑑別に利用する医師・臨
床検査技師等に、その知識・技術・所見等の情報を提供し、当
検査を用いた精神疾患診断支援の手法の普及・促進を図ること
を目的とした講習会を開催した。 
（光トポグラフィー検査が診療報酬適用される際に、当セン

ターでの研修を修了している常勤医師の配置が施設基準の1つと
されている。） 
 

（５）包括的暴力防止プログラム研修 
CVPPP指導者養成研修は毎年2回開催し、毎回院外の医療機関

や福祉施設、行政機関からの受講者を受け入れた。令和３年度
から令和7年度の受講者累計は139名であった。 
毎年募集開始後すぐに定員に達し、他施設からのニーズも高

い。精神疾患のモデル的研修として、院内だけでなく院外からの
受講者の専門的知識・技術の向上に貢献している。 

 
（６）遺伝カウンセリングセミナー 

遺伝勉強会として臨床遺伝学、遺伝カウンセリングに関するWe
bでの講義形式のセミナーを開催した。臨床遺伝専門医研修のた
めの遺伝カウンセリングケースカンファレンスを開催した。 



様式２―２―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－４ 

中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

103 / 140 

 
（７）ペアレント・トレーニングを実施する指導者に対する指導者

養成研修 
注意欠如・多動症のペアレント・トレーニングを各地で実施す

る指導者に対する研修として、「医療機関における注意欠如・多
動症(ADHD)児の親へのペアレント・トレーニング実施者養成研修
」を開催した。 
 

（８）認知行動療法研修の実施 
厚生労働省認知行動療法研修事業において、認知行動療法の

基礎研修及びうつ病、不安症、強迫症、PTSD等の精神疾患に対
する研修開催、認知行動療法の指導（スーパービジョン）を提
供した。対面またはオンラインで実施し延べ6,504名が参加した
。認知行動療法の基礎研修の前後でアンケートを実施し、研修
評価を行い、研修前後で知識や認知行動療法の実施に対する自
信がついていることが確認された。また、認知行動療法の熟練
者（スーパーバイザー）と協議を重ね、今後の認知行動療法の
普及・実装に向けた戦略について検討した。 

 
（９）ウェブサイト「認知行動認知行動療法マップ」の運用 

厚生労働科学研究費「認知行動療法の技法を用いた効率的な
精神療法の施行と普及および体制構築に向けた研究（20GC1801
）」の成果物であるウェブサイト「認知行動療法マップ（https
://cbtmap.ncnp.go.jp/）を運用し、誰でも認知行動療法の各技
法の説明動画の閲覧や、認知行動療法において用いるワークシ
ートや患者用テキスト、マニュアルのダウンロードを行えるよ
うにして、認知行動療法の普及、臨床支援、研修受講者の受講
後の学習のフォローアップを行った。 

 
（10）提供した研修の評価 

令和３年度から令和６年度にかけてCBTセンターで提供した10

研修の評価を実施した。研修前の認知行動療法の実施と比較し

て、６か月後の調査で実施回数が増加したことを明らかにした

。また、研修前の実施経験は研修直後の実施意図を高めること

を明らかにした。これらの結果から、研修の質が担保されてい

ることが示唆された。この結果に関する成果をAssociation for 

Behavioral and Cognitive Therapies (ABCT) 59th Annual 

Conventionにて発表した。 
令和７年度の厚生労働省認知行動療法研修事業において提供した

「認知行動療法の基礎研修及びうつ病に対する認知行動療法ワーク

ショップ」を評価した。研修受講後には、認知行動療法の実施に対

する自信の強さを示す平均値は上昇していた。さらに、本研修受講

後は、認知行動療法の実施に対する意欲や理解度の向上が認められ

た。これらの結果は、本研修は認知行動療法を臨床現場で実践する

ことへの動機付けにも寄与したものと考えられる。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－５ 
医療政策の推進等に関する事項 

関連する政策・施策 基本目標：安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり

の 

推進施策目標：政策医療の向上・均てん化 

関連する政策・施策 高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律第１５条第

５項、第６項 

当該項目の重要度、難易

度 

 当該項目の重要度、難易度 行政事業レビューシート 予算事業 ID：002093、002097 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度  Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

ホームページアクセス件数 530万件以上／

年 

800 

万件 

842 

万件 

1340 

万件 

1976 

万件 

1807 

万件 

 予算額（千円） 
23,062 27,475 27,598 33,250 40,203  

        
決算額（千円） 

26,513 25,182 30,988 38,004 39,226  

        経常費用（千円） 25,851 25,632 32,426 37,669 41,582  

        経常利益（千円） ▲23,452 ▲23,336 ▲1,933 ▲ 35,754 ▲36,699  

        
行政コスト（千

円） 
25,851 25,632 32,426 37,669 41,582  

        

従事人員数 

令和８年 3 月 31 日時点 

（非常勤職員含む） 

0 0 0 0 0  

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

 

評定 Ａ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

医療政策の推進等に関する事項 

具体的には、 

・ 国への政策提言に関する事項 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

＜その他事項＞  

別 紙 に 記 載 
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中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 
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・医療の均てん化に関する事項、情報収集及び情報発信 

 ・関係学会等と連携して中核的医療機関のネットワーク化

を推進し、高度専門医療の普及及び標準化に取り組むととも

に、精神・神経疾患等の予防・診断・治療に関する科学的根拠

に基づく情報を、ホームページや SNS 等を活用して国民及び

医療機関へ広く発信し、正しい知識の普及と情報提供の充実

を図る。 

 

（２） 目標と実績の比較  

（定量的指標）  

 

・ホームページアクセス件数 

   中長期目標  530 万件 

実績     6763 万件（対中長期計画 255％） 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

精神・神経分野における政策提言の推進 

精神科医療、医療観察法及びてんかん医療に関する研究成果を踏

まえ、診療報酬改定に向けた提言を行い、精神科地域包括ケアや在

宅・救急医療の充実、てんかん治療の評価等の制度整備に貢献し

た。 

薬物乱用対策及び薬事制度整備への貢献 

危険ドラッグや濫用のおそれのある医薬品に関する研究を推進

し、指定薬物や麻薬指定に必要な科学的根拠を提供するとともに、

市販薬の乱用防止等に係る制度整備に貢献した。 

国民の健康づくりに資する情報発信の推進 

「健康づくりのための睡眠ガイド 2023」の作成等を通じて、睡眠

に関する科学的知見の普及及び国の健康づくり施策の推進に取り

組んだ。 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を上回る成果が得られて 

いると認められることから「Ａ」評定とした。  

 

 ＜今後の課題＞ 
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 特になし 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 
 

 

４．その他参考情報 
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４．医療政策の推進等に関す
る事項[情報発信事業] 

 
（１）国への政策提言に関す

る事項 
 

研究、医療の均てん化及び 
NC等の連携によるデータベー
スやレジストリ整備等に取り
組む中で明らかになった課題
や我が国の医療政策の展開等
のうち、特に研究開発に係る分
野について、患者を含めた国民
の視点に立ち、科学的見地を踏
まえ、センターとして提言書を
とりまとめた上で国への専門
的提言を行うこと。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．医療政策の推進等に関
する事項 

 
（１）国への政策提言に関
する事項 

 
精神・神経疾患等に関す

る医療政策等の緊急性の高
い課題を効果的、効率的に
解決できるよう、国内外で
の研究成果及びNC等の連携
によるデータベースやレジ
ストリを通じて得られた知
見等を踏まえ、センターと
して提言書をとりまとめた
上で専門的な政策提言を行
う。 
特に危険ドラッグなどに

ついては、依存性・細胞毒性
等を評価して科学的データ
を提供するなど国策として
の薬物使用の禁止及び制限
についての提案（依存性薬物
の指定）を行うとともに、治
療 法 の 開 発 、 普 
及を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

＜評価の視点＞ 

 
○ 研究開発に係る

分野について、患
者を含めた国民の
視点に立ち、科学
的見地を踏まえ、
センターとして提
言書をとりまと
め、国への専門的
提言を行っている
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．医療政策の推進等に関する事項 
 
 
（１）国への政策提言に関する事項 
 
１．政策提言 
 

【令和４年度診療報酬改定】 
 「療養生活継続支援加算」について、精神科外来における包括
的支援マネジメントの必要性についての研究成果を示し、新設
に貢献した。 
「精神科在宅患者支援管理料」について、精神科訪問診療の

主たる対象者は長期入院後の退院者に加えてひきこもり、治療
中断ケースなども重要で あることの研究成果を示し、患者要
件の見直しに貢献した。 

【令和６年度診療報酬改定】 
「精神科地域包括ケア病棟入院料」について、精神科病棟に

おける包括的支援、外部の支援機関との連携・協働の必要性と
その効果についての研究 成果を示し、新設に貢献した。 
 「療養生活継続支援加算」について、精神科在宅患者におけ
る包括的支援マネジメントの必要性についての研究成果を示し
、在宅患者への評価が 追加されたことに貢献した。 

【令和８年度診療報酬改定】  
医療観察法について「地域移行支援病棟」と「一般病棟」病

棟機の能分化の提言とその人員配置基準を提言した。また、看
護配置の実質配置基準への変更のための調査・資料提供を実施
し貢献した。 
「精神科救急急性期医療入院料」について、研究成果を示し

「精神科救急等病棟必要性チェックリスト」が導入され、非自
発的入院要件に替わり、 チェックリスト3点以上の者が新規入
院の6割以上であることが施設基準の新設に貢献した。 
 精神科病棟等に入院中の慢性維持透析患者について、研究成
果を示し、精神科病棟等に入院中の患者に対する透析の評価が
出来高化され、精神疾患を有する患者の身体合併症対応を支え
る評価が充実した。 
 難治てんかんに対する低侵襲外科治療の「定位的ラジオ波温
熱凝固治療（RFTC）」について、当センターが多施設共同で行
った研究成果を示し令和８年度診療報酬改定に新規技術として
収載された。 
令和3年度から令和7年度にかけて危険ドラッグ（18物質）の

有害作用を調査し、指定薬物として規制するための科学的デー
タの提供と提言を行った。指定薬物(26物質)の依存性評価を実
施し、当該データに基づいて麻薬に指定された。 
令和4年度第3回厚生労働省薬事・食品衛生審議会薬事分科会

医薬品等安全対策部会にて、一般用医薬品（市販薬）の乱用・
依存に関する研究成果を発表した。この審議を踏まえ「医薬品
、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
施行規則第十五条の二の規定に基づき濫用等のおそれのあるも
のとして厚生労働大臣が指定する医薬品の一部を改正する件」
により改正され、濫用等のおそれのある医薬品の範囲が見直さ
れた。（令和5年2月8日、薬生発0208第1号） 
厚生労働省の薬事審議会（医薬品等安全対策部会）にて、濫

用等のおそれのある医薬品の成分指定に係る研究、令和7年度厚
生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュ
ラトリーサイエンス政策研究事業）の研究成果を報告し、改正

評定： Ｓ 
 

第 3期中長期目標期間における医療政策の推進等に関する
事項に係る成果は、次のとおり国への政策提言に関する事
項、医療の均てん化及び情報の収集・発信に関する事項並び
に公衆衛生上の重大な危害への対応に係る個々の目標ごとに
中長期目標における所期の目標を上回る成果を得られたと認
められることから、自己評価をＳとしている。 
 

 
＜目標の内容①＞ 

国への政策提言については、精神・神経疾患等に関する医
療政策及び自殺対策等の緊急性の高い課題を効果的、効率的
に解決できるよう、国内外での研究成果等を踏まえ、政策へ
の貢献についてセンターとして取り組みを評価することとし
ている。 
また、公式ホームページや SNS（公式 Twitter）等による国

民及び医療機関への情報発信としてホームページアクセス件
数を年 530 万件を指標とする。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
第 3 期中長期目標期間には、これまでの研究結果等を踏ま

え、以下のとおり専門的提言を行ったことにより、各種の政策
につなげる成果や成果への道筋に至った。 
 
【令和４年度診療報酬改定】 
   「療養生活継続支援加算」について、精神科外来におけ
る包括的支援マネジメントの必要性についての研究成果
を示し、新設に貢献した。 

  「精神科在宅患者支援管理料」について、精神科訪問診
療の主たる対象者は長期入院後の退院者に加えてひきこ
もり、治療中断ケースなども重要で あることの研究成果
を示し、患者要件の見直しに貢献した。 

【令和６年度診療報酬改定】 
  「精神科地域包括ケア病棟入院料」について、精神科病
棟における包括的支援、外部の支援機関との連携・協働の
必要性とその効果についての研究 成果を示し、新設に貢
献した。 

  「療養生活継続支援加算」について、精神科在宅患者に
おける包括的支援マネジメントの必要性についての研究
成果を示し、在宅患者への評価が 追加されたことに貢献
した。 

【令和８年度診療報酬改定】  
  医療観察法について「地域移行支援病棟」と「一般病棟」
病棟機の能分化の提言とその人員配置基準を提言した。ま
た、看護配置の実質配置基準 

 への変更のための調査・資料提供を実施し貢献した。 
  「精神科救急急性期医療入院料」について、研究成果を
示し「精神科救急等病棟必要性チェックリスト」が導入さ
れ、非自発的入院要件に替わり、 チェックリスト 3点以
上の者が新規入院の 6 割以上であることが施設基準の新
設に貢献した。 

  精神科病棟等に入院中の慢性維持透析患者について、研
究成果を示し、精神科病棟等に入院中の患者に対する透析
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薬機法で新設された「指定濫用防止医薬品」にデキストロメト
ルファンおよびジフェンヒドラミンを追加する根拠（計8成分）
となり、薬機法改正に貢献した。 
国民の健康づくり施策である健康日本21（第三次）（令和６年

度開始）における「健康づくりのための睡眠ガイド2023」の普及
啓発のためのガイド作成に研究代表機関として携わるなど、我が
国のヘルスケア施策に対して大きく貢献した。 
 

２. 国が設置する委員会等への参画 
 

（１）社会保障審議会障害者部会 
委員として参加し、障害福祉計画等について議論を行った。 

 
（２）精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検討会 

構成員として参加し、地域精神保健、外来医療、精神科救急、
行動制限最小化等の課題に関して議論を行った。 

 
（３）匿名障害福祉及び障害児福祉情報等の提供に関する専門委員

会 
委員として参加し、障害福祉サービスの上限規制等に関する議

論を行った。 
 
（４）薬事審議会指定薬物部会 

参考人として、新たな規制対象となる薬物の生物学的評価試験
の結果について、意見を述べた。 

 
（５）医薬品等安全対策部会 
   参考人として、濫用等のおそれのある医薬品の成分指定に係

る研究、令和7年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品
・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）の研究
成果を報告し、改正薬機法で新設された「指定濫用防止医薬品
」にデキストロメトルファンおよびジフェンヒドラミンを追加
する根拠となり、薬機法改正に貢献した。 

 
（６）地域保健健康増進栄養部会 

委員として参画し、健康日本２１及び健康づくりに関する基準
等の策定に関し意見を述べた。 

 
（７）医療観察法の医療体制に関する懇談会 

委員として参画し、医療観察法の医療体制について評価等を行
い、必要な措置を講ずるための意見を述べた。 

 
（８）薬事審議会指定薬物部会 

委員として参画し、ストーカー加害者再発防止モデルの構築に
向けた意見を述べた。 

 
（９）再生医療等製品・生物由来技術部会 

委員として参画し、臨床医の立場で部会に参加し、意見を述
べた。 

 
（10）認知症医療介護推進会議 

構成員として参画し、認知症基本法および認知症施策推進基本
計画に基づく当センターの取り組みについて、進捗状況の報告を
行った。 

 
 

の評価が出来高化され、精神疾患を有する患者の身体合併
症対応を支える評価が充実した。 

  難治てんかんに対する低侵襲外科治療の「定位的ラジオ
波温熱凝固治療（RFTC）」について、当センターが多施設
共同で行った研究成果を示し令和８年度診療報酬改定に
新規技術として収載された。 

    令和 3 年度から令和 7 年度にかけて危険ドラッグ（18
物質）の有害作用を調査し、指定薬物として規制するため
の科学的データの提供と提言を行った。指定薬物(26 物
質)の依存性評価を実施し、当該データに基づいて麻薬に
指定された。 

  令和 4年度第 3回厚生労働省薬事・食品衛生審議会薬事
分科会医薬品等安全対策部会にて、一般用医薬品（市販薬）
の乱用・依存に関する研究成果を発表した。この審議を踏
まえ「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確
保等に関する法律施行規則第十五条の二の規定に基づき
濫用等のおそれのあるものとして厚生労働大臣が指定す
る医薬品の一部を改正する件」により改正され、濫用等の
おそれのある医薬品の範囲が見直された。（令和 5年 2月
8日、薬生発 0208 第 1号） 

  厚生労働省の薬事審議会（医薬品等安全対策部会）にて、
濫用等のおそれのある医薬品の成分指定に係る研究、令和
7年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療
機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）の研究成
果を報告し、改正薬機法で新設された「指定濫用防止医薬
品」にデキストロメトルファンおよびジフェンヒドラミン
を追加する根拠（計 8成分）となり、薬機法改正に貢献し
た。 

  国民の健康づくり施策である健康日本 21（第三次）（令
和６年度開始）における「健康づくりのための睡眠ガイド
2023」の普及啓発のためのガイド作成に研究代表機関とし
て携わるなど、我が国のヘルスケア施策に対して大きく貢
献した。 

 
＜目標の内容②＞ 

センターが取り組む医療分野に係る医療の均てん化並びに
情報の収集及び発信については、関係学会等とも連携してゲ
ノム情報、診療データ、患者レジストリ等を活用し、研究分
野において指導力を発揮するとともに、中核的な医療機関間
のネットワーク化を推進し、高度かつ専門的な医療の普及を
図り、医療の標準化について評価する。 
 
＜目標と実績の比較＞ 

第 3期中長期目標期間における個々の取組みは次のとおり
であり、これらを総括すれば、中長期計画における所期の目
標を上回る成果が得られていると認められる。 
 
・ 未診断疾患イニシアチブ（IRUD）によるネットワーク
構築について、令和８年３月末時点で10304家系・29325
名のエントリー、8335家系の解析完了、4132家系の診断
確定（診断率49.6％%）、50疾患における新規原因遺伝子
同定・新規疾患概念確立を達成した。 

 
・ 治験対照群に資するデュシェンヌ型筋ジストロフィー
を対象とした自然歴研究について、研究を継続した。 
筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患



様式２―２―４－１（別紙） 国立精神・神経医療研究センター 見込評価 項目別評価調書 １－５ 

 中 長 期 目 標 

 

中 長 期 計 画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

109 / 140 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３. 危険ドラッグなど依存性薬物の指定について 
令和3年度から令和7年度にかけて危険ドラッグ（17物質）の有

害作用を調査し、指定薬物として規制するための科学的データの
提供と提言を行った（公布済）。指定薬物(23物質)の依存性評価
を実施し、当該データに基づいて麻薬に指定された（公布済）。
また、危険ドラッグ(1物質)が指定薬物として、指定薬物(３物質)
について麻薬として指定された。 

令和4年度第3回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全
対策部会（厚生労働省）にて、一般用医薬品（市販薬）の乱用・
依存に関する研究成果を発表した。この審議を踏まえ「医薬品、
医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行
規則第十五条の二の規定に基づき濫用等のおそれのあるものとし
て厚生労働大臣が指定する医薬品の一部を改正する件」により改
正され、濫用等のおそれのある医薬品の範囲が見直された。（令
和5年2月8日、薬生発0208第1号） 

厚生労働省の薬事審議会（医薬品等安全対策部会）にて、濫用
等のおそれのある医薬品の成分指定に係る研究、令和7年度厚生労
働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリ
ーサイエンス政策研究事業）の研究成果を報告し、改正薬機法で
新設された「指定濫用防止医薬品」にデキストロメトルファンお
よびジフェンヒドラミンを追加する根拠となり、薬機法改正に貢
献した。 

 
４. 保護観察対象者のコホート調査に基づく、再犯防止推進計画の

策定 
「保護観察対象者コホート調査」では、令和7年度よりさいたま
市、和歌山県、京都市、奈良県、佐賀県、熊本県の精神保健福祉
センターが新たにVBPに参加を決定し、全精神保健福祉センター
の過半数にあたる35のセンターが本プロジェクトに参加すること
となった。 
本プロジェクトが開始した平成29年3月から令和7年12月末まで

に参加した、31の精神保健福祉センターを情報収集の拠点とする
総計998名の保護観察対象者を解析の対象とした。1年後追跡完了
者は487名、2年後の追跡完了者は324名、3年後の追跡完了者は21
8名であった（追跡率は1年後80.2%、2年後78.1%、3年後７8.1%）
。追跡中の各調査期間における違法薬物再使用率は、3か月〜6か
月では4.6%、9か月～1年では4.9%、1年6か月～2年では3.1%、2年
6か月～3年では6.0%であった。治療プログラム参加率は1年後に
は42.3%に減少し、2年後34.2%、3年後16.1%と年々低下した。カ
プランマイヤー解析を実施したところ、約1年経過時点の累積断
薬継続率は約91％、2年経過時点の累積断薬継続率は約84%であり
、3年経過時点の累積断薬継続率は約78％であった。 
 

５．医療計画及び障害福祉計画における精神疾患の指標策定、モニ
タリング 

  厚生労働科学研究指定研究の3班にわたり当部が中心となって
医療計画を中心とする精神保健福祉施策の実態把握のためのデー
タ収集・加工・活用支援（研修会、自治体からの問合わせ対応）
を安定的に行い、データの質、集計基準の一貫性、回収率の高
さ、速報性を確保した。NDBデータにおいては従来からの医療保
険による受領者だけでなく、生活保護受給者も包含できるように
なった。630調査（精神病床を有する全国すべての医療機関、精
神科・心療内科を標榜する外来医療機関、訪問看護ステーション
の悉皆調査）は従来の調査と並行して、Web入力によるオンライ
ン調査を外来医療機関、訪問看護ステーションで実施する準備を
完了した。厚労省精神障害保健課とは緊密に連絡をとり、医療計

者レジストリ（Remudy)の効率的な運用に向けて、2つを統
合し神経筋疾患先端医療推進協議会（CareCure NMD）とし
て令和元年より運用を開始、順調に進められている。 

 
・ 医療観察法における指定入院医療機関のネットワークシ
ステム構築の取組みについては、ネットワークシステムの
運用に関して、データ提出・点検・訂正・登録の業務は引
き続き安定的に行えている。 
 

・ 登録例3048例に対して頻度の高い原因遺伝子のスクリ
ーニングを行い、1365例の診断を確定した。さらに未診
断症例1,155例に全ゲノム配列解析を行い、107例の診断
を確定した。全体の診断率は48.3%であった。自己免疫性
小胞失調症疑い29例中９例に自己抗体陽性を示唆する所
見が認められた。J-CATを活用して全国の脊髄小脳変性症
の病因確定に貢献した。 

 
＜目標の内容③＞ 

センターが取り組む医療分野について公衆衛生上の重大な
危害への対応に関する取り組みを評価することとしており、
大規模災害やパンデミック等、公衆衛生上重大な危害が発生
し又は発生しようとしている場合には、引き続き国等の要請
に対して迅速かつ適切な対応を行っているかという観点で評
価することとしている。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
第 3期中長期目標期間における公衆衛生上の重大な危害へ

の対応については、以下の取組が挙げられる。 
 
・  全国の自治体、関係機関が開催するPFA研修・講義に講
師紹介、資料提供などの援助を行い開催し、加えて自治
体保健師・IHEAT向けに作成したe-learningは、日本看護
系大学協議会JV-Campusでの学士向け、歯科医師・歯科衛
生士向けに作成したe-learningがあり、全国的なPFA普及
に貢献した。 

 
＜その他の目標（指標）と実績の比較＞ 
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（２）医療の均てん化並びに
情報の収集及び発信に関す
る事項 

 
医療の評価と質の向上、さら

に効率的な医療の提供を実現
するために、関係学会とも連携
しつつ、ゲノム情報、診療デー
タ、患者レジストリ（登録シス
テム）等を活用し、研究分野に
おいて指導力を発揮するとと
もに、センターが担う疾患にか
かる中核的な医療機関間のネ
ットワーク化を推進し、高度か
つ専門的な医療の普及を図り、
医療の標準化に努める。 

情報発信にあたっては、関係
学会等との連携を強化して、診
療ガイドラインの作成・普及等
に更に関与するものとし、国内
外のセンターが担う疾患に関
する知見を収集、整理及び評価
し、科学的根拠に基づく予防、
診断及び治療法等について、正
しい情報が国民に利用される
ようにホームページや SNS を
活用するなどして、国民向け及
び医療機関向けの情報提供の
充実を図る。 

なお、国民向け及び医療機関
向けの情報提供の指標として
ホームページアクセス件数に
ついて、中長期計画等に適切な
数値目標を設定すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

（２）医療の均てん化並び
に情報の収集及び発信に
関する事項 

 
① 医療の均てん化に関す
る事項 
 
関係学会等とも連携して

ゲノム情報、診療データ、
患者レジストリ等を活用し
、研究分野において指導力
を発揮するとともに、中核
的な医療機関間のネットワ
ーク化を推進し、高度かつ
専門的な医療の普及を図り
、医療の標準化に努める。 
特に、医療観察法におけ

る医療においては、指定入
院医療機関でネットワーク
システムを充実し、センタ
ーが基幹病院となって、医
療観察法対象者に対する医
療提供データを収集・分析
し、その結果を提供するこ
とで、入院期間の短縮化や
医療提供内容の充実につな
げ、医療観察法における医
療の均てん化を更に進め 
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
〇 関係学会とも連

携しつつ、ゲノム
情報、診療データ、
患者レジストリ等
を活用し、研究分
野において指導力
を発揮するととも
に、医療の標準化
のため、医療機関
間のネットワーク
化を推進し、高度
かつ専門的な医療
の普及を図ってい
るか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

画の精神医療分野の中間見直し、基準病床数の算出と将来予測、
地域医療構想への精神医療の参画のあり方について、意見交換を
行った。 

 
 

（２）医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項 
 
 
① 医療の均てん化に関する事項 
 
１. ゲノム情報、診療データ、患者レジストリ等を活用したネットワ

ーク構築の推進 
 

（１）未診断疾患イニシアチブ（IRUD）によるネットワーク構築
の推進 
令和８年３月末時点で10304家系・29325名のエントリー、83

35家系の解析完了、4132家系の診断確定（診断率49.6％%）、5
0疾患における新規原因遺伝子同定・新規疾患概念確立を達成
した。 

 
（２）ゲノム情報やバイオリソースを活用したネットワーク構築

の推進 
ナショナルセンター・バイオバンクネットワーク (NCBN) 中

央バイオバンクが運営している情報サーバーへは、定期的に収
集試料等を報告し更新されている。令和4年度から開始した
NCGMとの間のVPNネットワーク構築は、NCNP、NCCHD、NCGGで完
了し、NCC、NCVC内部調整中である。 

 
（３）患者レジストリを活用した筋ジストロフィー臨床試験ネット

ワーク 
治験対照群に資するデュシェンヌ型筋ジストロフィーを対

象とした自然歴研究について、研究を継続した。 
筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患者レ

ジストリ（Remudy)の効率的な運用に向けて、３つを統合し神
経筋疾患先端医療推進協議会（CareCure NMD）として令和元
年より運用を開始、順調に進められている。 

 
（４）てんかん診療全国拠点 

厚生労働省の「てんかん地域医診療連携体制整備事業」に
おいて、NCNPはてんかん診療全国拠点機関（てんかん全国支
援センター）として以下のような役割を担った。 
ア てんかん診療に関する調整役 

てんかん診療拠点機関、厚生労働省、地方自治体、て
んかん学会、JEPICA、てんかん協会、てんかん患者団体
、てんかんに関わる様々な組織間の調整役として業務を
遂行した。 

イ てんかん地域診療支援拠点拡充支援 
てんかん地域連携支援施設の構築（てんかん診療ネッ

トワーク）、てんかんの専門的な治療や相談支援、啓発
活動を行った。 

ウ てんかんに関わる様々な職種の育成、教育・支援 
てんかん診療支援コーディネータ認定制度と研修会を

行った。 
エ てんかん支援拠点病院 
  てんかん支援拠点病院が30施設となった。 
オ てんかん診療支援コーディネータ認定制度 
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  てんかん診療支援コーディネータは、てんかん診療に
従事する者であって、精神障害者福祉に理解と熱意を有
すること、てんかん患者及びその家族に対し、相談援助
を適切に実施する能力を有すること、医療・福祉に関す
る国家資格を有することを要件とし、その業務は、医療
機関や精神保健福祉センター、管内の医療機関、保健所
、市町村、福祉事務所、公共職業安定所等との連携・調
整を図ることである。てんかん診療支援コーディネータ
の目的・業務を明確にし、てんかん整備事業を推進する
ために令和２年度よりてんかん診療支援コーディネータ
認定制度開始した。 

カ てんかん支援ネットワークの構築 
  令和３年度から、てんかん地域診療連携体制整備事業

が本事業を継続的発展させて、新たに「てんかん支援ネ
ットワーク」として広く一般に公開している。 

  てんかん支援ネットワークは、これまで分かりにくか
ったてんかん医療へのアクセスを明らかにすることで、
てんかん医療及びてんかんに関わる様々な問題の解決が
図られ、我が国の実情に即したてんかんの地域診療連携
システムが実現することを目指している。現在、1,534施
設が登録されている。 

 
２. 摂食障害全国支援センターとしての取組み 

令和4年度から7年度にかけて、摂食障害支援拠点病院が4年連続
で新規に指定された。支援拠点病院設置は10カ所にとどまってい
るが、拠点病院設置準備サポート活動が実を結び、新規指定への
動きは急速に拡大しており、20を超える自治体及び関連医療機関
において設置準備の動きが始まっている。具体的には、令和8年度
は、奈良県に新規拠点病院が指定される見込みである。本事業で
は、摂食障害入院医療管理加算が算定できる医療機関を増やすこ
とを目標としており、令和4年度より摂食障害入院医療管理加算の
要件が緩和され、要件緩和を周知することにより算定医療機関が
増えることが見込まれていた。算定医療機関における摂食障害の
入院治療の質を担保するために、全国の医療機関を対象とした摂
食障害入院治療研修会を開催している。上記活動を含めた主要な
活動と成果の概要は以下のとおり。 

 
・支援拠点病院総括業務 

支援拠点病院との連携ミーティングをオンラインで毎年２回開
催し、情報共有と課題についての討議を行った。全国支援センタ
ーが開催する摂食障害治療研修の在り方などが話し合われた。全
国協議会は、毎年2回、いずれもメール審議とウェブ会議で開催
された。全国協議会では、各年度の事業計画の策定と、47都道府
県の拠点病院設置準備状況の共有、支援拠点病院設置準備サポー
トの定式化、令和6年度からの小児症例の診療を行っている医療
関係者をターゲットとした小児治療研修会の開催、非設置県へ相
談データの開示を進めること等を定めるとともに、全国支援セン
ター及び支援拠点病院の活動実績報告を行い、日本摂食症協会と
共催する世界アクションデイ企画のテーマについて周知した。 

 
・相談支援 

10支援拠点病院と、全国を対象とした電話相談『摂食障害「相
談ほっとライン」』（国府台病院に委託）への相談件数は令和7
年度2424件であり、コロナ禍に起因すると思われる増加・若年化
は収束傾向が認められたものの以前として高いニーズが認められ
た。また、各年度、支援拠病院の新規指定にあわせて、摂食障害
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治療支援コーディネータを対象とした研修会を開催した。 
 

・治療支援・研修 
摂食障害の治療の初心者を対象に多様なニーズに応える研修会

を毎年開催しており、令和7年度は「摂食障害外来治療研修」を2
回、「摂食障害入院治療研修」を2回、「摂食障害小児治療研修
」を2回オンラインで開催した。新規の支援拠点病院候補となる
自治体を対象に、摂食障害の医療ニーズの掘り起こしを目指して
、支援拠点病院設置準備研修会のビデオリンクを配布し、支援拠
点病院設置の意向を表明している医療機関及び自治体に対して手
厚くサポートを行った。 

 
・普及啓発活動 

情報ウェブサイトの運営・記事の更新や各種メディア対応を継
続的に行っている。世界摂食障害アクションデイでの市民公開講
座において、当該事業について講演を行ってきた。   
 

３. 依存症治療全国拠点機関としての取組み 
厚生労働省依存症治療・相談拠点設置事業における薬物依存症に

関する依存症対策全国センターとして、R6.7.9～10に薬物依存症治
療・相談指導者研修及び地域生活支援者研修（受講者総計284名）、
R8.2.17～2.18に薬物依存症困難回復施設職員研修（受講者26名）を
開催した。また、東京都薬物依存症治療拠点機関として、R8.1.20～
1.21に東京都拠点機関・指導者養成研修（受講者24名）、依存症の
女性に特化した治療プログラムや、集団になじまない患者のための
依存症個人認知行動療法を開催した。 
 

４. てんかん診療における地域連携体制モデルの確立 
 厚生労働省の「てんかん地域医診療連携体制整備事業」におい

て、NCNPは東京都の委託にて東京都てんかん支援拠点に指定さ
れている（2022年９月）。要綱に従い下記の活動を行った。 

・ てんかん治療医療連携協議会の開催： 東京都医師会副会長
、理事、患者・家族会代表、都内のてんかん専門医療施設代表
者を交えて、2回の会議を開催した。令和7年度に5つのてんかん
支援連携病院が指定され、主要施設が連携しててんかん支援を
行っていく体制を築いた。 

・ ホームページの運用（https://tokyo-esc.ncnp.go.jp/index.
html） 

・ てんかん相談： ウェブフォームを介して一般の方からの相
談を受け付けた。2023年３月１日の開設以降、2026年1月7日現
在で計200件の相談に対応した。医療連携福祉相談室にて、適宜
対面相談を受け入れたほか、患者と家族のピア相談を実施した
。 

・ 市民啓発活動： 市民公開講座をwebで２回開催（8月参加者1
28名、1月参加者108名）、院内での市民啓発イベント（パープ
ルデー）を1回開催した。 

・ てんかん診療マップの作成と公開： 都内施設2137件を対象
にてんかん診療施設の調査を実施した。419施設から回答を取得
し、承諾を得た283施設を対象に、診療機能別に検索が可能な医
療機関リストとしてホームページに公開した。 

 
５. 医療観察法における指定入院医療機関のネットワークシステム

構築の取組み 
入院ネットワークシステムの運用に関して、データ提出・点検

・訂正・登録の業務は引き続き安定的に行えている。 
「パフォーマンス指標」については、指定入院医療機関35施設
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② 情報の収集及び発信に
関する事項 
 
一般市民を対象とした講

演会等により、センターの研
究成果等を分かりやすく正
しく発信するなど、精神・神
経疾患等の科学的根拠に基
づ く 予 
防、診断及び治療法等に関す
る情報提供を積極的に行う。
メディアに向けても積極的

に 
情報を発信する。 
また、学会と連携し、診療

ガイドラインの作成に更に
関 与 
し、正しい情報が国民に利
用されるようにホームペー
ジや SNS（公式 Twitter）
を活用すること等により、
国民向け及び医療機関向け
の情報提供の充実を図る。 
なお、上記の取組を踏まえ

、以下のとおり対応する。 
 
ア 公式ホームページや SN
S（公式 Twitter）におい
て、当センターにて実施し
ている取組を多くの方に
知ってもらうため、ホーム
ページアクセス件数を年
間530万件以上得る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇 関係学会等との

連携を強化して、
診療ガイドライン
の作成・普及等に
更に関与している
か。また、国内外
のセンターが担う
疾患に関する知見
を収集、整備及び
評価し、科学的根
拠に基づく正しい
情報が国民に利用
されるよう、ホー
ムページやSNSを
活用するなどし
て、国民向け及び
医療機関向けの情
報提供の充実を図
っているか。 

 
■ ホームページの

アクセス件数を年
間530万件以上達
成する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

からデータを収集・解析し、年２回、各医療機関へのフィードバ
ック及び厚生労働省への報告を行った。特別ワーキンググループ
を通して、全国を８ブロックに地域分けし、ブロックごとに定期
的なブロック会議を開催している。特別ワーキンググループでは
、各ブロックからのブロック会議の内容の報告や、NCNPからのパ
フォーマンス指標の説明などを行っている。 
 

６. 医療観察法医療の経験を生かした加害者アセスメントや治療プ
ログラムの開発 
警視庁からの紹介に基づき、臨床心理室と連携してストーカー加

害者診療を実施した。警視庁が主催した、ストーカー加害者再発防
止モデルの構築に向けた有識者研究会について医長、上級専門修練
医がワーキンググループを担当し、部長は研究会の委員を務めた。 
 

７. J-CATを活用した原因遺伝子解析及び自己抗体検索 
登録例3048例に対して頻度の高い原因遺伝子のスクリーニング

を行い、1365例の診断を確定した。さらに未診断症例1,155例に
全ゲノム配列解析を行い、107例の診断を確定した。全体の診断
率は48.3%であった。自己免疫性小胞失調症疑い29例中９例に自
己抗体陽性を示唆する所見が認められた。J-CATを活用して全国
の脊髄小脳変性症の病因確定に貢献した。 

 
 

② 情報の収集及び発信に関する事項 
 
１. 情報発信に関する取組 
（ア）広報関連 
・ 各センターでのSNSアカウント取得、発信のサポートを行い
積極的な広報活動を促進した。 

・ ウェビナーを用いたオンライン形式や現地開催の両方を活
用したハイブリッド形式での市民公開講座開催した。 

・ 一部の市民公開講座については、当日参加できなかった方
の要望も踏まえ、センターのYouTubeチャンネルでアーカイブ
配信を本年度も行った。 

・ 広報室を中心に、Twitterをメインとしつつ、その他のSNS
（Youtube、Instagram、facebook）も用いて、研究成果の発
表や、各種研修会の開催情報などを積極的に発信した。 

 
（イ）情報管理室の運営 
 「情報アクセシビリティの推進を」図るため、総務省ガイド
ラインに基づき、組織全体の情報アクセシビリティ向上を図
った。 
 ・ 令和7年11月NCNP病院ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾘﾆｭｰｱﾙを行い、情報ア

クセシビリティ向上を具体化し、JIS X 8341-3:2016の附
属書JBに基づき、アクセシビリティの対応状況について
試験を実施した。 

 ・ 成果 
      適合レベル：JIS X8341-3:2016 のレベルAA 
    対応度：一部準拠 
   情報発信・オンライン活動環境の維持・運営した。 
  WEB会議ツールを適切に運用、センターの活動や研究成果を
発信する基盤を維持した。 

  ・Zoomライセンスの運用： 
    ミーティング： 300名規模 × 10ライセンス 
    延べ年間実績 3,117回、23,740時間47分、参加者27,53

1人 
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イ 日本全国の診断がつか
ずに悩んでいる患者（未
診断疾患患者）に対して
、遺伝子を幅広く調べ、
その結果を症状と照らし
合わせることで、患者の
少ない難病や、これまで
に知られていない新しい
疾患を診断するなどの取
組について「IRUD（未診
断疾患イニシアチブ）」
を運用し、発信していく
。 

 
ウ 摂食障害で悩んでいる
患者や、患者を支える家
族等に対して摂食障害に
対する情報を提供する「
摂食障害情報ポータルサ
イト」を運用し、発信し
ていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ・ウェビナーの運用： 
   300名〜1,000名規模 × 1ライセンス 
    (利用予約をオープンにし、利用促進のため利用手順書

を共有) 
   延べ年間実績 35回、379時間41分、参加者586人 
  ・オンラインでの情報発信機会を継続的に確保した。 
 

（ウ）広報活動強化後の活動継続 
・NCNP報道記事掲載数 
令和３年度：1,517件 
令和４年度：2,539件 
令和５年度：3,52 
令和６年度：3,044件 
令和７年度：3,134件 

 
・ホームページアクセス実績  
令和３年度： 8,004,595件 
令和４年度： 8,428,712件 
令和５年度：13,405,742件 
令和６年度：19,764,272件 
令和７年度：18,076,874件 
 ※ 令和７年11月に病院HPをリニューアルし、集計方法

をAWstatsからGoogle Analyticsに変更  にしている
。AWstatsは非人間（ボットやクローラー）も含めてア
クセスをカウントするため、変更後のGoogle Analytic
sの集計方法では減少傾向にある。 

 
・Twitter関連 
投稿数   249件 
ﾌｫﾛﾜｰ数 8,209名(前年比+1,095名) 

 
・YouTubeのNCNPチャンネル関連 
チャンネル登録者数 18,344人 
年間動画掲載数 113件 

 
（エ）「ANNUAL REPORT」の発行 

「ANNUAL REPORT」を毎年発行、ホームページに掲載した。掲
載後４カ月間は毎月700件程度のアクセスがあった。 

 
２.メディアに向けての情報発信 

NCNPメディア塾を年に１度開催している。 
センター所属の研究者がメディア関係者に対して講義を行い、そ

の後、交流会を開催した。 
 
. その他の取組み 
 
（ア）精神科医療の実態把握 

収集・公開しているデータ、国から提供いただいた関連データ
を「精神保健福祉資料・地域精神保健医療福祉社会資源分析デー
タベース（ReMHRAD）」に毎年更新掲載するとともに、精神障害に
も対応した地域包括ケア構築に役立つデータ項目を毎年数件追加
実装し、内容を一層充実させた。 

 
（イ）未診断患者への情報発信 

日本全国の診断がつかずに悩んでいる患者（未診断疾患患者）
に対して、遺伝子を幅広く調べ、その結果を症状と照らし合わせ
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（３）公衆衛生上の重大な危
害への対応 

 
公衆衛生上重大な危害が発

生し又は発生しようとしてい

る場合には、国の要請に応じ、

迅速かつ適切な対応を行うこ

と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）公衆衛生上の重大な

危害への対応 
 
大規模災害やパンデミッ

ク等、公衆衛生上重大な危
害が発生し又は発生しよう
としている場合には、引き
続き国等の要請に対して迅
速かつ適切な対応を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 公衆衛生上重大

な危害が発生し又
は発生しようとし
ている場合に、国
の要請に応じ、迅
速かつ適切な対応
を行ったか。 

 

ることで、患者の少ない難病や、これまでに知られていない新し
い疾患を診断するなどの取組について「IRUD（未診断疾患イニシ
アチブ）」を運用し、発信した。 

 
（ウ）摂食障害に関する情報発信 

摂食障害の啓発動画をポータルサイトにて公開している。ポー
タルサイト内にアクションデイのページを作成し、過去のアクシ
ョンデイの動画やニュースレターを掲載するとともに、今後のア
クションデイの周知も行えるようにした。また、拠点病院間での
情報共有や情報発信のためメーリングリストの活用を開始した。 

 
（エ）運動失調症に関する情報発信 

運動失調症の患者レジストリJ-CATのHPを活用し、厚生労働省難
治性疾患等政策研究事業「運動失調班」のHPとも連動して、リハ
ビリテーションプログラムなど診療にとって有益な情報を発信し
ている。またHPを通じて患者・家族からの診療相談も受けてい
る。 

 
 
（３）公衆衛生上の重大な危害への対応 
  

１. 東日本大震災の被災地における精神保健医療活動に対する技
術的支援 
R3-R4：宮城県ならびに福島県心のケアセンターの顧問として

、指導、助言、検討会への参加を行い、報告書作成に
参加すると共に、臨床事例の指導助言を行った。 

R5：   宮城県ならびに福島県心のケアセンターの顧問として
、指導、助言、検討会への参加を行い、報告書作成に
参加すると共に、臨床事例の指導助言を行った。 
能登半島地震で活動する支援者向けの動画作成に助言
を行い、2本の動画が作成された。 

R6:    能登半島地震後、石川県こころのケアセンターの設立
に協力した。また、同センター主催の県民フォーラム
での講演にも協力した。 

R7：   石川県こころのケアセンターの運営、みやぎこころの
ケアセンターの運営と閉所作業に協力した 

 
２. 災害時の心理的応急処置（PFA）に関する研修 
・  令和 3-7年度に NCNP において「災害時 PFAと心理対応研修」

を 17 回開催し、合計 552 名が参加した。PFAに関する基本技能

を習得するとともに災害精神医療全般の講義を行い、災害時の

精神保健医療福祉業務に従事する医師、看護師、保健師、精神

保健福祉士、臨床心理技術者、行政職員、教育関係者等が参加

し、好評価を得た。 

【精神保健研究所主催「災害時 PFA と心理対応研修」の年度別

回数・人数】 

令和 3 年度は 2 回 147 名、令和 4 年度は 2 回 135 名、令和 5

年度は 2 回 101 名、令和 6 年度は 2 回 103 名、令和 7 年度は 1

回 66 名 

・  令和 3-7年度に全国の自治体、関係機関が開催する PFA研修・

講義に講師紹介、資料提供などの援助を行い、PFA 研修会や講

演会は合計 207回開催し合計 8,248 名が参加、加えて自治体保

健師・IHEAT 向けに作成した e-learningは令和 4-7年度に合計
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1,733 回、日本看護系大学協議会 JV-Campus での学士向けに作

成した e-learning は令和 7 年度に合計 882 回、歯科医師・歯

科衛生士向けに作成した e-learning は令和 4-7 年度に合計

3,607 回、能登半島地震派遣者向けの動画配信は令和 5-6 年度

に合計 2,838回の視聴数があり、全国的な PFA 普及に貢献した。 

【PFA 研修・講演の年度別回数・人数】 

令和 3年度は 45回 2,330 名、令和 4年度は 29 回 1,236 名、

令和 5年度は 45回 1,507 名、令和 6年度は 49 回 1,711 名、

令和 7年度は 39回 1,464 名 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要

事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 
業務運営の効率化に関する事項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

経常収支率 
中長期目標期間を累計した損

益計算において、100％以上 
100.0％ 103.8％ 100.5％ 98.6％ 98.1％ 99.2%  

 

後発医薬品比率

（数量シェア） 

中長期目標期間を通じて数量

シェア 85%以上 
92.5％ 92.5％ 92.5％ 93.4％ 95.7％ 95.7%  

 

医業未収金比率 

前中長期目標期間の実績の最

も比率が低い年度に比して低

減 

0.012％ 0.023％ 0.021％ 0.025％ 0.021％ 0.023%  

 

一般管理費（人

件費、公租公課

を除く。） 

令和２年度に比し中長期目標

期間の最終年度において５％

以上の削減 

67,957千円 66,613千円 72,698 千円 71,509千円 80,476千円 80,340千円  

 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

業務運営の効率化に関する事項 

具体的には、 

＜評定に至った理由＞ 

（見込評価時との乖離がある場合には重点的に理由を記載） 

＜今後の課題＞ 

（見込評価時に検出されなかった課題、新中長期目標の変更が必要になる

事項等あれば記載） 

別 紙 に 記 載 
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・適切な給与体系の見直しと公表を行うとともに、医薬

品・医療機器等の共同調達や後発医薬品の使用促進、適正

な診療報酬請求及び医業未収金対策を推進することで収入

確保とコスト削減を図り、一般管理費の削減や経営改善に

取り組み、中長期目標期間を通じて健全な財務運営の実現

を目指す。 

 

（２）目標と実績の比較  

（定量的指標）  

・経常収支率 

※中長期目標  累計 100％ 

実績        100％（対中長期目標100％） 

 

・後発医薬品の使用率（数量シェア） 

※中長期目標     85％ 

実績        94％（対中長期目標 110.5％） 

 

その他、「２．主要な経年データ」内、「主な参考指標情報」の

とおり 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

・人材確保、業務運営の効率化及び収入確保に向けた取組 

給与制度の見直しや長時間労働の是正、休暇取得の促進

等を通じて勤務環境の改善を進めるとともに、共同調達

の推進によるコスト縮減や業務運営の効率化に取り組ん

だ。また、医業未収金対策や施設基準の見直し等を実施

し、適切な収入の確保及び経営基盤の強化を図った。 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を達成していると認め 

られることから「Ｂ」評定とした。 

 

 ＜今後の課題＞ 

・次期中長期目標期間においては、これまでの実績及び環境

の変化を踏まえた定量的指標の策定を検討すること。 

・一般管理費の削減等、引き続き収支改善に取り組むことを

期待する。 
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 ＜その他事項＞  

特になし 

  

 

４．その他参考情報 
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第４ 業務運営の効率化に関
する事項 

 
１．効率的な業務運営に関す

る事項 
 

業務の質の向上及びガバナ
ンスの強化を目指し、かつ、効
率的な業務運営体制とするた
め、定期的に事務及び事業の評
価を行い、役割分担の明確化及
び職員の適正配置等を通じ、弾
力的な組織の再編及び構築を
行うこと。働き方改革への対応
として、労働時間短縮に向けた
取組やタスク・シフティング及
びタスク・シェアリングを推進
すること。 

また、独立行政法人に関する
制度の見直しの状況を踏まえ
適切な取組を行うこと。 

センターの効率的な運営を
図るため、以下の取組を進める
こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 給与水準について、センタ

ーが担う役割に留意しつ
つ、適切な給与体系となる
よう見直し、公表する。ま
た、総人件費について、政府

第２ 業務運営の効率化に
関する事項 

 
１．効率的な業務運営に関
する事項 

 
（１）効率的な業務運営体
制 

 
センターとしての使命を

果たすことができるよう、引
き続き組織内の企画立案、調
整、分析機能を高めるととも
に、定期的に事務及び事業の
評価を行い、役割分担の明確
化及び職員の適正配置等を
通じ、弾力的な組織の再編及
び構築を行うなど人的・物的
資源を有効に活用し、更なる
ガ バ ナ 
ンスの強化を目指す。 
また、働き方改革への対応

として、労働時間短縮に向け
た取組やタスク・シフティン
グ及びタスク・シェアリング 
を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）効率化等による収支
改善 

 
センターの効率的な運営

を図るため、以下の取組を
進め、中長期目標期間を累
計した損益計算において、
経常収支率が100％以上とな
るよう経営改善に取り組む
。 
 

① 給与制度の適正化 
 
給与水準等については、

センターが担う役割に留意
しつつ、適切な給与体系と

 

 

＜評価の視点＞ 
 
○ 弾力的な組織の

再編及び構築を行
うとともに、働き
方改革への対応と
して、労働時間短
縮に向けた取組や
タスク・シフティ
ング及びタスク・
シェアリングを推
進しているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜定量的指標＞ 
■ 中長期目標期間

を累計した損益計
算において、経常
収支率を100％以
上とする。 

 
 
 
 
 
〇 適切な給与体系

とするための給与
水準の見直し、共
同調達の推進、後
発医薬品の使用促

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１．効率的な業務運営に関する事項 
 
 
（１）効率的な業務運営体制 
 
１．組織一丸となった経営改善の取組み 

理事長を議長とし、幹部職員が経営改善等について議論する運営
戦略会議等によって、PDCAサイクルによる経営改善策を実施すると
ともに、実施に当たっては診療部科長・技師長合同会議や研究幹部
会議等を通じて幹部職員に周知した。 また、全職員が経営意識を
持って業務に取組めるよう、センター内広報誌に毎月の経営状況を
掲載、周知し組織一丸となり経営改善に取組んだ。 

 
２．臨床研究支援も含めた業務運営体制の見直 し 

中長期的な運営戦略、PDCAサイクルによる経営改善の推進及び研
究所と病院等の連携推進などセンターの運営課題について戦略的
に議論する運営戦略会議を毎月開催した。 

 
３．会議・委員会等の見直し 

各種会議・委員会の洗い出し及び見直しについて、必要に応じて
検討している。 

 
４．働き方改革への対応 
 勤務医等負担軽減委員会において計画の評価及び次年度の計画
を行い更なる推進を確認した。 
・ 一月に75時間を超えて時間外労働をした医師がいた場合には

、任意となるが産業医との面談を受けることが出来る体制を整
え、運用している。 

・ 長時間の時間外労働を行っていた医師がいた場合の縮減対策
については、各診療部門上長の下で取り組みを行い、その状況
は診療部科長会議等においてモニターし対応を続けた。 

・ 年次有給休暇やリフレッシュ休暇について、取得を促す案内を
定期的にイントラネットに掲載する等周知に取り組んだ結果、年
次有給休暇の平均取得日数（常勤職員）は13.2日（昨年度比1.2日
増）となった。また、年休5日以上取得率は100%を達成した。 

 
（２）効率化による収支改善 
 
   第３期中長期目標期間における累計の経常収支率は100.0％であ

った。 
 

 
 
 
 
 

 
 

① 給与制度の適正化 
令和３年度より基本給については累計5％の引き上げを実施し、

賞与については4.2か月からの引き上げは実施していないが、特例
措置により令和３年度以降段階的に引き上げを行い、役職職員は

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
第3期中長期目標期間における業務運営の効率化に関する事

項に係る成果は、概ね目標水準通りであることから、自己評価
をＢとしている。 
 
 

＜目標の内容①＞ 
業務運営の効率化のため、中長期計画期間を累計した損益計

算書において経常収支率を 100％以上とすることとした。この
目標は過去の経営状況を踏まえ難易度が高いが、経営の安定化
は全ての業務の基盤となるものであるとして設定している。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
第 3期中長期目標期間における累計の経常収支率は 100.0％

であった。 
 
 
 
 
 

 
  

＜目標の内容②＞ 
国の医療費削減にも通じ、センターにとっても医薬品費の

節減として効率的な業務運営に資することから後発医薬品の
使用をより促進し、中長期目標期間の最終年度までに数量シ
ェアで 85％以上とすることとしている。 
 

＜目標と実績の比較＞ 
第 3期中長期目標期間における令和７年度までの後発医薬

品の使用は数量シェアで 94.0％となり、中長期計画期間中に
満たすべき 85％に比しても目標水準を超えている。 
 

＜目標の内容③＞ 
一般管理費は、業務運営には必要であるものの、事業実施

に直接かかる経費ではないことから節減することは効率的な
業務運営に資するものとして一般管理費（人件費、公租公課
及び特殊要因経費を除く）を令和２年度に比して中長期目標
期間の最終年度において、５％以上の削減を図ることとして
いる。 
 
＜目標と実績の比較＞ 

第3期中長期目標期間における一般管理費（人件費、公租公
課を除く。）は、80,340千円となり、目標達成率が80％とな
っている。 
 

【一般管理費（人件費、公租公課を除く）推移】 
令和２年度：67,957千円 

単位：千円 

年度 一般管理費 対 R2削減率 

R3 66,613 （▲2.0％） 
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の方針を踏まえ、適切に取
り組むこととする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 独立行政法人国立病院機構

等との間において、医薬品
の共同調達等の取組を引き
続き推進することによるコ
スト削減を図るとともに、
医療機器及び事務消耗品に
ついては、早期に共同調達
等の取組を実施し、そのコ
スト削減を図る。また、診療
材料などの調達について
も、コストの削減を図るた
め、競争入札等の取組を促
進する。 

 
③ 後発医薬品については、中

長期目標期間中の各年度に
おいて、前年度の実績を上
回ることを目指すため、更
なる使用を促進するととも
に、中長期目標期間を通じ
て数量シェアで 85％以上
とする。 

 
④ 医業未収金の発生防止の取

組や査定減対策など、適正
な診療報酬請求業務を推進
し、引き続き収入の確保を
図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

なるよう継続して見直し、
公表する。 
また、総人件費について

、センターが担う役割、診
療報酬上の人員基準に係る
対応等に留意しつつ、政府
の方針を踏まえ、適切に取
り組むこととする。 
 

② 共同調達等の推進 
 
独立行政法人国立病院機

構等との間において、医薬品
の共同調達等の取組を引き
続き推進することによるコ
スト削減を図るとともに、医
療機器及び事務消耗品につ
いては、早期に共同調達等の
取組を実施し、そのコスト削
減を図る。また、診療材料な
どの調達についても、コスト
の削減を図るため、競争入札
等 の 取 
組を促進する。 
 
③ 後発医薬品の使用促進 
 
後発医薬品については、中

長期目標期間中の各年度に
おいて、前年度の実績を上回
ることを目指すため、更なる
使用を促進するとともに、中
長期目標期間を通じて数量
シ ェ 
アで85％以上とする。 
 
④ 収入の確保 
 
医業未収金については、

新規発生の防止に取り組む
とともに、督促マニュアル
に基づき、未収金の管理・
回収を適切に実施すること
により、医業未収金比率に
ついて、前中長期目標期間
の実績の最も比率が低い年
度に比して、低減に向け取
り組む。 
また、診療報酬請求業務

については、査定減対策や
請求漏れ対策など適正な診
療報酬請求業務を推進し、
引き続き収入の確保に努め
る。 
 

進、適正な診療報
酬請求業務の推
進、一般管理費の
削減等の取組によ
り、センターの効
率的な運営を図っ
ているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 後発医薬品の使

用をより促進し、
中長期目標期間の
最終年度までに数
量シェアで 85％以
上（令和３年度計
画では、90％以上
を維持する）とす
る。 

 
■ 医業未収金比率

について、前中長
期目標期間の実績
の最も比率が低い
年度に比して、低
減させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.30月分、一般職員は4.35月分相当の水準となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
② 共同調達等の推進 

医薬品においては、引き続きスケールメリットの効果を見込み
、他のNCのみならず、国立病院機構や労働者健康安全機構労災病
院とも共同入札を実施してコスト削減を図った。 

医療機器についても同様に、国立病院機構の共同入札に参加し
コスト削減を図った。 

また、損害保険契約についても６NCで共同入札を実施し、コス
ト削減に努めた。 

 
③ 後発医薬品の使用促進 

採用医薬品の見直しによる後発医薬品への切り替えを積極的に実施
した。その結果、後発医薬品使用割合 90%以上を維持することができた。 
 

④ 収入の確保 
 
１．医業未収金対策 

 
（１）医業未収金比率 

１．医業未収金対策 
（１）医業未収金比率 
  診療費の支払いについて、患者サービスの向上等の観点

から、医療費あと払いサービスや口座振替による支払を導
入しており、決済件数も毎年度増加した。 
医業未収金の新規発生防止を図る取組みとして、現在入

院中の患者や入院予定の患者について看護師等と情報共有
を行い、支払計画等を退院前に患者と調整を行った。 
・ 早期回収に努めたことや、3ヶ月以上支払の無い債務

者に対して、文書督促（必要に応じ電話督促も）を実
施した。高額療養費分について自治体へ委任払い請求
を行った。また、入院申込時に担当者が限度額認定制
度（高額療養制度の活用により限度額を超える医療費
は加入する保険者から病院に直接支払われる）を必ず
説明し、同制度の活用をお知らせすることで未収金が
発生しない取組みを行った。 

 
【医業未収金比率の推移】 
令和3年度  令和4年度  令和5年度  令和6年度  令和7年度 
0.023％ → 0.021％ → 0.025％ → 0.021％ → 0.023％ 
【医業未収金(不良債権相当分)残高推移】 
令和3年度(令和3年1月末現在) 4,551,052円 
令和4年度(令和4年1月末現在) 4,503,529円 
令和5年度(令和5年1月末現在) 4,019,493円 
令和6年度(令和6年1月末現在) 6,201,034円 
令和7年度(令和7年1月末現在) 5,049,498円 
 

 

R4 72,698 （＋7.0％） 

R5 71,509 （＋5.2％） 

R6 80,476 （＋18.4％） 

R7 80,340 （＋18.2％） 

 
 
＜目標の内容④＞ 

この他の評価の視点として当センターの業務運営の効率化
に資するようそれぞれこれまでのセンターの状況を踏まえつ
つ高い難易度となるよう次の事項が掲げられている。 
・効率的な業務運営体制 
・効率化による収支改善 
・電子化の推進 
 
＜目標と実績の比較＞ 

これら「効率的な業務運営体制」「効率化による収支改
善」「電子化の推進」については、次の取組みを行ってお
り、目標の水準を満たしている。 
 

・ 中長期的な運営戦略、PDCAサイクルによる経営改善の推
進及び研究所と病院等の連携推進などセンターの運営課題
について戦略的に議論する運営戦略会議を毎月開催した。 

 
・ 人件費については、令和３年度より基本給については累
計5％の引き上げを実施し、賞与については4.2か月からの
引き上げは実施していないが、特例措置により令和３年度
以降段階的に引き上げを行い、役職職員は4.30月分、一般
職員は4.35月分相当の水準となっている。 

 
・ 共同調達等については、医薬品においては、引き続きス
ケールメリットの効果を見込み、他のNCのみならず、国立
病院機構や労働者健康安全機構労災病院とも共同入札を実
施した（令和７年６月入札公告、契約期間令和７年10月～
令和８年９月）。 
 

・ 医業未収金の回収促進にかかる取組として、高額療養費
受領委任払い制度の活用や、文書及び電話等による督促を
実施した。 

 
・ 働き方改革への対応として、医師事務作業補助者が診療
情報提供書等の文書記載の補助をするなど、医師の負担軽
減を図った。 

 
・ 適切な診療報酬請求事務の推進のため、診療報酬委員会
を中心として高額査定の検証と対策等を実施した。令和８
年２月までの合計査定率は0.11％であった。 

 
・ 現状の体制の見直しにより新規に算定可能な項目を検討
し取得した。 

 
・ 業務効率化を図るための電子化の推進については 
 １）業務の効率化を図るために職員に対する通報 等の文
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（２）新規発生防止にかかる取組 
ア 限度額認定証の利用促進 
入院申込時に医事課担当者より限度額認定制度（限度額を超

える診療費が保険者から病院に直接支払われる）について必ず
説明し、入院にかかる未収金の発生を防ぐこととしている。 
 

イ クレジットカード及び電子マネー決済の利用拡張 
 
・クレジットカード 
令和３年度 30,031件 385,113千円 
令和４年度 32,447件 391,450千円 
令和５年度 24,184件 432,727千円 
令和６年度 40,202件 480,085千円 
令和７年度 35,999件 496,607千円 
 

・電子マネー 
令和３年度 1,065件  3,089千円 
令和４年度 5,013件 14,526千円 
令和５年度 5,610件 15,262千円 
令和６年度 3,912件 11,585千円 
令和７年度 4,263件 10,003千円 

 
ウ MFT「医療費あと払い」サービスの導入 
令和５年度 3,172件  7,284千円 
令和６年度 4,616件 10,761千円 

   令和７年度 4,616件 10,761千円 
 
エ 口座振替サービスの導入 
令和５年度  248件   7,061千円 
令和６年度 396件 12,388千円 
令和７年度 475件 17,758千円 

 
（３）回収促進にかかる取組 

ア 他部門との情報共有 
 毎月、月末時点の入院患者の未収情報を看護部及び療育指導
室等の関係部署に提供し、個別患者の対策の基礎情報として
共有を図っている。 

 
イ 他部門との協働 
   個別事案の対応について、病棟、療育指導室、地域連携医
療福祉相談室（SW、外国人患者担当）と協働し、患者に対し
未収金状況等について説明を行った。 

 
ウ 高額療養費の委任払いの活用 
 高額療養費受領委任払制度の活用により回収を図った。 
 令和3年度実績 3件 160千円 
 令和4年度実績 3件 115千円 
 令和5年度実績 5件 324千円 
 令和6年度実績 5件 453千円 
  令和7年度実績 3件 255千円 
エ 督促業務の実施 
   3ヶ月以上支払いのない債務者に対して文書、電話による督

促を実施した。 
  破産更生債権においては、債務確認及び支払計画を立て督
促を継続し、156件1,014,582円の支払履行を確認した。個別

書については、引き続きイントラネット 等を活用した電
子化を推進した。 

また、WEB会議用のアプリの利活用の向上の取り組み
を継続し、双方向発信可能な会議利用枠の拡大及び単方
向の多数への情報発信可能な機能の取得・提供を行い、
充実を図った。 

２）会議用の小規模で独立した閉域を持つ無線環境の再
整理・構築をおこない、配付資料の削減と業務効率化
を図った。 

３） 情報共有に利用されていた、USBでの情報共有やメー
ルのファイル添付での情報共有から安全な情報共有環境
を構築し提供した。 

 
・ 電子カルテシステムについて、令和７年度に全面更新を

行い、以下の改善を実施した。 
１）病棟携帯端末を導入し、業務の効率化と現場スタッ

フの負担軽減を実現した 
２）薬剤・食物等のアレルギーチェック機能を強化し、

医療安全の向上を実現した。 
３）薬剤・医療材料等のデータの整備を行い、診療報酬

請求の取り漏れ抑止を行った。 
４）HL7-FHIRに対応した臨床データ収集システムを導入

し、標準形式でのデータ利活用の環境を整備した。 
 

・ 医療DXの推進として、電子処方箋の運用開始に向けて、
オンライン資格確認および処方・健診データ連携システム
導入および、医師のHPKIカードの一括取得を実施した。令
和7年度の電子カルテシステム全面更新により、電子処方
箋を発行するシステムおよび体制の整備が完了した。 
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⑤ 一般管理費（人件費、公租公

課及び特殊要因経費を除
く。）については、令和２年
度に比し、中長期目標期間
の最終年度において、５％
以上の削減を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 一般管理費の削減 
 
一般管理費（人件費、公

租公課及び特殊要因経費を
除く。）については、令和
２年度に比し、中長期目標
期間の最終年度において、
５％以上の削減を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 一般管理費（人

件費、公租公課を
除く。）について
は、令和２年度に
比し、中長期目標
期間の最終年度に
おいて、５％以上
の削減を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事案の対応について、病棟、療育指導室、地域連携医療福祉
相談室（SW、外国人患者担当）と協働し、患者に対し未収金
状況等について説明を行った。 

 
２．適正な診療報酬事務の推進 
 
（１）適切な診療報酬請求事務の推進のための取組 

ア 診療報酬委員会を中心とした活動 
保険請求のうち、高額査定されたものを検証。担当医及び

関係職種と医事課にて協議し、積極的に再請求を行っている
。請求精度を向上させるため、各診療科よりレセプト担当医
を委員会に招集し、高額査定について個別に審議。各診療科
において対策がはかれるような運用を検討した。また、高額
査定に限らず問題視した査定については委員会で公表する他
、医師全体に向けた注意喚起を行うことで保険診療への関心
を高めた。 

 
イ 査定率 

令和８年２月までの合計査定率は0.11％で、目標の 0.20％
に対して 0.09pt、昨年度比で 0.04pt低くなった。 
 

（２）上位施設基準等の取得の検討 
医師の配置による業務の見直し等により、以下の施設基準を取

得した。 
 

○児童思春期支援指導加算 
（250～1,000点／月 外来患者）2024.6.1～ 
○児童思春期精神科専門管理加算  
（500～1,200点／月 外来患者）2024.11.1～ 
○栄養サポートチーム加算 
（200点／週１回 入院患者）2025.9.1～ 
○精神科入退院支援加算  
（1,000点／回 入院患者）2025.5.1～ 

 
⑤ 一般管理費の削減 

一般管理費（人件費、公租公課を除く。）については、昨今の社
会情勢の影響による原材料等の高騰により各分野での価格上昇が
見られ、令和７年度において、令和２年度に比して＋12,383千円（
＋18.2％）となった。 
 

【一般管理費（人件費、公租公課を除く）推移】 
令和２年度：67,957千円 

単位：千円 

年度 一般管理費 対 R2削減率 

R3 66,613 （▲2.0％） 

R4 72,698 （＋7.0％） 

R5 71,509 （＋5.2％） 

R6 80,476 （＋18.4％） 

R7 80,340 （＋18.2％） 
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⑥ デジタル庁が策定した「情
報システムの整備及び管理
の基本的な方針」（令和３年
12月24 日デジタル大臣決
定）に則り、PMO（Portfoli
o Management Office）を設
置するとともに、情報シス
テムの適切な整備及び管理
を行う。 

 
これらの取組により、中長期

目標期間中の累計した損益計
算において、経常収支が100％
以上となるよう経営改善に取
り組む。 
 
 
 
 
２．電子化の推進 
 

業務の効率化及び質の向上
を目的とした電子化について
費用対効果を勘案しつつ推進
し、引き続き情報を経営分析等
に活用するとともに、幅広い
ICT需要に対応できるセンター
内ネットワークの充実を図る
こと。 

政府が進める医療DXの各取
組（電子処方箋の導入を含む。）
に率先して取り組むなど、国の
医療政策に貢献する取組を進
めること。 

 
 
 

⑥ 情報システムの整備
及び管理 

 
デジタル庁が策定した「

情報システムの整備及び管
理の基本的な方針」（令和３
年12月 24 日デジタル大臣
決定）に則り、PMO（Portfo
lio Management Office）を
設置するとともに、情報シ
ステムの適切な整備及び管
理を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
２．電子化の推進 
 
業務の効率化及び質の向

上を目的とした電子化につ
いて、会議の開催（タブレ
ット端末の使用）や資料、
決裁等の電子化など、引き
続き費用対効果を勘案しつ
つ推進する。 
また、幅広い ICT 需要に

対応できるセンター内ネッ
トワークの機能を充実し、I
CT化を促進することで業務
の効率化 
を図る。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇 電子化について

費用対効果を感嘆
しつつ推進し、情
報を経営分析等に
活用するととも
に、幅広いICT需
要に対応できるセ
ンター内ネットワ
ークの充実を図っ
ているか。 

 
 

⑥ 情報システムの整備及び管理 
PMO(Portfolio Managemant Office）の設置等の体制・実施する

業務について、令和6年度最小限の態勢からスタートし、逐次業務
内容を拡充し以下の業務内容を現在2年目として実施中である。 

初年度の成果を踏まえ、2年目として具体的任務を付与し拡充し
た業務 

①情報システム台帳等各種台帳の管理・整理に係る業務 
 (プロジェクト推進責任者等、情報資産管理、ドメイン管理を

進めるための基盤となる業務) 
②情報セキュリティ対策に係る業務 
 (情報システムの設置環境やネットワーク環境ににおける重要
な対策業務であり、利用期限やサポート期限等についても管
理することは運用における材弱性対応の基盤となる業務) 

③情報システムの利用基盤に係る業務 
 (アカウント管理、ライセンス管理等(特に不要アカウント・

ライセンスの削除管理)の業務 
④事業予定と調達時期・概算の見積の管理業務について業務内
容のエスカレーションを行った。 

 
２．電子化の推進 

  
（１）業務効率化を図るための電子化の推進 
ア 業務の効率化を図るために職員に対する通報等の文書につい

ては、引き続きイントラネット等を活用した電子化を推進した
。また、WEB会議用のアプリの利活用の向上の取り組みを継続し
、一般市民向けや公開講座向けに1,000程度の出席を可能とする
会議利用枠の継続維持を行い、多数への情報発信を可能な機能
の取得、提供を図った。 

イ 会議用の小規模で独立した閉域を持つ無線環境の再整理・構
築をおこない、配付資料の削減と業務効率化を図った。 

ウ 情報共有に利用されていた、USBでの情報共有やメールのファ
イル添付での情報共有から安全な情報共有環境を構築し提供し
た。 

 ・ 提供した環境は、「ストレージ容量：1TB」「アカウント数
：無制限」「利用開始：10月」「利用状況のLOG管理、共有フ
ァイルのセキュリティチェック、ファイルの暗号化」 

   
（２）電子カルテシステムの活用 

令和7年度の電子カルテシステム全面更新に合わせて、以下の
改善を実施した。 
ア 病棟携帯端末を導入し、業務の効率化と現場スタッフの
負担軽減を実現した。 

イ  薬剤・食物等のアレルギーチェック機能を強化し、医療
安全の向上を実現した。 

ウ  薬剤・医療材料等のデータの整備を行い、診療報酬請求
の取り漏れ抑止を行った。 

エ HL7-FHIRに対応した臨床データ収集システムを導入し、標
準形式でのデータ利活用の環境を整備した。 

 
（３）医療DXの推進 

電子処方箋の運用開始に向けて、オンライン資格確認および処
方・健診データ連携システム導入および、医師のHPKIカードの一
括取得を実施した。令和7年度の電子カルテシステム全面更新によ
り、電子処方箋を発行するシステムおよび体制の整備が完了した。 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要

事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 
財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

繰越欠損金 

中長期目標期間中に前中長期

目標期間最終年度（令和２年

度）比で 19.5％削減 

2,444,133千円 1,755,930千円 1,635,600 千円 1,954,590千円 2,378,329 千円 2,566,200千円  

 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中 長 期

目標 

中 長 期

計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

（定量的指標） 

本欄「（２）目標と実績の比較」に記載 

 

（定量的指標以外） 

財務内容の改善に関する事項 

具体的には、 

・国立研究開発法人日本医療研究開発機構等からの競争的資金

や企業治験等の外部資金の獲得を進める。 

・繰越欠損金解消計画を策定し、中長期目標中に、繰越欠損金を

令和２年度比で 19.5％削減するよう努める。センターにおけ

る繰越欠損期の発生要因等を分析し、可能な限り早期に解消さ

れるよう具体的な 繰越欠損金解消計画を作成し、公表する。 

 

（２）目標と実績の比較  

（定量的指標）  

・繰越欠損金 

＜評定に至った理由＞ 

（見込評価時との乖離がある場合には重点的に理由を記載） 

＜今後の課題＞ 

（見込評価時に検出されなかった課題、新中長期目標の変更が必要になる

事項等あれば記載） 

別 紙 に 記 載 
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中長期目標   192800千円 

実績      2566200千円（対中長期目標77.7％） 

 

その他、「２．主要な経年データ」内、「主な参考指標情報」のとおり 

 

（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

・外部資金の確保及び研究基盤の強化 

治験・臨床研究体制の充実に向けて、企業等との連携強化や患者

レジストリの構築・高度化を進めるとともに、AMED等の競争的資

金や企業治験等による外部資金の確保に取り組み、研究開発を支

える基盤の強化を図った。 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を達成していると認め 

られることから「Ｂ」評定とした。 

 

 ＜今後の課題＞ 

中長期目標期間における繰越欠損金削減に向けて、引き続き経営 

改善に取り組むことを期待する。 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 
 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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第５ 財務内容の改善に関す
る事項 

 
「第４ 業務運営の効率化

に関する事項」で定めた事項
に配慮した中長期計画の予算
を作成し、当該予算による運
営を実施することにより、中
長期目標の期間における期首
に対する期末の財務内容の改
善を図ること。 
 
１．自己収入の増加に関する
事項 

 
精神・神経疾患等に関する

医療政策を牽引していく拠点
としての役割を果たすため、
引き続き運営費交付金以外の
外部資金の積極的な導入に努
めること。 

具体的には、企業等との治
験連携事務局の連携強化や、
患者レジストリ（登録システ
ム）の充実により、治験・臨床
研究体制を強化し、国立研究
開発法人日本医療研究開発機
構等からの競争的資金や企業
治験等の外部資金の獲得を更
に進める。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３ 財務内容の改善に関す
る事項 
 
「第２ 業務運営の効率化

に関する事項」で定めた事項
に配慮した中長期計画の予算
を作成し、当該予算による運
営を実施することにより、中
長期目標期間における期首に
対する期末の財務内容の改善 
を図る。 
 

１．自己収入の増加に関する
事項 
 
企業等との治験連携事務局

の設置、患者レジストリの構
築、GMP準拠に再構築したホッ
トラボ活用による治験・臨床
研究体制の強化等により、運
営費交付金以外の外部資金の
積極的な導入に努め、国立研
究開発法人日本医療研究開発
機構等からの競争的資金や企
業治験等の外部資金の獲得 
を更に進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜定量的指標＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
 

○ 運営費交付金以
外の競争的資金や
外部資金の獲得を
進め、自己収入の
増加に努めている
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３ 財務内容の改善に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１．自己収入の増加に関する事項 
 
（１）企業等からの寄附及び受託研究等の受入 

企業等からの寄付及び受託研究等の外部資金の獲得を更に進め
るため、企業等との治験連携事務、患者レジストリの構築及び改良
、治験・臨床研究体制の強化等に取り組んだ。  
 

 
 
 

 
 
（２）競争的研究資金の獲得 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構等からの競争的資金や
厚生労働科学研究費補助金をはじめとした競争的研究資金につい
て、研究所、トランスレーショナルメディカルセンター、メディカ
ル・ゲノムセンター、脳画像イメージングセンター、認知行動療法
センター及び病院が各研究事業に対して積極的な申請を行ってい
る。 

 
【競争的研究資金の獲得金額推移】 

 
 
 
 
 
 

 
 
（３）治験連携事務局、患者レジストリ活用による企業治験等の外

部資金の獲得 
筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）による多施設

共同医師主導臨床研究を企業からの出資に基づき実施している。
また、当該ネットワークについては、企業からの出資による企業治
験として、当センターが一括して参加施設に分配する仕組みを構
築している。さらに、MDCTNと患者登録システムであるRemudyの連
携を深め、業務を効率化し、継続的な臨床研究推進体制を構築する
ためにそれぞれの事務局の一元化し、依頼者との手続きをより円
滑に進める体制で実施している。神経筋疾患患者レジストリー（
Remudy）を市販後の評価にも用いることのできるように改良を加
えRemudy-DMDとして運用を開始、企業からの資金提供も得て実施
している。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
第3期中長期目標期間における財務内容の改善に関する事項

に係る成果は、概ね目標水準通りであり、自己評価をＢとして
いる。 
 

＜目標の内容①＞ 
財務内容の改善のため繰越欠損金の解消に向けた経営改善

を図ることとし、令和７年度計画では総収支は163百万円とし
ている。 
 
＜目標と実績の比較＞ 

繰越欠損金解消計画（令和3年11月策定）において、令和7
年度末の総収支を163百万円とし、繰越欠損金を2,109百万円
とする計画を設定した。令和7年度経常収支は▲185百万円と
なり、対年度計画では473百万円増であった。総収支は▲188
百万円となり、その結果、令和7年度末の繰越欠損金は2,566
百万円となった。対繰越欠損金解消計画で見ると、令和7年度
末の残高が計画では1,765百万円のところ、870百万円多い額
となっており、計画をやや下回っている。 
 

＜目標の内容②＞ 
国立研究開発法人日本医療研究開発機構(AMED)等からの競

争的資金や企業治験等の外部資金の獲得を進める。 
 
＜目標と実績の比較＞ 

AMED等からの競争的資金や厚生労働科学研究費補助金をは
じめとした競争的研究資金について、研究所、トランスレー
ショナル・メディカルセンター、メディカル・ゲノムセンタ
ー、脳病態統合イメージングセンター、認知行動療法センタ
ー及び病院が各研究事業に対して積極的な申請を行い、毎年
3,000百万円越を獲得している。 
 
【競争的研究資金の獲得金額推移】 
  
 
 
 
 
 

 
 
＜その他考慮すべき要素＞ 

医療収益の向上、研究にかかる外部資金の獲得、運営の効
率化等による財務内容の改善に取組んでいる。 
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（４）クリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN)構築の推
進 
 「6NC連携によるレジストリデータの活用基盤の構築事業」へ
分担研究機関として参加し、運営委員会の副委員長として武田
名誉所長、実務支援委員会および情報支援委員会の副委員長と
して中村病院臨床研究・教育研修部門臨床研究支援部長、小居
病院臨床研究・教育研修部門情報管理・解析部長が参画してい
る。６NCを中心にレジストリ検索システムの継続、レジストリ
手引きの更新、レジストリ構築・運用支援手順及び支援資材の
公開、レジストリシンポジウム開催を行なった。 
筋ジストロフィー臨床試験ネットワーク（MDCTN）と患者レジ

ストリ（Remudy）の効率的な運用に向けて、２つを統合し神経
筋疾患先端医療推進協議会（CareCure NMD）として運用し、順
調に進められている。 
NCNPで実施する各レジストリに関しても、個別製薬企業との

利活用に向けた話し合いが行われた（認知症、精神科疾患、筋
疾患など）。 
企業等とも構築段階から相談を行い、精神科レジストリ及び

筋疾患レジストリにおいては、製薬企業等にも情報提供できる
形での構築を行なっている。 
また新たに製薬企業が実施する製造販売後調査と連携して、

抗アミロイド抗体薬による有効性、安全性の検討、ApoE遺伝子
の測定を可能とするアルツハイマー病レジストリも開始されて
いる。 
Remudy-DMD研究は、エレビジスの製造販売後調査と協業する

レジストリとして運用することになった。ビルトラルセンの製
造販売後調査において指定されたレジストリとして運用してお
り、製造販売後調査の解析のためのデータ提供、企業での解析
結果の共有、学会発表を行った。 
 

（５）競争的資金の公募のイントラネットを活用した周知 
デスクネッツの「インフォメーション」および、イントラネッ

トを利用できない者に対してはメールで、競争的資金の公募情報
の周知を行った。 
 

（６）資産運用による収益の確保 
保有する資金について、適切かつ効率的な資金運用を行うため、

銀行が取扱う有価証券に投資し、収益を確保した。 
※ 有価証券の対象は、独立行政法人通則法第 47 条の規定に
基づき、合同運用指定金銭信託を保有。 

 
【令和 3年度】 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：500,000,000円（令和 4年 3月 25日契約） 
 配  当：128,767 円 
 
【令和 4年度 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：500,000,000円（令和 4年 6月 27日契約） 
 配  当：124,657 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：500,000,000円（令和 4年 9月 26日契約） 
 配  当：186,986 円 
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 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：500,000,000円（令和 4年 12月 26日契約） 
 配  当：186,986 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 5年 3月 27日契約） 
 配  当：373,972 円 
 
【令和 5年度】 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 5年 6月 26日契約） 
 配  当：373,972 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 5年 9月 25日契約） 
 配  当：373,972 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 5年 12月 25日契約） 
 配  当：373,972 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 6年 3月 25日契約） 
 配  当：378,082 円 
 
【令和 6年度】 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 6年 3月 26日契約） 
 配  当： 378,082 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 6年 6月 26日契約） 
 配  当：378,082 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 6年 9月 26日契約） 
 配  当：498,630 円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 7年 2月 4日契約） 
 配  当：1,630,684円 
 
【令和 7年度】 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 7年 5月 8日契約） 
 配  当：1,999,452円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 7年 8月 5日契約） 
 配  当：1,994,520円 
 
 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：3,000,000,000 円（令和 7年 9月 25日契約） 
 配  当：5,609,589円 
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２．資産及び負債の管理に関 
する事項 
 
センターの機能の維持、向

上を図りつつ、投資を計画的
に行い、固定負債（長期借入金
の残高）を償還確実性が確保
できる範囲とし、運営上、中・
長期的に適正なものとなるよ
う努めること。 
また、第４の１「効率的な業

務運営に関する事項」に掲
げる取組を着実に実施し、
中長期目標期間中の累計し
た損益計算において経常収
支率が 100％以上となるよ
う経営改善に取り組み、中
長期目標期間中に、繰越欠
損金を第２期中長期目標期
間の最終年度（令和２年
度）比で 19.5％削減する
よう努める。なお、センタ
ーにおける繰越欠損金の発
生要因等を分析し、可能な
限り早期に繰越欠損金が解
消されるよう、具体的な繰
越欠損金解消計画を作成
し、公表すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 

２．資産及び負債の管理に関 
する事項 
 
センターの機能の維持・向

上を図りつつ、中・長期的な固
定負債（長期借入金の残 
高）を償還確実性が確保でき
る範囲とし、運営上適切なも
のとなるよう努める。そのた
め、大型医療機器等の投資に
当たっては、原則、償還確実性 
を確保する。 
また、繰越欠損金について

は、第２の１「効率的な業務運
営に関する事項」に掲げる取
組を着実に実施し、中長期目
標期間中の累計した損益計算
において経常収支率が100％
以上となるよう経営改善に取
り組み、中長期目標の期間中
に、繰越欠損金を第２期中期
目標期間の最終年度（令和２
年度）比で 19.5％削減を達成
する。なお、繰越欠損金の発生
要因等を分析し、可能な限り
早期に繰越欠損金を解消する
ため、令和３年度中の可能な
限り早期に具体的な繰越欠損
金解消計画を作成し、公表す 
る。 
（１）予 算 別紙１ 
（２）収支計画 別紙２ 
（３）資金計画 別紙３ 
 
第４ 短期借入金限度額 

 
１．限度額 1,800 百万円 
２．想定される理由 
（１）運営費交付金の受入遅

延等による資金不足への
対応 

（２）業績手当（ボーナス）
の支給等、資金繰り資金
の出費への対応 

（３）予定外の退職者の発生
に伴う退職手当の支給
等、偶発的な出費増への

 
 
 
 
 
 
 
 
〇 センターの機能

の維持、向上を図
りつつ、投資を計
画的に行い、固定
負債（長期借入金
の残高）を償還確
実性が確保できる
範囲とし、運営
上、中・長期的に
適正なものとなる
よう努めている
か。 

 
〇 センターにおけ

る繰越欠損金の派
生要因等を分析
し、経営改善に取
り組み、可能な限
り早期に繰越欠損
金を解消するよう
努めているか。 

 
■ 中長期目標期間

において、繰越欠
損金を第２期中期
目標期間の最終年
度（令和２年度）
比で 19.5％削減す
る。 

 
 

 銘柄名：実績配当型合同運用指定金銭信託 
 取得額：1,000,000,000 円（令和 7年 11月 4日契約） 
 配  当：1,919,726円 
 
 銘柄名：予定配当率型型合同運用指定金銭信託 
 取得額：3,000,000,000 円（令和 7年 12月 30日契約） 
 配  当：5,609,589円 

 
２．資産及び負債の管理に関する事項 
 
（１）中･長期的な固定負債（長期借入金の残高）の償還確実性の確

保 
現在の固定負債は償還確実性が確保できる適切な範囲であり、

令和７年度においては、緊急性、収益性等を検討のうえ、各部門
より要望のあった医療機器の購入費用として１５億円の財政融資
資金における長期借入を行った。 

 
（２）繰越欠損金の解消 

繰越欠損金解消計画（令和3年11月策定）において、令和7年度
末の総収支を163百万円とし、繰越欠損金を2,109百万円とする計
画を設定した。令和7年度経常収支は▲185百万円となり、対年度
計画では473百万円増であった。総収支は▲188百万円となり、そ
の結果、令和7年度末の繰越欠損金は2,566百万円となった。対繰
越欠損金解消計画で見ると、令和7年度末の残高が計画では1,765
百万円のところ、870百万円多い額となっており、計画をやや下回
っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４ 短期借入金限度額 
 
短期借入金はない。 
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主な業務実績等 自己評価 
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対応 
 
第５ 不要財産又は不要財産
となることが見込まれる財
産がある場合には、当該財
産の処分に関する計画 

 
なし 

 
第６ 第５に規定する財産以
外の重要な財産を譲渡し、
又は担保に供しようとする
時はその計画 

 
なし 

 
第７ 剰余金の使途 
 
決算において剰余を生じた場
合は、将来の投資（建物等
の整備・修繕、医療機器等
の購入等）及び借入金の償
還に充てる。 

 
 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合
には、当該財産の処分に関する計画 

 
なし 
 
 

 
第６ 第５に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供

しようとする時はその計画 
 

なし 
 
 
 
第７ 剰余金の使途 
 

剰余金はない。 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要

事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ 
その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

          

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期

目標 

中長期

計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     

 

  
評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

（１）主な目標の内容 

（定量的指標） 

   なし 

（定量的指標以外） 

その他業務運営に関する重要事項 

具体的には、 

ガバナンス及び組織運営基盤の強化 

法令遵守及び内部統制の適切な運用に努めるとともに、

PMDAや海外機関、他のナショナルセンター及び国立病院機

構との人事交流を通じた人材育成・確保を推進した。また、

センター機能の維持・向上に向けた計画的な施設・設備整

備を進めるとともに、政府方針を踏まえた情報セキュリテ

ィ対策の強化に取り組んだ。 

 

（２）目標と実績の比較  

（定量的指標）  

   なし 

 

＜評定に至った理由＞ 

（見込評価時との乖離がある場合には重点的に理由を記載） 

＜今後の課題＞ 

（見込評価時に検出されなかった課題、新中長期目標の変更が必要になる事

項等あれば記載） 

別 紙 に 記 載 
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（３）その他考慮すべき要素  

（定量的指標以外の評価） 

・ガバナンス及び組織運営基盤の強化 

研究不正の再発防止、公的研究費の適正管理及び調達手続の

透明化を通じて、内部統制・コンプライアンス体制の一層の

強化を図る必要がある。また、サイバーセキュリティ対策や

研究インテグリティの推進、職員の情報リテラシー向上等を

通じて情報セキュリティ対策を継続的に強化するとともに、

人事交流等による専門人材の確保・育成や良好な職場環境の

整備、研究基盤の充実及び研究成果の積極的な情報発信に取

り組むことが重要である。 

 

（４）評定 

  上記含むその他の成果は、所期の目標を達成していると認め 

られることから「Ｂ」評定とした。 

 

 ＜今後の課題＞ 

 特になし 

 

 ＜その他事項＞  

特になし 
 

 

４．その他参考情報 
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第６ その他業務運営に関す
る重要事項 
 

１．法令遵守等内部統制の適
切な構築 
 
研究開発活動の信頼性の確

保、科学技術の健全な発展等
の観点から、引き続き研究不
正など不適切事案に適切に対
応するため、組織として研究
不正等を事前に防止する取組
を強化するとともに、管理責
任を明確化するなど、コンプ
ライアンス体制を強化するこ
と等により、内部統制の一層
の 充 実 ・ 強 化 を 図 
る。 

また、研究開発等に係る物
品及び役務の調達に関する契
約等に係る仕組みの改善を踏
まえ、一般競争入札を原則と
しつつも、研究開発業務を考
慮し、公正性・透明性を確保し
つつ合理的な調達に努める等
「「独立行政法人の業務の適
正を確保するための体制等の
整備」について」（平成 26 
年 11 月 28 日総務省行政管
理局長通知）に基づき業務方
法書に定めた事項の運用を確
実 に 図 る 。 

更に、公正かつ透明な調達
手続による適切で、迅速かつ
効果的な調達を実現する観点
から、法人が策定した「調達
等合理化計画」に基づく取組
を着実に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第８ その他業務運営に関す
る重要事項 
 

１．法令遵守等内部統制の適
切な構築 
 
引き続き研究不正や不適切

事案に適切に対応するため、
研究を審査する委員会での確
認の強化など更なる取組を実
施し、組織として研究不正を
事前に防止する取組を強化す
る。 
また、研究関連手続の際に

所属部局長や研究支援部門へ
の報告等をルール化し、管理
責任を明確化するとともに、
研究不正が発生した場合、厳
正な対応をとるなどコンプラ
イアンス体制を強化すること
等により、内部統制の一層の 
充実・強化を図る。 
契約については、原則とし

て一般競争入札等によるもの
とし、競争性及び透明性が十
分確保される方法により実施
するとともに、随意契約の適 
正化を図る。 
なお、研究開発等に係る物

品及び役務の調達に関する契
約等に係る仕組みの改善を踏
まえ、一般競争入札を原則と
しつつも、公正性・透明性を確
保しつつ合理的な調達に努め 
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

＜評価の視点＞ 
 

○ 組織として研究
不正等を事前に防
止する取組を強化
するとともに、コン
プライアンス体制
を強化すること等
により、内部統制の
一層の充実・強化を
図っているか。 
 
○ 公正性・透明性

を確保しつつ合理
的な調達に努める
ため等、「「独立行
政法人の業務の適
正を確保するため
の体制等の整備」
について」（平成 26
年 11 月 28 日総務
省行政管理局長通
知）に基づき業務
方法書に定めた事
項の運用を確実に
図るとともに、「調
達等合理化計画」
に基づく取組を着
実に実施している
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第８ その他業務運営に関する重要事項 
 
 

１．法令遵守等内部統制の適切な構築 
 

（１）法令遵守等内部統制の適切な構築 
 
ア 研究不正防止体制の整備 

研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（令
和３年２月改正）に準拠した基本方針・諸規程を整備し、理事長
を最高管理責任者としてリーダーシップを発揮するとともに、統
括管理責任者や監事等の役割を明確とした、研究不正防止体制の
整備を行った。研究者および研究事務担当者を対象とした、公的
研究費に関する説明会を実施し、物品・役務の発注・検収はもち
ろん、人件費・謝金、旅費についても各事務担当者が説明するこ
とで、制度への理解の浸透を図っている。また、コンプライアン
ス教育として説明会の内容に関する理解度確認テストを行うこと
で、知識や理解の着実な定着を図っている。 

 
イ セキュリティ体制 

JIHS を中心とした５NC＋JIHS による研究班により、内閣府よ
り補助を受け、研究セキュリティの向上を図るために、デュー・
デリジェンスを実施するためのアプリ開発を行った。研究インテ
グリティの向上を充実させ、客員研究員等の受入れの際に、リス
クマネジメントを行っている。令和７年 12 月に内閣府より示さ
れた研究セキュリティの取り組みのための手順書に基づき、当セ
ンターにおける研究セキュリティのための手順書について検討
を行っている。 

 
ウ 契約の適正化 
 ・ 公正性・透明性を確保した合理的な調達 

研究開発業務等の特殊性や専門性を考慮し、公正かつ透明 
調達手続きによる適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する 
観点から、PDCAサイクルにより、公正性・透明性を確保しつ 
つ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、調 
達等合理化計画を策定し、一者応札・応募の改善等に関する 
取組みを行った。 

・随意契約の適正化 
随意契約の適正化については、一般競争入札を原則と

しつつも研究開発等における必要性を考慮し、契約審査
委員会において事前点検により整合性、より競争性のあ
る調達手続きの実施の可否を審議することで、契約の相
手方が限られたなど競争性のない随意契約によらざるを
得ないものに限定し、公正性・透明性を確保しつつ、合
理的な調達を図っている。 

 
【調達の全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

競争性
のある
契約 

181 件 
（55.9
％） 

185 件 
（53.8
％） 

152 件
（52.4
％） 

182件 
（63.4
％） 

193 件 
（71.7
％） 

競争性
のない
契約 

143 件 
（44.1
％） 

159 件 
（46.2
％） 

138 件 
（47.6
％） 

105 件 
（36.6
％） 

76 件 
（28.3
％） 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
第3期中長期目標期間におけるその他業務運営に関する重要

事項に係る成果は、以下であることから、自己評価をＢとし
ている。 
 

＜目標の内容①＞ 
法令遵守等内部統制の適切な構築 

 
＜目標と実績の比較＞ 

内部統制の体制強化の取組として内部通報制度（通報相談窓
口の存在・相談員等）について、イントラネットによる掲示板
、院内広報誌及び個人情報保護研修会などにより、全職員に対
して周知を行った。 

全体として、令和７年度の取組は目標水準を満たしている。 
 

＜目標の内容②＞ 
 センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財務状況
を総合的に勘案して計画的な整備に努める。 
 
＜目標と実績の比較＞ 

第 3期中長期目標期間の取組は、主な業務実績等に記載のと
おり実施しており、目標水準を満たしている。 

 
＜目標の内容③＞ 
 人事の最適化 
 ・独立行政法人医薬品医療機器総合機構や諸外国を含めた他

の施設との人事交流を推進する。 
 ・ＮＣ間及び独立行政法人国立病院機構の間における看護師

等の人事交流を進める。 
 
＜目標と実績の比較＞ 
第3期中長期目標期間の取組としては、主な業務実績等に記
載のとおり実施しており、目標水準を満たしている。 
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監査室、監事及び会計監査

法人との連携強化を図り、コ
ンプライアンスへの取組を重
点とした内部監査（書面監査、
実地監査及び抜き打ち監査）、
監事監査（業務監査及び会計
監査）及び外部監査を実施す
ることで、内部統制の一層の 
充実強化に努める。 
さらに、中長期目標の期間

におけるセンターの重要業務
について、リスク評価を行い、
適切にリスク管理を行う。ま
た、「「独立行政法人の業務の
適正を確保するための体制等
の整備」について」（平成26年 
11月28日付け総管査第322号
総務省行政管理局長通知）に
基づき業務方法書に定めた事
項について、その運用を確実 
に図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【１者応札・応募状況】 
 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

２者 

以上 

84 件 
（46.4
％） 

80 件 
（43.2
％） 

50 件 
（32.9
％） 

61 件 
（35.9
％） 

101 件 
（56.4
％） 

１者 

以下 

97 件 
（53.6
％） 

105 件 
（56.8
％） 

102 件
（67.1
％） 

109 件 
（64.1
％） 

77 件 
（43.0
％） 

 
（２）内部監査等の取組 

 
ア 内部監査等の実施 

理事長の下に独立した組織として監査室を設置し、監事との連
携のうえ、法令等の遵守の促進及び諸規程等に則った業務運営の
検証のため、以下の実地監査等を実施した。 
主な項目は、医業未収金に関する事項、研究不正対策に関する

事項、情報セキュリティ対策に関する事項、月次決算に関する事
項等である。 
実施回数：令和３年度：４件、令和４年度２件、令和５年度２

件、令和６年度１３件、令和７年度１９件    
  

イ 会計監査人による会計監査の実施 
独立行政法人通則法第 39条の規定に基づき、会計処理の適正

や準拠性及び財務諸表、決算報告書及び事業報告書（会計に関
する部分）の信頼性を確保するため専門的な知識を持つ会計監
査法人（公認会計士）による実地監査を受審している。また、
監査室、監事及び会計監査法人との連携強化のため、監査計画
等の聴取等の際に意見交換・情報共有等を行った。 
 ・会計監査の実施：令和３年度～令和７年度の各年度で、期

中監査３回、期末監査１回        
・監査室、監事及び会計監査法人との連携強化：令和３年度
～令和７年度の各年度で、監査計画説明時１回、年度末決
算監査報告時１回  

 
（３）内部統制の強化 
 
ア 監事による施設長との面談 

監事による理事長、院長(不在時は副院長）、神経研究所所
長、精神保健研究所長、企画戦略局長、総務部長、財務経理部
長との面談を行い、認識している経営課題及び運営上の課題、
懸案事項について、人材不足の問題等についての内容により、
業務の運営状況を把握しているか、有効かつ効率的並びに適切
な運営を行っているか等を確認した。                            
面談回数：令和３年度～令和７年度の各年度で上記の７名に

対し 1回実施。 
 
イ 内部統制推進の取組み 

独立行政法人通則法改正に伴う内部統制の充実のため、当セン
ターのミッションを有効かつ効率的に果たす目的で、内部統制委
員会を開催するなど適切なガバナンス体制による法人運営に取
り組んでいる。開催回数：令和３年度～令和７年度の各年度で年
３回実施。 
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さらに、公正かつ透明な調

達手続による適切で、迅速か
つ効果的な調達を実現する観
点から、策定した「調達等合理
化計画」に基づく取組を着実 
に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）リスク管理の取組み 
 

独立行政法人通則法改正に伴う内部統制の充実のため、リスク
管理のための「重要性の高い事象リスト」を作成し、モニタリン
グを継続して実施した。リスク管理委員会を開催し、対応策の検
討状況等を把握や必要により新たな指示を行うなど、適切なリス
ク管理によるリスク軽減に引き続き取り組んでいる。                   
開催回数：令和３年度～令和７年度の各年度で年３回実施。 

 
（５） 公正性・透明性を確保した合理的な調達 

・ 公正性・透明性を確保した合理的な調達 
研究開発業務等の特殊性や専門性を考慮し、公正かつ透明な調
達手続きによる適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観点
から、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、
自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、調達等合
理化計画を策定し、ホームページに公表した。 
調達等合理化計画に基づき重点的に取り組む分野として、一

者応札・応募の改善等に関する以下の取組みを行った 
① 応札者の準備期間を十分に確保できる公告期間を可能

な限り長く設定した。 
② 契約審査委員会において仕様書等の内容について事前

の点検を実施した。 
  ③ 複数業者への声掛けを行った。 
令和７年度における１者応札・応募状況については、契約件数は

77 件（43.0%）、契約金額は 28.6 億円（35.4%）であり、随意契約

金額の引き上げの影響により前年度に比べて件数は 31件減少し、

割合も大幅に減少したが、金額は 15.4億円増加している。主な差

額要因として、令和７年度は給食業務委託（9.9億円）の影響等で、

１者応札の契約金額が前年度より高額であったことが挙げられ

る。なお、２者以上の応札案件については、入札件数自体の増加及

び医薬品の契約先増加等により件数が上昇している。 
契約の事後点検、見直しについては監事及び外部有識者で構

成している「契約監視委員会」において、①競争性のない随意
契約の妥当性、②１者応札、１社応募が続いた場合の競争性を
確保するための改善方策の妥当性等について、点検・見直しを
引き続き実施し、合理的な理由が認められるとの結果となって
いる。 
 

【調達の全体像】 

【１者応札・応募状況】 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

競争性の
ある契約 

181 件 
（55.9％） 

185 件 
（53.8％） 

152 件
（52.4％） 

182件 
（63.4％） 

193 件 
（71.7％） 

競争性の
ない契約 

143 件 
（44.1％） 

159 件 
（46.2％） 

138 件 
（47.6％） 

105 件 
（36.6％） 

76 件 
（28.3％） 
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２．人事の最適化 

 
医薬品や医療機器の実用化

に向けた出口戦略機能の強化
や、新たな視点や発想に基づ
く研究等の推進のため、独立
行政法人医薬品医療機器総合
機構や諸外国を含めた他の施
設との人事交流をこれまで以
上 に 推 進 す る 。 

また、NC等間及びセンター
と独立行政法人国立病院機構
の間における看護師等の人事
交流を引き続き進める。 

なお、法人の人材確保・育
成について、科学技術・イノ
ベーション創出の活性化に関
する法律第 24 条の規定に基
づき作成された「人材活用等
に関する方針」に基づいて取
組を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．人事の最適化  
 
職員が業務で発揮した能力

、適性、実績等を評価し、職員
の給与に反映させるとともに
、業務遂行意欲の向上を図る
業績評価制度の適切な運用を
行う。 
また、優秀な人材を持続的

に確保する観点から人材の適
切な流動性を有した組織を構
築するため、国、国立病院機構
等の独立行政法人、国立大学
法人、民間等と円滑な人事交
流を更に進める。医薬品や医
療機器の実用化に向けた出口
戦略機能の強化や、新たな視
点や発想に基づく研究等の推
進のため、PMDA や諸外国を含
めた他の施設との人事交流を
これまで以上に推進するとと
もに、医療の質の向上及びキ
ャリアアップの観点から、看
護師等の人事交流についても
更に推進する。 
センターと大学等との間で

のクロスアポイントメント制
度（センターと大学等のそれ
ぞれと雇用契約関係を結ぶ等
により、各機関の責任の下で
業務を行うことができる制度
）を導入し、産学官の人材・技
術の流動性の向上やセンター
と大学間等の技術シーズの円
滑な橋渡しにより、高度かつ
専門的な医療技術の研究開発 
を推進する。 
女性の働きやすい環境を整

備するとともに、医師の本来
の役割が発揮できるよう、医
師とその他医療従事者との役
割分担を見直し、職員にとっ
て魅力的で働きやすい職場環
境の整備に引き続き努める。 
良質な医療を効率的に提供

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇 新たな視点や発

想に基づく研究等
の推進のための人
事交流や、NC間お
よびセンターと独
立行政法人国立病
院機構の間におけ
る看護師等の人事
交流を推進してい
るか。 

 
 
 
 
 

 

 
２．人事の最適化 
 
（１）業績評価制度の活用 

役職職員のうち年俸制適用の医師及び研究者については、前年度
の実績を昇給、賞与・給与に反映させ、その他の職員については、
前年度後期及び当年度前期の評価結果を昇給、賞与・給与に反映さ
せた。これらにより業務で発揮した能力、適性、実績等を適正に評
価し、職員の業務意欲向上、業務の改善を図り、センターの発展に
つなげている。 

 
（２）国や民間等との人事交流を行うための体制整備 

独法化後、国、国立病院機構、他のナショナルセンター等との人
事交流を行っており、今後も引き続き国や民間等との人事交流を行
い、必要な人材の確保や組織の活性化を図った。 
・ ５NC＋JIHSの疾患横断的研究に関する業務を担うため、６法

人計 26 名体制（クロスアポイント）で令和２年４月に６NC（現
在は５NC＋JIHS）横断的組織（国立高度専門医療研究センター
医療研究連携推進本部）が設置され、データ基盤、人材育成、
共同研究、知財・法務の担当として当センターから５名を参画
させた。 

・ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構と出向者の取扱いに
関する基本協定書を締結することにより、医師、研究者合計３
名を出向させた。出向期間中は研究開発業務に従事することで
研鑽を積み、派遣期間終了後において、NCNP 職員として採用す
ることとしている。 

・ 医師、研究者に関し東京大学、脳神経疾患研究所、国立国際
医療研究センター、東京都医学総合研究所、米国マウントサイ
ナイ医科大学、福島県立矢吹病院、奈良県立医科大学、横浜市
立大学とクロスアポイントメントを実施した。 

・ 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部に臨床心理士、看護
師を派遣している。 

 
（３）看護師等の人事交流の推進 

 NC/NHOからの人事交流により看護部長、副看護部長、看護師
長、看護師が採用となった。また当センターからも同様に人事交
流により転出した。 

人事交流の一環として、看護部長協議会関東信越支部主催の施
設間交流研修に参加、また、施設間交流研修として看護職員を受
入れた。 

国立看護大学校の臨床教員として活動（併任）しており、大学
校の教員及び当院の看護部と連携している。また、専門・認定看
護師を中心に、各大学への講師派遣や学会発表等を積極的に行
い、就職や転入受け入れにつながるような取組を実施している。 

  NHO 病院との人事交流を昇任や配置換で行っている。 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

２者 

以上 

84 件 

（46.4％） 

80 件 

（43.2％） 

50 件 

（32.9％

） 

61 件 

（35.9％） 

101 件 

（56.4％） 

１者 

以下 

97 件 

（53.6％） 

105 件 

（56.8％） 

102 件

（67.1％

） 

109 件 

（64.1％） 

77 件 

（43.0％） 
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していくため、医師、看護師等
の医療従事者については、医
療を取り巻く状況の変化に応
じて柔軟に対応するとともに
、経営に十分配慮しながら、適
切な確保対策を引き続き推進
するとともに離職防止や復職
支援の対策を講ずる。 
また、幹部職員など専門的

な技術を有する者については
、公募を基本とし、引き続き優
秀な人材の確保に努める。技
能職については、外部委託等
の推進に努める。 
なお、上記については、科学

技術・イノベーション創出の
活性化に関する法律第24条の
規定に基づき作成された「人
材活用等に関する方針」に則
って取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年度より、交流研修として、他病院で管理者研修をする
ことで新しい考え方を学び、当院の医療の質の向上に努めてい
る。 

国立看護大学校とは実習や職員研修、講師派遣等で交流してい
る。毎年５～10名が国立看護大学校から入職希望者がある。 

NHO 病院と連携し、看護管理者が短期研修をすることで、両組
織の理解が深まり、より人事交流しやすい環境となっている。     

 
（４）クロスアポイントメント制度 

当センターの医師、研究者に関し東京大学、脳神経疾患研究所、
国立国際医療研究センター、東京都医学総合研究所、米国マウント
サイナイ医科大学、福島県立矢吹病院、奈良県立医科大学、横浜市
立大学とクロスアポイントメントを実施した。 

 
（５）職員にとって魅力的で働きやすい職場環境の整備 

母性保護の観点から、就業規則等に業務軽減等の措置を定めてい
る。引き続き、次の取り組みを行うことで、魅力的で働きやすい職
場環境の整備に努めている。 
 

① 医師業務マニュアルを統一化し、病棟で勤務する医師、看護師
の業務効率化(軽減)を推進 

② 医師の負担軽減のため、医療クラーク、医師事務作業補助者の
配置。 

③ 年次休暇及び特別休暇について院内 LANなどを活用した取得促
進のお知らせを実施 

④ 育児・介護休業法に対応した制度の導入 
⑤ 女性活躍推進法に基づく行動計画の推進 
⑥ 令和 7 年 9月 1日～26日にストレスチェックを実施し（スマー
トフォンやパソコンでも受検できる体制を導入）。受検者 1,102人
(受検率 77.8%)であった。高ストレス判定の職員については産業医
の面接指導を実施した。また、各職場長へ向けた集団分析結果報
告会（動画配信）を行った。 

⑦ 令和 7 年 10月 20日～11月 7日にかけて病院職員満足度調査を
実施（回答者 398 人、回答率 38.3%）。病院幹部及び部門長と結果
を共有し意見に対する改善を行った。 

⑧ 令和 8 年 3月 3日～25日にかけてハラスメント防止研修を実
施。全職員対象に、自身の都合で参加できるようビデオ視聴方式
とした。 

⑨ メンタルヘルス対策、NCNPメンタルヘルス相談事業及び第二共
済組合のメンタルヘルス相談事業の紹介をした。 

⑩ 令和６年度に引き続き在宅勤務を可能とするなど、多様な働き
方を取り入れている。 

⑪ 勤務時間の変更等により現状に柔軟に対応し超過勤務の軽減を
図った。 

 ⑫ ナースコールの更新と共に転倒防止対策、身体拘束最小化の目
的で各病棟に「見守りカメラ」を導入した。また、電子カルテ更
新の際にモバイル端末を導入し、当該端末から電子カルテを利用
できるようにした。 

 
（６）良質な医療提供のための人材確保 

良質な医療を効率的に提供するため、医療の取り巻く状況や増収
が見込めるなどの経営状況に配慮しながら、職員の増員及び体制確
保を図る。 
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３．その他の事項（施設・設
備整備、情報セキュリティ
対策に関する事項を含む） 
 

（１）施設･設備整備に関す
る事項 
 
施設・設備整備について 

は、センターの機能の維持、向
上の他、費用対効果及び財務
状況を総合的に勘案して計画
的な整備に努めること。 
 
 
（２）情報セキュリティ対策

に関する事項 
 
政府の情報セキュリティ対

策における方針（情報セキュ
リティ対策推進会議の決定等
）を踏まえ、研修を行う等、適
切 な 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 
対策を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）その他の事項 

 
業務全般については、以下

の取組を行うものとする。 
 

① 的確な評価を実施するた
め、センターは、「独立行
政法人の目標の策定に関す
る指針」（平成26年９月２
日総務大臣決定）に基づき
策定したこの中長期目標を
達成するための中長期計画
を策定するものとする。 

 
② 決算検査報告（会計検査

院）の指摘も踏まえた見直

３．その他の事項（施設・設
備整備、情報セキュリティ
対策に関する事項を含
む。） 

 
（１）施設・設備整備に関す
る計画   
 
中長期目標の期間中に整備

する施設・設備整備について
は、センターの機能の維持・向
上の他、費用対効果や財務状
況を総合的に勘案して計画的
な整備を行うこととし、毎年
の経営状況等を総合的に勘案
して、別紙４「施設・設備に関
する計画」 に基づく計画的な
施設・設備整備を実施する。 

 
（２）積立金の処分に関する
事項 
 
積立金は、厚生労働大臣の

承認するところにより、将来
の投資（建物等の整備・ 修
繕、医療機器等の購入等）及
び借入金の償還に充てる。 
 

（３）情報セキュリティ対策
に関する事項 
 
情報セキュリティ確保の

ために、情報システムの運用
面、セキュリティ対応の体 
制面、セキュリティシステム
の技術面において対策強化
に努めるとともに、政府の 
情報セキュリティ対策にお
ける方針（情報セキュリティ
対策推進会議の決定等）を 
踏まえ、センター内でのセキ
ュリティ研修（e ラーニング
等）、標的型メール等への対
応訓練、自己点検等を通じ
て、職員の情報セキュリティ
リテラシーの向上を図る。 
 
 
（４）その他の事項 

 
センターのミッションを理

解し、ミッションを実現する
ために立てた本計画に基づき
、具体的な行動に移すことが
できるように努めるとともに

３．その他の事項（施設・設備整備、情報セキュリティ対策に関する
事項を含む） 

 
（１）施設・設備整備に関する計画 

第２研究棟の建替整備工事については、能登半島地震等の影響に
より資材の確保が困難な状況に直面したが、関係者の調整等により
年度末までに完成検査を完了することができた。医療機器等につい
ては、医療機器等購入小委員会において、緊急性、収益性等を検討
し、計画的な整備を進めることができた。 

 
（２）積立金の処分に関する事項 

積立金は発生していない。 
 
（３）情報セキュリティ向上のための取組 

ア 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群
」（以下「統一基準」）の改正に伴い、センターの情報セキュリ
ティポリシ－の改正を行った 

イ 統一基準や通知等にもとづき以下の取組を行った。 
・ 情報セキュリティ対策推進計画及び関連計画等を策定 
・ 情報資産の棚卸し及びリスク評価をガイドラインに基づき実
施 

・ 高度サイバー攻撃対処のためのリスク評価をガイドラインに
基づき実施 

ウ 各種手順書の規定に基づき以下の取組を行った。 
 ・  情報セキュリティに関わる意識の向上を図るため、センター

情報発信ツール「ふぁみりー」への隔月記事の投稿を実施 
   ・  USB メモリ管理簿の整備（原則暗号化、私物 USBの禁止） 
   ・  情報セキュリティ研修の年 1回以上の受講について全職員実

施 
  ・  情報セキュリティ監査のフォローアップ受察への対応 
 ・ 情報セキュリティ自己点検の実施（１回） 

   ・ 各種情報セキュリティ関連の情報提供と  注意喚起（アンケ
ートつき動画の掲載含む） 

   ・  機器等のセキュリティ対処(SSL-VPN脆弱性への対応含む) 
エ 標的型メール攻撃対応訓練８回及び教育用 コンテンツの毎月

の掲示により、情報リテラシーの向上のための取組を実施した。 
オ センターホームページの運用性及び安全性 の向上を図るため

機能改善を実施した。 
 

（４）その他の事項 
 

ア アクションプランの実行 
センターのミッション及び厚生労働大臣により示された中長期

目標を達成するため実行すべき事項を定めた中長期計画のアクシ
ョンプランである年度計画について検討した。 

 
イ 分かりやすい国民目線の情報開示 
・ セキュリティ対策を重視し、ウェブアクセシビリティを確保

した上で、病院ホームページをリニューアルした。 
・ サブドメイン運用が望ましく、可能なサイトについて政府系

ドメイン使用を導入促進・サポートした。これにより品質を担
保したサイト運営を維持・継続し、利用者への ncnp.go.jp の認
知向上に寄与した。 

・ 総務課広報室を中心に、YouTube や Twitterを活用し、動画を
含めた公開講座、研修・セミナー情報や研究成果のプレスリリ
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しを行うほか、「独立行政
法人改革等に関する基本的
な方針」（平成25年12月24
日閣議決定）をはじめとす
る既往の閣議決定等に示さ
れた政府方針に基づく取組
について、着実に実施する
ものとする。 

、その成果等について、一般の
国民が理解しやすい方法、内
容でホームページ等を用い 
た情報開示に努める。 
ミッションの確認や現状の

把握、問題点の洗い出し、改善
策の立案、翌年度の年度計画
の作成等に資するよう、引き
続き職員の意見の聴取に努め 
る。 
 
決算検査報告（会計検査院）

の指摘も踏まえた見直しを行
うほか、「独立行政法人改革等
に関する基本的な方針」（平成
25年12月24日閣議決定）をは
じめとする既往の閣議決定等
に示された政府方針に基づく
取組について、着実に実施す 
る。 

ースを一般市民や患者にわかりやすく発信するよう努めた。 
・ HPと各種 SNS との連携を強化し、双方で即時性を持たせタイ

ムリーな情報発信に努めた。 
・ 寄付者への感謝の意を表することも含め、HPで随時紹介し

た。 
 

ウ 年度計画作成等に資する職員の意見の聴取 
年度計画作成に当たっては、各年度における進捗管理の状況を

反映するとともにセンター職員にも意見を聴取して作成してい
る。 

 
エ 閣議決定等に示された政府方針に基づく取組 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月
24日閣議決定）をはじめとする既往の閣議決定等に示された政府
方針に基づく取組については、引き続きフォローアップを行い着
実に実施している。 

 

 


